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記号表 

本論文で使用する記号の意味及び単位を以下の表に示す。ただし、本文中で特別な表記

があるところは、その記述に従う。 

英文字 

記号 意味 単位 
𝑎 転化率 - 
𝐴 頻度因子 s-1 

𝐴 面積 m2 

𝑏 吸着・脱着係数 1/(Pa.s) 
𝑐 定圧比熱 J/(kg.K) 
𝐶 GAB 吸着等温線の係数 - 
𝐷 拡散係数 m2/s 
𝐸 活性化エネルギー J/mol 
𝐹 質量比 - 
𝐻 対流熱伝達率 W/(m2.K) 
𝐻 総合(対流+放射)熱伝達率 W/(m2.K) 

𝐻  質量伝達率 m/s 
𝑘 熱伝導率 W/(m.K) 
𝐾 GAB 吸着等温線の係数 - 
𝐿 長さ m 

∆𝐿 反応潜熱 J/kg 
𝑚 質量流量 kg/(m2.s) 
𝑀 分子量 g/mol 
𝑛 化学反応の反応次数 - 
𝑃 圧力 Pa 
𝑄 生成熱 W/m3 
𝑞 熱流 W/m2 
𝑟 残量比 kg/kg 
�̃� 電気抵抗 MΩ 

𝑅 気体定数 8.314 J/(mol.K) 
𝑆 生成項 kg/(m3.s) 
𝑡 時間 s 

∆𝑡 時間刻み s 
𝑇 温度 K 
𝑣 流速 m/s 
𝑤 含水率 kg/kg 
𝑊 GAB 吸着等温線の係数 - 
∆𝑥 格子長さ m 
𝑌 質量分率 kg/kg 
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ギリシャ文字 

記号 意味 単位 
𝛽 亀裂深さ-幅比 m/m 
𝛾 相対湿度 Pa/Pa 
𝛿 格子が亀裂より外気と接触した面積が初期加熱面積との比 - 
𝜖 固体残存面積が初期加熱面積との比 - 
𝜀 放射率 - 
𝜁 Carman-Kozeny 式の中の定数 m6 
𝜂 収縮係数 - 
𝜗 角度 rad 
𝜃 反応速度 kg/(m3.s) 
𝜅 比透気率 m2 
𝜇 粘性係数 Pa/s 
𝜌 密度 kg/m3 
𝜌 単位体積木材当たりの物質質量 kg/m3 
𝜎 Stefan-Boltzmann 定数(=5.67×10-8) W/(m2.K4) 
𝜏 空隙率 - 
𝜒 形態係数 - 
𝜒 火炎面積が総面積との比 - 
𝜔 飽和度 - 

 

下付き文字 

記号 意味 記号 意味 
𝑎𝑑𝑠 吸着 𝑖, 𝑗 変数のインデックス 
𝑎𝑖𝑟 空気 𝑖𝑛 流入 
𝑐𝑎𝑝 毛細管 𝑖𝑛𝑖 初期 

𝑐𝑜𝑛𝑣 対流 𝑙𝑖𝑞 液体 
𝐶𝑂  二酸化炭素  𝑛𝑜𝑛𝑣 不揮発性成分 

𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘 亀裂 𝑁  窒素 
𝑑𝑟𝑦 全乾状態 𝑂  酸素 
𝑒𝑞𝑢 平衡状態 𝑝 熱分解ガス 
𝑒𝑥𝑝 実験値 𝑝𝑦𝑟𝑜 熱分解 

𝑓𝑙𝑎𝑚 熱分解ガスの燃焼 𝑟𝑎𝑑 放射 
𝑓𝑟𝑜𝑛𝑡 加熱側 𝑟𝑒𝑎𝑟 非加熱側 

𝑔𝑎𝑠 気体 𝑠𝑎𝑡 飽和状態 
𝑔𝑙𝑜𝑤 不揮発性成分(炭化層)の赤熱 𝑠𝑜𝑙 固体 
𝐻 𝑂  水蒸気 𝑣𝑜𝑙𝑎 揮発性成分 
𝐻 𝑂  液水 0,1, … 𝑁 格子番号 0, 1, … N 
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第 1 章 序論 

 本章では研究の背景、目的、関連する既往研究、本研究の流れ、そして本論文の構成を

示す。 

  

1.1 研究の背景 

 木質系部材を建材として使用する歴史は非常に長く、木材は建築材料として使用した最

初の材料と言われている[1]。古代で建築物を建設する際は木材が多く応用され、世界中の

数多くの国では古代に建造した木造建築が残っている。例えば中国山西省の応県木塔は、

高さが 66.7メールの 11世紀に建設した木造の仏塔であり、世界で現存する最高層の古代木

造建築として知られている[2]。日本の奈良市にある東大寺大仏殿は、8 世紀に建造し始め

た世界最大級の伝統木造建築である[3]。英国の Essex カウンティにある Greensted 教会堂は、

千年以上の歴史を持つ木造の教会堂である[4]。 

近代になると建築物で使用する材料は木材から煉瓦またはコンクリートなどに変更され、

木質系部材の建築物での使用が一度少なくなったが、最近の数十年間は地球温暖化問題に

対する関心が高まったため、木質系部材を使用した木造建築は改めて注目された。木材は

再生可能な環境に優しい材料であり、生産過程中の CO2 生成量はコンクリートの半分以下

である[5]。また、木材は炭素を固定する機能が存在する[6]。上記のメリットが存在するた

め、木質部材の建築物での使用が推進される。 

日本では、住宅の多数は既に木質部材を使用している。2018 年で行った住宅・土地統計

調査により、一戸建全体の 92.5%は木造、長屋建全体の 67.7%は木造である[7]。また、

2010 年に「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関

する法律」[8]が施行されて以来、公共建築物の木造化も推進されている。統計データによ

ると、2021 年度に着工された建築物のうち、3 階以下の公共建築物の木造率は 29.4%、公

共建築物全体の木造率は 13.2%であり、法律を施行した当時の 17.9%(3 階以下の公共建築

物)と 8.3%(公共建築物全体)より大幅に増加した[9]。また、公共建築物を整備する時も積極

的に木材を使用している。2019 年で整備した公共建築物のうち、前述の法律の内容に基づ

く方針[10]により木材の利用を推進すべき公共建築物に該当するものは 83 棟あり、災害対

策などの目的により木造化できないと判断した 11 件以外の 72 棟を全て木造化した[11]。 

ただし、木材は可燃性があるため、建築部材として使用する際は火災安全性能が重要で

ある。特に多数の人が使用する公共建築物では、火災安全性能については充分に配慮しな

ければならない。階数 4階以上、高さが 16m以上、または延べ面積が 3000m2を超えた建築

物は建築基準法によりその建築物の主要構造部が耐火構造の基準を満たしなければならな

い[12]。また、地域の火災安全性が特に重要な防火地域に建設する建築物は更に厳しく規

定され、上記の規模以下であっても主要構造部が耐火構造の基準を満たすことが要求され

ることがある。 

耐火構造は、建築物内部または建築物周囲で発生する火災が終了し、構造部が常温に戻

るまで崩壊しない基準を満たす必要がある。木材を使用した木質耐火構造部材は主に被覆

型と燃え止まり型に分類できる[13]。被覆型は木質部材の表面に耐火被覆材を設置したも

のであり、加熱された時に耐火被覆材は構造支持部の燃焼と炭化を防ぐ。燃え止まり型の

部材の表面は木質の燃え代層であり、加熱されると燃焼が発生するが、燃え代層の熱分解

より生成した炭化層により内部に流入する熱流を遮断し、燃焼を燃え止まり層で停止させ、

内部の構造支持部材を保護する。 
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(a) 被覆型 (b) 燃え止まり型 

図 1-1 木質耐火部材の種類* 
* [13]によると鉄骨内蔵型の木質耐火部材もあるが、構造上は純粋の木造ではないためここでは省略する。 

木質部材の燃焼は熱分解により生成した可燃性ガスの燃焼と炭化層の赤熱燃焼で組成さ

れる。燃焼により生成した熱量は更に熱分解反応で必要な熱源となり、燃焼で必要な燃料

が継続的に供給される。すなわち、木質部材で発生する燃焼は自己継続が可能な非常に複

雑な過程である。木質部材の燃焼停止が発生できるかどうかを検討するため、これまで多

くの研究者が実験を行った。実験の内容は類似しており、木質部材を耐火構造部材の認定

で必要とする ISO834[14]の標準火災温度曲線に従って耐火炉で加熱するものである。 

例えば、岡ら[15]は荷重支持部と燃え代層がスギ、燃え止まり層がモルタルの柱と梁試

験体を ISO834 の温度曲線に従って 1 時間加熱実験を実施した。実験の結果、表面部分に燃

え代として設置したスギ材の燃焼が長く継続し、柱試験体では最大 17 時間以上続いたが、

荷重支持部の温度は概ね 200℃以下になっていることが確認され、支持部の炭化進行はな

かった。山口ら[16]は、燃え止まり層が厚さ 27mmのジャラ、燃え代層は厚さ 60mmのカラ

マツ、支持部が寸法 250x250mm と 400x400mm の 2 種類のカラマツの柱試験体の 1 時間載

荷加熱実験を行った。実験開始後 150 分では、燃え止まり層の隅角部外側温度は 230℃～

260℃、他位置の温度は 200℃以下に抑えられた。また、燃焼再開が観測されなかった。 

原田ら[17]はカラマツ集成材壁試験体の加熱実験を行い、冷却期間中の給気量変化が試

験体の燃焼状況、炭化進行状況や燃え止まりへ及ぼす影響を調べた。1200x1000x100mm の

カラマツ集成材壁試験体を 1 時間の ISO834 標準加熱を行い、異なる給気量で 3 時間の冷却

を行った。実験の結果では、脱炉後の試験体表面で多くの位置は炭化層の赤熱燃焼が継続

している。給気量が大きくなるほど炭化層表面の損傷が激しくなり、脱炉時の赤熱が確認

できる箇所が少なくなる。大橋ら[18]は燃え止まり層と燃え代層がモルタルとカラマツ、

支持部がスギ、カラマツとヒノキの柱試験体の 1 時間耐火試験を行った。支持部の木材密

度は 373～515kg/m3 であり、支持部の密度変化が耐火性能へ及ぼす影響を検討した。いず

れの実験も燃え止まりが確認され、荷重支持部の炭化はなかった。また、荷重支持部の最

高温度は密度の増加とともに減少することが確認された。 

大規模の実験だけではなく、コーンカロリーメーターなどの実験設備を用いて小規模の

実験を行い、木質部材の燃焼停止に関する研究も多く存在する。コーンカロリーメーター

実験は加熱強度を細かく調整できる利点があるため、加熱強度が燃焼停止との関係が検討

されている。茶谷ら[19]はコーンカロリーメーターで炭化層の赤熱反応について実験的検

討を行い、カラマツでは炭化層の赤熱燃焼が継続するための表面加熱強度は 8.4kW/m2であ

ることを明らかにした。山口ら[20]はコーンカロリーメーターでスギ材の加熱実験を行っ

た。100x100x40mm のスギ集成材試験体を 25～50kW の加熱強度で 10～80 分加熱し、試験

体内部温度の測定を行い、燃焼停止の有無を確認した。実験結果によると加熱時間が 20 分

以内であれば試験体の燃焼が停止した。茶谷ら[21]はコーンカロリーメーター実験を行い、

燃え代層 

燃え止

まり層 

荷重 

支持部 

耐火被覆材 

荷重 

支持部 
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炭化層の赤熱燃焼の反応速度を測定した。炭化層の赤熱燃焼は 366℃から発生し、166℃で

停止することを明らかにした。 

上記で述べた研究以外にも多数の実験が行われて、実験による木質部材の燃焼停止・燃

え止まりに関する研究が進んでいる。しかし、実験による検討はいくつかの欠点が存在す

る。まず、実験の実施は多くの手間と時間がかかる。耐火炉で行う実大部材の加熱実験で

は 1 時間の加熱をした後に部材が常温に回復するまで、数時間或いは数十時間冷却の必要

がある。例えば前述の大橋らの実験[18]では計 24 時間の冷却を行った。また、実験を実施

する際には高額な費用が必要となり[22][23]、大量の実験を行うことが難しい。そのため、

高効率・低費用の方法で木質部材の燃え止まりの有無を分析する方法が期待されている

[24]。 

また、現状では燃え止まりが発生する条件が不確定であるため、確かめた範囲で木質部

材を開発して建築物を建設する必要がある[25]。そのため、使用可能の部材の種類が限ら

れている。各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響が分かれば、木質部材の開発をする時に方

針を示すことができ、さらに多くの種類の木質部材の建築物での利用を促進する効果があ

ると考えられる。 

燃え止まりの過程は温度の下降を伴うため、木質部材の密度や熱伝導率などの熱移動と

関連する条件が燃え止まりに影響があると考えられる。それ以外に、燃え止まり過程で起

こる物質移動の影響も非常に大きい。例えば木質部材の冷却過程中の燃焼には酸素が必要

であるため、炭化層に浸透する酸素量は燃え止まりの発生（赤熱の停止）に影響があると

考えられる。また、木質部材の熱分解反応により生成した可燃性ガスは冷却時の部材燃焼

の燃料になるため、温度分布や酸素の質量分率等に影響する。さらに、部材内部で存在す

る水分は加熱された後に起こる吸着・脱着により熱の吸収と放出を行う。これらの現象が、

燃え止まりに影響する可能性もあり、各種条件が燃え止まりに対する影響を検討するため

には、多様な条件において網羅的な検討をする必要がある。しかし、前述の背景により、

実験的検討は多くの費用と手間がかかるため、現実的でない。 

 

1.2 研究の目的と内容 

前述の背景により、高効率・低費用の方法で木質部材の燃え止まりの有無を分析する方

法の検討は非常に重要な課題であることが明らかである。また、物質移動と関連する条件

を含む各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響の分析も非常に重要である。これらの課題は、

木質耐火部材の開発または木質部材の利用促進へ大きな影響を持つ。 

数値計算による分析は実際の耐火実験より迅速に結果を得ることができ、燃え止まりを

高効率・低費用で分析できる。また、入力条件の組み合わせにより、各種条件において燃

え止まりが発生するかどうかを検討することができる。さらに、網羅的解析で得られた結

果を分析して、燃え止まり現象への理解を深めることができ、燃え止まり型耐火部材の開

発に有意義な知見を提供することができると考えられる。 

本研究の目的は二つある。まずは、火災加熱を受ける木質部材の火災全過程(加熱と冷

却)での燃焼挙動を予測する手法を検討し、数値解析による燃え止まり予測をすることであ

る。その目的を達成するため、加熱を受ける木質部材の火災全過程で発生する熱・物質移

動、化学反応と形状変化などの現象を考慮したモデルを提案し、実験結果と比較しながら

モデルを検証する。 

予測モデルが検証された後、モデルを使用して網羅的な解析を行う。解析結果から木質
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部材の比透気率などの物質移動と関連する各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響を検討する

ことが、二つ目の目的である。 

 

1.3 火災加熱を受ける木質部材の挙動解析に関する既往研究 

 本研究の目的を達成するために、火災加熱を受ける木質部材の燃焼状況を解析する計算

モデルが必要である。本節では既往の研究者が提案した加熱を受ける木質部材の挙動解析

モデルの概説を述べる。既往の計算モデルは数多くあるが、その内容により分類を行うと

主に熱伝導モデルと熱・物質移動モデルに分類できる。 

1.3.1 熱伝導モデル 

 熱伝導モデルは、加熱を受ける木質部材の熱移動だけを考慮し、部材の昇温過程を非定

常の熱伝導方程式で表すものである。また、加熱過程中で発生する熱量の生成または吸収

を表すため、熱伝導方程式に熱生成項を足して計算を行う方法も多く使用される。式(1-1)

に熱生成項がある 1 次元の非定常熱伝導方程式を示す。 

𝜌𝑐
𝜕𝑇

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
𝑘

𝜕𝑇

𝜕𝑥
+ 𝑄 (1-1) 

ただし、𝑇は温度[K]、𝜌は密度[kg/m3]、cは比熱[J/kg.K]、kは熱伝導率[W/m.K]、𝑄は生成項

である熱発生率[W/m3]である。 

 加熱を受ける木質部材の挙動を分析する時に熱伝導モデルの使用は、60 年以上の歴史が

ある。Bamford ら[26]は 1 次元の非定常熱伝導方程式を用いて、加熱を受ける木質部材の内

部温度を計算した。揮発性成分の熱分解反応、熱分解ガスの燃焼と炭化層の燃焼を一つの

0 次発熱反応に統合して近似し、アレニウス型反応速度式で反応速度を表示した。計算上

の利便性を確保するため、計算で使用する部材密度𝜌、比熱𝑐と熱伝導率𝑘は木材の値を使

用し、計算の全過程において密度、比熱と熱伝導率は変化しないとした。 

 Khelifa ら[27]は 3 次元の熱伝導方程式を基に、金属ボルトで接合した木質部材が耐火試

験を受ける時の内部温度を計算した。部材の密度、比熱と熱伝導率には温度依存性を考慮

した。木質部材の熱分解反応は反応熱が異なる 2 ステップの反応として考慮した。最後に

は計算モデルを力学的モデルとカップリングして解析を行った。 

熱伝導モデルは熱伝導のみ考えているため、等価な物性値を用いて物質移動あるいは物

質の変化による影響を補正する計算が多い。例えば、液水が水蒸気に変化する過程は吸熱

の過程であり、部材が加熱された時に 100℃付近で温度上昇が遅くなる傾向が存在する。

熱伝導モデルで 100℃付近の温度上昇が緩慢になる現象を再現するため、100℃付近の部材

の比熱を高く設定する方法が使用されている。表 1-1 に EuroCode5[28]が規定した軟木の等

価比熱を例として示す。液水が水蒸気への転化は 99℃～120℃付近で発生するとイメージ

し、その区間内の比熱は他の温度範囲の比熱の約 7～8 倍に設定する。また、比熱だけでは

なく、熱伝導率も表面亀裂による熱流の増加作用を考慮した等価熱伝導率が提案された。 

表 1-1 EuroCode5[28]が規定した軟木の等価比熱 

温度[℃] 20 99 99 120 120 200 250 
比熱[kJ/kg*K] 1.53 1.77 13.60 13.50 2.12 2.00 1.62 

温度[℃] 300 350 400 600 800 1200 
 

比熱[kJ/kg*K] 0.71 0.85 1.00 1.40 1.65 1.65 

 König ら[29]は類似のアプローチを用いて計算を行った。彼らは 1 次元の熱伝導モデルを

用いて耐火炉で加熱した木質部材の試験体の昇温過程を計算した。部材の比熱と熱伝導率
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は物質移動などの影響を含めた等価な物性値を使用した。その結果、加熱期間中の試験体

内部温度を精度よく再現できたが、冷却時の温度解析値は実験値より大幅に低くなってい

る。 

 Peng ら[30]は 3 次元の熱伝導モデルを用いて ISO834 加熱を受ける木材-鋼材-木材の接合

部の温度変化を計算した。木質部材内部の熱生成または吸収を 0 として、炭化層燃焼など

の変化が温度へ及ぼす影響を無視した。木質部材の比熱と熱伝導率は前述の König らの研

究[29]で使用した数値を用いた。繊維方向の違いによる木質部材の熱伝導率の違いを考慮

し、軸方向の熱伝導率を年輪方向の 2 倍とした。計算結果は加熱時の温度分布を再現でき

た。 

 Shen ら[31]は 1 次元の熱伝導モデルを用いて 20kW/m2 の一定強度で加熱した木材の温度

を計算した。部材全体を木材、炭化層、可燃性ガス、水蒸気と液水として考慮した。液水

から水蒸気への変化及び木材から炭化層(固体)と可燃ガス(気体)への熱分解を 0 次の化学反

応として分析し、アレニウス型速度式で反応速度を表した。部材の熱伝導率は反応進行度

により変化させ、比熱は一定値とした。計算で算出した木材表面付近の 1～14mm 位置の温

度は加熱開始後数分間で実験値と良好な一致性が得られた。しかし、可燃性の物質(熱分解

ガス、炭化層)の燃焼を考慮しなかったため、適用可能の範囲は加熱開始直後のみと考えら

れる。 

Fontana ら[32]は 1 次元の熱伝導モデルを用いて、密度が 480kg/m3 の木質試験体の 90 分

ISO834 片面加熱耐火試験を行う時の内部温度を計算した。液水が水蒸気へ変化する時の吸

熱は 2 種類の方法で表し、等価比熱で近似する場合と潜熱を陽に表示した場合を比較した。

その結果、いずれの方法でも加熱時の部材内部温度を概ね再現できるが、等価比熱法では

使用する解析ソフトに依存して結果が変化することを指摘している。 

 他に熱伝導モデルを使用した研究は多数あり、例えば Janssens[33]、Chen ら[34]、Thi ら

[35]、Darmon ら[36]、Audebert ら[37]などの研究が存在する。熱伝導モデルは計算が便利で

ある利点を持つ一方、欠点も存在する。例えば、計算が可能な状況が限られていることは

大きな欠点の一つである。前述の通り、熱伝導モデルを使用した多くの研究で計算をする

際は等価物性値を使用している。この等価物性値は実験結果から較正されたものが多く、

較正原本とする実験の条件においてしか計算ができない。例えば前述の EuroCode5 で規定

した等価熱伝導率は ISO834標準耐火試験の加熱時の温度で較正したものであり、同じ耐火

試験であっても冷却時には使用できない。また、コーンカロリーメーター実験などの条件

で加熱する時も使用できない。等価物性値が存在しない場合、計算の精度が落ちる恐れが

ある。 

 

1.3.2 熱・物質移動モデル 

 熱・物質移動モデルは木質部材が加熱された時の熱移動および物質移動を全て考慮した

ものである。そのうち、水分の移動が最も考慮された物質移動の一種である。また、部材

内部の空気、可燃ガスなどの成分を考慮した研究も存在する。これまでの研究者は多種類

の計算モデルを提案したが、モデルの支配方程式は概ね非定常の移流拡散方程式の形で表

すことができる。式(1-2)に生成項付きの 1 次元非定常移流拡散方程式を示す。 
𝜕𝜌𝜑

𝜕𝑡
+

𝜕𝜌𝑣𝜑

𝜕𝑥
=

𝜕

𝜕𝑥
𝐷

𝜕𝜑

𝜕𝑥
+ 𝑆 (1-2) 

ただし、𝜌は密度、𝑣は流速、𝐷は拡散係数、𝑆は生成項、𝜑は変数である。計算対象の物質
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種類により、変数𝜑は温度、気体質量分率、単位体積木材当たりの液水質量または気体質

量になる。木質部材は多孔質材料であるため、流速𝑣を計算する際は多孔質内部の Darcy の

流れを用いて圧力勾配から導出する例が多い[38]。 

Fredlund[39]は 2 次元の熱物質移動解析モデルを提案した。モデルの中に水蒸気と熱分解

可燃ガスの移動を考慮し、液水の移動を無視した。熱分解速度をアレニウス型反応速度式

で表示し、水蒸気は常に飽和状態になっていると想定し、飽和状態から液水と水蒸気の変

換速度を計算した。可燃物の燃焼は単一のアレニウス型反応速度式で表面反応として表し

た。 

Pecenko ら[40]のモデルは 2 次元のものであり、部材内部の空気と水蒸気の移動を計算し

た。また、濃度勾配と温度勾配による液水の拡散による移動も考慮した。水分の吸着と脱

着は非平衡の方法を用いて表し、現在の含水率が平衡含水率との差と比例するように設定

した。炭化(部材熱分解)については陽に記述しなかったが、300℃を境界として炭化位置を

近似的に推定した。 

鈴木[41]は 1次元のモデルを提案し、熱、液水及び水蒸気と空気の混合ガスの収支を計算

した。熱分解反応については 250～400℃の間で一定の速度で進行するとして計算した。熱

分解の進行による熱吸収を考慮したが、熱分解ガスの移動は分析しなかった。炭化層の燃

焼を表面反応として考えて、液水の脱着速度は前述の Pecenko らと類似の方法で平衡含水

率と含水率の差と比例するように計算した。90 分加熱の耐火試験を対象として解析を行っ

て実験と比較した結果、加熱停止時の各位置温度を概ね再現できたが、加熱過程中では加

熱面から比較的に遠い位置(例えば 30mm,50mm)での解析結果は実験結果との差が残った。 

Brydenら[42]のモデルは 1次元のものである。モデルの中に、木材の熱分解を 2ステップ

計 5種類の反応に分けて細かく分析した。分解で生成した乾留液(タール)と熱分解ガスの物

質移動を考慮した。水蒸気の物質移動も分析し、水分の吸着と脱着速度はアレニウス型反

応式で表示した。38kW/m2 で加熱した試験体を対象として内部温度を計算した結果、解析

値は実験値よりやや高いが変化傾向が概ね一致している。しかし、加熱時しか計算してい

ないため冷却時の再現精度は不明である。 

Gronli ら[43]は 1 次元のモデルを提案し、加熱を受ける木質部材の変化をモデル化した。

熱分解反応は 2 ステップの計 4 種類反応で分析し、アレニウス型反応式で反応速度を表し

た。熱分解ガス及び中間産物である乾留液の物質移動を生成項がある移流方程式で計算し、

流速は Darcyの法則から導出した。計算モデルは 130kW/m2と 80kW/m2の 2種類の加熱強度

で加熱した試験体の加熱開始後 10 分以内の温度分布をよく再現できている。 

上記の計算モデル以外にも、Yuen ら[44]、Yang ら[45]、Huang ら[46]などの研究者は類似

の考え方で木質部材、または木材と類似する炭化可能の多孔質部材の熱・物質移動モデル

を提案した。また、熱水分移動モデルとしても Blasi[47]、Arends ら[48]、Zanoni ら[49]、

Borujerdi ら[50]、Bixler[51]、Remki ら[52]、Tariku ら[53]、Erisson ら[54]、Eitelberger ら[55]

などのモデルが提案される。加熱温度が低いため熱分解反応に至っていないが、熱水分移

動の考え方は火災時の状況を計算するモデルと同様である。 

 

1.3.3 既往モデルの問題点 

 これまで多数の研究者が様々な種類の計算モデルを提案したが、モデルのうちの多くは

加熱を受ける木質部材で発生する一部の現象を省略している。例えば、木質部材の熱分解

で生成した炭化層の赤熱燃焼を計算するモデルは多くない。しかし、炭化層の赤熱は有炎
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燃焼が消炎した後の冷却過程中でも継続し、大量の熱量が放出される[56]。そのため、炭

化層の赤熱燃焼は木質部材の冷却期間中の挙動を大きく影響すると考えられる。既往モデ

ルは赤熱を計算しないため冷却時の状況を計算できない。 

また、木質部材が加熱されると部材の表面亀裂と寸法収縮が発生するが、計算モデルの

中に亀裂と収縮を考慮するものが少ない。しかし、表面亀裂の発生により外部の熱流と物

質流は部材内部に直接に侵入することができ、熱移動と物質移動に顕著な影響を及ぼす。

特に冷却期間中では加熱面と遠い位置の部材温度が低く、外部の温度が高いため亀裂によ

る流入熱流は内部温度の上昇に顕著な影響がある。 

また、木材内部での燃焼の発生により酸素濃度が下降し、二酸化炭素含量が上昇する可

能性がある。その影響により燃焼が遅くなると考えられる。しかし、既往の物質移動モデ

ルの多数は酸素濃度の変化が燃焼速度へ及ぼす影響を無視し、外部からの気体を一種類の

「空気」として計算したため、その分の影響を含まれることができない。 

上記で述べたところ以外、他の問題点も存在する。例えば一部の研究は炭化層の赤熱燃

焼を表面での反応として計算したが、実際に表面から一定の深さがある位置でも炭化層の

燃焼が進行している。そのため、計算をする際は炭化層の燃焼を表面反応として処理する

のではなく、温度に関する保存式の生成項として計算する方が適切であると考えられる。 

前述の既往モデルの多数は改良できる点が存在し、火災加熱を受ける木質部材が発生す

る各種現象を考慮した、加熱中と冷却中の両方を計算できるモデルは、いまだに存在しな

い。燃え止まりの予測計算では特に冷却過程中の計算が重要であり、既往研究で無視した

各種の物理現象は冷却過程中の計算に大きい影響があるため、既往研究で提案した各種の

モデルは加熱を受ける木質部材の冷却過程中での燃焼挙動を正確に予測することができず、

燃え止まり予測で使用することができないと考えられる。 

上記の点を踏まえて、本研究では考慮が必要な現象、つまり冷却過程中の分析に対して

重要な現象を全て分析した計算モデルを提案する。揮発性成分の熱分解、熱分解ガスの燃

焼、不揮発性成分の赤熱燃焼、水分の吸着と脱着を全て考慮し、熱移動に加えて液水、熱

分解ガス、水蒸気及び酸素、窒素と二酸化炭素の物質移動も考慮する。さらに、加熱より

発生した部材の亀裂と収縮及びそれらの現象が熱・物質移動に対する影響もモデルに含め

る。 

表 1-2 に本研究で提案予定のモデルが既往研究モデルとの比較を示す。記号に関しては、

ある過程を考慮しなかったモデルを×、部分的に考慮したモデルを△、考慮したモデルを

〇、特に詳細に分析したモデルを◎として標記した。例えば熱と物質移動に関しては、拡

散または対流のいずれかを考慮したものを△、両方を考慮したものを〇とした。 

表 1-2 より、本研究は既往で提案したモデルより加熱された時の木質部材が発生する各

種変化を全面的に分析できることが分かる。また、多くの既往モデルが考慮していない亀

裂や収縮などの現象も考慮している。本研究は冷却過程中の木質部材の挙動を分析する時

に重要である炭化層赤熱や表面亀裂などの変化を考慮しているため、火災全過程(加熱・冷

却)の木質部材の挙動を全面的に分析することができると考えられる。 
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表 1-2 本研究のモデルと既往研究モデルの比較 

計算モデル 本研究 Fredlund Pecenko ら 鈴木 Bryden ら 
熱移動 〇 〇 〇 △ 〇 

液水の移動 〇 × △ △ × 
水蒸気移動 〇 〇 〇 〇 △ 

熱分解ガス移動 〇 〇 × × △ 
空気の移動 ◎ × 〇 〇 × 
熱分解 〇 〇 × △ ◎ 

脱着・吸着 〇 △ 〇 〇 △ 
炭化層赤熱 〇 〇 × 〇 × 

熱分解ガス燃焼 〇 〇 × × × 
亀裂 〇 × × × × 
収縮 〇 × × × × 

 

1.4 本論文の構成 

 本論文は 9 章で構成され、1 章の序論と 9章の結論以外の 7 章を分類すると 3 部に分類で

きる。図 1-2 に、本研究の流れを表すフローチャートを示す。 

 第 1 部は主に加熱を受ける木質部材の熱・物質移動モデル及び解析プログラムについて

述べる。第 1 部は、2 章～4 章で構成される。そのうち、第 2 章は火災を受ける木質部材の

燃焼性状を解析するモデルについて述べる。計算モデルは試験体で発生する熱伝導および

対流熱伝達・放射熱伝達から始め、多孔質部材である木質部材内部の液水及び水蒸気、熱

分解ガス、空気(酸素、窒素と二酸化炭素)の物質移動も考慮する。液水と気体の流れは

Darcy の法則に従って計算する。また、加熱された時に発生する水分の吸着(水蒸気→液水)

と脱着(液水→水蒸気)、揮発性成分の熱分解、熱分解ガスの燃焼、不揮発性成分の赤熱燃

焼も考慮する。更に、燃焼の進行とともに発生した部材表面亀裂及び収縮現象、そしてそ

の現象が熱・物質移動に対する影響もモデルの中に考慮する。 

 第 3章は、計算モデルで使用する各種物性値の決定方法を述べる。2章で提案したモデル

は多様な物理現象について計算するため、数多くの物性値が必要である。実験結果を数値

計算で正確に再現するため、物性値を適切に決定する必要がある。そのため、3 章は熱伝

導率や比熱などの熱物性値から始め、拡散係数、空隙率や平衡含水率など各種物性値の決

め方を詳細に述べた。 

 第 4 章は、計算モデルの数値計算方法および作成した計算プログラムの構成について述

べる。まずは支配方程式であるエンタルピー保存式と各種物質の質量保存式を離散化して、

計算で使用する離散化方程式を示す。その後、数値解析プログラムの計算の流れを示す。

最後に、作成したプログラムの構成および使用方法について述べる。 

第 2 部は主に実験による木質部材の燃え止まり・加熱時の挙動に関する検討および実験

と計算モデルの比較検証について述べる。コーンカロリーメーターによるカラマツ集成材

の加熱実験を行い、実際の燃焼実験で発生するカラマツ部材の熱移動と物質(水分)移動を

検討し、加熱時間が内部温度、内部含水率と炭化性状などの物理量へ及ぼす影響を検討し

た。また、小型耐火炉によるカラマツ壁加熱実験を行い、冷却時の給気量が燃え止まりへ

及ぼす影響を検討した。更に、第 1 部で提案した解析モデルを用いて実験と同じ条件で解

析を行い、解析モデルの精度を比較検証した。第 2 部は、5 章～7 章で構成する。 

第 5 章は、コーンカロリーメーターによるカラマツ集成材の加熱実験を示す。99×99×
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50mmのカラマツ集成材試験体を 50kW/m2の加熱強度で 10分～50分加熱し、試験体温度、

含水率、発熱速度、炭化・変色深さなどを測定した。 

第 6 章は、小型炉によるカラマツ集成材壁試験体の ISO834 耐火試験の結果を示す。1200

×1000×100mm のカラマツ壁試験体を小型炉で 1 時間片面加熱し、その後に 3 時間の冷却

をした。冷却時の給気量を調整して計 8 回の実験を行った。実験をする時に、炉内温度、

試験体温度・含水率、冷却時の炉内酸素濃度などの数値を測定した。 

第 7 章は、実験結果と計算結果の比較を示す。第 1 部で作成した計算プログラムを用い

て5章と6章と同じ条件に従って解析を行い、温度、発熱速度や内部含水率などを解析し、

その結果を実験で測定した数値と比較して計算モデルの精度を検証した。異なる加熱条件

(耐火炉、コーンカロリーメーター)で解析をして実験結果を比較したため、計算モデルの

一般性を総合的に分析することができる。 

第 3 部は第 8 章で構成する。第 8 章は、検討された計算モデルを用いて条件を変更して

解析を行い、各種条件が部材の燃え止まりへ及ぼす影響を検討するものである。ここでは

空隙率、比透気率など物質移動と関連するパラメータから、密度や材種などの様々なパラ

メータが燃え止まりへ及ぼす影響を検討した。 
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図 1-2 本研究の流れ 
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第 2 章 火災加熱を受ける木質部材内部の熱・物質移動モデル 

 本章では、火災加熱を受ける木質部材内部の熱・物質移動の解析モデルについて述べる。

章の中の各節では主に以下の内容で構成する。2.1 節でモデルの概要を述べ、2.2 節はモデ

ルの支配方程式を記述する。2.3 節は加熱を受ける木質部材が発生する熱分解、燃焼と水分

の吸着・脱着の速度の計算方法を述べる。2.4 節は支配方程式の中の各種生成項の計算方法

を述べる。2.5 節は加熱時の試験体寸法変化(亀裂と収縮)の表示方法を示す。 

2.1 モデルの概要 

 木質部材は多孔質であり、空隙の中に気体と液状水が含有する。気体と液状水は空隙の

中に対流と拡散により物質の移動が発生する。また、気体と液状水の移動に伴う熱移動、

そして固体を経由する熱伝導も発生する。図 2-1 に木質部材内部で発生する熱と物質の移

動を示す。茶色の部分は木質部材の固体部を表し、白色の部分は空隙を表す。気体と液水

は空隙を通って移動する。 

 
図 2-1 木質部材内部の熱と物質の移動 

前述の内容を踏まえて、本モデルでは木質部材全体を固体、液体、気体の成分に分けて

分析する。 

固体は熱分解が可能な揮発性成分と赤熱燃焼が可能の不揮発性成分で組成する。揮発性

成分は熱分解反応により可燃の熱分解ガスになり、不揮発性成分は赤熱燃焼により消費さ

れる。実際の状況では木材→熱分解ガス＋炭化層の反応が発生するが、単位量の木材が分

解した時に生成する熱分解ガスと炭化層の比率を確定することが難しいので、本モデルで

は炭化層として残る分を不揮発性成分、熱分解ガスとして気化する分を揮発性成分として、

木材の固体成分を事前に分けておく。その結果、熱分解反応は揮発性成分→熱分解ガスの

ように簡略化して分析することができる。また、不揮発性成分(炭化層)の酸化燃焼は熱分

解が完全に進行した後に発生するとする。 

液体は液状水から成る。一部の研究者[1]はモデルの中に木材の熱分解により生成した乾

留液(タール)も液体として計算したが、高温で加熱すると乾留液も気化してガスになるた

め、本モデルは中間のプロセス(乾留液の生成)を無視し、タールなどの液状中間産物を考

慮モデルの中に考慮せず、熱分解プロセスを単一プロセスの反応過程とした。そのため、

本モデルで考慮する液状の物質は液水のみでした。 

固体(揮発性成分＋不揮

発性成分) 

液水脱着 

揮発性成分 

熱分解 

混合気体空隙内の流れ 

(対流＋拡散) 

熱伝導 

水蒸気吸着 

物質移動に伴う熱移動 
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気体は窒素、酸素、二酸化炭素、水蒸気と熱分解ガスから成る。酸素濃度が燃焼へ及ぼ

す影響を検討するため、分析する際は空気を一種類の気体として見なすのではなく、組成

される窒素と酸素を分けて表した。空気の中に含有する微量のアルゴン等の不活性気体は

火災加熱を受ける木質部材が発生する変化に関係がないため、無視した。また、全ての燃

焼反応は完全燃焼とみなし、一酸化炭素の生成を考慮しなかった。 

固体成分では物質移動は発生せず、反応のみにより質量が変化するとする。液体と気体

は反応または変化以外に、圧力勾配による対流流束と濃度勾配による拡散流束を考慮する。

混合気体に関しては、気体が生成された後にすぐに均一に混合するとする。計算をする際

は、一つの計算格子の中に存在する各種物質は常に熱的平衡を保つとする。つまり、各種

物質の間では温度差がなく、温度は常に同じとする。 

モデルでは、固体部分、液水および空隙内ガスから成る物質全体のエンタルピー保存、

固体各成分の質量保存、液体(液水)の質量保存、気体全体の質量保存と気体各成分の質量

保存を考慮する。本モデルは、1 次元の計算を行う。 

 

2.2 支配方程式 

2.2.1 流速 

 木質部材は多孔質材料であるため、内部の流速が低く、Darcy の法則に従って圧力勾配

で表すことができる。気体の流速は、式(2-1)のように表す。 

𝑣 = −
𝜅

𝜇

𝜕𝑃

𝜕𝑥
 (2-1) 

 液体の流速は気体と同様に、Darcy の法則に従って液相の圧力勾配と比例するように計

算する。ただし、液相の圧力は全圧ではなく、全圧と毛細管圧力の差[2]である。式(2-2)に

液相水分の流速計算式を示す。 

𝑣 = −
𝜅

𝜇

𝜕 𝑃 − 𝑃

𝜕𝑥
 (2-2) 

 毛細管圧は、Spolek ら[3]が提案した式を用いて計算する。Spolek の計算式は常温時毛細

管圧を表示するが、ここでは毛細管圧の温度依存性を表示するため、Spolek の式に係数𝛼

を追加する。式(2-3)に係数𝛼を追加した毛細管圧計算式を示す。 
𝑃 = 12400𝛼 ∗ 𝜔 .  (2-3) 

 ただし、𝜔は空隙の飽和度(m3/m3)である。高温時の毛細管圧は温度の上昇により概ね線

形的に減衰している[4]ため、温度依存性を毛細管圧の計算式に入れる必要がある。ここで、

20℃(293.15K)及び 20℃以下の時に毛細管圧が減衰せず、20～100℃間は線形的に減衰し、

100℃(373.15K)になると毛細管圧が 0 になるように𝛼を定義する。その結果、式(2-4)のよう

に減衰係数𝛼の計算式を表すことができる。 

𝛼 =

1  (𝑇 ≤ 293.15)

−
1

80
(𝑇 − 293.15) + 1  (293.15 < 𝑇 < 373.15)

0 (373.15 ≤ 𝑇)

 (2-4) 

  

2.2.2 質量保存 

 各種物質の質量保存を分析する際、液体と気体などの流体については木質部材の導管内

部で発生する移流流れと拡散流れ、試験体表面亀裂から部材内部に直接に進入する物質流、

そして生成または消費された物質を考慮する必要がある。固体成分については物質移動が
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発生しないため、物質の生成と消費のみを考慮する。亀裂から進入する物質流量を考慮す

ると、式(2-5)に固体、液体と気体三種類の物質の質量保存を表す方程式を示す。 
𝜕𝜌𝜑

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌𝑣𝜑 − 𝐷

𝜕𝜑

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑚 ) = 𝜖𝑆 (2-5) 

 式(2-5)は、通常の一次元非定常移流拡散方程式に亀裂から進入する流量を表す項

(𝑚 )と亀裂発生による残存面積比(亀裂が発生した試験体の残存固体断面積と亀裂が

発生しない時の加熱面総面積の比)を表す係数𝜖を追加したものである。ここから式(2-5)の

形を用いて、各種物質の質量保存式を表す。ただし、前述の通り固体成分は物質の流れが

発生しないため、移流、拡散および亀裂からの流量項はいずれも 0 となる。残存面積比𝜖の

計算方法は亀裂モデルに関連するため、亀裂モデルを記述する 2.5 節に示す。 

 

(1) 固体成分の質量保存 

式(2-6)～式(2-7)にそれぞれ固体成分である揮発性成分と不揮発性成分の質量保存式を示

す。生成項𝑆に関しては、固体成分はいずれも化学反応によって消費されるため、𝑆 と

𝑆 は負の値である。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
= 𝜖𝑆

 
 (2-6) 

𝜕𝜌

𝜕𝑡
= 𝜖𝑆

 
 (2-7) 

  

(2) 液水の質量保存 

液体成分(液水)の質量保存式を式(2-8)に示す。亀裂から液水が試験体に直接に侵入する

ことがないため、亀裂流量項は 0 となる。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖(𝜌 𝑣 − 𝐷

𝜕𝜌

𝜕𝑥
) = 𝜖𝑆  (2-8) 

  

(3) 気体各成分の質量保存式 

個別の気体成分の質量保存式は式(2-9)～(2-13)に示す。ここで、試験体の多孔質成分内

部で発生する移流拡散およびガスの生成以外、亀裂から試験体内部に侵入する物質流量も

含めて考える。下付き文字𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘は、亀裂から試験体に流入するものを意味する。 
𝜕𝜌 𝑌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑣 𝑌 − 𝜌 𝐷

𝜕𝑌

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
𝑚 , = 𝜖𝑆  (2-9) 

𝜕𝜌 𝑌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑣 𝑌 − 𝜌 𝐷

𝜕𝑌

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
𝑚 ,

= 𝜖𝑆  
(2-10) 

𝜕𝜌 𝑌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑣 𝑌 − 𝜌 𝐷

𝜕𝑌

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
𝑚 , = 𝜖𝑆  (2-11) 

𝜕𝜌 𝑌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑣 𝑌 − 𝜌 𝐷

𝜕𝑌

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
𝑚 , = 𝜖𝑆  (2-12) 

𝜕𝜌 𝑌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑣 𝑌 − 𝜌 𝐷

𝜕𝑌

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
𝑚 , = 𝜖𝑆  (2-13) 

 

(4) 気体全体の質量保存式 

気体成分全体の質量保存式を式(2-14)に示す。式(2-14)は、形式上は連続の式の右辺に気
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体生成(または消費)速度を追加したものと類似する。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖(𝜌 𝑣 ) = 𝜖(𝑆 + 𝑆 + 𝑆 + 𝑆 ) (2-14) 

流速を計算する際は圧力が必要であるため、圧力の変化𝜕𝑃/𝜕𝑡を直接に表すことができ

る計算式が望ましい。そのため、ここでは Fredlund[5]の方法を参考し、理想気体状態方程

式、Dalton の分圧法則と式(2-9)～(2-13)を用いて、式(2-15)に示す圧力拡散方程式を導出す

る。圧力の拡散方程式は、式(2-14)の気体全体の質量保存式と等価である。計算をする時

には、式(2-15)を使用する。 
𝜏

𝑅𝑇

𝜕𝑃

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
(

𝜌

𝑀
) 𝜖

𝜅

𝜇

𝜕𝑃

𝜕𝑥
+

𝜏

𝑅𝑇

𝜕𝑇

𝜕𝑡
𝑃 + 𝜖

𝑆

𝑀
 (2-15) 

 圧力が得られた後に、式(2-16)を用いて単位体積木材当たりの気体質量𝜌 を求める。式

の中の係数 1000は、分子量𝑀の単位[g/mol]の中の gと𝜌 の単位[kg/m3]の中の kgを換算す

るための係数である。 

𝜌 =
∑ 𝑀 𝑌

∑ 𝑌

𝜏 𝑃

1000𝑅𝑇
 (2-16) 

 

2.2.3 エンタルピー保存式 

 エンタルピー保存式を式(2-17)に示す。ここでは、対流熱流と伝導熱流を考慮した。熱

伝導に関しては固体部分で発生する熱伝導のみ考慮し、液相と気相における熱伝導は無視

した。また、質量保存を分析する際と同様に、亀裂から試験体内部に侵入する追加の移流

と放射熱流量𝑞 , と𝑞 , も考慮した。 

𝜕 ∑ (𝜌𝑐), , 𝑇

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑐 𝑣 + 𝜌 𝑐 𝑣 𝑇 − 𝑘

𝜕𝑇

𝜕𝑥

+
𝜕

𝜕𝑥
(𝑞 , + 𝑞 , ) = 𝜖[𝑄 + 𝑄 + 𝑄 + 𝑄 ] 

(2-17) 

 熱の生成項に関しては、水分の吸着と脱着を表す𝑄 、揮発性成分の熱分解を表す𝑄 、

不揮発性成分の赤熱を表す𝑄 、熱分解ガスの燃焼を表す𝑄 を考慮した。 

 

2.3 吸着・脱着、熱分解と燃焼速度 

2.3.1 水分の吸着・脱着速度 

 多孔質である木材が加熱されると液水の脱着が発生し、水蒸気が生成される。その水蒸

気が圧力勾配により未飽和の部分まで運搬され、吸着により再び液水になる。液水と水蒸

気の相互転化を表すため、これまで多くの研究者が木質部材または多種類の多孔質材の

熱・物質移動を計算する時に各種の計算モデルを提案した(例えば、[6]–[14]など)。転化方

法の表し方は主に以下の三種類に分類することができる。 

一つ目の方法は、吸着・脱着の速度を化学反応として考慮して、アレニウス型反応速度

式で表示方法である。この計算法は計算しやすいメリットが存在する一方、反応速度は指

数関数的に増加するため、低温域の変化速度を正確に表すことができない可能性がある。

また、化学反応速度で表すと吸着速度と脱着速度はそれぞれ異なる計算式で表して、計算

プログラムに二つの計算式を組み込む必要がある。そのため、計算をする際は一つの格子

に吸着と脱着が同時に発生するような異常な状況が起こる可能性がある。他の問題点とし

ては、例えば Borujerdi ら[15]は熱力学的現象である吸着と脱着を化学反応として分析する
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ことは正しくないと指摘している。 

 二つ目は水蒸気圧が平衡の計算方法である。各時刻の水蒸気分圧が飽和蒸気圧になれる

ように水蒸気の含量を想定し、対流と拡散より移動した水蒸気を除いた部分から水蒸気の

吸着量、または液水の脱着量を計算する。例えば、Fredlund の[9]熱物質移動モデルは上記

の計算モデルを用いた。この種類の方法は水蒸気分圧を簡単に予測できる一方、吸着・脱

着速度を計算する際は水蒸気移動の方程式も併せて解く必要があるため、計算が煩雑にな

る。また、実際には試験体内部の水蒸気分圧が常に飽和になるわけではなく、吸着と脱着

が発生する時に起こる水蒸気分圧の変動を正しく計算できない。 

三つ目は非平衡の方法である。吸着と脱着の速度は現在の状態と平衡状態の差と比例す

るように計算する。状態を表すパラメータとして含水率と平衡含水率、または水蒸気分圧

と平衡蒸気圧が用いている。一部の研究者は圧力を状態パラメータとして計算する際に水

蒸気分圧と飽和蒸気圧を使用しているが、多孔質内部の水分が平衡になるときの蒸気圧は

飽和蒸気圧より低いため、平衡蒸気圧を用いるほうが正しいと考えられる。 

上記の三種類の方法のうち、非平衡の方法は非平衡から平衡まで変化する過程を表すこ

とができ、計算方法も簡単であるため、本研究は非平衡の方法を用いて液水と水蒸気の吸

着・脱着速度を表す。ここで、Bixler の方法[16]を用いて含水率も吸着/脱着速度の計算式

に導入し、含水率の変化曲線を平滑化した。式(2-18)に、本研究で使用する吸着/脱着速度

式を示す。𝑏は比例係数であり、既往文献の実験結果を基に較正する。具体的な校正方法

は、第 3 章の 3.16 節で示す。 

𝜃 = 𝑏𝜌 𝑃 − 𝑃 ,  (2-18) 

 液水の吸着が発生すると水蒸気の量が減少するため、全圧も減少する。吸着による全圧

の減少が過大にならないことを確保するため、ここでは計算技法として計算対象とする格

子内部の全圧𝑃が 0.9atm まで下降すると吸着を完全に停止するように設定した。また、全

圧𝑃が 0.9~1.0atmの間では吸着速度が線形に減衰するように計算した。 

𝜃 =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ 𝑏𝜌 𝑃 − 𝑃 ,     (𝑃 ≥ 1.0𝑎𝑡𝑚)

10(
𝑃

101325
− 0.9)𝑏𝜌 𝑃 − 𝑃 ,      (0.9𝑎𝑡𝑚 < 𝑃 < 1.0𝑎𝑡𝑚)

0     (𝑃 ≤ 0.9𝑎𝑡𝑚)

 (2-19) 

 

2.3.2 揮発性成分の熱分解速度 

 木質部材は主にセルロース、ヘミセルロースとリグニンで組成される。そのため、木質

部材の揮発性成分の熱分解反応速度も上記の三種類の主要成分が分解する反応に分けて分

析することができる。式(2-20)に多く使用される𝑛次反応の反応速度式を示す[17]。 
𝑑𝑎

𝑑𝑡
= 𝐴(1 − 𝑎) 𝑒  (2-20) 

 ただし、𝑎は反応進行度を表す転化率であり、式(2-21)から計算する。転化率が 0 の時に

反応が未開始の状態、転化率が 1 の時に反応が終了した状態を示す。 

𝑎 =
𝑟 − 𝑟

1 − 𝑟
 (2-21) 

 𝑟は現在の残量比、𝑟 は熱分解反応終了時の残量比である。式(2-20)と(2-21)を用いて三

成分の反応速度を表し、単位体積木材あたりの熱分解反応による揮発性成分質量変化速度

を表すと、式(2-22)になる。 
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𝜃 = 𝜌 𝑌 (1 − 𝑟 , )𝐴 (1 − 𝑎 ) 𝑒  (2-22) 

 ただし、𝑟 , は揮発性成分のうちの各種主要成分(C:セルロース、H:ヘミセルロース、L:

リグニン)が 900℃まで加熱しでも分解しない質量の比率である。Zhao ら[18]の実験結果よ

り推定した数値によると𝑟 , = 0.042, 𝑟 , = 0.151, 𝑟 , = 0.358となる。 

計算をする時は 200℃以下の時に熱分解反応の速度を 0 にした。また、一つの時間刻み

における急激な温度上昇より熱分解速度が過大になる問題を防ぐため、温度𝑇が

653.15K(380℃)以上になる時刻では𝑇 =653.15K(380℃)として質量減少速度を計算した。木

質部材の急激な熱分解は概ね 380℃付近で終了し、温度がそれ以上に上昇しでも熱分解速

度の増加がないため、上記の近似方法は問題がないと考えられる。 

 

2.3.3 不揮発性成分の酸化速度 

 不揮発性成分は主に炭（炭素）であると想定し、酸化燃焼の際は完全燃焼のみ発生する

とする。その結果、不揮発性成分の酸化燃焼反応は C+O2=CO2 の反応で表示できる。不揮

発性成分の酸化速度は、式(2-23)で表す。この計算式は、茶谷ら[19]による実験式に木材の

酸素濃度と初期酸素濃度の比および全乾密度を乗じたものである。温度が、赤熱燃焼が開

始する温度𝑇 , より高く、残量比が熱分解反応終了時の残量比𝑟 以下であれば赤熱反

応が開始するとした。その後の冷却過程で、温度が赤熱燃焼停止温度𝑇 , よりも低く

なれば赤熱が停止するとした。 

𝜃 =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧

0 (𝑟 >  𝑟  𝑎𝑛𝑑 𝑇 < 𝑇 ,  )

0 (𝑟 ≤   𝑟  𝑎𝑛𝑑 𝑇 < 𝑇 , )

𝜌
𝑌

𝑌 ,
0.00385 exp −

26799

8.314𝑇
    (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)

 (2-23) 

 

2.3.4 熱分解ガスの燃焼速度 

 熱分解ガスの燃焼は急激な反応であり、燃焼が発生する速度が非常に速い。そのため、

本モデルでは格子内部が燃焼開始条件に到達したであれば、熱分解ガスは生成したらすぐ

に燃えるとする。つまり、熱分解ガスの燃焼速度を熱分解反応によるガス生成速度と等し

いとする。 

 燃焼が開始の条件については実験での観測結果を参考して設定する。コーンカロリーメ

ーター実験の観測結果[20]により、熱分解ガスの有炎燃焼は加熱開始直後の急激燃焼以外

の時に、主に亀裂内部で発生する。格子内部で生成した熱分解ガスは外部に排出し、酸素

と混合して燃焼が発生したと考えられる。この現象をイメージし、格子で亀裂が発生し、

そして温度が着火温度以上になることを燃焼開始の条件とした。式(2-24)にその関係を示

す。式の中の 350℃は実験で測定されたカラマツの着火温度の平均値[20]である。 

𝜃 =
𝜃    (𝑓𝑜𝑟 𝑔𝑟𝑖𝑑𝑠 𝑤𝑖𝑡ℎ 𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘 𝑎𝑛𝑑 𝑇 ≥ 350℃)

0  (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (2-24) 

 なお、亀裂が発生しなかった位置でも物質移動により熱分解ガスが導管を経由して運搬

され、熱分解ガスと酸素が混合すると燃焼が導管内部で発生する可能性があるが、本モデ

ルは燃焼が主に亀裂が発生して外気と接触する部分で起こると想定し、導管内部で発生す

る燃焼は無視する。 
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2.4 生成項の計算方法 

2.4.1 揮発性成分 

 揮発性成分は熱分解反応により気化して熱分解ガスになる。そのため、揮発性成分の生

成項は負の熱分解速度となり、𝑆 は負の値である。 
𝑆 = −𝜃  (2-25) 

2.4.2 不揮発性成分 

 不揮発性成分は赤熱反応により消費される。そのため、不揮発性成分の生成項𝑆 は負

の値である。 
𝑆 = −𝜃  (2-26) 

2.4.3 液水 

 液水は水分の吸着と脱着より生成、または消費される。変化速度は吸着速度と等しい。 
𝑆 = 𝜃  (2-27) 

2.4.4 水蒸気 

 水蒸気発生速度は液水脱着速度と同じである。変化の速度は負の吸着速度と等しい。 
𝑆 = −𝜃  (2-28) 

2.4.5 熱分解ガス 

 熱分解ガスの総生成量は、熱分解より生成した量から有炎燃焼により消費された量を引

いたものである。 
𝑆 = 𝜃 − 𝜃  (2-29) 

2.4.6 酸素 

 酸素は熱分解ガスの燃焼と不揮発性成分の酸化燃焼の 2 種類の燃焼反応で消費される。

ただし、熱分解ガスの導管内部での燃焼を無視しているため、赤熱反応による酸素消費の

みを考える。その結果、酸素濃度の生成項は式(2-30)で表すことができる。 

𝑆 = −
32

12
𝜃  (2-30) 

2.4.7 二酸化炭素 

 二酸化炭素発生速度は酸素消費速度での分析と同様に、不揮発性成分の赤熱のみ生成さ

れるとする。 

𝑆 =
44

12
𝜃  (2-31) 

2.4.8 熱の生成と吸収 

 前述のエンタルピー保存式の熱の生成および吸収を表す項目は、それぞれ式(2-32)～式

(2-35)で表す。 
𝑄 = 𝜃 ∆𝐿  (2-32) 

𝑄 = 𝜃 ∆𝐿  (2-33) 
𝑄 = 𝜃 ∆𝐿  (2-34) 
𝑄 = 𝜃 ∆𝐿  (2-35) 

ただし、∆𝐿 は水分の吸着熱であり、2,260kJ/kg を使用する。∆𝐿 は木質部材の熱分解

潜熱(-3,590kJ/kg)である。∆𝐿 は不揮発性成分の燃焼熱であり、炭の燃焼熱 (25,000kJ/kg) 

[21]を使用する。∆𝐿 は揮発性成分の熱分解で生成した可燃ガスの燃焼熱であり、木材

の燃焼熱(17,760kJ/kg)[22]を使用する。 

 

2.5 部材の寸法変化 

 木質部材が加熱されると熱分解が進行して寸法が収縮する。その結果、加熱表面と垂直
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する方向で亀裂が形成される。収縮と亀裂の発生は外部から部材内部に向かう熱移動と物

質移動に影響を及ぼすため、モデルの中には部材の寸法変化、およびその変化が熱移動と

物性値へ及ぼす影響を含めて考慮する必要がある。本節は加熱による部材の寸法収縮およ

び表面亀裂の計算方法を示す。また、亀裂の発生により試験体内部に直接に流入する熱流

と物質流の計算方法も併せて示す。 

2.5.1 寸法収縮 

 Davidsson ら[23]によると、熱分解により寸法が減少する木質部材に対して、部材の現寸

法∆𝑥と初期寸法∆𝑥 の比は残量比𝑟の二乗と関連する。 
∆𝑥

∆𝑥
= 1 − 𝜂(1 − 𝑟)   (2-36) 

ただし、𝜂は収縮係数であり、木材の種類、材料の方向(年輪半径方向、年輪接線方向、軸

方向)に依存する。式(2-36)を本モデルに適用すると、揮発性成分の熱分解が進行する時に

解析格子の寸法を算出できる。 

不揮発性成分の酸化燃焼による部材の寸法減少に対しては明示的な関係が存在しないが、

焼失すると不揮発性成分の量が減少し、完全に焼失すると寸法も 0 になる。ここでは上記

の現象をイメージして、熱分解が完全に終了する時点から部材が焼失される時まで、試験

体の寸法は残量比の減少に応じて線形的に減少するとする。ただし、0 割を防ぐため、焼

失された状態の試験体寸法と残量比を初期長さの 0.001 倍と 0.01 にした。式(2-37)に寸法収

縮率の計算式を示す。 

∆𝑥

∆𝑥
=

⎩
⎨

⎧

0.001 +

1 − 𝜂(1 − 𝑟)   (𝑟 ≤ 𝑟 ≤ 1)
𝑟 − 0.01

𝑟 − 0.01
(0.999 − 𝜂(1 − 𝑟 ) )

0.001   (𝑟 < 0.01)

  (0.01 ≤ 𝑟 < 𝑟 )  (2-37) 

寸法収縮が発生する解析格子の様子を図 2-2 に示す。熱分解と赤熱の進行により加熱表

面と非加熱側表面の距離が徐々に近づく。収縮の進行により、試験体の全長は初期長さの

総和∑ ∆𝑥 から収縮後の格子長さ総和∑ ∆𝑥まで縮小した。非加熱側表面を格子の移動が発

生する時の基準点とする。格子は、x 軸のマイナス方向にある。 

 
図 2-2 寸法収縮が発生した後の解析格子 

 

0(原点) 
収縮前 

収縮後 

x 

表面 

(加熱側) 

長さ：∑ ∆𝑥  

裏面 

(非加熱側) 

長さ：∑ ∆𝑥 



23 
 

2.5.2 表面亀裂 

試験体の表面で亀裂が発生すると、外部からの熱流と物質流は試験体内部に直接に進入

することができ、試験体内部は外部からの影響を受けやすくなる。亀裂から試験体に入っ

た追加の熱流と物質流は結果に大きく影響するため、計算モデルの中にはその影響を考慮

する必要がある。本節では、亀裂モデルの概要を示し、亀裂から試験体に流入する熱流と

物質流の計算方法を示す。 

 

(1) 亀裂モデルの概要 

図 2-3 に本研究で分析する試験体と亀裂の様子を示す。試験体は上部から加熱され、加熱

面の奥行は𝐿 、幅は𝐿 、厚さは𝐿 とする。本計算モデルは 1 次元の状況を想定し、試験体

内部で発生する熱と物質の流れは𝐿 の方向で起こる。試験体加熱表面に亀裂が存在し、亀

裂の形状はすべて三角形である。亀裂では、試験体の表面に等間隔で配置される。亀裂深

さは𝐿 、亀裂間隔は𝐿 である。亀裂の深さ幅比は𝛽であり、内角は𝜗とする。 

(a) 表面で亀裂が存在する試験体 (b) 亀裂の内部 
図 2-3 試験体と亀裂の様子 

 以下では、表面から深さが𝐿 の格子𝑗を代表として、格子𝑗に亀裂から流入する追加の熱

流と物質流の計算式を示す。亀裂が発生した試験体内部各位置は、試験体表面と同様に外

気と直接に接触することができる。そのため、亀裂による追加の物質流と熱流を計算する

際は、表面に流入する熱流と物質流、つまり表面の境界条件と同様な方法で表すことが可

能と考えられる。また、境界条件として処理すると、計算をする時に物質流の追加も簡単

である。しかし、境界条件として設定する際は加熱面全体で流れが発生するように計算す

るため、格子内部が外気と接触する面積を用いて換算する必要がある。まずは亀裂部が外

部との接触面積が試験体加熱面積全体に対する比を計算し、その後に境界条件に換算する。 

 

(2) 亀裂部が外部との接触面積及び面積の換算係数 

図 2-3(b)に示す三角形の斜辺は格子𝑗が一つの亀裂の中の接触面の半分を示す。上記の考

え方で分析すると、格子𝑗位置が亀裂により外部と接触する面積𝐴 は式(2-38)で表される。

表面から格子位置までの距離が亀裂深さより大きい場合は、その格子に亀裂がないため、

面積は 0 である。 

𝐴 =
𝑁 ×  2𝐿 ∆𝐿    (𝐿 ≤ 𝐿 )

0   (𝐿 > 𝐿 )
  (2-38) 

 ただし、2𝐿 ∆𝐿 は一つの亀裂の中の両側の接触面積、𝑁は亀裂総数である。亀裂は前述

のように等間隔で配置されるため、亀裂総数𝑁は試験体の幅𝐿 を亀裂間隔𝐿 で割って計算

𝐿  

𝐿  

𝐿  

𝐿  

𝐿 𝐿4 
Grid no.𝑗 

∆𝐿  ∆𝑥  
𝐿  

𝜗 
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できる。 

𝑁 =
𝐿

𝐿
 (2-39) 

また、斜辺辺長∆𝐿 は三角形の幾何的関係により式(2-40)で表示できる。 

∆𝐿 = ∆𝑥 1 +
1

4𝛽
  (2-40) 

式(2-39)(2-40)を式(2-38)に代入すると、亀裂面が空気と接触する総面積は式(2-41)で表す

ことができる。 

𝐴 =
2

𝐿

𝐿
𝐿 ∆𝑥 1 +

1

4𝛽
   (𝐿 ≤ 𝐿 )

0 (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)

 (2-41) 

ここで、𝐿 𝐿 は試験体の加熱面積である。式(2-41)の両辺を試験体の加熱面積で割ると、亀

裂と外気の接触面の面積と加熱面積との比𝛿 を式(2-42)で表すことができる。 

𝛿 =

2∆𝑥

𝐿
1 +

1

4𝛽
  (𝐿 < 𝐿 )

0   (𝐿 ≥ 𝐿 )

  (2-42) 

 

(3) 亀裂から試験体内部に流入する物質流量 

 外気から試験体表面に流入する物質流量を表す時に、第三種境界条件を用いて物質流量

を亀裂表面のガス質量濃度分率と外気中の質量濃度との差に比例するように計算すること

が多い。亀裂部は試験体の表面と同様に外気と接触するため、亀裂部を特殊な表面位置と

して考えることができ、亀裂部から試験体内部に流入する物質流量を計算する時も第三種

境界条件を使用して表す。亀裂から試験体内部の格子𝑗に流入する物質流量は式(2-43)で表

される。 

𝑚 , ~ = 𝛿 𝐻 , , ~ 𝜏 , 𝜌 , , 𝑌 , − 𝑌 ,   (2-43) 

ただし、下付き文字の𝑖は気体種、𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘は亀裂、𝑗は亀裂が発生した格子𝑗を意味する。

𝐻 , , ~ は外気から亀裂が発生した格子𝑗までの気体種𝑖の物質伝達率を表す。𝜏 , は格

子𝑗位置での気相の正味空隙率である。𝜌 , , は亀裂側外部の気体密度である。物質伝

達率に空隙率を掛けた𝐻 , , ~ 𝜏 , は、気体の出入りが可能の部分の有効物質伝達率を

表している。 

移流拡散方程式を解く時に境界面に第三種境界条件を与えると、境界条件から与えられ

た流束はその位置の移流と拡散流束の総和となる。式(2-43)では第三種境界条件の形とな

るが、あくまで追加の物質流束であるため、移流と拡散流束は既往の計算方法に従って計

算する。 

 

(4) 亀裂から試験体内部に流入する熱流 

 亀裂から試験体内部に流入する熱流は物質流と同様の方法で分析することが可能である

が、やや複雑である。ここで、まずは亀裂部の熱収支を分析する。格子𝑗に流入する熱流は

外部の熱源からの直接熱流𝑞 、亀裂内火炎からの対流熱流𝑞 , , と放射熱流

𝑞 , , である。そして、格子𝑗から流出する熱流は外気による対流熱流𝑞 , , と放射

熱流𝑞 , , である。火炎と接触する面積が亀裂全面積との比を𝜒 とすると、格子𝑗に流入
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する正味熱流𝑞 , は式(2-44)で表すことができる。 

𝑞 , , = 𝛿 (𝜀𝜒 𝑞 + 𝜒 𝜀𝜒 𝑞 , , + 𝑞 , ,

+ 1 − 𝜒 𝜀𝜒 𝑞 , , + 𝑞 , , ) 
(2-44) 

 ただし、𝜀  は亀裂内表面の放射率[-]、𝜒 は亀裂開口から見る亀裂位置の形態係数である。

形態係数を計算する際は、一つの亀裂の中には火炎部分と火炎以外の部分の面積の距離が

非常に近いため、亀裂開口からその二種類の表面を見る時の形態係数を等しいとする。 

火炎温度が𝑇 一定であると考えると、式(2-45)(2-46)で火炎からの放射熱を表すこと

ができる。 

𝑞 , , = 𝜎 𝑇 − 𝑇  (2-45) 
𝑞 , , = 𝐻 ~ 𝑇 − 𝑇  (2-46) 

 ただし、熱分解ガスが着火しない場合、上記の 2 種類の火炎による熱流はいずれも 0 と

なり、𝜒 は 0 になる。着火が発生するかどうかは、2.3.4 節と同様な基準に従って、温度が

350℃以上とする。外気による放射と対流熱流は、外気温度を用いて表すことができる。 

𝑞 , , = 𝜎 𝑇 − 𝑇  (2-47) 
𝑞 , , = 𝐻 ~ 𝑇 − 𝑇  (2-48) 

ただし、𝑇 は加熱側外気の温度[K]、𝜎は Stefan-Boltzmann 定数[5.67×10-8W/m2 K4]、

𝐻 ~ は格子𝑗付近の位置の対流熱伝達率[W/m2 K]である。耐火炉を用いた加熱実験にと

っては、加熱側外気の温度𝑇 は炉内温度になっているため炉内温度を用いて計算する。

コーンカロリーメーター実験など開放空間で行う実験では試験体が常温の空気と接触する

ため、𝑇 は空気温度となる。 

式(2-43)(2-46)(2-48)に示した物質伝達率𝐻 , , ~ と対流熱伝達率𝐻 ~ を定義する必

要がある。亀裂の深いところに行くほど表面から流れる気流が届くことが難しくなるが、

伝達率と亀裂深さの関係は亀裂形状などの様々な種類のパターンと関連するため、非常に

複雑な関係となる。ここでは第一近似として、表面位置での伝達率と等しくようにする。 

また、放射熱流を計算する際は亀裂開口から格子𝑗位置を見る時の形態係数𝜒が必要であ

る。立体角投射の法則によると、亀裂部から外部を向かって半径が 1 の半球を作成し、円

が亀裂開口部で切り取る面積が半球全体の面積との比は亀裂開口部から見る格子𝑗位置の形

態係数である。図 2-4 に円を作成した後のイメージを示す。 

 
 

図 2-4 亀裂開口面から見る亀裂内部の位置の形態係数計算図 

図 2-4から明らかなように、切り取る面積の計算方法は格子𝑗の位置(図 2-4の赤い点)によ

り変化する。式(2-49)に境界位置となる深さ𝐿 の計算式を示す。その境界位置は亀裂の右側

端点から左辺の内部辺に垂線を作り、垂線と左側の交点が亀裂表面までの距離である。 

𝐿 =
𝐿

𝛽
𝑠𝑖𝑛

𝜗

2
𝑐𝑜𝑠

𝜗

2
 (2-49) 

 ただし、亀裂の内角𝜗は式(2-50)のように、亀裂深さ-幅比𝛽で表示できる。 

𝑟 = 1 

𝐿  𝑟 = 1 

𝐿  
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𝜗 = 2arctan (
1

2𝛽
) (2-50) 

格子位置𝐿が𝐿 より浅い場合、格子点から亀裂外部を見る面積は図 2-5 の中の着色した部

分である。式(2-51)に面積比の計算式を示す。 

𝜒 =
1

2
(1 + 𝛼 ) (2-51) 

 
図 2-5 𝑳 ≤ 𝑳𝟎の時の形態係数計算図 

 格子位置𝐿が𝐿 より深い場合、形態係数は下記の図 2-6 の円の着色部分が円全体の面積の

比となる。図 2-6 に示した計算図から係数𝛼 を算出した後に、下記の式(2-52)から形態係数

を計算する。 

𝜒 =
1

2
(1 − 𝛼 ) (2-52) 

 

 
図 2-6 𝑳 > 𝑳𝟎の時の形態係数計算図 

(5) 固体の残存面積比 

 支配方程式の中に計算する固体の熱伝導及び液体と気体 Darcy の流れは亀裂部で発生し

ない。そのため、各解析格子での亀裂による縮退を計算する必要がある。支配方程式の節

𝐿4 

𝜗 

𝑟 = 1 

𝐿 

𝐿

𝛽
cos

𝜗

2
 

𝐿

𝛽
sin

𝜗

2
−

1

𝑐𝑜𝑠
𝜗
2

𝐿 

(
𝐿

𝛽
𝑠𝑖𝑛

𝜗

2
−

1

𝑐𝑜𝑠
𝜗
2

𝐿) +
𝐿

𝛽
𝑐𝑜𝑠

𝜗

2
 

𝐿4 𝜗 
𝑟 = 1 

𝐿 
1

𝑐𝑜𝑠
𝜗
2

𝐿 −
𝐿

𝛾
𝑠𝑖𝑛

𝜗

2
 

(
1

𝑐𝑜𝑠
𝜗
2

𝐿 −
𝐿

𝛽
𝑠𝑖𝑛

𝜗

2
) + 2𝐿 sin

𝜗

2
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での定義に従って残存した固体面積が初期状態の固体面積に対する比率を𝜖とする。図 2-3

の亀裂モデルにより、格子𝑗の位置での面積比𝜖 は式(2-53)で表すことができる。 

𝜖 =
1 −

𝑆

𝐿 𝐿
∗

𝐿 − 𝐿

𝐿
(𝐿 ≠ 0 𝑎𝑛𝑑 𝐿 ≤ 𝐿 )

1  (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟)

 (2-53) 

ただし、𝑆 は格子亀裂開口の総面積であり、式(2-54)で表す。 

𝑆 =
𝐿

𝛽
𝐿

𝐿

𝐿
 (2-54) 

式(2-54)を式(2-53)に代入すると、式(2-55)になる。式(2-55)を用いて残存面積比𝜖 を計算

することができる。 

𝜖 =
1 −

𝐿 − 𝐿

𝛽𝐿
  (𝐿 ≠ 0 𝑎𝑛𝑑 𝑙 ≤ 𝐿 )

1  (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟)

 (2-55) 

 

2.6 本章のまとめ 

 本章は加熱を受ける木質部材の熱と物質移動数値モデルを作成した。計算モデルは木質

部材を揮発性成分、不揮発性成分として計算し、空隙内部の液体と気体に関しては液水、

水蒸気、熱分解ガス、二酸化炭素、酸素と窒素に分けて分析することとし、固体、液体と

気体物質の質量保存および物質全体のエンタルピー保存関係を計算する。流体の流速は

Darcy の法則によって計算する。 

 モデルでは木質部材の加熱による亀裂と収縮などの形状変化を考慮している。反応と変

化については加熱される時に発生する揮発性成分の熱分解、不揮発性成分の燃焼、熱分解

ガスの燃焼と水分の吸着および脱着を考慮した。 
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第 3 章 物性値の設定方法 

 第 2 章で提案した火災加熱を受ける木質部材内部の熱物質移動モデルで計算するために

は、固体、液体と気体成分と関連する各種物性値を入力する必要がある。本章では、計算

モデルで使用する各種物性値の設定方法について述べる。各種物性値の多くは文献値から

取得し、一部での文献値の取得が難しい物性値は実験により測定した。 

本モデルは固体成分である木材を揮発性成分と不揮発性成分に分けた。しかし、「揮発

性成分」と「不揮発性成分」の物質は現実で存在しないため、それぞれに物性値を得るこ

とはできない。そのため、計算をする際は揮発性成分と不揮発性成分の物性値が等しいと

して整理した。また、熱分解の進行により物性値が変化するように設定した。 

 

3.1 比熱 

本節は固体、液体と気体の比熱を述べる。2 章の支配方程式ではエンタルピー保存を考

慮しているため、気体の比熱は定圧比熱を用いる。 

3.1.1 固体の比熱 

 熱分解が未発生の固体成分全体の比熱は Dunlapの式[1]を用いて計算する。ここで、元論

文に記載した Dunlap の式の単位を J/(kg.K)に換算した。 

𝑐 =
(4.86(𝑇 − 273.15) + 1113)   (𝑇 < 473.15𝐾)

2085       (𝑇 ≥ 473.15𝐾)
 (3-1) 

 木材は約 200℃から熱分解が発生し始めるため、式の適用可能の上限を 473.15K (200℃)

にした。473.15K 以上の場合は、473.15K 時の比熱と等しくようにした。 

比熱は石墨の比熱[2]を用いて計算する。この式も、元論文の単位を J/(kg.K)に換算した

ものである。  
𝑐 = 1.43 ∗ 10 + 3.56 ∗ 10 𝑇 − 7.32 ∗ 10 𝑇  (3-2) 

 部分的に分解した固体成分の比熱は残量比に応じて線形補間する。残量比が 1 の時に比

熱が𝑐 、残量比が𝑟 (熱分解が完全に進行した状態での残量比)の時に比熱が𝑐 と等し

くようにする。線形補間した結果を式(3-3)に示す。 

𝑐 =

⎩
⎨

⎧
𝑐     (𝑟 = 1)

𝑐 −
1 − 𝑟

1 − 𝑟
(𝑐 − 𝑐 )  (𝑟 ≤ 𝑟 < 1)

𝑐         (𝑟 < 𝑟 )

 (3-3) 

  

3.1.2 液水の比熱 

 液水の比熱は 0℃の時に 4212 J/kg.K、100℃の時に 4220 J/kg.K[3]であり、0～100℃区間内

では概ね一定となる。100℃以上は温度の上昇により比熱が上昇し、臨界温度と近い 370℃

になると約 40,000 J/kg*K になるが、100℃以上になると液水が急激に水蒸気に変化するた

め、高温時の液水比熱の影響が少ない。そのため、本研究は 100℃時の液水比熱を使用し、

計算する際は液水の比熱を一定値にする。 
𝑐 = 4220(J/kg.K) (3-4) 

  

3.1.3 熱分解ガスの比熱 

 Fredlund の分析[4]により、木質部材の熱分解ガスの比熱は式(3-5)で表すことができる。 
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𝑐 = 66.8√𝑇 − 136 (3-5) 

3.1.4 水蒸気、酸素、窒素、二酸化炭素の比熱 

 表 3-1 に上記の 4 種類の気体の比熱の文献値[3]を示す。 

表 3-1 水蒸気、酸素、窒素、二酸化炭素の比熱[3] 

種類 温度(K) 273.15 373.15 473.15 573.15 673.15 773.15 
水蒸気 

比熱 
[J/kg*K] 

1859 1873 1894 1919 1948 1978 
酸素 915 923 935 950 965 979 
窒素 1039 1040 1043 1049 1057 1066 

二酸化炭素 815 866 910 949 983 1013 
種類 温度(K) 873.15 973.15 1073.15 1173.15 1273.15 

 
水蒸気 

比熱 
[J/kg*K] 

2009 2042 2075 2110 2144 
酸素 993 1005 1016 1026 1035 
窒素 1076 1087 1097 1108 1118 

二酸化炭素 1040 1064 1085 1104 1122 

 表 3-1 の文献値を用いて回帰式を作成した。計算をする際は式(3-6)～(3-9)に示した回帰

式を使用する。 
𝑐 = 0.3057𝑇 + 1747.6 (3-6) 

𝑐 = 0.1278𝑇 + 877.49 (3-7) 
𝑐 = 0.0907𝑇 + 999.42 (3-8) 
𝑐 = 0.2795𝑇 + 783.52 (3-9) 

 

3.2 固体の熱伝導率 

 固体成分を通して発生する熱伝導は液体・気体成分より多いため、本モデルで計算をす

る際は固体成分の熱伝導だけを考慮した。そのため、熱伝導率についても固体成分の熱伝

導率だけが必要となる。本節は固体熱伝導率の計算方法を示す。 

 ここで、既往の木質部材及び炭の熱伝導率に対する測定値を用いて、固体成分の熱伝導

率を決定する。図 3-1 に既往のデータまとめを示す。ただし、ここでのデータは論文の中

にあるグラフから読み取ったものが多いため、図 3-1 に示したデータは論文での元データ

は若干の誤差がある可能性がある。図 3-1に示した各種データの出典は表 3-2にまとめる。

ただし、EuroCode5の熱伝導率値は亀裂による効果を含む 500℃以上の熱伝導率を使用しな

い。また、Thomas, Janssens, Knudsen と Frangi の文献は原典を手に入れることができなかっ

たため、文献[5]から引用した。 

表 3-2 熱伝導率データの出典 

論文著者・測定種類 データ出典 論文著者・測定種類 データ出典 
Zarrabi 他, Norwegian spruce [6] Benichou 他, Plywood [7] 

Benichou 他, Spruce 1 [7] Benichou 他, Spruce 2 [7] 
Benichou 他, Spruce 3 [7] Benichou 他, Spruce 4 [7] 
Wijayanti, Mahogani [8] Steau 他, Plywood [9] 

EuroCode 5, 樹種未知 [10] Thomas, 樹種未知 [11]([5]) 
Janssens, 樹種未知 [12]([5]) Knudsen, 樹種未知 [13]([5]) 
Frangi, 樹種未知 [14]([5]) Mehaffey et.al, 樹種未知 [15] 

Harmathy, Pinewood [16] 大内, スギ [17] 
大内, 米スギ [17] 大内, ベイマツ [17] 
大内, ラワン [17] 大内, スプルース [17] 
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図 3-1 既往文献による木質部材・炭の熱伝導率まとめ 

 図 3-1 のデータを見ると、木質部材と炭の熱伝導率はまず常温から温度の上昇により上

昇し、約 200℃に到達し熱分解が開始すると下降する。約 380℃になった後に、熱伝導率は

再上昇する。境界点の温度である 380℃は、木質部材が完全に分解して炭になった温度で

あると考えられる。 

 ここでは、200℃と 380℃をデータの境界として図 3-1 に示したデータを三つの区間に分

類する。それぞれの区間内のデータを用いて回帰する。回帰をする際は、境界位置での熱

伝導率が連続するように制約をつけた。式(3-10)～式(3-12)に作成した回帰式を示す。 

 未分解状態での熱伝導率, 0～200℃(ただし、T の単位は Kelvin)： 
𝑘 = 8.134 ∗ 10 (𝑇 − 273.15) + 0.120 (3-10) 

 分解中の熱伝導率, 200～380℃(ただし、T の単位は Kelvin)： 
𝑘 = −4.090 ∗ 10 (𝑇 − 273.15) + 0.218 (3-11) 

 炭化済み部材の熱伝導率, 380℃以上(ただし、T の単位は Kelvin)： 
𝑘 = 1.833 ∗ 10 (𝑇 − 273.15) − 6.931 ∗ 10  (3-12) 

 また、一度炭化した部材が冷却されても、熱伝導率が未分解の状態に戻る可能性がない

ため、ここでは炭化済みの部材が 380℃以下に冷却される時の熱伝導率は 380℃の時の熱伝

導率と一致するようにした。 
𝑘 = 6.270 × 10  (3-13) 

熱伝導率の回帰式及び回帰で使用したデータをグラフでまとめると図 3-2 になる。 
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図 3-2 各区間の熱伝導率データ及び熱伝導率回帰式 

 

上記の式(3-10)～式(3-13)を用いて、各種温度での熱伝導率値を計算できる。式(3-14)に

まとめた熱伝導率計算式を示す。 

𝑘 =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ 8.134 ∗ 10 (𝑇 − 273.15) + 0.120  (𝑇 ≤ 473.15𝐾 𝑎𝑛𝑑 𝑟 > 𝑟 )

−4.090 ∗ 10 (𝑇 − 273.15) + 0.218  (473.15𝐾 < 𝑇 ≤ 653.15𝐾 𝑎𝑛𝑑 𝑟 > 𝑟 )

1.833 ∗ 10 (𝑇 − 273.15) − 6.931 ∗ 10   (𝑇 > 653.15𝐾)

6.270 ∗ 10   (𝑇 ≤ 653.15𝐾 𝑎𝑛𝑑 𝑟 ≤ 𝑟 )

 (3-14) 

式(3-14)で算出した常温時(293.15K, 20℃)の熱伝導率は 0.1216 W/m.K である。部材の常温

時の熱伝導率がその値と違う場合、式(3-15)から常温時の熱伝導率を用いて式(3-14)を補正

し、各種温度での熱伝導率𝑘′を求める。 

𝑘 = 𝑘 ∗
𝑘

𝑘
 (3-15) 

ただし、𝑘 は補正対象とする部材の常温(293.15K, 20℃)での熱伝導率、𝑘 は式(3-14)か

ら算出した常温での熱伝導率(0.1216 W/m*K)である。 

 

3.3 拡散係数 

3.3.1 空隙内部の有効拡散係数 

多孔質材内部で発生する拡散は、空隙内部の分子拡散だけではなく、Knudsen 拡散など

も存在する[18]。木材導管の直径(約数𝜇𝑚程度[19])は気体分子の平均自由経路(例えば空気

が 23℃,1atm の時の自由経路は約 66nm[20])より遥かに大きいため、木材導管と平行する方

向の拡散を計算する際は Knudsen 拡散を無視できるが、導管と直交する方向は空隙径が微

小であるため、物質移動を分析する際は気体分子の Knudsen 拡散の影響を考慮する必要が

ある。ただし、その影響を含めると計算式が比較的に煩雑であるため、本研究は Knudsen
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拡散による気体分子の移動を気体の等価比透気率に含めて考慮する。液体については、分

子の平均自由経路は導管直交方向の空隙径より微小であるため、分子拡散以外の拡散を無

視できる。上記の分析により、本モデルは拡散を計算する時に導管内部で発生する分子拡

散だけを直接に表す。その際、有効な拡散面積は空隙率と比例する[21]。 

空隙内部は屈曲が存在するため、拡散する時に分子が移動する距離𝐿′は直線距離𝐿より長

くなる。図 3-3 に分子拡散のイメージ図を示す。実際に移動する距離𝐿′と直線距離𝐿の比は

式(3-16)に示す。その比を屈曲率𝜏 として定義する。多孔質内部の屈曲率は約 2～5[21]と

なり、本モデルで計算する際は平均値である𝜏 = 3.5を用いる。 

 
図 3-3 多孔質内部の導管内の分子拡散イメージ図 

 

𝜏 =
𝐿

𝐿
= 3.5 (3-16) 

空隙率と屈曲率を用いて、有効拡散係数を表示できる。式(3-17)にその関係を示す。た

だし、𝐷 は有効拡散係数、𝐷は自由空間内の拡散係数である。 

𝐷 =
𝜏

𝜏
𝐷 =

𝜏

3.5
𝐷 (3-17) 

 各種物質の拡散係数を計算する際、まずは自由空間内の拡散係数𝐷を計算し、その後式

(3-17)を用いて多孔質内部の有効拡散係数に換算する。 

 

3.3.2 液水の拡散係数 

 自由空間内の液水の拡散係数𝐷 , は、Pecenko らの研究[22]で使用した Frandsen の式

[23]を使用して計算する。 

𝐷 , = 𝐷 exp (−
𝐸

𝑅𝑇
) (3-18) 

 ここで、𝐸は水分の中の水素結合を破壊するために必要なエネルギーであり、式(3-19)で

表す[24]。式(3-19)に示した𝜌 /𝜌 は実質的に、質量分率[kg/kg]で表した含水率である。 

𝐸 = 38500 − 29000
𝜌

𝜌
 (3-19) 

 式(3-19)を式(3-18)に代入すると、液水の拡散係数𝐷 は式(3-20)で表すことができる。 

𝐷 =
𝜏

3.5
𝐷 exp (−

𝐸

𝑅𝑇
) (3-20) 

𝐿′ 

𝐿 
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 ただし、基準状態の拡散係数𝐷 は、Pecenko らの研究[22]での数値に従って𝐷 = 7.0 ∗

10 とする。 

 

3.3.3 気体の拡散係数 

 自由空間内の気体の拡散係数は、式(3-21)に示す Fuller ら[25]により提案した半経験式か

ら計算する。 

𝐷 , =

10 𝑇 . 1
𝑀

+
1

𝑀

𝑝((∑ 𝜈)
/

+ (∑ 𝜈)
/

)
 

(3-21) 

ただし、𝑝は単位が atm の全圧、∑ 𝜈は気体の固有拡散パラメータ(special diffusion 

parameters)である。下付き文字の𝑖と𝑗は二種類の気体の意味である。𝑓𝑟𝑒𝑒は自由空間を意味

する。拡散係数を計算する際は気体種𝑖が窒素以外の場合𝑗は窒素、気体種𝑖は窒素の場合気

体𝑗は酸素である。本モデルは全体で 5 種類の気体の物質移動を分析するため、本来では多

分子間の濃度勾配と逆方向の拡散[26][27]も含めて考慮すべきであるが、混合気体の中に窒

素が他の気体より遥かに多いため、濃度勾配と逆方向の拡散の影響が少なく、拡散を計算

する際は窒素-該当気体の 2 成分拡散として近似的に計算しでも大きい差がないと考えられ

る。そのため、ここでは拡散を計算する時に Fick の拡散法則に従って 2 成分の拡散として

計算する。Fuller ら[25]の論文では、一部の気体の固有拡散パラメータを記載している。そ

のうち、(∑ 𝑣) = 12.7、(∑ 𝑣) = 26.9、(∑ 𝑣) = 17.9、(∑ 𝑣) = 16.6となる。熱分解

ガスは混合物であるため、組成成分である CO、CO2、CH4 などのガスの固有拡散パラメー

タから計算する。 

Imam ら[28]では、実験より Switchgrass という植物が 500℃で加熱された時に発生した熱

分解ガスの成分を示した。表 3-3 にその成分を示す。また、組成成分ガスの固有拡散パラ

メータも併せて示す。 

表 3-3 Switchgrass が 500℃で加熱されたときに発生する熱分解ガス組成[28] 

物質種類 𝐻  𝐶𝑂 𝐶𝐻  𝐶𝑂  𝐶 𝐻  𝐶 𝐻  
比率[28] 0.254 0.215 0.394 0.094 0.023 0.019 

固有拡散パラメータ 
([25]の文献値と計算方法を使用) 

7.07 18.9 24.42 26.9 40.92 44.88 

比率と固有拡散パラメータの積 1.796 4.064 9.621 2.529 0.941 0.853 

 上記の Switch grass が加熱された時に生成したガス比率と各種ガスの固有拡散パラメータ

を用いて熱分解ガスの固有拡散パラメータを近似的に推定する。表 3-3 の最後の行にある

「比率と分子拡散体積の積」の総和を計算すると、熱分解ガスの固有拡散パラメータ∑ 𝜈

を算出でき、∑ 𝜈 = 19.804となる。 

 式(3-21)に空隙率と屈曲率の比を掛けると、式(3-22)となる。式(3-22)から多孔質内部の

気体拡散係数を計算することができる。ただし、使用する空隙率は部材の空隙率ではなく

気体の正味の空隙率𝜏 となり、部材の空隙率から液体が充満した空間を引いたものであ

る。 

𝐷 =
𝜏

3.5

10 𝑇 . 1
𝑀

+
1

𝑀

𝑝((∑ 𝜈)
/

+ (∑ 𝜈)
/

)
 

(3-22) 
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3.4 粘性係数 

 Darcy の法則から気体および液水の流速を計算する際は、混合ガスの粘性係数と液水の

粘性係数が必要である。本節はまず各種ガス及び液水の粘性係数の計算式を示す。その後、

混合ガスの粘性係数の計算方法を示す。 

3.4.1 液水の粘性係数 

 表 3-4 に液水の粘性係数の文献値を示す。 

表 3-4 液水の粘性係数文献値[3] 

温度(K) 273.15 293.15 313.15 323.15 373.15 423.15 
粘性係数 
[10-6 Pa*s] 

1788 1004 653.3 549.4 282.5 186.4 

温度(K) 473.15 523.15 573.15 623.15 643.15 
 粘性係数 

[10-6 Pa*s] 
136.4 109.9 91.2 72.6 56.9 

式(3-23)に表 3-4 のデータを用いて作成した回帰式を示す。ただし、温度が

643.15K(370℃)より高い時の時には 643.15K の時の粘性係数を使用する。 
𝜇  =  2.7646 × 10 𝑇 − 8.1136 × 10 𝑇 + 9.8219 × 10 𝑇  

−  6.2782 × 10 𝑇 + 2.2358 × 10 𝑇 − 4.2102 × 10 𝑇 
+  3.2826 × 10  

(3-23) 

 

3.4.2 熱分解ガスの粘性係数 

表 3-5 に熱分解ガスの粘性係数の文献値を示す。ここでは、Fredlund 論文[4]で行った分

析で得られた熱分解ガス粘性係数の近似値を使用した。 

表 3-5 Fredlund[4]による熱分解ガス粘性係数の近似値 

温度[K] 273.15 298.15 400.15 600.15 800.15 1000.15 1273.15 
粘性係数 
[10-6 Pa*s] 

8.7 9.4 12.4 18.5 24.6 30.6 38.1 

式(3-24)に表 3-5 のデータを用いて作成した回帰式を示す。 
𝜇  =  10 ∗ (0.0297𝑇 + 0.6329) (3-24) 

 

3.4.3 水蒸気、酸素、窒素、二酸化炭素の粘性係数 

 表 3-6 に水蒸気、酸素、窒素、二酸化炭素の粘性係数の文献値を示す。 

表 3-6 水蒸気、酸素、窒素と二酸化炭素の粘性係数の文献値[29] 

種類 温度(K) 273.15 293.15 323.15 373.15 473.15 
水蒸気 

粘性係数 
[10-6 Pa*s] 

9.2 9.7 10.6 12.4 16.2 
酸素 19.5 20.4 21.8 24.4 29.3 
窒素 16.6 17.6 18.9 21.2 25.1 

二酸化炭素 13.7 14.7 16.1 18.5 23.0 
種類 温度(K) 573.15 673.15 773.15 873.15 

 
水蒸気 

粘性係数 
[10-6 Pa*s] 

20.3 24.5 28.6 32.6 
酸素 33.7 37.6 41.3 44.7 
窒素 28.6 31.9 34.9 37.8 

二酸化炭素 27.1 30.8 34.2 37.4 

 また、表 3-6 のデータを用いて回帰式を作成した。式(3-25)～(3-28)に回帰式を示す。 
𝜇  =  10 ∗ (0.0395𝑇 − 2.0733) (3-25) 

𝜇  =  10 ∗ (0.0428𝑇 + 8.305) (3-26) 
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𝜇  =  10 ∗ (0.0355𝑇 + 7.6006) (3-27) 
𝜇  =  10 ∗ (0.04𝑇 + 3.3846) (3-28) 

 

3.5 分子量 

 水蒸気、酸素、窒素と二酸化炭素の分子量は化学式から簡単に計算でき、それぞれ

𝑀 = 18g/mol、𝑀 = 32g/mol、𝑀 = 28g/mol、𝑀 = 44g/molとなる。熱分解ガス

の分子量は Fredlund の分析[4]により約 76g/molである。 

 

3.6 空隙率 

 空隙率は炭化の進行に応じて変化する。Li らの研究[30]によると、木質部材の分解後の

空隙率は分解前の空隙率と比べると約 20%~25%増加する。本モデルではその関係を用いて、

熱分解が完全に進行した後の空隙率を未分解状態の部材の空隙率の 1.25 倍にした。不揮発

性成分の酸化燃焼が発生している試験体に対しては、燃え尽きると空隙率が 1 になるよう

に設定した。上記の関係から計算した空隙率は式(3-29)に示す。 

𝜏 =

⎩
⎨

⎧ 0.25𝜏
1 − 𝑟

1 − 𝑟
+ 𝜏   (𝑟 ≤ 𝑟 < 1)

(1 − 1.25𝜏 )
𝑟 − 𝑟

𝑟
+ 1.25𝜏  (0 ≤ 𝑟 < 𝑟 )

 (3-29) 

 多孔質材料に対しては、液体と固体が同時に空隙の中に存在することができる。気体が

液体で充満された空間以外の空間しか使用できないため、気体に対する正味の空隙率は式

(3-30)で表すことができる。 
𝜏 = 𝜏(1 − 𝜔) (3-30) 

ただし、𝜔は空隙の飽和度であり、式(3-31)で表示する。 

𝜔 =
𝜌

1000𝜏
 (3-31) 

 木質部材空隙率の測定は重量などの測定より煩雑である。特に大きい試験体の空隙率の

測定が難しい。空隙率が不明な試験体に対しては空隙率と全乾密度の関連性より全乾密度

から空隙率を推定することができる。ここで、Plotze ら[31]のデータを用いて、空隙率と全

乾密度の関係を導出する。Plotze らは多数の空隙率と密度が異なる種類の木材の測定を行

った。図 3-4 に測定の結果を示す。空隙率と全乾密度は概ね負の線形関係になっている。 

 
図 3-4 Plotze らによる空隙率と全乾密度の関係[31] 
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 式(3-32)に回帰で得られた空隙率と全乾密度の関係を示す。 
𝜏 = −5.855 ∗ 10 𝜌 + 9.171 ∗ 10  (3-32) 

 

3.7 比透気率 

 比透気率も空隙率と同様に炭化状況に応じて変化する。Li らの研究[30]によると、完全

に炭化した木材の比透気率は未分解木材の比透気率の 10 倍である。計算ではこの関係を用

いて設定した。赤熱燃焼が発生する時の部材の比透気率は、燃え尽きた状態の部材の比透

気率が未分解部材の比透気率の 105 倍になるように設定した。部分的に分解した、または

炭化した状態での部材の比透気率は補間でまとめた。ただし、補間をする際は比透気率に

対して直接に線形補間ではなく、比透気率の対数に対して線形補間した。残量比と比透気

率の関係式を式(3-33)に示す。 

𝜅 =
𝜅 10   (𝑟 ≤ 𝑟 < 1)

𝜅 10   (0 ≤ 𝑟 < 𝑟 )

 (3-33) 

 空隙率と比透気率は一定の関連性があり、式(3-34)に示す Kozeny-Carman の式[32]はその

関係を示した。 

𝜅 =
1

𝜁  𝐴

𝜏

(1 − 𝜏)
 (3-34) 

 ただし、𝜁は定数、𝐴 は空隙の比表面積である。一種類の木材に対して式(3-34)の中の

𝜁𝐴 は定数であると想定すると、式(3-34)を用いて湿潤した状態での気体比透気率と乾燥

状態の気体比透気率の関係を表すことができる。式(3-35)にその関連性を示す。 

𝜅 /𝜅 = (
𝜏

1 − 𝜏
)/(

𝜏

(1 − 𝜏)
) (3-35) 

 気体の比透気率は液体の比透気率より大きい。ここでは原田[21]の方法に倣って、

Bamforth[33]の計算式で気体と液体の比透気率の関係を表す。その関係は式(3-36)に示す。 

𝜅 = 𝜅 (1 +
1.635 ∗ 10 𝜅 .

𝑃/101325
)  (3-36) 

 式(3-36)を用いてNewton法などの数値的手法を用いて、全乾状態での気体比透気率𝜅を代

入すれば液水の比透気率𝜅 を算出することができる。ただし、式(3-36)の𝜅 . を計算す

る際に𝜅 がマイナスになると計算上の不都合が発生し、解析が不安定になる。そのため、

液水の比透気率に関しては、計算全過程において圧力と全乾状態の比透気率により変化せ

ず、初期状態の𝜅と𝑃 = 101325Pa)からあらかじめ𝜅と𝜅 の比例係数を計算し、全過程にお

いて一定とした。 

3.8 平衡含水率 

 木質部材の平衡含水率は、部材の種類及び温度より変化する。計算モデルで脱着と吸着

速度を計算する時に必要となる平衡蒸気圧は含水率から換算するため、木質部材の平衡含

水率が必要である。各種木材の平衡含水率を得るため、8 種類の木材の平衡含水率をボッ

クス法で測定した。本節はまず平衡含水率の測定実験について述べ、その後に計算モデル

で使用する平衡蒸気圧と平衡含水率の計算方法を示す。 

本節の平衡含水率測定実験の内容及び実験結果は、著者らが日本建築学会環境系論文集

に発表した論文[34]の一部から加筆して作成したものである。 
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3.8.1 実験の概要 

 8 種類の木質試験体（スプルース、ヒノキ、アカマツ、ホワイトウッド、オウシュウア

カマツ、ベイマツ、カラマツ、スギ）を塩溶液で湿度を恒湿調整したボックスの中に設置

し、吸湿及び放湿をする。ボックスは温度が 26℃の恒温室に放置する。図 3-5 に試験体の

寸法と試験体の写真例を示す。実験では試験体の吸湿と放湿の平衡がなるべく早く到達す

るように、小片の試験体を用いた。また、1 種類の木材の湿度に対しては、繊維方向が異

なる 2 種類の試験体を用いた。試験体長さ 50mm の方向が木材の年輪接線方向と対応する

試験体を A 類試験体と呼び、試験体長さ 50mm 方向が木材の軸方向と対応する試験体を B

類試験体と呼ぶ。 

 

 

A 類試験体例(図の中は Whitewood) A 類試験体寸法と繊維方向 

  
B 類試験体例(図の中は Whitewood) B 類試験体寸法と繊維方向 

図 3-5 試験体の寸法と試験体例の写真[34] 

 

3.8.2 実験方法 

 各種の試験体は、吸湿と放湿状態で設置するボックスを用いて名前を付けた。例えば、

84%Specimen は吸湿と放湿状態で 84%相対湿度に調整したボックスに設置したものを意味

する。また、内部相対湿度が調整したボックスの名前はそのボックスの相対湿度で呼ぶ。

例えば、84%ボックスは内部の相対湿度が 84%に調整したボックスの意味である。表 3-7に

各ボックス内部の相対湿度及び使用した塩溶液を示す。ボックスでは、内部の相対湿度が

11%~97%に調整した 7 つのボックスがあった。 
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表 3-7 ボックス内部の平均相対湿度[34] 

目標相対湿度 [%] 11% 33% 43% 57% 75% 84% 97% 
使用した塩溶液 LiCl MgCl2 K2CO3 NaBr NaCl KCl K2SO4 

吸湿時の相対湿度[%] 11.0 29.0 42.9 51.5 67.0 84.2 97.1 
放湿時の相対湿度[%] 7.7 29.6 43.2 50.9 66.1 83.8 98.5 
吸湿時の相対湿度 

(試験体を加熱後) [%] 
8.8 30.0 N/A* 51.2 67.1 83.7 98.2 

吸湿時の相対湿度 
(試験体を加熱後) [%] 

11.8 29.9 43.9 50.9 66.6 83.0 97.2 

*塩溶液の不調によりデータが無効となった。 

実験をする時に、まずは試験体の吸湿と放湿が要する時間を把握するため、予備実験を

行う。試験体を 7 種相対湿度に調整したボックスに設置し、試験体の質量を定期的に測定

する。図 3-6 に、予備実験で測定したアカマツ A 試験体の質量が初期質量との比を例とし

て示す。試験体の質量は主に実験開始後の約 5 日以内で発生することが分かった。吸湿と

放湿が開始した後の約 30~40 日で質量変化が概ね終了した。そのため、実験時では約 30～

40 日で吸湿と放湿のプロセスを終了できると考えられる。予備実験を終了した後に、すべ

ての試験体を 11%ボックスに約 4 か月放置して、試験体内部の含水率を低基準にするよう

に放湿した。 

 

 
図 3-6 予備実験で測定したアカマツ A の質量と初期質量の比[34] 

 

 本実験をする時にまずは試験体を 11%～97%ボックスに移動して吸湿させる。吸湿が終

了した後にすべての試験体を 97%ボックスに移動して吸湿させ、放湿過程測定の準備を行

う。試験体が 97%ボックスで平衡に到達した後に 11%～97%のボックスに移動し、放湿を

行う。毎回の吸湿と放湿過程では予備実験の結果を参考にして約 30～40 日とした。 

11%～97%ボックスで一連の吸湿-放湿循環が終了した後に試験体をデシケーターで 5 日

の減圧吸水を行った。吸水はコンプレッサーで達成した約 0.04～0.05MPa の負圧環境で行

った。吸湿が行った後、試験体を 105℃の加熱炉で 5 日間全乾乾燥し、更に 150℃で 3 日間

高温乾燥した。乾燥が行った後に、各種湿度のボックスで吸湿-放湿のサイクルをもう一度

行った。実験全過程の各プロセスを行った後に、試験体の質量と寸法を電子天秤(分解能

0.0001g)とノギス(分解能 0.05mm)で測定した。 

実験全体の流れは図 3-7(a)に示す。ここで、相対湿度で実験の流れを表した。また、図
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3-7(b)はボックス法による吸湿と放湿時の様子、図 3-7(c)は減圧飽和吸水の様子、図 3-7(d)

は全乾加熱の様子を示す。 

 

 
(a) 相対湿度で表した実験の流れ 

(b) 吸湿と放湿 (c) 減圧飽和吸水 (d) 105°C と 150℃で加熱 
図 3-7 実験の流れと実験時の様子[34] 

  

3.8.3 データ処理方法 

 測定した試験体質量を用いて平衡含水率を計算した。式(3-37)と式(3-38)に吸湿と放湿時

の平衡含水率の計算式を示す。 

𝑊 =
𝑚 − 𝑚

𝑚
  (3-37) 

𝑊 =
𝑚 − 𝑚

𝑚
 (3-38) 

ここでの下付き文字の ads と des はそれぞれ吸着(adsorption)と脱着(desorption)を意味する。

つまり、吸湿または放湿状態の平衡含水率は、吸湿または放湿した状態の質量と全乾質量

の差を全乾質量で割って計算できる。ここで述べた全乾質量は、150℃加熱後の試験体の

平衡含水率を計算する際の全乾質量は 150℃で加熱した後の質量とする。加熱前の試験体

の平衡含水率を計算する際の全乾質量は 105℃で加熱した後の質量とする。 

計算で得られた平衡含水率を用いて、横軸が吸湿または放湿過程中のボックス内の相対

湿度、縦軸が平衡含水率にしてプロットする。その後、吸着等温線の計算式を用いて測定

したデータ(相対湿度-平衡含水率関係)を回帰する。 

これまで多数の研究者が Langmuir[35]、Frankel-Halsey-Hill[36]、Brunauer-Emmett-Teller 

(BET) [37]、Guggenheim- Anderson- de Boer (GAB)[38]、Dubinin- Radushkevich[39]などの吸着
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等温線を提案している。そのうち、GAB 式吸着等温線は木質部材の吸着等温線の分類であ

る第 2 類吸着等温線[36]の変化を良く表すことができ、かつ多くの研究(例えば[40]–[42]な

ど)で使用されているため、本研究は GAB 吸着等温線を用いて平衡含水率を回帰する。式

(3-39)に GAB 吸着等温線の式を示す。 

𝑊 =
𝑊 𝐶𝐾𝛾

(1 − 𝐾𝛾)(1 − 𝐾𝛾 + 𝐶𝐾𝛾)
 (3-39) 

ただし、𝛾は小数で表す相対湿度、𝑊 、𝐶と𝐾は回帰で求める係数である。𝑊 、𝐶と𝐾の

三つの係数を GAB パラメータと呼ぶ。GAB パラメータの物理的な意味については、𝑊 は

吸着が発生する時の単分子層の吸着容量であり、𝐶と𝐾はアレニウス型の温度依存性による

変化する係数である[43]。物理的な意味を考慮すると、GAB パラメータは全て正であると

考えられる。そのため、回帰をする時に上記の三つの係数に𝑊 > 0、𝐶 > 0、𝐾 > 0の制限

を加えた。また、相対湿度が 0付近で発生する急激な平衡含水率の変化を防ぐため、係数𝐶

に𝐶 ≤ 500の制限を追加した。上記の制約付きの回帰は、Python の SciPy[44]モジュールの

中の curve_fit 関数を用いて trust-region-reflective アルゴリズムで行った。回帰を行う際の平

衡含水率データは A 類試験体と B 類試験体で測定したものの平均値を使用する。また、

GAB 吸着等温線は一般的に相対湿度が 90%までの平衡含水率データで使用可能と言われて

いるため、回帰をする際は 11%～84%ボックスで測定した平衡含水率を用いた。 

 

3.8.4 測定結果 

回帰で得られた GAB パラメータを表 3-8 に示す。 

 

表 3-8 回帰で得られた吸湿と放湿過程での GAB 定数[34] 

木材名 処理 
吸湿 放湿 

𝑊 [g/g] 𝐶[−] 𝐾[−] 𝑅 [−] 𝑊 [g/g] 𝐶[−] 𝐾[−] 𝑅 [−] 

スプル

ース 

なし 0.068 86.438 0.679 0.988 0.081 46.444 0.638 0.988 
150℃
加熱 

0.043 39.202 0.764 0.989 0.069 34.06 0.583 0.97 

ヒノキ 
なし 0.068 132.426 0.663 0.989 0.08 50.678 0.625 0.986 

150℃
加熱 

0.037 43.092 0.787 0.992 0.059 40.106 0.627 0.969 

アカマ

ツ 

なし 0.067 58.53 0.655 0.978 0.081 37.27 0.599 0.979 
150℃
加熱 

0.043 35.385 0.759 0.989 0.066 29.744 0.623 0.975 

ホワイ

トウッ

ド 

なし 0.062 37.429 0.71 0.98 0.076 27.518 0.657 0.974 
150℃
加熱 

0.046 17.23 0.76 0.981 0.066 22.221 0.643 0.962 

オウシ

ュウア

カマツ 

なし 0.069 42.005 0.686 0.987 0.082 29.391 0.644 0.981 
150℃
加熱 

0.04 34.418 0.775 0.99 0.061 34.941 0.639 0.972 

ベイマ

ツ 

なし 0.083 119.546 0.587 0.945 0.093 55.057 0.544 0.932 
150℃
加熱 

0.038 36.161 0.777 0.991 0.063 32.726 0.592 0.973 

カラマ

ツ 

なし 0.102 500 0.546 0.944 0.113 148.245 0.525 0.968 
150℃
加熱 

0.039 38.245 0.776 0.989 0.064 33.096 0.609 0.97 
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スギ 
なし 0.06 66.982 0.685 0.98 0.074 36.615 0.63 0.977 

150℃
加熱 

0.04 58.832 0.753 0.985 0.065 37.256 0.572 0.963 

全体** 
なし 0.072 93.788 0.655 0.775 0.084 48.037 0.611 0.828 

150℃
加熱 

0.04 35.449 0.77 0.972 0.064 32.469 0.613 0.952 

*上限が到達した 

**すべての実験結果を用いた回帰 

回帰で得られた GAB パラメータの単分子層の吸着容量𝑊 は、未加熱の木質部材では放

湿過程で 0.074–0.113g/g、吸湿過程では 0.06–0.102g/gである。加熱後の木質部材は放湿過程

で 0.059–0.069g/g、吸湿過程で 0.037–0.046g/gとなる。全体的には、放湿過程の𝑊 が吸湿過

程より大きく、加熱後の試験体の𝑊 は未加熱の試験体より小さくなる傾向を示した。 

また、平衡含水率の測定結果と回帰結果を図 3-8 に示す。実線は回帰結果、データ点は

測定結果である。測定データ点の上下にあるエラーバーは、2種類の試験体 A、Bの測定デ

ータが平均値との偏差である。未加熱の各種木材の平衡含水率は相対湿度が 11%の時に約

0.05~0.10g/g、相対湿度が 97%の時に約 0.16～0.22g/gである。加熱後の試験体の平衡含水率

は未加熱状態より約 30%～40%減少する。A 類試験体と B 類試験体の平衡含水率はカラマ

ツ以外は概ね一致している。カラマツに関しては未加熱の状態で A 類試験体と B 類試験体

の平衡含水率に大きな違いがある。カラマツの A 類試験体と B 類試験体は制作年度が異な

り、それぞれ 2020 年と 2021 年で作成したものであるため、バッチの違いによる可能性が

あると考えられる。また、各種試験体に対しては 150℃で加熱した後に平衡含水率の下降

が観測されたため、カラマツ A とカラマツ B の平衡含水率の違いは、製材時の乾燥状況の

違いによる可能性もある。試験体を 150℃で加熱した後は、A 類試験体と B 類試験体の平

衡含水率の違いがなくなった。 

図 3-8 に示した結果、加熱処理前のカラマツ以外に、A 類試験体と B 類試験体の平衡含

水率平均値の違いが非常に少ないことが分かった。カラマツ A とカラマツ B の平衡含水率

の違いが非常に大きく、A と B の平均値は平衡含水率の変化を適切に表すことが難しいと

考えられる。そのため、ここではカラマツに対して A 類試験体と B 類試験体単独に対して

GAB 式の回帰を行いました。その結果は表 3-8-appendix に示す。 

 

表 3-8-appendix カラマツ A とカラマツ B の吸湿と放湿過程での GAB 定数 

木材名 処理 
吸湿 放湿 

𝑊 [g/g] 𝐶[−] 𝐾[−] 𝑅 [−] 𝑊 [g/g] 𝐶[−] 𝐾[−] 𝑅 [−] 

カラマ

ツ A 

なし 0.137 500 0.403 0.586 0.141 500 0.426 0.719 
150℃
加熱 

0.034 63.156 0.798 0.993 0.059 44.824 0.622 0.964 

カラマ

ツ B 

なし 0.079 55.653 0.639 0.955 0.091 39.348 0.603 0.965 
150℃
加熱 

0.043 24.8 0.754 0.99 0.071 26.212 0.596 0.974 
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図 3-8 平衡含水率の測定結果[34] 

 

3.8.5 平衡含水率の計算式 

上記の表 3-8 に示した回帰で得られた GAB パラメータを使用して、計算モデルで平衡含

水率を求めることができる。ただし、測定で得られた数値は未分解の木質部材の平衡含水

率であるため、炭化による平衡含水率の変化もモデルに含めて考慮する必要がある。本来

は、炭の平衡含水率を別途測定する必要があるが、このモデルでは水分が完全に脱着した

後の炭を考慮しているので炭の平衡含水率を 0 とする。部分的に炭化した状態の平衡含水
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率は、線形補間で求める。式(3-40)にその関係を示す。 

𝜌 , =

𝑟 − 𝑟

1 − 𝑟
𝜌

𝑊 𝐶𝐾𝛾

(1 − 𝐾𝛾)(1 − 𝐾𝛾 + 𝐶𝐾𝛾)
 (𝑟 ≤ 𝑟 < 1)

0   (0 ≤ 𝑟 < 𝑟 )

 (3-40) 

  

3.8.6 平衡蒸気圧の計算式 

平衡蒸気圧は、ある含水率と平衡するときの水蒸気の蒸気圧である。相対湿度は水蒸気

の蒸気圧から計算するため、含水率から平衡蒸気圧を計算する際は式(3-40)を𝜌 , =

𝑓(𝛾)から𝛾 = 𝑔(𝜌 , )に変更する必要がある。ここから、平衡蒸気圧の計算式を導出す

る。ただし、平衡含水率が 0 の時には変形する必要がないため、ここでは平衡含水率が 0

以外のケースについて分析する。まずは式(3-40)の両側に(1 − 𝐾𝛾)(1 − 𝐾𝛾 + 𝐶𝐾𝛾)をかけ、

式(3-40)を式(3-41)にする。 

(1 − 𝐾𝛾)(1 − 𝐾𝛾 + 𝐶𝐾𝛾)𝜌 , =
𝑟 − 𝑟

1 − 𝑟
𝜌 𝑊 𝐶𝐾𝛾 (3-41) 

式(3-41)左辺の(1 − 𝐾𝛾)(1 − 𝐾𝛾 + 𝐶𝐾𝛾)を展開すると式(3-42)になる。 

(1 + (𝐶 − 2)𝐾𝛾 + (1 − 𝐶)𝐾 𝛾 )𝜌 , =
𝑟 − 𝑟

1 − 𝑟
𝜌 𝑊 𝐶𝐾𝛾 (3-42) 

式(3-42)をさらに変形し、𝛾に対する 2 次方程式𝑎 𝛾 + 𝑎 𝛾 + 𝑎 のようにまとめると、式

(3-43)になる。 

(1 − 𝐶)𝐾𝛾 𝜌 , + [(𝐶 − 2)𝜌 , −
𝑟 − 𝑟

1 − 𝑟
𝜌 𝑊 𝐶]𝛾 +

𝜌 ,

𝐾
= 0 (3-43) 

式(3-43)の両側に𝜌 , を割ると、式(3-44)になる。ただし、ここでの𝑊 は kg/kg で

表した含水率であり、𝑊 = 𝜌 , /𝜌 である。 

(1 − 𝐶)𝐾𝛾 + [(𝐶 − 2) −
𝑟 − 𝑟

1 − 𝑟

𝑊 𝐶

𝑊
]𝛾 +

1

𝐾
= 0 (3-44) 

二次方程式の解の公式により、方程式𝑎 𝛾 + 𝑎 𝛾 + 𝑎 の解は式(3-45)に示す。 

𝛾 =
−𝑎 ± 𝑎 − 4𝑎 𝑎

2𝑎
 (3-45) 

 相対湿度𝛾は正の値であるため、各種変数の正負を考えると、式(3-45)で相対湿度を解く

際はマイナス記号をとることが適切であると考えられる。𝑎 = (1 − 𝐶)𝐾、𝑎 = (𝐶 − 2) −

、𝑎 = を式(3-45)に代入すると、相対湿度の計算式が得られる。さらに相対湿

度に飽和蒸気圧𝑃 を掛けると、平衡蒸気圧𝑃 , の計算式が式(3-46)のように表すこと

ができる。 
𝑃 ,

= 𝑃

(𝐶 − 2) −
𝑟 − 𝑟
1 − 𝑟

𝑊 𝐶
𝑊

+ (𝐶 − 2) −
𝑟 − 𝑟
1 − 𝑟

𝑊 𝐶
𝑊

− 4(1 − 𝐶)

2(𝐶 − 1)𝐾
 

(3-46) 

 

飽和蒸気圧𝑃 は、Wagner らの式[45]を用いて計算する。 

𝑃 = 𝑃 exp (
𝑇

𝑇
[𝑧 (1 −

𝑇

𝑇
) + 𝑧 1 −

𝑇

𝑇

.

+ 𝑧 1 −
𝑇

𝑇
+ 𝑧 1 −

𝑇

𝑇

.

+ 𝑧 1 −
𝑇

𝑇
+ 𝑧 1 −

𝑇

𝑇

.

]) 

(3-47) 
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 ただし、𝑃 と𝑇 はそれぞれ水蒸気の臨界圧力と臨界温度であり、𝑃 = 22.064MPa、𝑇 =

647.096Kである。𝑧 ～ 𝑧 は係数であり、 𝑧 = −7.85951783、 𝑧 = 1.84408259、𝑧 =

−11.7866497、𝑧 = 22.6807411、𝑧 = 15.9618719、𝑧 = 1.80122502である。温度が臨界

温度以上になると飽和蒸気圧の定義がなくなるが、式(3-46)を計算する際は高温時の飽和

蒸気圧も必要となるため、計算上では𝑇 > 647.096Kの時の飽和蒸気圧を臨界圧力

(22.064MPa)と等しくなるように設定した。 

  

3.9 対流熱伝達率・物質伝達率 

 エンタルピー保存式と気体各成分の質量保存式の境界条件を設定する際は、対流熱伝達

率𝐻と物質伝達率𝐻 を与える必要がある。 

3.9.1 対流熱伝達率 

対流熱伝達率の値は、温度や周辺気流速度に依存して変化し、正確的に推定することが

難しい。そのため、一部の研究者は対流熱伝達率を一定にして計算した。例えば Pečenko

ら[22]は𝐻 = 25W/m2Kの値を使用した。Lautenburgerら[46]は対流熱伝達率を𝐻 = 10W/m2K

とした。本モデルでは Lautenburger にならい、対流熱伝達率を𝐻 = 10W/m2K とした。 

試験体表面から排出するガスも対流熱伝達率に影響がある可能性がある。Lautenburgerら

[46]は、下記の式(3-48)で試験体表面のガス流量が加熱を受ける表面の対流熱伝達率へ及ぼ

す影響を表した。 

𝐻 =
𝑚 𝑐

exp
𝑚 𝑐

𝐻
− 1

 
(3-48) 

ただし、𝑚 は表面から排出するガスの流量、𝐻 はガスの排出がない時の対流熱伝達

率、𝑐 は定数(1100J/kg.K)である。図 3-9 に、𝐻/𝐻 が𝑚 の変化による変化を示す。 

  
図 3-9 Lautenburger らの式による𝑯/𝑯𝒏𝒐𝒈𝒂𝒔と𝒎𝒈𝒂𝒔の関係 

図 3-9 によると、表面から外気に排出ガスの量が上昇すると、𝐻/𝐻 が急激に下がる

ことが示されている。また、𝐻 が大きくなるほど、下降の速度が高くなる。流量𝑚

が非常に小さい(<0.001kg/m2s)場合、𝐻と𝐻 の値はほとんど一致する。 

本モデルでガスの噴出による対流熱伝達率の変化を考慮する必要性を検討するため、こ

こでは例を用いて概算する。試験体表面の物質流量を計算する際、式(3-49)に示す第三種

境界条件の形になっている計算式が多く使用されている。ただし、∆𝑌は外気と試験体表面

付近のガス質量分率の差、𝜏は空隙率である。 
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𝑚 = 𝐻 𝜌𝜏∆𝑌 (3-49) 

物質伝達率と対流熱伝達率の相似則により、𝐻 𝜌については式(3-50)の関係がある。ただ

し、ここでは簡単のためルイス数𝐿𝑒を 1 にした。 

𝐻 𝜌 =
𝐻

𝑐
 (3-50) 

ここで、𝑐は気体の定圧比熱である。式(3-49)(3-50)を式(3-48)に代入すると、式(3-51)が得ら

れる。つまり、気体の噴出による対流熱伝達率の減衰は外気と試験体加熱表面付近の気体

質量分率差と空隙率で決まる。図 3-10 にその変化関係を示す。 
𝐻

𝐻
=

𝜏∆𝑌

exp(𝜏∆𝑌) − 1
 (3-51) 

  
図 3-10 𝑯/𝑯𝒏𝒐𝒈𝒂𝒔と∆𝒀の関係 

 外気と試験体表面の間では常に物質交換が行われているため、気体の質量分率の差は概

ね 0.2 以下となると考えられる。その結果、𝐻/𝐻 は空隙率がどのような値であっても

0.8 以上となり、𝐻と𝐻 の値の違いは小さい。そのため、本研究では試験体表面から外

部に排出する気体により対流熱伝達率が変化することは考慮しない。 

 

3.9.2 物質伝達率 

物質伝達と対流熱伝達の相似則である Chilton-Colburn 相似則[47]により、気体種 i に対す

る物質伝達率𝐻 , は式(3-52)により対流熱伝達率𝐻から計算できる。 

𝐻 , =
𝐻

𝜌𝑐 𝐿𝑒
 (3-52) 

ただし、𝜌は境界部外気の気体密度、𝑐 は外気の定圧比熱、𝐿𝑒はルイス数である。 

ルイス数を計算する際は、混合ガスの熱拡散率と拡散係数が必要である。混合ガスのこ

れらの物性値を決定することが容易ではない。特に、熱分解ガスは混合物であるため、熱

拡散率を決めることが難しい。空気の熱拡散率を代用してルイス数を近似的に算出するこ

とが可能であるが、厳密ではない。そのため、ここでは既往の研究[46]の手法を参考し、

ルイス数を 1 にして近似した。その結果、物質伝達率の計算式は式(3-53)となる。 

𝐻 , =
𝐻

𝜌𝑐
 (3-53) 

 

3.10 外気環境の気体質量分率 

 乾燥空気は約 21vol.%の酸素、約 78vol.%の窒素、約 1vol.%のアルゴンと微量の二酸化炭

素などの気体で組成される。アルゴンガス及び他種類のガスは酸素と窒素と比べると含量
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が微小であるため、ここでは他種類気体の存在を無視し、外気環境での乾燥空気が21vol.%

の酸素と 79vol.%の窒素で構成されると考えた。これを質量分率に換算すると、酸素が約

23.3wt.%、窒素が約 76.7wt.%となる。 

 湿潤した外気の水蒸気含有量は、計算対象とする試験体の平衡含水率関係より推定する。

ここで、内部の含水率は外気環境と平衡になっていると予想される。つまり、試験体の初

期含水率が平衡含水率になる時の相対湿度は、外気の中に含有する水蒸気含量と対応する

として、外気の中の水蒸気含量を計算する。吸着等温線から算出された相対湿度を𝛾とす

ると、単位重量乾燥空気が含有する水蒸気の質量分率𝑌 は式(3-54)で表す。 

𝑌 = 0.62198 ∗
𝑃 𝛾

101325 − 𝑃 𝛾
 (3-54) 

ただし、𝑃 𝛾は水蒸気分圧である。水蒸気の質量分率を算出した後、前述の酸素と窒素の

質量分率を用いて、湿潤外気の酸素、窒素と水蒸気の質量分率を計算できる。 

 試験体が加熱されて燃焼が発生する側の外気の気体質量分率については、加熱の形式に

より状況が変化する。コーンカロリーメーター実験のように開放的空間で加熱する場合、

試験体からは熱分解ガスと二酸化炭素などの気体が生成されるが、新鮮空気が周囲から継

続的に供給されるため、加熱側の気体質量分率は空気と概ね同様であると考えられる。一

方、耐火炉による耐火試験のような密閉的空間で試験体を加熱する場合、供給された空気

の中の酸素はほとんど燃料ガスと熱分解ガスで消費されてしまうと考えられる。そのため、

酸素の質量分率がほとんど 0 となり、二酸化炭素と水蒸気の質量分率は燃料ガスの燃焼と

熱分解ガスの燃焼により増加する。増加の比率は燃料ガスまたは熱分解ガスの組成による

と考えられる。 

 

3.11 熱分解反応速度係数 

 揮発性の固体成分が式(3-55)に示す一歩の熱分解反応が発生する時に、熱分解反応の反

応速度は、式(3-56)に示すアレニウス型反応速度式[48]で表すことができる。 
𝑉𝑜𝑙𝑎 → 𝐺𝑎𝑠 (3-55) 

𝑑𝑎

𝑑𝑡
= 𝐴(1 − 𝑎) 𝑒  (3-56) 

 ただし、𝐴は頻度因子[s-1]、𝑛は反応次数[-]、𝐸は活性化エネルギー[J/mol]、𝑎は反応進行

度を表す転化率である。転化率は、式(3-57)から計算する。反応が未開始の時に転化率が 0

であり、反応が完全に終了したときの転化率が 1 である。 

𝑎 =
𝑟 − 𝑟

𝑟 − 𝑟
 (3-57) 

反応速度式の中の𝐴、𝑛、𝐸は反応速度パラメータ、または反応速度係数と呼び、反応の

種類により決まる係数である。固体成分の熱分解反応の速度係数は、熱重量分析で得られ

た質量変化曲線より推定することができる。以下では推定の方法を述べる。本節の内容

は、著者らが日本火災学会論文集で発表した論文[49]の内容を一部使用して更に加筆した

ものである。 

 まず、熱重量分析で得られた質量変化曲線を残量比の変化曲線に換算する。換算した後

に反応が発生する区間を定義し、反応が未開始の時の残量比を𝑟 、反応が終了したときの

残量比を𝑟 として残量比の境界値𝑟 と𝑟 を求める。 

 その後、転化率の定義式(3-57)を式(3-56)に代入すると、熱分解反応による残量比減少速

度𝑎を式(3-58)のように表すことができる。 
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𝑑𝑟

𝑑𝑡
 = (𝑟 − 𝑟 )𝐴

𝑟 − 𝑟

𝑟 − 𝑟
𝑒  (3-58) 

 また、熱重量分析を行う際は一定の昇温速度で加熱することが多いため、式(3-59)に示

すように昇温速度(dT/dt)を使って残量比の温度に対する微分を表すこともできる。 
𝑑𝑟

𝑑𝑇
 =

1

(
𝑑𝑇
𝑑𝑡

)
(𝑟 − 𝑟 )𝐴

𝑟 − 𝑟

𝑟 − 𝑟
𝑒  (3-59) 

 式(3-59)を用いて各種温度での残量比変化速度を計算することができる。ここで、残量

比変化速度の計算値と実験値との残差二乗和が最小にするように最適化計算を実行すれば、

熱分解の進行を表す反応速度パラメータを推定できる。式(3-60)に最適化計算の目的関数𝑓

を示す。 

𝑓 =
𝑑𝑟

𝑑𝑇
−

𝑑𝑟

𝑑𝑇
 (3-60) 

 目的関数𝑓を最小化することは最適化計算の目標である。最適化計算が収束する時の熱

分解速度係数は、熱重量分析で測定した質量減少を最も精度よく再現できるものであり、

該当物質の熱分解反応速度係数であると考えられる。 

 式(3-55)に示す単一成分の化学反応以外に、多成分の熱分解反応モデルで反応速度を表

すこともできる。揮発性成分全体は𝑖種類の成分で組成し、各種成分の熱分解反応が独立に

発生すると考えると、式(3-61)に成分𝑖の反応方程式を表すことができる。 
𝑉𝑜𝑙𝑎 → 𝐺𝑎𝑠  (3-61) 

 また、式(3-62)と式(3-63)で成分𝑖の反応速度式と成分𝑖の転化率を表すことができる。 
𝑑𝑎

𝑑𝑡
= 𝐴 (1 − 𝑎 ) 𝑒  (3-62) 

𝑎 =
𝑟 , − 𝑟

𝑟 , − 𝑟 ,

 (3-63) 

ただし、𝑟 , 、𝑟 と𝑟 , はそれぞれ成分𝑖の初期質量、現在の質量と分解終了時の質量が揮発

性成分総質量に対する比率である。また、各種成分の転化率と同様の定義で熱分解反応全

体の転化率を定義すると、全体の転化率𝑎は式(3-64)で表すことができる。 

𝑎 =
𝑟 − 𝑟

𝑟 − 𝑟
 (3-64) 

 ただし、初期状態の残量比は 1であるため、𝑟 = 1である。式(3-63)を式(3-64)に代入し、

更に時間に対して微分すると式(3-65)になる。 
𝑑𝑎

𝑑𝑡
=

𝑑𝑎

𝑑𝑡

𝑟 , − 𝑟 ,

𝑟 − 𝑟
 (3-65) 

 式(3-65)を用いて、多成分反応速度式を使用する場合の残量比の変化率を表すことがで

きる。 
𝑑𝑟

𝑑𝑇
= −

𝑟 , − 𝑟 ,

(
𝑑𝑇
𝑑𝑡

)
𝐴 (1 − 𝑎 ) 𝑒  (3-66) 

 𝑟 , は、成分 i の初期質量が揮発性成分全体の質量に対する比率(つまり成分 i の比率𝐹 )に

相当する。𝑟 , は、成分 i の比率に成分 i が分解しない比率𝑟 , を掛けたものに相当する。そ

のため、式(3-66)は式(3-67)で表すことができる。 
𝑑𝑟

𝑑𝑇
= −

𝐹

𝑑𝑇/𝑑𝑡
(1 − 𝑟 , )𝐴 (1 − 𝑎 ) 𝑒  (3-67) 

 式(3-67)では計算式の中に転化率𝑎 が存在するため、最適化を直接実行することが難しい。

そのため、ここでは Chen らの研究[50]で使用した方法を参考して、Coats-Redfern の式[51]
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から(1 − 𝑎 ) 項を消去する。式(3-68)に Coats-Redfern の式を示す。 

𝑙𝑛
𝑔(𝛼 )

𝑇
= 𝑙𝑛

𝐴 𝑅

(𝑑𝑇/𝑑𝑡)𝐸
1 −

2𝑅𝑇

𝐸
−

𝐸

𝑅𝑇
 (3-68) 

ただし、 

𝑔(𝛼 ) =  

−𝑙𝑛(1 − 𝛼 )       (𝑛 = 1)

1 − (1 − 𝛼 )

1 − 𝑛
     (𝑛 ≠ 1)

 (3-69) 

式(3-68)(3-69)を式(3-67)に代入して、更に𝑛 = 1と𝑛 ≠ 1のケースを分けて書くと、式(3-

70)となる。 

(1 − 𝛼 ) =

⎩
⎨

⎧[1 − (1 − 𝑛 )
𝐴 𝑅𝑇

(𝑑𝑇/𝑑𝑡)𝐸
1 −

2𝑅𝑇

𝐸
𝑒 ]         𝑖𝑓 𝑛 = 1

𝑒 ( / )
 

                    𝑖𝑓  𝑛 ≠ 1

 (3-70) 

 式(3-70)を式(3-67)に代入すると、式(3-60)の目的関数から最適化計算を実行することが

可能となる。 

2 章の計算をする時は、三成分（セルロース、ヘミセルロース、リグニン）熱分解反応

速度モデルを使用した。ここでは三成分モデルを例として、反応速度パラメータを推定し

た例を示す。まずは木材の粉末に対して熱重量分析を行う[49]。熱重量分析の結果から残

量比と残量比変化率の経時変化データを得る。図 3-11 に例としてカラマツの熱重量分析結

果から得られた残量比変化曲線及び残量比変化率曲線を示す。ただし、熱重量分析の質量

測定結果から残量比を計算する際は 110℃時の質量を基準とした。 

最適化計算をする時に必要とする各成分の𝑟 , は、Zhao ら[52]の実験結果を基に推定する。

900℃時のセルロース、ヘミセルロースとリグニンの残量比を分解終了時の残量比として、

110℃時の残量比を基準とすると、𝑟 , = 0.042, 𝑟 , = 0.151, 𝑟 , = 0.358が得られた。 

 

  
(a) 残量比変化曲線 (b) 残量比変化率曲線 

図 3-11 カラマツの残量比変化曲線と残量比変化率曲線[49] 

 最適化計算を行う際は、表 3-9 に示す初期値を用いた。また、各成分の最適化の対象変

数𝐴 、𝑛 、𝐸 と𝐹 は、表 3-10 の範囲で最適値を検索した。 
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表 3-9 最適化計算の初期値[49] 

成分 𝐸(kJ/mol) ln𝐴(s-1) 𝐴(s-1) 𝑛(-) 比率(-)𝐹 
セルロース(Cel) 187.12[53] 35.15[53] 1.85x1015[53] 1[53] 0.5 

ヘミセルロース(Hemi) 95.39[53] 18.25[53] 8.40x107 [53] 2[54] 0.3 

リグニン(Lig) 46.00[55] 1.38[55] 3.98[55] 1[55] 0.2 

 

表 3-10 最適化計算の検索範囲[49] 

成分 𝐸(kJ/mol) ln𝐴(s-1) 𝑛(-) 比率(-)𝐹 
セルロース(Cel) [93.56, 280.68] [17.58,52.73] [0, 8] [0,0.8] 

ヘミセルロース(Hemi) [23.85, 190.78] [4.56,36.50]* [0, 8] [0,0.4] 
リグニン(Lig) 46.00(固定) 1.38(固定) [0, 15] 残存量 

*一部の樹種に対しては下限に到達したため区間を拡大し[1.83, 36.50]にした。  

 熱重量分析では、9 種類の木材に対して行った。昇温速度は 5K/min である。カラマツに

対しては、10K/min の実験も行った。一つの条件では、2 回の重複実験を行った。前述の方

法から推定した 9 種類の木材の熱分解速度パラメータと各種成分の比率を表 3-11～表 3-14

に示す。データは、2 回の推定結果平均値±誤差の形で表す。 

表 3-11 Cel.成分の反応速度パラメータ推定結果[49] 

木材種類 𝐸(kJ/mol) ln𝐴(s-1) 𝑛(-) 
ジャラ 265.44±1.61 46.27±0.34 0.98±0.01 

セランガンバツ 270.04±2.77 46.72±0.56 0.98±0.02 

本紫檀 231.17±4.40 38.85±0.86 0.89±0.01 

縞黒檀 265.27±2.90 46.43±0.57 1.00±0.01 

ベイマツ 235.56±2.24 40.42±0.46 1.00±0.02 

ヒノキ 180.16±2.89 28.98±0.56 0.72±0.01 

スギ化粧材 153.29±10.08 25.09±2.04 0.81±0.05 

スギ構造材 154.81±1.22 25.55±0.27 0.81±0.01 

カラマツ(5K/min) 241.61±0.49 41.15±0.12 0.93±0.01 

カラマツ(10K/min) 214.82±5.41 35.80±1.01 0.92±0.01 

 

表 3-12 Hemi.成分の反応速度パラメータ推定結果[49] 

木材種類 𝐸(kJ/mol) ln𝐴(s-1) 𝑛(-) 
ジャラ 139.31±1.00  24.65±0.00 2.80±0.04 

セランガンバツ 129.50±2.49 21.98±0.57 3.27±0.18 

本紫檀 47.27±2.97 3.51±0.62 0.77±0.21 

縞黒檀 99.89±0.35 15.72±0.06 1.53±0.02 

ベイマツ 119.24±0.19 19.11±0.05 0.72±0.00 

ヒノキ 110.11±0.04 17.00±0.02 0.84±0.00 

スギ化粧材 99.75±2.58 16.03±0.70 0.89±0.01 

スギ構造材 102.76±3.45 16.82±0.78 0.92±0.02 

カラマツ(5K/min) 117.95±1.62 18.63±0.33 0.72±0.00 

カラマツ(10K/min) 106.59±0.39 16.54±0.06 0.67±0.01 
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表 3-13 Lig.成分の反応速度パラメータ推定結果[49] 

木材種類 𝐸(kJ/mol) ln𝐴(s-1) 𝑛(-) 
ジャラ 46.000 1.380 3.15±0.01 

セランガンバツ 46.000 1.380 3.25±0.02 

本紫檀 46.000 1.380 3.09±0.25 

縞黒檀 46.000 1.380 3.61±0.06 

ベイマツ 46.000 1.380 2.55±0.03 

ヒノキ 46.000 1.380 2.61±0.04 

スギ化粧材 46.000 1.380 2.98±0.13 

スギ構造材 46.000 1.380 3.19±0.08 

カラマツ(5K/min) 46.000 1.380 2.57±0.00 

カラマツ(10K/min) 46.000 1.380 2.03±0.14 

 

表 3-14 各種成分の比率推定結果[49] 

木材種類 𝐹  𝐹  𝐹  

ジャラ 0.359±0.003 0.279±0.001 0.362±0.004 

セランガンバツ 0.399±0.002 0.326±0.011 0.275±0.013 

本紫檀 0.430±0.036 0.307±0.022 0.263±0.015 

縞黒檀 0.296±0.008 0.261±0.001 0.443±0.009 

ベイマツ 0.506±0.005 0.266±0.003 0.228±0.002 

ヒノキ 0.531±0.000 0.257±0.004 0.212±0.004 

スギ化粧材 0.549±0.025 0.146±0.016 0.305±0.009 

スギ構造材 0.513±0.001 0.135±0.002 0.352±0.001 

カラマツ(5K/min) 0.476±0.002 0.294±0.007 0.230±0.008 

カラマツ(10K/min) 0.506±0.001 0.299±0.014 0.195±0.015 

 

3.12 収縮係数 

 木質部材の熱分解が進行すると、部材の寸法が収縮する。Davidsson の研究[56]によると、

部材の寸法収縮と残量比は式(3-71)の関係が存在する。 
∆𝑥

∆𝑥
= 1 − 𝜂(1 − 𝑟)  (3-71) 

 𝜂は収縮係数であり、木材の種類と繊維方向に依存する。本節では、収縮係数の測定実

験の内容を示す。また、本節は著者らが日本建築学会近畿支部で発表した内容[57]を加筆

して作成したものである。 

 

3.12.1 実験方法 

 様々な分解状況での収縮状況を測定するため、木質部材の小片試験体を様々な温度で加

熱し、加熱後の部材の寸法と質量を測定した。加熱温度は、105～325℃とした。250℃以

下の低温域においては定常になるまで 30 分加熱した。250℃以上では熱分解により生成す

る炭が燃焼する可能性があるため 3～10 分の短時間の加熱とした。 

スギとカラマツを用いて長さ 50mm、幅 20mm、厚さ 3mm の小片の試験体を作成した。

図 3-12 に試験体を作成する時の試験体切り出し位置を示す。樹木の年輪と平行な方向から

木材を切り出して試験体を作成した。試験体の厚さ(z)は樹木軸方向、試験体の幅(x)は年輪

の半径方向、試験体の長さ(y)は年輪の接線方向に対応する。 
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図 3-12 試験体寸法と切り出し位置[57] 

図 3-13 に作成した試験体の写真を示す。カラマツとスギについてそれぞれ 30 個の試験

体を作成したが、そのうち、年輪が試験体の長辺方向に揃っているものを選び、カラマツ

(Larch)試験体を４つ（L2、L5、L11、L16）とスギ(Cedar)試験体を７つ（C1、C2、C3、

C4、C5、C19、C20）とした。 

 
図 3-13 作成したカラマツとスギ試験体 (左：カラマツ、右：スギ) [57] 

加熱は温度調節ができる卓上マッフル炉を使用した。質量測定は精密電子天秤（秤量

200g、分解能 0.1mg）を用いた。寸法測定は非接触式の形状測定機を使用した。 

3.12.2 実験結果 

(1)加熱後の外観変化 

 図 3-14 に加熱後の試験体写真を示す。ここでは、試験体 C19 をスギの代表、試験体 L2

をカラマツの代表として示す。図名は、試験体-加熱温度-当該温度での総加熱時間-加熱開

始からの総加熱時間の形で示す 

  
C19-加熱前-0min L2-加熱前-0min 

  
C19-105℃(+30min)-30min L2-105℃(+30min)-30min 
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C19-250℃(+30min)-60min L2-250℃(+30min)-60min 

  
C19-285℃(+10min)-70min L2-275℃(+30min)-90min 

  
C19-300℃(+6min)-86min L2-300℃(+12min)-102min 

  
C19-300℃(+18min)-98min L2-310℃(+6min)-114min 

 

 
 L2-325℃(+6min)-120min 
図 3-14 スギとカラマツの加熱後の様子[57] 

 

スギ試験体については、加熱温度を上げると試験体の変色が深くなり、300℃まで昇温

すると表面が完全に炭化した。300℃でさらに長時間の加熱をすると、炭の酸化が発生

し、その一部が灰になった（C19-300℃(+18min)-98min）。また、両端は燃焼により灰にな

った部分である。写真のトレイ上にある黒点は、熱分解により生じた残渣とタールであ

る。 

 カラマツ試験体についても、加熱温度が上昇するとともに表面の変色が深くなることが

観察された。325℃で加熱をした後、試験体の表面は黒色になり、完全に炭化したと考え

られる。また、その時は試験体の端部に不規則の収縮が観測された。 

 

(2)加熱後の質量と寸法変化 

 図 3-15 に電子天秤で測定したスギ試験体とカラマツ試験体の質量を示す。温度が 250℃

以下の加熱では質量減少が観測されなかったが、それ以降は熱分解による揮発性成分の熱

分解と炭化層の焼失により、顕著な質量減少が観測された。 
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(a) スギの質量と残量比変化 

 
(b) カラマツの質量と残量比変化 

図 3-15 カラマツとスギの質量と残量比変化[57] 

(3) 寸法変化 

 図 3-16にスギとカラマツの試験体の寸法変化を示す。左辺は残存寸法[mm]、右辺は寸法

残存率である。軸方向の寸法収縮は接線方向と半径方向より小さかった。また、スギとカ

ラマツを比べると、スギの方は収縮が大きかった。 
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(a) スギの残存寸法と寸法残存率 
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(b) カラマツの残存寸法と寸法残存率 
図 3-16 カラマツとスギの残存寸法と寸法残存率[57] 

 

(4) 収縮係数の計算 

 測定した質量と寸法∆𝑥から、式(3-72)～(3-73)から反応転化率𝑎と収縮率𝑆を計算する。 

𝑆 = 1 −
∆𝑥

∆𝑥
 (3-72) 

𝑎 = 1 − 𝑟 (3-73) 
 式(3-72)と式(3-73)を式(3-74)に代入すると、反応転化率𝑎と収縮率𝑆は以下の関係がある

ことが分かる。 
𝑆 = 𝜂𝑎  (3-74) 

 つまり、横軸を転化率𝑎、縦軸を収縮率𝑆として測定値をプロットして二次関数で回帰す

ると、各方向の収縮係数𝜂を求めることができる。 
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 図 3-17にスギとカラマツの転化率-収縮率関係を示す。スギの回帰結果では、年輪の半径

方向と接線方向の収縮係数がそれぞれ 0.58と 0.69である。木軸方向の収縮係数は 0.13であ

り、年輪方向の係数の約四分の一である。 

カラマツの収縮係数では、年輪の半径方向と接線方向の収縮係数はそれぞれ 0.72 と 0.69

であり、ほぼ一致している。また、軸方向の収縮係数は 0.22 である。スギと同じく、木軸

方向の収縮係数が年輪方向の係数より小さい傾向が観測された。その理由は木材の微小構

造によると考えられる。木材の内部構造は軸方向と平行する微小な導管で組成されるため、

収縮が発生する時も年輪方向は軸方向より収縮しやすい[58]。その結果、年輪方向および

接線方向の収縮係数は木軸方向より大きくなる。 

年輪接線方向の収縮係数はカラマツとスギでほぼ同じであるが、年輪半径方向と軸方向

の収縮係数はカラマツの方が大きい。軸方向収縮はセルロース、年輪方向の収縮はヘミセ

ルロースとリグニンの熱分解と関連するため[56]、樹種間の収縮係数の違いは成分含量の

違いによると考えられる。 

 

  
(a)スギ (b)カラマツ 

図 3-17 スギとカラマツの転化率-収縮率関係[57] 

 

3.13 亀裂形状 

2 章で亀裂をモデリングする際には、亀裂の深さ-幅比と亀裂間隔が必要である。本節で

は、亀裂深さ-幅比と亀裂間隔の測定結果を示す。また、本節(3.13)の内容は、著者らが日

本火災学会研究発表会で発表した内容[59]の一部及び著者の修士論文[60]の時に行った測定

の結果の一部を基に加筆して作成したものである。 

茶谷ら[61]が行ったカラマツ集成材コーンカロリーメーター(CCM)加熱実験で使用した

厚さ 50mm のカラマツ集成材の試験後の試験体を使用し、試験体表面の亀裂寸法を測定し

た。試験体の加熱面面積は 100×100mm と 50×100mm 二種類である。また、加熱面は柾目

と板目の 2 種類である。図 3-18 に茶谷の研究で使用した試験体の写真を示す。 
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図 3-18 茶谷らの実験で使用した試験体（文献[61]から引用） 

茶谷らの実験では、試験体をそれぞれ 50、30、20、15、15→8.7、15→0kW/m2 (途中で加

熱強度変更)の 6 種類の加熱強度で加熱した。また、30、20、15、15→8.7 の加熱強度に対

しては加熱時間が約 1000秒の違いがある 2回の実験を行った。例として図 3-19に加熱面が

柾目、加熱強度が 20kW/m2、加熱時間が長い試験体(以下、m-20-L で表記)の加熱後の様子

を示す。試験体の表面では試験体を貫通する三つの亀裂が存在した。また、実験では加熱

後に試験体を中心部から切断したため、亀裂が左辺と右辺に分かれている。 

 
図 3-19 茶谷の実験[61]で使用した加熱後の試験体例(m-20-L 試験体) [60] 

 3D 形状測定機を用いて全ての試験体を表面から 3D スキャンして、作成した 3D モデル

から試験体表面の亀裂深さ、亀裂幅と亀裂間隔を測定した。亀裂深さは亀裂外部の平坦位

置から亀裂最深部までの距離である。亀裂幅は亀裂両端開口の距離である。亀裂間隔はあ

る亀裂から隣接亀裂までの距離である。亀裂深さと亀裂幅を測定する際は一つの亀裂に対

して約 5 回の測定を行い、平均値を用いて亀裂深さ-幅を求めた。亀裂間隔を測定する際も

切断面 
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一組の亀裂に対して多数回(約 5回)の測定を行い、平均値をこの一組の亀裂の間隔とする。 

 表 3-15 に測定で得られた亀裂深さ-幅比を示す。ここで、実験名を加熱面種類-加熱強度

(加熱時間)の形で表す。ただし、加熱強度が 15→8.7 と 15→0 の試験体は 8.7 と 0 として標

記する。加熱面が板目の試験体は i、加熱面が柾目の試験体は m とする。全ての試験体で

測定した亀裂深さ-幅比の全体の平均値�̅�は、3.957 である。 

 

表 3-15 亀裂深さ-幅比の測定結果[60] 

実験名 i-0 i-8.7(L) i-8.7(S) m-8.7(L) m-8.7(S) 

亀裂深さ-幅比平均値 3.500 2.845 2.531 #N/A 3.314 

実験名 i-15(L) i-15(S) m-15(L) m-15(S) i-20(L) 

亀裂深さ-幅比平均値 3.597 2.871 6.268 4.162 2.948 

実験名 i-20(S) m-20(L) m-20(S) i-30(L) i-30(S) 

亀裂深さ-幅比平均値 4.827 3.124 2.623 5.565 5.486 

実験名 m-30(L) m-30(S) i-50 m-50  

亀裂深さ-幅比平均値 4.308 4.761 4.481 4.013  

 

 表 3-16 に測定で得られた亀裂間隔を示す。ただし、多数の実験の試験体は亀裂個数が非

常に少ないため、ここでは加熱強度が 20と 30kW/m2の試験体のみを亀裂間隔の計算で使用

した。使用した試験体での亀裂間隔の平均値𝐿 は 21.142mm である。 

 

表 3-16 亀裂間隔の測定結果[60] 

実験名 i-20(L) i-20(S) m-20(L) m-20(S) 

亀裂間隔平均値(mm) 22.533 20.581 19.203 22.435 

実験名 i-30(L) i-30(S) m-30(L) m-30(S) 

亀裂間隔平均値(mm) 18.258 19.768 24.671 21.683 

 

2 章で提案した解析モデルを用いて解析を行う際は、表 3-15 と表 3-16 に示した亀裂深さ

-幅比の平均値(�̅� = 3.957)と亀裂間隔(𝐿 = 21.142mm)を使用する。 

 

3.14 炭化、亀裂と変色位置 

 炭化の進行により木質部材の残量比が減少するため、残量比を用いて炭化、亀裂と変色

を判断することが可能である。つまり、残量比がある数値以下になると変色、亀裂または

炭化が発生すると考える。 

 炭化完了時の残量比は、熱重量分析(TGA)の結果から推定する。図 3-20 にカラマツ粉末

の熱重量分析の結果[49]を示す。熱分解は 200℃付近で急激になり、380℃までは残量比が

約 0.25 まで下がった。その後、残量比の減少速度が遅くなった。残量比変化曲線の折れ曲

がり点が対応する残量比を炭化完了時の残量比として分析する。 
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図 3-20 カラマツ TG 結果[49] 

 亀裂位置の境界残量比は、2 章に示した寸法収縮計算式から導出する。図 3-21 に表面で

亀裂がある木質部材の写真を示す。試験体の亀裂先端と試験体の全長の測定結果によると、

試験体の亀裂先端位置での幅は試験体全長の約 1%であることが示された。 

  
図 3-21 試験体寸法と亀裂寸法 

ここで、上記の関係を用いて、亀裂先端の残量比を判断する。ただし、𝜂は収縮に関す

る係数である。例えば、カラマツ半径方向の係数(𝜂 = 0.72)を使用する場合、亀裂先端位置

が対応する残量比は 0.882 である。 
0.99 = 1 − 𝜂(1 − 𝑟 )   

→ 𝑟 = 1 −
0.01

𝜂
 

(3-75) 

 変色位置は亀裂位置と同様に残量比を用いて判断する。熱分解が発生し始めると変色が

発生するため、変色の境界を残量比の変動が始めた直後の𝑟 = 0.99を変色開始残量比とす

る。 

概ね 0.25 

残
量
比

[-
] 

温度[℃] 
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 変色開始、亀裂先端と炭化完了の残量比が決定した後、式(3-76)から計算時の変色、亀

裂と炭化深さを算出できる。 

𝐿 = 𝐿 − ∆𝑥  (3-76) 

 ただし、𝐿 は計算対象とする試験体の長さ、𝑖は(変色、亀裂と炭化の)境界位置の格子番

号、𝑁は非加熱面側の格子番号、∆𝑥 は格子長さである。 

 

3.15 燃焼の開始と終了条件 

3.15.1 有炎燃焼 

 燃焼が発生する際は燃料、酸素と熱源が必要となる。熱分解ガスの有炎燃焼の場合、燃

料となる熱分解ガスが外気と接触して、さらに温度が一定以上にならないと着火できない。

亀裂が発生すると試験体内部の熱分解ガスが直接に外部に排出されて、外気の酸素と接触

し、燃焼する。そのため、計算する際は解析格子に亀裂が発生し、かつ解析格子の温度が

着火温度であれば有炎燃焼が発生すると判断した。着火温度はコーンカロリーメーター実

験[62]で測定した板目材と柾目材の平均着火温度である 350℃を使用する。 

 第 2 章で述べた通り、有炎燃焼の速度は熱分解ガスの生成速度と等しくなるように設定

した。そのため、揮発性成分の熱分解が終了して熱分解ガスの生成が停止する際、有炎燃

焼も停止するとした。 

 

3.15.2 赤熱燃焼 

 茶谷らは[61]は不揮発性成分（炭）の赤熱燃焼の開始と停止について検討した。彼らは、

コーンカロリーメーターでカラマツ集成材試験体を加熱し、炭化後の試験体の赤熱速度、

赤熱開始温度と赤熱停止温度を調べた。その結果、赤熱開始温度の最低値は 366℃、停止

温度の最低値は 166℃である。ここでは茶谷らが測定した赤熱開始温度と停止温度をその

まま用いた。燃焼開始温度と燃焼停止温度は異なるため、計算する時に残量比を用いて現

在の状態は赤熱燃焼開始前、赤熱燃焼中または赤熱燃焼終了後のいずれかを判断すること

が必要となる。 

・赤熱燃焼の開始温度は高く、揮発性成分の主な熱分解反応が終了した後に発生する。そ

のため、温度が赤熱開始温度より低く、さらに熱分解反応がまだ急激に進行している位

置では赤熱燃焼開始前の状態と考えられる。 

・赤熱燃焼が開始した後には、外部環境の温度により該当格子の温度が上昇、または下降

することが可能となる。該当格子の温度が赤熱終了温度以上、かつ残量比は不揮発性成

分が対応する残量比以下となれば、赤熱燃焼が継続しているとする。 

・格子の温度が赤熱停止温度以下になれば、赤熱燃焼が停止したとする。 

 

3.16 吸着・脱着係数 

 第 2 章では吸着・脱着速度を水蒸気分圧と平衡蒸気圧の差および現在の含水率と比例す

るように設定した。計算する際は比例係数𝑏が必要である。ここでは比例係数の推定方法

について述べる。 

微小な試験体を考えると移流、拡散がない場合の吸着・脱着速度を式(3-77)のように表

すことができる。圧力差分項が正の時に脱着を表し、圧力差分項が負の時に吸着を表す。
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また、第 2章では式の左辺を吸着・脱着速度𝜃で表示したが、吸着・脱着速度は含水率の変

化速度であるため、ここでは含水率変化率𝑑𝜌 /𝑑𝑡で表した。 

−
𝑑𝜌

𝑑𝑡
= 𝑏𝜌 (𝑃 , − 𝑃 ) (3-77) 

ただし、𝑃 , は平衡蒸気圧[Pa]、𝑃 は導管内の水蒸気分圧 [Pa]である。 

 式の両辺を木質部材の全乾密度で割ると、式(3-78)になる。ただし、𝑊 は重量含水率

[kg/kg]である。 

−
𝑑𝑊

𝑑𝑡
= 𝑏𝑊 (𝑃 , − 𝑃 ) (3-78) 

 式(3-78)は含水率𝑊 に対する常微分方程式である。全過程において𝑏と(𝑃 , −

𝑃 )いずれも一定となれば、式(3-79)のように含水率を表すことができる。 

𝑊 = exp [𝑏 𝑃 − 𝑃 , 𝑡 + 𝑎] (3-79) 

 ただし、𝑎は積分定数である。つまり、まずは初期状態の含水率を式(3-79)に代入して𝑎

を求め、その後に含水率履歴および初期状態の水蒸気分圧と平衡蒸気圧の差を代入すると、

係数𝑏を推定できる。平衡蒸気圧と水蒸気分圧の差は実際には一定ではないが、一定値に

ならないと計算できないため推定する際は近似的に一定値として考える。 

 ここで、木村らが行われた実験[63]の結果を用いて係数𝑏の推定を行う。木村らは、100

×100×5mm のスギ心材試験体をそれぞれ水、NaCl 飽和水溶液とともに各種温度の密閉容

器で養生した。養生後では養生時と同様な温度の環境でシリカゲルを用いて除湿した環境

で脱湿した。脱湿をする時に試験体の重量を測定し、試験体の全乾質量から含水率に換算

した。試験体の寸法は比較的に小さいであるため、移流・拡散による水分移動が少なく、

式(3-77)の仮定と近いため、この実験を用いて係数𝑏の推定を行うことが妥当であると考え

られる。 

表 3-17 に木村らの実験で養生と脱湿を行った時の容器内湿度と温度を示す。試験名は、

加熱温度-含水量の方法で表した。記号 A は気乾状態で普通の含水率、H は高含水率の試験

体を表す。 

表 3-17 木村ら[63]の実験で養生と脱湿を行った時の容器内湿度と温度 

試験名 養生/脱湿温度 養生相対湿度[-] 脱湿相対湿度[-] 
25-A 25℃ 0.752 0.3～0.35 
25-H 25℃ 1 0.3～0.35 
60-A 60℃ 0.745 0.1 
60-A’ 60℃ 0.745 0.1 
60-H 60℃ 1 0.3～0.35 
90-A 90℃ 0.735 0.05 
90-H 90℃ 0.735 0.05 

また、図 3-22 に木村らが測定した含水率経時変化を示す。 
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図 3-22 木村らの実験で測定した乾燥時の試験体含水率変化(出典：[63]) 

 推定をする時に𝑃 , と𝑃 を決める必要がある。正確な計算では水蒸気分圧の測定

値を用いて各時刻の𝑃 を決定し、試験体の吸着等温線と各時刻の含水率から平衡蒸気圧

を計算する必要があるが、試験体内部の水蒸気分圧の経時変化を測定することがほぼ不可

能であるため、ここでは若干の簡略化を行って近似的に推定する。試験体内部の水蒸気分

圧𝑃 は常に初期状態と等しいとし、また、平衡蒸気圧𝑃 , は脱湿炉内の外気環境で

の水蒸気分圧と等しくようにする。養生温度と脱湿温度は等しいため、上記の簡略を行う

ことにより、式(3-80)の中にある圧力の差は飽和蒸気圧に養生と脱湿時の相対湿度の差で

表すことができる。 
𝑃 − 𝑃 , = 𝑃 (𝑇) ∗ (𝑅𝐻 − 𝑅𝐻 ) (3-80) 

ただし、𝑃 (𝑇)は温度 T での飽和蒸気圧[Pa]、𝑅𝐻 は養生時の相対湿度[-]、𝑅𝐻 は脱湿

時の相対湿度[-]である。式(3-80)を式(3-79)に代入した結果、含水率の経時変化は式(3-81)

で表すことができる。 

𝑊 = exp [𝑏𝑃 (𝑇) 𝑅𝐻 − 𝑅𝐻 𝑡 + 𝑎] (3-81) 

 図 3-22 から含水率データを読み取り、係数𝑏の推定を行う。ただし、25-A、60-A と 90-A

の実験で測った多数回の含水率変化はほとんど同じであるため、毎種類の条件での多数回

実験を一回としてデータを読み取った。読み取った時刻𝑡 = 0のデータから積分定数𝑎を計

算し、その後計算値と実験値の残差二乗和が最小になるように含水率を推定する。図 3-23

に推定した係数𝑏から計算した含水率結果を示す。比較のため図 3-22 から読み取った実験

値も併せて示す。そのうち、点線は計算値、実線は実験値である。実験データ数が多数あ

るため、実験時の温度により分類して示す。 
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(a)25℃の実験 (b) 60℃の実験 

 

 

(c) 90℃の実験 
図 3-23 含水率実験値と計算結果(実線：木村ら[63]による実験値、点線：計算結果) 

  

表 3-18 に各実験で推定された係数𝑏の結果をまとめて示す。各回の実験で推定された係

数には一定のばらつきがあるが、数値のオーダーは概ね10 になっている。また、係数𝑏

の各温度区間の平均値は温度が高いほど減少する傾向が認められた。しかし、実験値のデ

ータはグラフから読み取ったため一定の誤差が存在し、かつ温度-係数𝑏のデータ数が少な

いため、表 3-18 のデータから係数𝑏の温度依存性を明確に導出することができない。計算

をする際は全体の平均値を使用し、𝑏 = 5.14 × 10 とした。 

 

表 3-18 各実験で推定された係数𝒃結果まとめ 

実験名 係数𝑏 各温度区間の平均 全体の平均 
90-A 7.28 ∗ 10  

3.84 ∗ 10 ± 2.00 ∗ 10  

5.14 ∗ 10 ± 2.73 ∗ 10  

90-H1 3.09 ∗ 10  
90-H2 2.50 ∗ 10  
90-H3 2.50 ∗ 10  
60-A 4.90 ∗ 10  

4.30 ∗ 10 ± 5.99 ∗ 10  
60-Adash 4.24 ∗ 10  

60-H1 5.00 ∗ 10  
60-H2 3.96 ∗ 10  
60-H3 3.39 ∗ 10  
25-A 7.61 ∗ 10  

9.84 ∗ 10 ± 2.23 ∗ 10  
25-H1 1.21 ∗ 10  
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3.17 本章のまとめ 

 本章では第 2 章で提案した火災加熱を受ける木質部材の熱物質移動解析モデルの計算で

使用する比熱、熱伝導率、拡散係数などの各種物性値の決定方法を述べた。多数の物性値

は、温度依存性があるものを使用した。 

 

第 3 章 参考文献 

[1] F. Dunlap, “The specific heat of wood,” 1912. 

[2] 高橋洋一, “炭素の熱的性質,” 炭素, vol. 65, pp. 53–59, 1971. 

[3] X. Zhang, G. Li, and L. Shi, ReGong JiChu (Introduction to Thermal Engineering, in Chinese). 

Beijing: Higher education press, 2015. 

[4] B. Fredlund, “A model for heat and mass transfer in timber structures during fire: a theoretical, 

numerical and experimental study,” 1988. 

[5] M. Z. Naser, “Properties and material models for common construction materials at elevated 

temperatures,” Constr. Build. Mater., vol. 215, pp. 192–206, 2019, doi: 

10.1016/j.conbuildmat.2019.04.182. 

[6] B. Adl-Zarrabi, L. Boström, and U. Wickström, “Using the TPS method for determining the thermal 

properties of concrete and wood at elevated temperature,” Fire Mater., vol. 30, no. 5, pp. 359–369, 

2006, doi: 10.1002/fam.915. 

[7] N. Bénichou and M. A. Sultan, “Thermal properties of lightweight-framed construction 

components at elevated temperatures,” Fire Mater., vol. 29, no. 3, pp. 165–179, 2005, doi: 

10.1002/fam.880. 

[8] W. Wijayanti, “The physical properties (enthalpy and thermal conductivity) of mahogany wood 

induced by pyrolysis temperature process,” Appl. Mech. Mater., vol. 664, pp. 215–220, 2014, doi: 

10.4028/www.scientific.net/AMM.664.215. 

[9] E. Steau and M. Mahendran, “Elevated temperature thermal properties of fire protective boards and 

insulation materials for light steel frame systems,” J. Build. Eng., vol. 43, no. April 2020, p. 102571, 

2021, doi: 10.1016/j.jobe.2021.102571. 

[10] European Committee for Standardization, Eurocode 5: Design of timber structures - Part 1-2: 

General - Structural fire design. 2004. 

[11] G. Thomas, “Fire resistance of light timber framed walls and floors.,” University of Canterbury, 

1996. 

[12] M. Janssens, “Thermo-physical Properties for Wood Pyrolysis Models,” in Pacific Timber 

Engineering Conference, 1994, pp. 607–618. 

[13] R. M. Knudson and A. P. Schniewind, “Performance of Structural Wood Members Exposed To 

Fire.,” For. Prod. J., vol. 25, no. 2, pp. 23–32, 1975. 

[14] A. Frangi, “Brandverhalten von Holz-Beton-Verbunddecken,” ETH zurich, 2001. doi: 

https://doi.org/10.3929/ethz-a-004273454. 

[15] J. R. Mehaffey, P. Cuerrier, and G. Carisse, “A model for predicting heat transfer through gypsum‐

board/wood‐stud walls exposed to fire,” Fire Mater., vol. 18, no. 5, pp. 297–305, 1994, doi: 

10.1002/fam.810180505. 

[16] T. Z. Harmathy, “Properties of Building Materials at Elevated Temperatures,” Natl. Res. Counc. 

Canada, no. 1080, 1983. 



66 
 

[17] 大内富夫, “木材の高温時の熱伝導率,” 日本建築学会大会学術講演梗概集, pp. 785–786, 

1987. 

[18] R. Krishna, “A unified approach to the modelling of intraparticle diffusion in adsorption processes,” 

Gas Sep. Purif., vol. 7, no. 2, pp. 91–104, 1993, doi: 10.1016/0950-4214(93)85006-H. 

[19] 中戸莞二, “木材の空隙構造,” 材料, vol. 22, no. 241, pp. 27–31, 1973. 

[20] S. G. Jennings, “The mean free path in air,” J. Aerosol Sci., vol. 19, no. 2, pp. 159–166, 1988, doi: 

10.1016/0021-8502(88)90219-4. 

[21] 原田和典, “耐火試験におけるコンクリートの温度上昇の予測に関する研究,” 京都大学, 

1994. doi: https://doi.org/10.11501/3075942. 

[22] R. Pečenko, S. Svensson, and T. Hozjan, “Modelling heat and moisture transfer in timber exposed 

to fire,” Int. J. Heat Mass Transf., vol. 87, pp. 598–605, 2015, doi: 

10.1016/j.ijheatmasstransfer.2015.04.024. 

[23] H. L. Frandsen, “Selected Constitutive Models for Simulating the Hygromechanical Response of 

Wood,” 2007. 

[24] S. J.F., “Wood: influence of moisture on physical properties,” Virginia Polytechnic Institute and 

State University, 1995. 

[25] E. N. Fuller, P. D. Schettler, and J. C. Giddings, “A new method for prediction of binary gas-phase 

diffusion coefficients,” Ind. Eng. Chem., vol. 58, no. 5, pp. 18–27, 1966, doi: 10.1021/ie50677a007. 

[26] R. Krishna and J. A. Wesselingh, “Review article number 50: The Maxwell-Stefan approach to 

mass tranfer,” Chemical Engineering Science, vol. 52, no. 6. pp. 861–911, 1997. doi: 

10.1016/S0009-2509(96)00458-7. 

[27] D. J.B. and T. H.L., “An experimental study of three component gas diffusion,” AIChE J., vol. 8, 

no. 1, pp. 38–41, 1962, doi: 10.4324/9781315458090. 

[28] T. Imam and S. Capareda, “Characterization of bio-oil, syn-gas and bio-char from switchgrass 

pyrolysis at various temperatures,” J. Anal. Appl. Pyrolysis, vol. 93, pp. 170–177, 2012, doi: 

10.1016/j.jaap.2011.11.010. 

[29] “Gases-Dynamic Viscosity,” The Engineering Toolbox. 

https://www.engineeringtoolbox.com/gases-absolute-dynamic-viscosity-d_1888.html 

[30] Y. Li, B. Y. Lattimer, and S. W. Case, “Measurement and modelling of thermal and physical 

properties of wood construction materials,” Constr. Build. Mater., vol. 284, p. 122780, 2021, doi: 

10.1016/j.conbuildmat.2021.122780. 

[31] M. Plötze and P. Niemz, “Porosity and pore size distribution of different wood types as determined 

by mercury intrusion porosimetry,” Eur. J. Wood Wood Prod., vol. 69, no. 4, pp. 649–657, 2011, 

doi: 10.1007/s00107-010-0504-0. 

[32] A. Rabbani and S. Jamshidi, “Specific surface and porosity relationship for sandstones for 

prediction of permeability,” Int. J. Rock Mech. Min. Sci., vol. 71, pp. 25–32, 2014, doi: 

10.1016/j.ijrmms.2014.06.013. 

[33] P. B. Bamforth, “The relationship between permeability coefficients for concrete obtained using 

liquid and gas,” Mag. Concr. Res., vol. 39, no. 138, pp. 3–11, 1987, doi: 

10.1680/macr.1987.39.138.3. 

[34] 孫安陽, 牧野翔馬, 原田和典, 仁井大策, “Equilibrium Moisture Content and and Elongation 

Ratio of Wood after High Temperature Heating,” 日本建築学会環境系論文集, vol. 89, no. 816, 



67 
 

pp. 57–68, 2024. 

[35] I. Langmuir, “The adsorption of gases on plane surfaces of glass, mica and platinum,” J. Am. Chem. 

Soc., vol. 40, no. 9, pp. 1361–1403, 1918. 

[36] S. J. Gregg and K. S. W. Sing, Adsorption, surface area, and porosity. Academic Press, 1982. 

[37] S. Brunauer, P. H. Emmett, and E. Teller, “Adsorption of Gases in Multimolecular Layers,” J. 

Am.Chem.Soc., vol. 60, no. 2, pp. 309–319, 1938. 

[38] R. B. Anderson, “Modifications of the Brunauer, Emmett and Teller Equation,” J. Am. Chem. Soc., 

vol. 68, no. 4, pp. 686–691, 1946. 

[39] S. G. Chen and R. T. Yang, “Theoretical Basis for the Potential Theory Adsorption Isotherms. The 

Dubinin–Radushkevich and Dubinin–Astakhov Equations,” Langmuir, vol. 10, no. 11, pp. 4244–

4249, 1994, doi: 10.1021/la00023a054. 

[40] B. Krupinska, I. Strømmen, Z. Pakowski, and T. M. Eikevik, “Modeling of sorption isotherms of 

various kinds of wood at different temperature conditions,” Dry. Technol., vol. 25, no. 9, pp. 1463–

1470, 2007, doi: 10.1080/07373930701537062. 

[41] E. Arthur, M. Tuller, P. Moldrup, M. H. Greve, M. Knadel, and L. W. de Jonge, “Applicability of 

the Guggenheim–Anderson–Boer water vapour sorption model for estimation of soil specific 

surface area,” Eur. J. Soil Sci., vol. 69, no. 2, pp. 245–255, 2018, doi: 10.1111/ejss.12524. 

[42] L. G. Esteban, P. de Palacios, F. G. Fernández, A. Guindeo, and N. N. Cano, “Sorption and 

thermodynamic properties of old and new Pinus sylvestris wood,” Wood Fiber Sci., vol. 40, no. 1, 

pp. 111–121, 2008. 

[43] Z. B. Maroulis, E. Tsami, D. Marinos-Kouris, and G. D. Saravacos, “Application of the GAB model 

to the moisture sorption isotherms for dried fruits,” J. Food Eng., vol. 7, no. 1, pp. 63–78, 1988, 

doi: 10.1016/0260-8774(88)90069-6. 

[44] P. Virtanen et al., “SciPy 1.0: fundamental algorithms for scientific computing in Python,” Nat. 

Methods, vol. 17, no. 3, pp. 261–272, 2020, doi: 10.1038/s41592-019-0686-2. 

[45] W. Wagner and A. Pruss, “International Equations for the Saturation Properties of Ordinary Water 

Substance. Revised According to the International Temperature Scale of 1990.,” J. Phys. Chem. 

Ref. Data, vol. 22, no. 3, pp. 783–787, 1993, doi: 10.1063/1.555926. 

[46] C. Lautenberger and C. Fernandez-Pello, “A model for the oxidative pyrolysis of wood,” Combust. 

Flame, vol. 156, no. 8, pp. 1503–1513, 2009, doi: 10.1016/j.combustflame.2009.04.001. 

[47] Y. Zhang, L. Zhang, X. Liu, and J. Mo, Jianzhu Huanjing Chuanzhixue (Mass Transfer in Building 

Enviornment, in Chinese), 1st ed. Beijing: China Architecture and Building Press, 2006. 

[48] E. S. Freeman and B. Carroll, “The application of thermoanalytical techniques to reaction kinetics. 

The thermogravimetric evaluation of the kinetics of the decomposition of calcium oxalate 

monohydrate,” Journal of Physical Chemistry, vol. 62, no. 4. pp. 394–397, 1958. doi: 

10.1021/j150562a003. 

[49] 孫安陽, 原田和典, 仁井大策, 山口純一, “各種木材の熱分解速度の測定と反応速度パラメー

タの推定,” 日本火災学会論文集, vol. 71, no. 2, 2021. 

[50] H. Chen, W. Zhao, and N. Liu, “Thermal analysis and decomposition kinetics of Chinese forest 

peat under nitrogen and air atmospheres,” in Energy and Fuels, 2011, vol. 25, no. 2, pp. 797–803. 

doi: 10.1021/ef101155n. 

[51] A. W. COATS and J. P. REDFERN, “Kinetic Parameters from Thermogravimetric Data,” Nature, 



68 
 

vol. 201, no. 4914, pp. 68–69, 1964, doi: 10.1038/201068a0. 

[52] C. Zhao, E. Jiang, and A. Chen, “Volatile production from pyrolysis of cellulose, hemicellulose 

and lignin,” J. Energy Inst., vol. 90, no. 6, pp. 902–913, 2017, doi: 10.1016/j.joei.2016.08.004. 

[53] J. Y. Yeo, B. L. F. Chin, J. K. Tan, and Y. S. Loh, “Comparative studies on the pyrolysis of cellulose, 

hemicellulose, and lignin based on combined kinetics,” J. Energy Inst., vol. 92, no. 1, pp. 27–37, 

2019, doi: 10.1016/j.joei.2017.12.003. 

[54] X. Wang et al., “Thermogravimetric kinetic study of agricultural residue biomass pyrolysis based 

on combined kinetics,” Bioresour. Technol., vol. 219, pp. 510–520, 2016, doi: 

10.1016/j.biortech.2016.07.136. 

[55] M. G. Grønli, G. Várhegyi, and C. Di Blasi, “Thermogravimetric analysis and devolatilization 

kinetics of wood,” Ind. Eng. Chem. Res., vol. 41, no. 17, pp. 4201–4208, 2002, doi: 

10.1021/ie0201157. 

[56] K. O. Davidsson and J. B. C. Pettersson, “Birch wood particle shrinkage during rapid pyrolysis,” 

Fuel, vol. 81, no. 3, pp. 263–270, 2002, doi: 10.1016/S0016-2361(01)00169-7. 

[57] 孫安陽, 原田和典, 仁井大策, 黒田瑛一, 茶谷友希子, “カラマツとスギの定温加熱による収

縮量測定,” 日本建築学会近畿支部研究報告集, 2021. 

[58] D. K. Shen, S. Gu, K. H. Luo, and A. V. Bridgwater, “Analysis of Wood Structural Changes under 

Thermal Radiation,” Energy and Fuels, vol. 23, no. 2, pp. 1081–1088, 2009, doi: 

10.1021/ef800873k. 

[59] 孫安陽, 原田和典, 仁井大策, “カラマツ集成材の放射加熱による表面亀裂寸法の定式化,” 

日本火災学会研究発表会概要集, 2021. 

[60] 孫安陽, “数値解析による多種類木質部材の火災後の燃え止まり性能予測に関する研究,” 

京都大学, 2021. 

[61] 茶谷友希子, 原田和典, 土橋常登, “カラマツ集成材の火災加熱後における炭化層の赤熱反

応速度の測定 ,” 日本建築学会環境系論文集 , vol. 82, no. 736, pp. 491–499, 2017, doi: 

10.3130/aije.82.491. 

[62] A. Sun, K. Harada, and D. Nii, “Experimental research about moisture transfer , burning behaviour 

and charring behaviour of glue laminated larch under fire heating using cone calorimeter (Accepted 

2024.1),” Fire Technol., 2024. 

[63] 木村熙克, 髙瀨椋, 伯耆原智世, 長谷見雄二, 鈴木達朗, “木材の脱湿速度の測定と火災時木

材内部の熱水分同時移動への吸脱着現象の影響の検討,” 日本建築学会大会学術講演梗概

集, 2023. 

 

 

 



69 
 

第 4 章 数値解析手法と計算プログラム 

 本章では第 2 章で述べた支配方程式に対する数値解析手法を述べる。本モデルを計算す

る際は基本的には 1 次元の格子を用いて有限差分法で解析を行う。 

本章の内容としては、まず 4.1節で 2章に示した各種支配方程式の離散化方法および離散

化方程式を示す。4.2 節では作成した計算プログラムの概要を説明し、プログラムの構成と

計算の流れを示す。4.3 節は計算に用いる入力条件と出力結果を示す。最後に 4.4 節に計算

プログラムの使用例を示す。 

 

4.1 支配方程式の離散化 

 本節は支配方程式の離散化手法を述べる。液水の質量保存式、個々の気体成分の質量保

存式、圧力拡散方程式とエンタルピー保存式については、移流項を 1 次精度の風上差分、

拡散項を 2 次精度中心差分、非定常項をオイラー法で離散化する。固体成分の質量保存式

は非定常項をオイラー法で離散化する。 

図 4-1 に離散化を行う時に使用する格子を示す。Patankar[1]に倣い、対象とする格子点を

点 P、左側の格子点を点 W、右側の格子点を点 E とする。W と P の間の境界面を w、P と

E の間の境界面を e と命名する。また、格子点 Pの長さは∆𝑥 、格子点 Wと Pの間隔は∆𝑥 、

P と E の間隔は∆𝑥 とする。 

 
図 4-1 検討対象とする格子 

 また、左辺と右辺の境界面はそれぞれ図 4-2 と図 4-3 に示す。 

 
図 4-2 左辺境界面 

  

 
図 4-3 右辺境界面 
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4.1.1 一般形式の保存方程式の離散化 

 本研究の計算モデルで使用する液水の質量保存式、気体成分の質量保存式とエンタルピ

ー保存式はいずれも式(4-1)に示す変数𝜑に対する一般形式の保存方程式の形になっている。

そのため、ここではまず一般形式の保存方程式の離散化を行い、その結果を上記の 3 種類

の方程式に適用する。 

 本モデルで分析する保存則を表す一般形式の保存方程式は式(4-1)に示す。 
𝜕𝜌𝜑

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌𝑣𝜑 − 𝐷

𝜕𝜑

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑚 ) = 𝜖𝑆  (4-1) 

 また、流体全体の質量保存式は式(4-2)に示す。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
+

𝜕𝜖𝜌𝑣

𝜕𝑥
= 0 (4-2) 

 式(4-1)の左辺第 1 項の微分を展開すると式(4-3)になる。 

𝜌
𝜕𝜑

𝜕𝑡
+ 𝜑

𝜕𝜌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌𝑣𝜑 − 𝐷

𝜕𝜑

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑚 ) = 𝜖𝑆  (4-3) 

 式(4-3)から式(4-2)を𝜑倍したものを引くと、式(4-4)になる。上記の変形により、式(4-3)

の中の𝜑 𝜕𝜌/𝜕𝑡を消去できる。 

𝜌
𝜕𝜑

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌𝑣𝜑 − 𝐷

𝜕𝜑

𝜕𝑥
− 𝜑

𝜕𝜖𝜌𝑣

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑚 ) = 𝜖𝑆  (4-4) 

 式(4-4)を格子点 P に対して境界面 w から e まで積分すると、式(4-5)になる。 

𝜌
𝜕𝜑

𝜕𝑡
∆𝑥𝑃 + [(𝜖𝜌𝑣𝜑)𝑒 − (𝜖𝜌𝑣𝜑)𝑤] − 𝜑

𝑃
[(𝜖𝜌𝑣)𝑒 − (𝜖𝜌𝑣)𝑤] +

𝜕

𝜕𝑥
(𝑚𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘)

= 𝜖𝐷
𝜕𝜑

𝜕𝑥 𝑒

− 𝜖𝐷
𝜕𝜑

𝜕𝑥 𝑤

+ 𝜖𝑃𝑆𝜑,𝑃∆𝑥𝑃 
(4-5) 

 式(4-6)と式(4-7)に示す通り 1 次精度風上差分で(𝜖𝜌𝑣𝜑) と(𝜖𝜌𝑣𝜑) を表す。また、拡散項

の展開も行う。上記の変形を行うと、式(4-5)は(4-8)になる。 
(𝜖𝜌𝑣𝜑) = 𝜑 ∗ max[(𝜖𝜌𝑣) , 0] − 𝜑 ∗ max[−(𝜖𝜌𝑣) , 0] (4-6) 

(𝜖𝜌𝑣𝜑) = 𝜑 ∗ max[(𝜖𝜌𝑣) , 0] − 𝜑 ∗ max[−(𝜖𝜌𝑣) , 0] (4-7) 

𝜌
𝜕𝜑

𝜕𝑡
∆𝑥𝑃 + 𝜑

𝑃
∗ max[(𝜖𝜌𝑣)𝑒, 0] − 𝜑

𝐸
∗ max[−(𝜖𝜌𝑣)𝑒, 0] + 𝜑

𝑃
∗ max[−(𝜖𝜌𝑣)𝑤, 0]

− 𝜑
𝑊

∗ max[(𝜖𝜌𝑣)𝑤, 0] − 𝜑
𝑃

[(𝜖𝜌𝑣)𝑒 − (𝜖𝜌𝑣)𝑤] +
𝜕

𝜕𝑥
(𝑚𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘)

=
(𝜖𝐷)

𝑒

∆𝑥𝑒

(𝜑
𝐸

− 𝜑
𝑃

) −
(𝜖𝐷)

𝑤

∆𝑥𝑤

(𝜑
𝑃

− 𝜑
𝑊

) + 𝜖𝑃𝑆𝜑,𝑃∆𝑥𝑃 

(4-8) 

 Max 計算記号の性質により、式(4-9)と式(4-10)の関係が成り立つ。そのため式(4-8)は式

(4-11)に変形できる。 
max[(𝜖𝜌𝑣) , 0] − (𝜖𝜌𝑣) = max[−(𝜖𝜌𝑣) , 0] (4-9) 

max[−(𝜖𝜌𝑣) , 0] + (𝜖𝜌𝑣) = max[(𝜖𝜌𝑣) , 0] (4-10) 

𝜌
𝜕𝜑

𝜕𝑡
∆𝑥𝑃 + 𝜑

𝑃
− 𝜑

𝐸
∗ max[−(𝜖𝜌𝑣)𝑒, 0] +

(𝜖𝐷)𝑒

∆𝑥𝑒

+ (𝜑
𝑃

− 𝜑
𝑊

)

∗ (max[(𝜖𝜌𝑣)𝑤, 0] +
(𝜖𝐷)

𝑤

∆𝑥𝑤

) +
𝜕

𝜕𝑥
(𝑚𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘) = 𝜖𝑃𝑆𝜑,𝑃∆𝑥𝑃 

(4-11) 

 差分法で式(4-11)の非定常項を展開し、非定常項以外の変数𝜑に現在の時刻の値を用いる

と、式(4-11)が(4-12)になる。ただし、上付き文字の 1 と 0 はそれぞれ新しい時刻と現在の

時刻の値を表す。 
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𝜌
∆𝑥𝑃

∆𝑡
𝜑

𝑃
1 + 𝜑

𝑃
1 − 𝜑

𝐸
1 ∗ max[−(𝜖𝜌𝑣)𝑒, 0] +

(𝜖𝐷)𝑒

∆𝑥𝑒

+ 𝜑
𝑃
1 − 𝜑

𝑊
1

∗ max[(𝜖𝜌𝑣)𝑤, 0] +
(𝜖𝐷)𝑤

∆𝑥𝑤

+
𝜕

𝜕𝑥
(𝑚𝑐𝑟𝑎𝑐𝑘)

= 𝜖𝑃𝑆𝜑,𝑃∆𝑥𝑃 + 𝜌
∆𝑥𝑃

∆𝑡
𝜑

𝑃
0  

(4-12) 

温度、全圧(絶対圧力)、質量分率などの多くの物理量を計算する際は、その物理量が常

に正であることを保つ必要がある。その制限を破ると例えばマイナスの質量分率など、物

理的にはあり得ない結果が得られる。計算の安定性を保証するため、ここでは Patankar の

方法[1]に従い、式(4-12)に示した生成項𝑆 , を線形化して、変数𝜑が常に正となるように制

限を追加する。式(4-13)のように、生成項𝑆 を分解する。ただし、𝑆 , は生成項𝑆 , の正の

部分であり、𝑆 , は生成項𝑆 , の負の部分に𝜑 を割ったものである。下付き文字の一つ目

の C または P は生成項の名前、二つ目の P は格子の番号の意味である。 

𝑆 , = 𝑆𝐶,𝑃 + 𝑆𝑃,𝑃𝜑
𝑃
1  (4-13) 

亀裂から流入する各種流量に関しては、第 2 章で述べたモデリング手法により通常は式

(4-14)のように表すことができる。 

−
𝜕

𝜕𝑥
(𝑚 ) = 𝛼(𝜑 − 𝜑 ) (4-14) 

ただし、𝛼は係数であり、計算する流量の種類(熱流、物質流など)によって変化する。

𝜑 は亀裂内での変数値である。式(4-13)と(4-14)を式(4-12)に代入し、更に離散化方程式

の形でまとめると、式(4-15)になる。 
𝑎 𝜑 + 𝑎 𝜑 + 𝑎 𝜑 = 𝑏 (4-15) 

ただし、 

𝑎 = − max[−(𝜖𝜌𝑣) , 0] −
(𝜖𝐷)

∆𝑥
 (4-16) 

𝑎 = − max[(𝜖𝜌𝑣) , 0] −
(𝜖𝐷)

∆𝑥
 (4-17) 

𝑎 = 𝜌
∆𝑥

∆𝑡
− 𝑎 − 𝑎 − 𝜖 𝑆 ∆𝑥 + 𝛼 (4-18) 

𝑏 = 𝜖 𝑆 ∆𝑥 + 𝜌
∆𝑥

∆𝑡
𝜑 + 𝛼𝜑  (4-19) 

𝑆 , =
𝑆 ,       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑆 , ≥ 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-20) 

𝑆 , =
𝑆 , /𝜑       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑆 , < 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-21) 

 

 格子点 Pが図 4-2と図 4-3 に示す左側と右側の境界位置にある場合、境界面の流れを境界

条件で表す必要がある。その際、境界条件で表示した境界面流量の位置により、適宜に式

(4-15)での𝑎 または𝑎 項を変換すればよい。 

 

4.1.2 液水の質量保存式 

 液水の質量保存式は式(4-22)に示す。式(4-22)は、一般形式の保存方程式の中の𝜑 = 𝜌 、

𝑣 = 𝑣 、𝜌 = 1、𝐷 = 𝐷 、𝑆 = 𝑆 として、亀裂関連項を𝛼 = 0としたものである。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖(𝜌 𝑣 − 𝐷

𝜕𝜌

𝜕𝑥
) = 𝜖𝑆  (4-22) 
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 上記の関係を一般形式の保存方程式に代入すると、液水質量保存式の離散化方程式は式

(4-23)となる。 
𝑎 𝜌 , + 𝑎 𝜌 , + 𝑎 𝜌 , = 𝑏 (4-23) 

ただし、 

𝑎 = − max − 𝜖𝑣 , 0 −
𝜖𝐷

∆𝑥
 (4-24) 

𝑎 = − max 𝜖𝑣 , 0 −
𝜖𝐷

∆𝑥
 (4-25) 

𝑎 =
∆𝑥

∆𝑡
− 𝑎 − 𝑎 − 𝜖 𝑆 ∆𝑥  (4-26) 

𝑏 = 𝜖 𝑆 , ∆𝑥 +
∆𝑥

∆𝑡
𝜌 ,  (4-27) 

𝑆 , =
𝑆 ,       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑆 ≥ 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-28) 

𝑆 , =
𝑆 , /𝜌 ,       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑆 < 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-29) 

 

4.1.3 気体成分の質量保存式 

 気体成分𝑖の質量保存式は式(4-30)で表される。式(4-30)は、一般形式の保存方程式の中の

𝜑 = 𝑌 、𝑣 = 𝑣 、𝜌 = 𝜌 、𝐷 = 𝐷 、𝑆 = 𝑆 として、亀裂関連項については𝛼 =

𝐻 𝜏 𝜌 のように、物質伝達率に木材単位体積当たりの混合ガスの質量を掛けたもので

ある。 
𝜕𝜌 𝑌

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑣 𝑌 − 𝐷

𝜕𝑌

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
𝑚 , = 𝜖𝑆  (4-30) 

 気体全体の質量保存式は式(4-31)で表す。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
+

𝜕𝜖𝜌 𝑣

𝜕𝑥
= 𝜖 𝑆  (4-31) 

ここでは常用の連続の式と異なり、気体は液体と固体成分で発生する化学反応と変化に

より生成しているため、式(4-31)の右辺に気体各成分の質量変化速度を表す∑ 𝑆 を追加した。

そのため、離散化方程式にも∑ 𝑆 を追加する。式(4-32)に気体成分質量保存式の離散化方程

式を示す。 
𝑎 𝑌 , + 𝑎 𝑌 , + 𝑎 𝑌 , = 𝑏 (4-32) 

ただし、 

𝑎 = −
(𝜖𝐷)

Δ𝑥
− max − 𝜖𝜌

𝑔𝑎𝑠
𝑣 , 0  (4-33) 

𝑎 = −
(𝜖𝐷)

Δ𝑥
− max 𝜖𝜌

𝑔𝑎𝑠
𝑣 , 0  (4-34) 

𝑎 = 𝜌 ,

Δ𝑥

Δ𝑡
+ 𝜖 Δ𝑥 𝑆 , − 𝑎 − 𝑎 − 𝜖 𝑆 , Δ𝑥 + 𝛿 𝐻 𝜏 , 𝜌  (4-35) 

𝑏 = 𝜌 ,

Δ𝑥

Δ𝑡
𝑌 , + 𝜖 𝑆 , Δ𝑥 + 𝛿 𝐻 𝜏 , 𝜌 𝑌 , ,  (4-36) 

𝑆 , =
𝑆 ,       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑆 , ≥ 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-37) 

𝑆 , =
𝑆 , /𝜑       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑆 , ≥ 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-38) 
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ただし、係数𝑎 の中の𝐻 𝜏 𝜌 及び係数𝑏の中の𝐻 𝜏 𝜌 𝑌 , , は亀裂がある格子のみ

に追加する。𝑌 , , は亀裂がある位置の外部の気体𝑖の質量分率であり、外部の気体中の

質量分率と等しくする。 

 

4.1.4 エンタルピー保存式 

式(4-39)に物質全体のエンタルピー保存式を示す。 

𝜕 ∑ (𝜌𝑐), , 𝑇

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
𝜖 𝜌 𝑐 𝑣 + 𝜌 𝑐 𝑣 𝑇 − 𝑘

𝜕𝑇

𝜕𝑥

+
𝜕

𝜕𝑥
(𝑞 , + 𝑞 , ) = 𝜖[𝑄 + 𝑄 + 𝑄 + 𝑄 ] 

(4-39) 

全体のエンタルピー保存式には多種類の物質が含まれるため、前述の 2 種類の保存式と

比べるとやや煩雑になるが、式(4-39)は「物質全体」のエンタルピー保存式であることを

把握すると明確に分析できる。 

一般形式の保存方程式を用いて全体のエンタルピー保存式を表すと、変数𝜑を温度𝑇で表

し、密度𝜌を各種物質の単位体積木材当たりの質量と定圧比熱の積の総和∑ (𝜌𝑐), , で

表し、拡散係数𝐷を各種物質の熱伝導率総和∑ 𝑘, , で表せば良い。また、生成項𝑆 は

各種変化による熱放出または吸収の総和𝑄 + 𝑄 + 𝑄 + 𝑄 で表し、流速は各種

物質それぞれの流速で計算する。第 2 章で述べた通り、本モデルは固体の熱伝導だけを考

慮するため、ここでは∑ 𝑘, , = 𝑘 となる。また、固体は物質移動が発生せず、そし

て気体各成分の流速はいずれも𝑣 であるため、エンタルピー保存式の中の移流項は式(4-

39)のように表す。上記の分析により、式(4-40)で物質全体のエンタルピー保存式を表すこ

とができる。 
𝑎 𝑇 + 𝑎 𝑇 + 𝑎 𝑇 = 𝑏 (4-40) 

ただし、 

𝑎 = − max − 𝜖𝜌 𝑐 𝑣 , 0 − max − 𝜖 (𝜌 𝑐 ) 𝑣 , 0 −
(𝜖𝑘 )

∆𝑥
 (4-41) 

𝑎 = − max 𝜖𝜌 𝑐 𝑣 , 0 − max 𝜖 (𝜌 𝑐 ) 𝑣 , 0 −
(𝜖𝑘 )

∆𝑥
 (4-42) 

𝑎 =
∆𝑥

∆𝑡
(𝜌𝑐)

, ,

− 𝑎 − 𝑎 − 𝜖 ∆𝑥 𝑆 ,

+ 𝛿 (𝜒 𝜀𝜒 𝜎 𝑇 + (𝑇 ) 𝑇 + 𝑇 + 𝐻

+ (1 − 𝜒 )(𝜀𝜒 𝜎 𝑇 + (𝑇 ) 𝑇 + 𝑇 + 𝐻)) 

(4-43) 

𝑏 = 𝜖 ∆𝑥 𝑆 , +
∆𝑥

∆𝑡
𝑇 (𝜌𝑐)

, ,

+ 𝛿 (𝜀𝜒 𝑞

+ 𝜒 𝜀𝜒 𝜎 𝑇 + (𝑇 ) 𝑇 + 𝑇 + 𝐻 𝑇

+ (1 − 𝜒 )(𝜀𝜒 𝜎 𝑇 + (𝑇 ) 𝑇 + 𝑇 + 𝐻)𝑇 ) 

(4-44) 

係数行列𝑎 と定数行列𝑏の最後の項は 2章で述べた亀裂から試験体に直接に侵入する対流

と放射熱流を表す項目である。亀裂が発生していない格子に対しては、その項は 0 である。

生成項に関しては、水分の吸着と揮発性成分の熱分解の熱生成項はマイナスであり、また
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はマイナスになる可能性があるため、4.1.1 節で述べた方法に従って線形化する。 

𝑆 , , =
𝑄 ,       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑄 , ≥ 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-45) 

𝑆 , , =
𝑄 , /𝑇       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑄 , < 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-46) 

𝑆 , , =
𝑄 ,       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑄 , ≥ 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-47) 

𝑆 , , =
𝑄 , /𝑇       (𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝑄 , < 0)

0      (𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑠)
 (4-48) 

熱分解ガスの有炎燃焼の生成項と不揮発性成分の赤熱の生成項は常に正であるため、式

(4-49)~式(4-52)に示すように線形化する。 
𝑆 , , = 1.1𝑄 ,  (4-49) 

𝑆 , , = 0.1
𝑄 ,

𝑇
 (4-50) 

𝑆 , , = 1.1𝑄 ,  (4-51) 

𝑆 , , = 0.1
𝑄 ,

𝑇
   (4-52) 

 

4.1.5 圧力拡散方程式 

 式(4-53)に圧力拡散方程式を示す。ただし、下付き文字𝑖は各種気体成分の意味である。

圧力拡散方程式は前述の各種保存式と異なり、移流拡散方程式ではなく拡散方程式の形に

なっている。そして非定常項の前の係数も 1 になっていないので式(4-15)の離散化方程式を

使えない。そのため、ここで方程式を離散化する。 
𝜏

𝑅𝑇

𝜕𝑃

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
(𝜖

𝜌

𝑀
)

𝜅

𝜇

𝜕𝑃

𝜕𝑥
+

𝜏

𝑅𝑇

𝜕𝑇

𝜕𝑡
𝑃 + 𝜖

𝑆

𝑀
 (4-53) 

 式(4-53)を格子 P に対して w から e まで積分すると式(4-54)になる。 
𝜏

𝑅𝑇

𝜕𝑃

𝜕𝑡
Δ𝑥 = (𝜖

𝜌

𝑀
)

𝜅

𝜇

𝜕𝑃

𝜕𝑥
− (𝜖

𝜌

𝑀
)

𝜅

𝜇

𝜕𝑃

𝜕𝑥
+

𝜏

𝑅𝑇

𝜕𝑇

𝜕𝑡
𝑃 Δ𝑥

+ 𝜖Δ𝑥
𝑆

𝑀
 

(4-54) 

 拡散項を差分で表し、時間項を陰的オイラー法で処理すると式(4-55)になる。 
𝜏

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
𝑃 = (𝜖

𝜌

𝑀
)

𝜅

𝜇

𝑃 − 𝑃

Δ𝑥
− (𝜖

𝜌

𝑀
)

𝜅

𝜇

𝑃 − 𝑃

Δ𝑥

+
𝜏

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
𝑃 (𝑇 − 𝑇 ) +

𝜏

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
𝑃 + 𝜖Δ𝑥

𝑆

𝑀
 

(4-55) 

更に式をまとめると、式(4-55)が式(4-56)になる。 

⎝

⎛
𝜏 𝑇

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
+

(𝜖 ∑
𝜌
𝑀

)
𝜅
𝜇

Δ𝑥
+

(𝜖 ∑
𝜌
𝑀

)
𝜅
𝜇

Δ𝑥

⎠

⎞ 𝑃

+

⎝

⎛−

(𝜖 ∑
𝜌
𝑀

)
𝜅
𝜇

Δ𝑥

⎠

⎞ 𝑃 +

⎝

⎛−

(𝜖 ∑
𝜌
𝑀

)
𝜅
𝜇

Δ𝑥

⎠

⎞ 𝑃

=
𝜏

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
𝑃 + 𝜖Δ𝑥

𝑆

𝑀
 

(4-56) 



75 
 

 圧力の離散化方程式は負の生成項(水分の吸着によるもの)が存在するが、全圧は圧力変

化の項目と比べると大きいである。また、水分の脱着は 2 章で述べた計算方法で脱着によ

る過大の圧力減少を制限しているため、生成項により全圧が負になる可能性がない。その

ため、式(4-56)をそのまま使用する。式(4-56)を離散化方程式の形でまとめると、式(4-57)

になる。 
𝑎 𝑃 + 𝑎 𝑃 + 𝑎 𝑃 = 𝑏 (4-57) 

ただし、 

𝑎 = −

(𝜖 ∑
𝜌
𝑀

)
𝜅
𝜇

Δ𝑥
 

(4-58) 

𝑎 = −

(𝜖 ∑
𝜌
𝑀

)
𝜅
𝜇

Δ𝑥
 

(4-59) 

𝑎 =
𝜏 , 𝑇

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
− 𝑎 − 𝑎  (4-60) 

𝑏 =
𝜏 ,

𝑅𝑇

Δ𝑥

Δ𝑡
𝑃 + 𝜖Δ𝑥𝑃

𝑆𝑖,𝑃

𝑀𝑖,𝑃

 (4-61) 

ただし、亀裂が格子を貫通すると内部から直接に外気との接触ができる。本モデルは一

次元のものであるため格子が外気と接触することは、その格子の内部圧力は外気圧力と等

しくなったことを意味する。つまり、𝜖 = 1の場合のみ離散化方程式の計算が必要となり、

𝜖 ≠ 1の時に𝑃 = 𝑃 (101325Pa)となる。そのため、式(4-57)を用いて計算プログラ

ムを作成する際は、係数𝜖 (残存面積比)に対して特に処理の必要がない。その代わりに、亀

裂が発生した格子では全圧を大気圧と等しくように設定する必要があると考えられる。 

 

4.1.6 固体成分の質量保存式 

 固体成分の質量保存式を式(4-62)に示す。 
𝜕𝜌

𝜕𝑡
= 𝜖𝑆  (4-62) 

 ただし、𝜌 は単位体積木材当たりの固体成分質量、𝑆 は該当固体成分の生成項である。

式(4-62)の非定常項をオイラー法で離散化すると、新しい時刻の𝜌 は式(4-63)で表すこと

ができる。 
𝜌 , = 𝜌 , + 𝜖 𝑆 , ∆𝑡 (4-63) 

  

4.2 計算プログラム 

離散化した各種保存式を用いて、各時刻の温度、圧力、単位体積木材当たりの各種物質

質量、気体の質量分率などの数値を計算することができる。本節では、作成した計算プロ

グラムの概要、構成、入力、出力と計算の流れについて述べる。 

4.2.1 プログラム概要と構成 

計算プログラムは Python で作成した。プログラムは NumPy[2]を使用して、計算域内の

全ての解析格子に対して操作をする計算(例えば、離散化方程式行列の作成、物性値の計算

な ど)を 効 率 化 し た 。 プ ロ グ ラ ム 全 体 は 「physical_properties」、「process_data」、

「mass_change_rate」、「conserve_equation」、「main_solver」の五つのクラス (部分)で構成さ

れ、それぞれ物性値の計算、データの読み取りと出力、反応と変化による質量変化速度、
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各種保存式の計算及び時間本体の計算関数を格納している。ここから、各種クラス内部が

有する計算関数について記述する。 

 

(1) physical_properties 

このクラスでは、物質の熱伝導率、比熱、拡散係数、吸着等温線などの物性値を計算す

る関数を格納している。また、揮発性成分、不揮発性成分含量及び全乾密度から残量比を

計算する関数、時間から ISO834に従って加熱温度を計算する関数、各格子内部の残量比か

ら亀裂深さを計算する関数など、物性値ではないが計算をする時に頻繁に使用される基礎

的な関数もこのクラスの中に格納されている。 

本クラス内部の関数の計算の流れは単純であり、計算式は全て第 3 章で示したものであ

る。そのため、本クラス内部の関数名およびその詳細の内容の記載は省略する。 

 

(2) process_data 

 このクラスは、温度及び酸素濃度の入力結果を処理して計算プログラムで使用できる形

式に変化する計算関数、計算結果を出力して保存する関数、出力した計算結果を用いて分

布図を作成する関数で構成される。表 4-1 に本クラスの各種関数及びその機能を示す。 

表 4-1 process_data クラスの組成関数とその関数の機能 

関数名 関数の機能 
linear_interpolation 二点間の線形補間を行う 

process_temperature_history_data 
実験で測定した温度履歴を計算プログラムに設定し

た時間刻みに補間して出力する。 

process_oxygen_history_data 
実験で測定した酸素濃度履歴を計算プログラムに設

定した時間刻みに補間して出力する。 
process_data_thinning 結果の csv ファイルを一定間隔で間引きする。 

data_thinning_in_folder 
フォルダー内部の全ての結果 csv ファイルを一定の

間隔で間引きする 

output_csv_append 
各種計算関数で得られた計算結果を csv ファイルと

して出力する 

value_time_plot 
結果ファイルを読み取り、各格子内部の数値の経時

変化プロット図を作成する(横軸が時間) 

value_axis_plot 
結果の csv ファイルを読み取り、各格子内部の数値

の分布図を作成する(横軸が座標) 

 

(3) mass_change_rate 

 このクラスでは、反応または変化による単位体積木材当たりの物質質量変化速度の計算

関数を格納する。また、物質質量変化速度を呼び出して各種保存式の中の生成項を計算す

る関数もこのクラスに格納される。表 4-2 に本クラス内部の各種関数の機能を示す。 

 表 4-2 mass_change_rate クラスの組成関数とその関数の機能 

関数名 関数の機能 
__init__ オブジェクトを初期化する 

__pyrolysis_drdt 
単一種類の成分が熱分解反応による残量比変化速度

を計算する 

__pyrolysis_dadt 
単一種類の成分が熱分解反応による転化率変化速度

を計算する 
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dadt_new_time_increment 新しい時刻以降の転化率を計算する 

condensation_speed 
液水が水蒸気に転化する速度を計算する。ただし、

結果が負の場合は水蒸気→液水の変化が発生する 
pyrolysis_speed 熱分解反応速度を計算する 

flaming_and_glowing_speed 有炎燃焼と赤熱燃焼の速度を計算する 
source_volatile 揮発性成分の生成項を計算する 

source_nonvolatile 不揮発性成分の生成項を計算する 
source_liquid_water 液水の生成項を計算する 
source_water_vapor 水蒸気の生成項を計算する 
source_pyrolysis_gas 熱分解ガスの生成項を計算する 

source_O2 酸素の生成項を計算する 
source_CO2 二酸化炭素の生成項を計算する 

 本クラス内部の各種計算関数は、多数の入力パラメータが必要となる。パラメータの中

の一部(例えば温度、圧力)は、多くの計算関数で共通的に使用されている。個別の関数の

中の入力パラメータ数を削減し、プログラミングとデバッグの利便のため、ここでは共通

的に使用された入力値をオブジェクトに保存するようにした。反応速度を計算する際はま

ず共通的に使用されたパラメータを用いて上記の__init__関数を用いて、オブジェクトを作

成する。その後に作成した新たなオブジェクト内部の condensation_speed や pyrolysis_speed

などの関数を呼び出して、反応速度を計算する。温度などの共通的パラメータはオブジェ

クトを作成する時に入力されるためオブジェクト内部で保存され、計算関数を呼び出す時

に再び入力する必要がない。 

 

(4) conserve_equation 

 このクラスでは離散化した各種保存式の計算関数を格納する。関数では現在時刻の温度、

圧力、質量分率など様々な数値を入力し、新しい時刻の温度、圧力または質量を出力する。

このクラスも関数の入力パラメータ数を減少するため、計算する時にまず__init__関数を用

いてオブジェクトを作成するように設定した。表 4-3 に本クラス内部の関数名および機能

を示す。 

表 4-3 conserve_equation クラスの組成関数とその関数の機能 

関数名 関数の機能 
__init__ オブジェクトを初期化する 

adv_diff_solver 一次元一般形式保存方程式のソルバー 
liquid_water 新しい時刻の液水含量を計算する 
water_vapor 新しい時刻の水蒸気質量分率を計算する 
pyrolysis_gas 新しい時刻の熱分解ガス質量分率を計算する 

O2 新しい時刻の酸素質量分率を計算する 
N2 新しい時刻の窒素質量分率を計算する 

CO2 新しい時刻の二酸化炭素質量分率を計算する 
cons_enthalpy 新しい時刻の格子内部温度値を計算する 
cons_pressure 新しい時刻の格子内部圧力値を計算する 

volatile_component 新しい時刻の不揮発性成分含量を計算する 
non_volatile_component 新しい時刻の揮発性成分を計算する 

grid_shrinkage 格子の寸法変化を計算する 

 液水質量保存式及び各種気体の質量分率保存式は一般形式の保存方程式(式 4-1)の形にな
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っているため、計算する際は関数の中に対角行列の作成などの作業を行うことなく、必要

な定数を一般形式保存方程式のソルバー(adv_diff_solver)に導入し、その後に関数

adv_diff_solverから計算する。圧力拡散方程式とエンタルピー保存式の形式はやや異なるた

め、計算をする際は関数の中に必要な行列とベクトルを作成し、その後に線形方程式を解

いて新しい時刻の温度または圧力を計算する。 

 

(5) main_solver 

 このクラスでは時間刻みを推進するメインループ機能を持つ関数を格納している。表 4-

4 に本クラス内部の関数名とその機能を示す。 

表 4-4 main_solver クラスの組成関数とその関数の機能 

関数名 関数の機能 
__init__ オブジェクトを初期化する 

main_iteration 反復計算を実行し、解析終了まで時間刻みを推進する関数 

 新たな解析を立ち上がる際はまず__init__関数を用いて、必要な計算条件を入力してオブ

ジェクトを作成する。その後、main_iteration 関数を呼び出して時間増分計算を実行する。 

 

4.2.2 支配方程式の計算の流れ 

 本プログラムは数多くの計算関数で組成されるが、そのうち計算の流れが複雑であるも

のは比較的少なく、一般形式の保存方程式ソルバー、エンタルピー保存式、圧力拡散方程

式、液水質量保存式、気体質量分率保存式及びメインループの関数だけとなる。これらの

計算式はいずれも支配方程式の計算と関連するものである。本節では、これら関数の計算

の流れを述べる。 

 

(1) 一般形式の保存方程式ソルバー：adv_diff_solver 

必要な変数を入力した後の関数 adv_diff_solver の計算の流れは下記の通りである。 

① 格子境界位置の長さ∆𝑥、密度と速度の積𝜌𝑣及び拡散係数𝐷を計算する。 

② 4.1.1 節で述べた方法に従って、生成項を線形化する。 

③ 4.1.1 節で述べた方法に従って、離散化方程式の中の係数ベクトル𝑎 、𝑎 、𝑎 と𝑏を計

算する。 

④ 設定された境界条件に従って、係数ベクトル𝑎 と𝑏で係数の修正を行う。 

⑤ 亀裂の進行状況に応じて、係数ベクトル𝑎 と𝑏で係数の修正を行い、亀裂から試験体内

部に侵入した物質流量を表す。 

⑥ 係数ベクトル𝑎 、𝑎 、𝑎 と𝑏を用いて行列を組み立てて線形方程式を解き、新しい時

刻の変数値𝜑 のベクトルを計算する。 

 

(2) 液水質量保存式：liquid_water 

 液水質量保存式の計算は一般形式の保存方程式ソルバーで行うため、一般形式の保存方

程式で対応する各種変数を算出してソルバーに代入して計算する。そのための関数

liquid_water の計算の流れを下記に示す。 

① 液水拡散係数𝐷   (一般形式保存方程式の中の拡散係数𝐷と対応)、単位体積当たりの液

水質量𝜌  (変数𝜑と対応)を読み取る。一般形式保存方程式の中の密度𝜌は液水質量保

存式を計算する時に𝜌 = 1となるため対応する変数がないが、計算で必要なため全ての
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要素が 1 のベクトルを作成する。 

② 液水の毛細管圧を計算して、液水分圧(全圧と毛細管圧の差)勾配による各格子中間での

流速を計算する。その流速は一般形式保存方程式の中の流体流速𝑣と対応する。 

③ 液水の生成項𝑆 を計算する。生成項は一般形式の保存方程式の生成項𝑆と対応する。 

④ 算出した𝐷 、𝜌 、𝜌、𝑣と𝑆 を一般形式の保存方程式ソルバーに導入し、新しい時

刻の液水質量を計算する。 

 

(3) 気体質量保存式：water_vapor、pyrolysis_gas、O2、N2 と CO2 

 気体質量保存式の計算関数は五種類あるが、計算の流れは同じである。ここで関数O2を

例として計算の流れを示す。関数 O2 は以下の流れで計算する。 

① 有効拡散係数𝐷 (一般形式保存方程式の中の拡散係数𝐷に対応)、気体質量分率𝑌 (変数

𝜑と対応)、単位体積木材当たりのガス質量𝜌 (密度𝜌と対応する)を読み取る。 

② 全圧を読み取って、Darcy の法則から各格子中間点の流速𝑣 を計算する。その流速は

一般形式の保存方程式の中の流体流速𝑣と対応する。 

③ 各種気体の生成項𝑆 、𝑆 、𝑆 、𝑆 を計算する。 

④ 𝐷 、𝑌 、𝜌 、𝑣 、𝑆 、𝑆 、𝑆 、𝑆 を一般形式の保存方程式ソルバーに導入

し、新しい時刻の酸素質量分率を計算する。 

 

(4) エンタルピー保存式：cons_enthalpy 

エンタルピー保存式の計算の流れは以下の通りである。 

① 計算する時に使用する∑ (𝜌𝑐), , 、∑ (𝜌𝑐)、𝜌 𝑐 、𝑘 などの物性値を計算する。 

② 液水の毛細管圧を計算し、気体圧力(全圧)の勾配と液水圧力(全圧と毛細管圧の差)の勾

配から Darcy の法則に従って気体と液水の流速を計算する。 

③ 移流項𝜌 𝑐 𝑣 + ∑ (𝜌𝑐) 𝑣 を計算する。 

④ 熱の生成項𝑄 、𝑄 、𝑄 、𝑄 を計算し、4.1.4 節で述べた方法に従って生成項

を離散化して係数ベクトルを作成する。 

⑤ 4.1.4 節の方法に従って離散化方程式の中の係数ベクトル𝑎 、𝑎 、𝑎 と𝑏を計算する。 

⑥ 表面と裏面の境界条件に応じて係数ベクトル𝑎 と𝑏の最初と最後の項目を修正する。 

⑦ 亀裂深さに応じて係数ベクトル𝑎 を修正する。 

⑧ 係数ベクトル𝑎 、𝑎 、𝑎 と𝑏を用いて行列を組み立てて線形方程式を解き、新しい時

刻の温度𝑇を計算する。 

 

(5) 圧力拡散方程式：cons_pressure 

 圧力拡散方程式の計算の流れは以下の通りである。 

① 計算する時に使用する𝜅 、𝜏 、∑ などの物性値や各種係数を計算する。 

② 4.1.5 節の方法に従って離散化方程式の中の係数ベクトル𝑎 、𝑎 、𝑎 と𝑏を計算する。 

③ 生成項∑ を計算する。 

④ 表面と裏面の境界条件に応じて係数ベクトル𝑎 と𝑏の最初と最後の項目を修正する。 

⑤ 亀裂深さに応じて係数ベクトル𝑎 と𝑏を修正する。 

⑥ 係数ベクトル𝑎 、𝑎 、𝑎 と𝑏を用いて行列を組み立てて線形方程式を解き、新しい時
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刻の圧力𝑃を計算する。 

 

(6) 固体質量保存式：volatile_component、non_volatile_component 

固体の質量保存式は常微分方程式になっているため、オイラー法に従って新しい時刻で

の単位体積木材当たりの固体質量を計算することができる。計算の流れは簡単である。こ

こで揮発性成分の質量保存を例として計算の流れを示す。 

① 熱分解による揮発性成分の減少速度を計算する。 

② 4.1.6 節の方法に従って新しい時刻での単位体積木材当たりの揮発性成分質量を計算す

る。 

 

4.2.3 時間増分解析のメインループの計算の流れ 

前述の支配方程式に関する各種計算関数を用いて、新たな時刻での温度、圧力、質量な

どの各種数値を計算することができる。計算終了時刻まで反復すると解析を完了できる。

本節は時間刻みを推進するメインループ関数の計算の流れを示す。 

(1) 時間刻み内の反復 

各種保存式の中に有する生成項、拡散係数、熱伝導率の数値の多くは温度、圧力、質量

分率などと関連する。これらの数値を計算する際はすべて「新しい」時刻の温度などの対

象変数を使用することが望ましい。しかし、生成項や拡散係数などの数値は計算式が複雑

なものが多く、計算式の中の対象変数と関連する部分を分離して離散化方程式の中に入れ

ることができない。誤差を低減するため、一つの時間刻みの中にも反復計算を行い、温度、

圧力と質量分率などの数値が収束するまで計算し続ける。時間刻み内の反復計算方法は以

下の通りである。 

ここで、上付き文字で反復の状況を区別し、*を前回の反復計算で算出した結果として、

**を今回の反復計算で算出した結果とする。例えば𝑇∗∗は今回の反復計算で算出した温度結

果である。 

① 前回の反復計算で得られた温度𝑇∗、圧力𝑃∗などの数値を読み取る。 

② エンタルピー保存式を解いて温度𝑇∗∗を算出する。 

③ 圧力拡散方程式を解いて圧力𝑃∗∗を算出する。ただし、計算する時に温度が必要の場合

は𝑇∗∗を使用する。 

④ 理想気体状態方程式と分圧の法則から単位体積木材当たりの気体質量𝜌∗∗ を算出する。

ただし、計算する時に温度、圧力が必要の場合は𝑇∗∗と𝑃∗∗を使用する。 

⑤ 水蒸気、熱分解ガス、酸素、窒素と二酸化炭素の順番で気体質量分率保存式を解く。

ただし、計算する時に温度、圧力と単位体積木材当たりの気体質量が必要の場合は𝑇∗∗、

𝑃∗∗と𝜌∗∗ を使用する。 

⑥ 数値的誤差により気体質量分率の総和が 1にならない可能性があるため、算出した気体

質量分率の総和を求めて、各成分の質量分率を算出した分率総和で割る。修正した質

量分率を気体種 i の質量分率の結果𝑌∗∗とする。 

⑦ 液水質量保存式を計算して含水率𝜌∗ を算出する。計算時に温度、圧力、単位体積木

材当たりの気体質量と気体質量分率が必要の場合は𝑇∗∗、𝑃∗∗、𝜌∗∗ と𝑌∗∗を使用する。 

⑧ 固体質量保存式を用いて不揮発性成分と揮発性成分の順番で𝜌∗∗ と𝜌∗∗ を計算する。

計算する時に温度、圧力、単位体積木材当たりの気体質量、気体質量分率と含水率が

必要な場合は𝑇∗∗、𝑃∗∗、𝜌∗∗ 、𝑌∗∗と𝜌∗∗ を使用する。 
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⑨ 熱分解進行度を表すセルロース、ヘミセルロースとリグニン成分の転化率𝑎∗∗ 、𝑎∗∗

と𝑎∗∗ を計算する。ただし、計算する時に温度は𝑇∗∗を使用する。 

⑩ 反応による寸法変化
∆

∆

∗∗
、空隙率𝜏∗∗と比透気率𝜅∗∗を計算する。計算する時に温度、

圧力、単位体積木材当たりの気体質量、気体質量分率と含水率が必要の場合は𝑇∗∗、𝑃∗∗、

𝜌∗∗ 、𝑌∗∗と𝜌∗∗ を使用する。 

⑪ 収束の状況を確認する。計算が収束した場合には、今回得られた各種計算結果をこの

時間刻みの結果として保存し、次の時間刻みに進む。もし収束しなかった場合、②に

戻ってもう一度反復する。離散化方程式の中の𝑇 と𝑃 などの数値を計算する際は古い

時刻の数値をそのまま使用するが、物性値と生成項を計算する際は今回の反復計算で

得られた新しい数値(温度𝑇∗∗、圧力𝑃∗∗など)を使用する。 

 

(2) 収束の判定方法 

 時間刻み内の反復を計算する際、下記の流れで収束状況を確認する。 

① 今回の反復計算で得られた計算結果と前回の反復計算で得られた計算結果を収納する

結果行列を作成する。ここでの計算結果は、(1)で時間刻み内の反復を説明する時に述

べた時間増分に応じて変化する温度𝑇、全圧𝑃などのすべての数値を考慮する。今回の

反復計算での結果行列を𝑆𝑢𝑚∗∗、前回の反復計算の結果行列を𝑆𝑢𝑚∗とする。 

② 前述の結果行列を用いて、2 回反復計算の相対誤差= (𝑆𝑢𝑚∗∗ − 𝑆𝑢𝑚∗)/𝑆𝑢𝑚∗を計算する。

ただし、0割エラーを回避するため、𝑆𝑢𝑚∗が 0ではない位置のみ上記の計算を実行し、

𝑆𝑢𝑚∗が 0 の位置の相対誤差を 0 とする。 

③ 計算結果ごとの相対誤差平均値を計算する。 

④ 各種計算結果の相対誤差平均値はいずれも許容範囲（10-4）以下になる場合は収束した

と判断する。 

 

(3) メインループの計算の流れ 

メインループの計算の流れは下記に示す。計算関数 main_iteration はこの流れを用いて計

算している。 

① 入力条件および計算設定を読み取って、計算を初期化する。また、データ保存用のフ

ォルダーを生成する。 

② 4.2.2 節で述べた各種保存式の計算関数を用いて、温度と圧力などの数値を計算する。 

③ 4.2.3 節の(2)で示した方法で収束の判定を行う。収束が達成しなければ②に戻って改め

て反復を行う。 

④ 算出した結果をこの時間刻みでの解析結果として保存する 

⑤ 時間刻みを推進して、②～④の計算を解析終了まで繰り返す。一定回数の計算をした

毎に解析結果を CSV ファイルに保存する。 

 

4.2.4 計算プログラム全体の計算の流れ 

解析プログラムの計算全体の流れを表すフローチャートを図 4-4 に示す。四角の内部は

該当のプロセスの機能を示す。また、その機能を行う時に計算関数を使用する場合には四

角の後部に使用する関数も表記する。 
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計算開始 

計算条件の設定および
オブジェクト作成 

main_solver.__init__() 

入力した初期条件を
オブジェクトに保存 

計算条件設定をログ
ファイルに保存 

main_solver.main_iteration() 

process_data.output_csv_append() 

本解析 

データ保存ファイル
の準備 

csv ファイルを作成 

初期数値を計算 

初期数値を csv ファ

イルに保存 

process_data.output_csv_append() 

process_data.output_csv_append() 

データ臨時保存用
配列作成 

時間増分解析 

現時刻の加熱条件設定 

現時刻の外気条件設定 

時間刻み内反復 

定期的に解析結果を
csv ファイルに出力 

データ臨時保存
用配列初期化 

反復内データ臨時
保存用配列作成 

支配方程式計算用
オブジェクト作成 

conserve_equation.__init__() 

温度を計算 conserve_equation.cons_enthalpy() 

圧力を計算 conserve_equation.cons_pressure() 

時間刻み内反復未収束 

解析が未終了 
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図 4-4 計算全体の流れ 

True 

False 

気体総量を計算 conserve_equation.gas_all() 

水蒸気量を計算 conserve_equation.water_vapor() 

熱分解ガス量を計算 conserve_equation.pyrolysis_gas() 

酸素量を計算 conserve_equation.O2() 

窒素量を計算 conserve_equation.N2() 

二酸化炭素量を計算 conserve_equation.CO2() 

各種気体の質量分率総和

が 1 になるように再計算 

液水量を計算 conserve_equation.liquid_water() 

不揮発性成分を計算 conserve_equation.non_volatile_component() 

揮発性成分を計算 conserve_equation.volatile_component() 

熱分解反応の転化

率を計算 
mass_change_rate.dadt_new_time_increment() 

寸法変化量を更新 conserve_equation.grid_shrinkage() 

空隙率を更新 physical_properties.porosity_update() 

比透気率を更新 physical_properties.permeability_update() 

収束判定 

計算終了 
False 

True 

計算所用時間出力 

結果を保存 

時
間

刻
み

内
反

復
計
算
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4.3 プログラム入力と出力 

4.3.1 入力値 

新しい計算を立ちあげる時には、4.2.1 節の(5)で述べた main_solver のクラスの__init__関

数を使って入力条件を入れて、新しい main_solver のオブジェクトを作成する。その後、計

算関数 main_iteration を呼び出して解析を実行する。計算する時には多数の条件を入力する

必要がある。入力値を種類から分類すると概ね物性値、解析対象状態値と解析設定に分類

できる。 

(1) 物性値 

表 4-5 にプログラムに入力する必要がある物性値の詳細を示す。 

表 4-5 プログラムに入力する物性値 

必要な入力値 
main_solver クラス作成する時

init 関数に入力する変数名 
単位 備考 

空隙率 tau -  
気体比透気率 kappa m2  

樹種 wood_type - 
physical_properties の

wood_pyrolysis_properties()
から導出 

 ここで、部材の初期空隙率、初期比透気率と樹種を入力する必要がある。樹種は熱分解

ガスの反応速度パラメータを影響し、その変数は木材名を physical_properties クラスの関数

wood_pyrolysis_properties()に入力してから得られる。現在では、既往の TG 実験結果から三

成分の熱分解反応速度を推定した[3]カラマツ、ベイマツ、スギ心材、スギ辺材、ヒノキ、

ジャラ、セランガンバツ、本紫檀、縞黒檀の反応速度パラメータのデータを使用できる。 

 

(2) 解析対象状態値 

解析をする際、試験体の初期温度、初期圧力、初期含水率などの値を入力する必要があ

る。また、検討対象とする実験の加熱条件なども入力する。これらの数値を解析対象状態

値と命名する。表 4-6 に入力が必要な解析対象状態値を示す。 

表 4-6 プログラムに入力する解析対象状態値 

必要な入力値 
main_solver クラス作成する時

init 関数に入力する変数名 
単位 備考 

試験体長さ length_of_specimen m  
試験体初期温度 temp K  
加熱側初期温度 Tfront K  
非加熱側初期温度 Tback K  
試験体初期圧力 pressure Pa  
加熱側初期圧力 Pfront Pa  
非加熱側初期圧力 Pback Pa  
試験体全乾密度 dry_dens kg/m3  
単位体積木材揮発

性成分質量 
rouwo kg/m3  

単位体積木材不揮

発性成分質量 
rouc kg/m3  

単位体積木材の液

水質量 
rouwa kg/m3  
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酸素初期質量分率 ratioO2 kg/kg  
窒素初期質量分率 ratioN2 kg/kg  
熱分解ガス初期質

量分率 
ratioP kg/kg  

水蒸気初期質量分

率 
ratioV kg/kg  

二酸化炭素初期質

量分率 
ratioCO2 kg/kg  

単位体積木材の気

体質量 
rougas kg/m3  

加熱条件 heating_condition - 

加熱条件種類、数値(条件

が温度 or 熱流の場合)、加

熱時間と温度履歴ファイ

ル位置を入力 

外気条件 gas_condition - 
酸素濃度履歴ファイル位

置を入力 

加熱条件は定温加熱、定強度加熱、ISO834 加熱三種類の設定ができる。また、csv ファ

イルから加熱側温度履歴を読み取って加熱側の温度を設定することもできる。 

外気条件については、加熱側の酸素濃度履歴を csv ファイルから読み取って設定するこ

とができる。また、外気中の気体質量分率を表 4-6 に示した初期質量分率に設定すること

もできる。 

 

(3) 解析設定値 

解析する際は時間刻み、格子分割数、解析回数などの数値を入力する必要がある。これ

らの数値は解析対象とする実験と関係なく単に計算プログラムと関連するため、解析設定

値と命名する。表 4-7 に必要な解析設定値を示す。 

表 4-7 プログラムに入力する解析設定値 

必要な入力値 
main_solver クラス作成する時

init 関数に入力する変数名 
単位 備考 

格子分割数 grid_numbers 個  
時間刻み dt s  

反復計算の総回数 iter_time 回 
dt×iter_time=解析総時間

(秒) 
ソルバー* solver - - 

計算する反応と変

化 
reactions - 

吸着・脱着、熱分解、不揮

発性成分赤熱を計算するか

どうかを変更可能 

データを保存する

反復間隔 
save_interval 回 

save_interval 回の反復をし

た後に、結果を csv ファイ

ルに保存 
時間刻み内の最大

反復回数 
iter_time_in_each_dt 回  

時間刻み内の反復

の許容誤差 
iter_convergence_in_each_dt -  

データ保存場所 save_path - save_path で記入するファイ
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ルパスで計算結果の csv フ

ァイルを出力 

保存間隔 save_clips - 
指定間隔で格子内部のデー

タを保存して出力 

*ソルバーが「Banded」の時に、SciPy[4]が提供した係数行列が帯行列の線形方程式ソルバ

ーscipy.linalg.solve_banded を使用し、ソルバーが「LU」の時に、NumPy[2]が提供した線形

方程式ソルバーnumpy.linalg.solve を用いて線形方程式を解く。いずれも使用が可能である

が、現在は 1 次元の問題を計算しているため「Banded」の方は計算速度が速い。 

 

4.3.2 プログラム出力 

計算で得られる各時刻の試験体内部温度、圧力、気体質量分率などの結果を csv ファイ

ルとして出力する。表 4-8 に出力内容を示す。 

表 4-8 プログラムの出力内容 

出力内容分類 出力内容の詳細 備考 
温度 格子内部温度 単位は℃ 

分圧 

水蒸気分圧 

単位は MPa 
熱分解ガス分圧 

酸素分圧 
窒素分圧 

二酸化炭素分圧 
全圧 格子内部全圧 単位は MPa 

気体密度 気体密度 単位は kg/m3 

質量分率 

水蒸気質量分率 

単位は kg/kg 
熱分解ガス質量分率 

酸質量分率 
窒質量分率 

二酸化炭素質量分率 

液水含量 
単位体積木材当たりの液水質量 単位は kg/m3 

飽和度 単位は m3/m3 

固体含量 

単位体積木材当たりの揮発性成

分質量 
単位は kg/m3 

単位体積木材当たりの揮発性成

分質量 
単位は kg/m3 

固体成分総質量 揮発性成分+不揮発性成分 

生成項 

水蒸気生成項 単位は kg/m3s 
熱分解ガス生成項 単位は kg/m3s 

酸素生成項 単位は kg/m3s 
二酸化炭素生成項 単位は kg/m3s 

発熱 

各格子の熱分解ガスの燃焼発熱 単位は MW/m3 
各格子の不揮発性成分の赤熱燃

焼発熱 
単位は MW/m3 

単位面積当たりの試験体からの

総発熱量 
単位は kW/m2 

単位面積当たりの試験体からの

熱分解ガス燃焼総発熱量 
単位は kW/m2 
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単位面積当たりの試験体からの

不揮発性成分赤熱燃焼総発熱量 
単位は kW/m2 

試験体形状変化 焼失、炭化、変色と亀裂深さ 単位は m 
格子長さ 各解析格子の長さ∆𝑥 単位は m 
残量比 各解析格子の残量比 単位は kg/kg 

物性値 
空隙率 単位は m3/m3 
比透気率 単位は m2 

ログファイル 
初期条件、解析開始時間などの

情報を記録するログファイル 
txt ファイルである 

 

4.4 使用例 

 計算を行う時のプログラム使用例を示す。まずは計算プログラムと同様なフォルダー内

に Pythonファイルを作成し、計算プログラムを導入(import)する。その後、必要な入力値の

変数を入力する。図 4-5 にモデルの導入と入力条件の設定を示す。ただし、入力条件は大

量にあるためここでは一部の設定のみ示す。 

 
図 4-5 モデルの導入と入力条件の設定(一部) 

 計算モデル本体は FDM_1d.pyにある。解析例を計算するために新たに作成した Pythonフ

ァイルは simulation_example.py である。また、input_file と results のフォルダーにそれぞれ

温度及び酸素濃度の履歴と解析結果ファイルを収納するフォルダーである。 

 解析条件を定義した後に解析条件を用いて main_solver オブジェクトを作成し、

main_iteration 関数を呼び出して解析を行う。図 4-6 に設定の様子を示す。 

 
図 4-6 解析設定の様子 

 設定が完了した simulation_example.pyを実行すると解析が開始される。図 4-7に解析を実

行する時の様子を示す。解析中は解析の進行度を表すプログレスバーが表示される。 
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図 4-7 解析時の様子 

  

解析が終了した後、解析での所用時間、データ保存で用いた時間、1 回の反復に要した

平均時間が示される。 

 
図 4-8 解析後の様子 

  

計算で得られた結果は、result フォルダーの中に事前に設定した保存場所に csv ファイル

として保存される。例えば図 4-9に示されたように、今回の解析例の計算結果は results/test-

simulation に保存された。ただし、計算結果は大量にあるため、ここでは一部の出力結果だ

けを示す。 

 
図 4-9 出力した計算結果 csv ファイル(一部) 

 

4.5 本章のまとめ 

 本章は、2 章で示した各種支配方程式の数値計算手法を示した。また、各種計算式を用

いて作成した数値計算プログラムの構成、計算の流れ、入力と出力の内容及び使用例を示

した。 
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第 5 章 コーンカロリーメーターによるカラマツ集成材加熱実験 

 本章は、コーンカロリーメーターによるカラマツ集成材加熱実験の内容を示す。5.1 節で

実験の概要を示し、5.2 節では実験で使用する試験体について述べる。5.3 節では、温度や

含水率など各種物理量の測定方法を述べる。5.4 節は測定結果を示す。 

本章の内容は著者らが Fire Technology に投稿した論文[1]を基に加筆したものである。 

 

5.1 実験の概要 

 99mm×99mm×50mm カラマツ集成材試験体をコーンカロリーメーターで 50kW/m2 の強

度で 10 分～50 分加熱した。加熱が開始した後にイグナイター(点火装置)で試験体表面から

発生した可燃性の熱分解ガスに着火させる。着火後にはイグナイターを撤去した。加熱が

終了した後、試験体をセラミックファイバーの上に移動し、室温の空気中で冷却した。図

5-1 に実験中の様子を示す。試験体は放射加熱により燃焼している。 

 
図 5-1 実験の様子[1] 

実験をする時に、試験体の表面温度、発熱速度、温度分布、含水率を測定した。加熱終

了後には、試験体を中心部から切断して、焼失深さ、炭化深さと変色深さを測定した。 

 

5.2 試験体 

 本実験では 99×99×50mm のカラマツ集成材製の試験体を用いた。99×99mm の方向か

ら加熱をした。加熱面が板目と加熱面が柾目の試験体をそれぞれ 10体使用し、全体では 20

回の実験を行った。試験体のラミナ厚さは約 25mm であった。 

試験体の名称は、加熱面の繊維方向-加熱時間-実験回数のように付けた。例えば、板目-

10-1 は板目、加熱 10 分の 1 回目実験である。図 5-2 に実験で使用した板目試験体と柾目試

験体の例を示す。ただし、柾目試験体を作成する際は繊維方向を完全に統一することが難

しいため、方向が柾目と板目の木材が混合している。 

燃焼中の

試験体 

加熱装置 

含水率センサー 

熱電対 

遮蔽板 

点火装置 
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(a) 板目試験体の例: 板目-40-1 

 
(b) 柾目試験体の例：柾目-50-2 
図 5-2 板目と柾目試験体の例[1] 

 加熱途中の側面からの酸素供給を防ぐため、実験する前に試験体の側面にアルミテープ

を包んで酸素の流入を防止した。ただし、板目-40-2と板目 50-1の実験では実験途中で側面

のアルミテープが損傷して空気が流入して燃焼が再開した。上記の二つの実験を失敗とし

て、追加の板目-40-3 の実験を行った。実験条件のまとめを表 5-1 に示す。括弧で囲んだ条

件は失敗した実験である。 

表 5-1 実験条件のまとめ 

種類/時間 10 分 20 分 30 分 40 分 50 分 

板目 
板目-10-1 
板目-10-2 

板目-20-1 
板目-20-2 

板目-30-1 
板目-30-2 

板目-40-1 
(板目-40-2) 
板目-40-3 

(板目-50-1) 

柾目 
柾目-10-1 
柾目-10-2 

柾目-20-1 
柾目-20-2 

柾目-30-1 
柾目-30-2 

柾目-40-1 
柾目-40-2 

柾目-50-1 
柾目-50-2 

 実験を実施する前に、試験体を温度 23度、相対湿度が 50%の恒温室で一か月養生した。 

試験体に熱電対をつけて加工するため重量の測定を行わなかったが、実験で使用する試験

体と同じロットから作成した試験体サンプルの気乾密度は、板目試験体 565±16.8kg/m3、柾

目試験体 531±18.3kg/m3である。ここの数字は、平均値±不偏標準偏差(分子が n-1のもの)を

意味する。 

 試験体の常温付近の熱伝導率は、非定常熱線法より測定した。図 5-3 に測定装置の概要

を示す。熱伝導率の測定も気乾密度と同様に、同じロットから作成した試験体サンプルか

ら行った。熱伝導率の平均値は、板目試験体 0.221W/m*K、柾目試験体 0.177W/m*Kであっ

た。 

99 mm 

99
 m

m
 

50
 m

m
 

99 mm 

加熱面 

側面 

側面 

99 mm 

99
 m

m
 加熱面 

50
 m

m
 

99 mm 
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図 5-3 熱伝導率測定装置の様子 

 試験体の初期含水率は、試験体の表面から高周波木材水分計を用いて測定した。測定の

結果、板目試験体は 15.1±1.6 wt.%、柾目試験体は 13.5±2.7 wt.%であった。 

 

5.3 測定方法 

 本節では温度、含水率、発熱速度と炭化深さの測定方法について述べる。 

5.3.1 センサーの配置方法と種類 

 試験体の内部温度と含水率は、K 型熱電対（0.65mmφ、ガラス被覆）とステンレス電極

製の含水率センサーを試験体の内部に挿入して測定した。図 5-4 に温度及び含水率センサ

ーの配置を示す。K 型熱電対と含水率センサーは、いずれも試験体の 10~40mm 位置に

10mm 間隔で設置した。また、試験体の底面に同種類の K 型熱電対を設置し、試験体底面

の温度を測定した。電極間の電気抵抗の数値は絶縁抵抗計(共立 KEW3551, 0.01MΩ – 

4,199MΩ)またはデータロガー(江藤電気, CADAC-3, 0-650kΩ)で測定を行った。 

 
図 5-4 熱電対と含水率センサーの配置図[1] 

熱線 
試験体 

電流供給 

抵抗器 

データロガー 
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5.3.2 含水率の測定方法 

 加熱を受ける木質部材内部の含水率の変化を把握するため、部材内部の含水率を非破壊

的な方法で即時的に測定することが望ましい。これまで NMR 法や電気抵抗法など様々な

含水率測定法が開発されたが[2][3]、NMR 法などの方法は特殊な測定設備が必要であり、

火災加熱を受ける木材のような高温時の測定に適用できるわけではないため、本研究では

電気抵抗法で含水率を測定する。前節で示したように、ステンレス製電極の含水率センサ

ーを挿入し、電極間の絶縁抵抗を測定して含水率に換算した。含水率センサーは、間隔が

5mm で設置された二つのステンレス電極で組成される。電極の先端 10mm 位置が露出され、

他の部分は絶縁材料で包んだ。図 5-5 に測定で使用したステンレス製電極の含水率センサ

ーの写真を示す。 

 
図 5-5 測定で使用した含水率センサー[1] 

 電気抵抗法で含水率を測定するためには、電気抵抗と含水率の関係を較正する関係式が

必要である。以下では、そのための関係式の導出を行う。一般に、部材の含水率と電気抵

抗は、式(5-1)で表すことができる[4]。 
𝑙𝑛�̃� = −𝑎𝑙𝑛𝑤 + 𝑏 (5-1) 

ただし、𝑤は含水率[kg/kg]、�̃�は電気抵抗[MΩ]である。𝑎と𝑏は較正により求める係数であ

る。式(5-1)により、含水率と電気抵抗のデータがあれば、𝑎と𝑏を回帰で算出することがで

きる。ここで、James[5]が 300K の時に測定した Western Larch の含水率-電気抵抗データを

用いて式(5-1)の中の係数を較正する。James の測定では、電極間距離は 31.75mm であった。

表 5-2 に James の測定結果を示す。 

表 5-2 James[5]の含水率-電気抵抗測定結果 

含水率[%] 7 8 9 10 11 12 13 

電気抵抗[MΩ] 39800 11200 3980 1445 560 250 120 

含水率[%] 14 15 16 17 18 19 20 

電気抵抗[MΩ] 63 33.9 19.9 12.3 7.6 5.02 3.39 

含水率[%] 21 22 23 24 25   

電気抵抗[MΩ] 2.29 1.62 1.20 0.87 0.66   

 表 5-2 のデータを用いて回帰を行い、式(1)の中の係数を算出した。回帰で得られた結果

を図 5-6 に示す。回帰結果による係数は𝑎 = 8.667、𝑏 = −12.714であった。 

回帰で得られた数値を用いて、電気抵抗と含水率の関係は式(5-2)で表すことができる。 
𝑙𝑛�̃� = −8.667𝑙𝑛𝑤 − 12.714    →   �̃� = exp (−8.667𝑙𝑛𝑤 − 12.714) (5-2) 

 電気抵抗は含水率と関連するだけではなく温度にも影響される。Vermaas[4]によると、

比導電率と温度𝑇は式(5-3)に示す関係がある。 

𝑐 = 𝜃𝑒  (5-3) 

 

間
隔

=
5m

m
  

絶縁材料 長さ=10mm 

電極 
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図 5-6 James の結果[5]による𝒍𝒏𝒘 − 𝒍𝒏𝒓の回帰結果図[1] 

  ただし、𝑐は比導電率[MΩ-1m-1]、𝑇は温度[K]、𝐸は活性化エネルギー[J/mol]、𝑅は気体

定数[8.314 J/(mol.K)]、𝜃は定数である。電気抵抗は比導電率の逆数であるため、式(5-4)に

電気抵抗と比導電率の関係を表すことができる。 

�̃� = 𝜃 𝑒  (5-4) 

 ただし、𝑟は電気抵抗[MΩ]、𝜃 は定数である。式(5-4)の中の電気抵抗値を基準温度𝑇 の

電気抵抗から割って、そして式(5-2)で得られた基準温度(300K)での電気抵抗値を代入する

と、式(5-5)で任意温度の電気抵抗値を表すことができる。 

�̃�(𝑇) = �̃�(𝑇 )𝑒 = 𝑒 𝑒 . 𝑊 .  (5-5) 

 Davidson [6]（文献[4]から引用)によると、前述の電気抵抗式の中の活性化エネルギーは

含水率と樹種により変化し、各種樹種に対しては含水率に対する指数関数で表すことがで

きる。しかし、活性化エネルギーを含水率に対する指数関数で表すと、式(5-5)の逆関数を

求めることが困難になる。そのため、ここでは Vermaas[7]がまとめた既往の研究者が報告

した各種木材の活性化エネルギーの平均値を使用した。その平均値は、24%の含水率にて

𝐸=43,300J/mol である。活性化エネルギーは含水率の変化により変化するが、24%含水率の

時の活性化エネルギーは 12%含水率の時の約 60%～70%であるため、数値を一定にしでも

大きな誤差は生じない。 

 James の実験と本研究の実験で測定をする時に使用した電極の間隔と長さが異なるため、

含水率を計算する際は電気抵抗を換算する必要がある。ここで、本研究の試験体と James

の実験の試験体比導電率が一致であるように想定すると、式(5-6)に電気抵抗の換算式を示

す。 

�̃� =
𝐴 /𝑙

𝐴 /𝑙
�̃�  (5-6) 

 ただし、�̃�は電気抵抗[MΩ]、𝐴は電気抵抗の面積、𝑙は電気抵抗の長さである。下付き文

字の 1 と 2 はそれぞれ James の実験で測定した電気抵抗データ及び本研究の実験で測定し

た電気抵抗である。 

 二つの電極の間で流れる電流は図 5-7 に示す。電流は電極と垂直方向から流れるだけで

はなく、上部と下部でも円形のように流れる。そのため、電流が流れる総面積は式(5-7)の

ように、上部と下部の半円形の面積と中心部の長方形部分の総和で求める。 

𝐴 = 𝑘𝐻𝑙 +
𝜋

4
𝑘 𝑙  (5-7) 

 式(5-7)を電極間隔𝑙で割ると、電気抵抗の換算で必要な𝐴/𝑙は式(5-8)のように表すことが

できる。 

y = -8.667 x - 12.714 
R² = 0.998 
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𝐴

𝑙
= 𝑘𝐻 +

𝜋

4
𝑘 𝑙 (5-8) 

 本研究の電極間隔は 5mm であり、James の電極間隔は 31.75mm(5/4inch)である。電極の

長さについては、本研究の電極の長さは 10mm であり、James の電極長さは 7.9375mm (5/16 

inch)である。これらの数値を式(5-8)に代入すると、電気抵抗換算用の𝐴/𝑙は式(5-9)と式(5-

10)から計算できる。 

 

 

(a) 電流の流れの正面イメージ図 (b) 電流の流れの上面イメージ図 

 
(c) 電流が流れる断面積(a と b の破線部分) 

図 5-7 含水率測定用電極の間での電流の流れ[1] 

 
𝐴

𝑙
= 𝑘𝐻 +

𝜋

4
𝑘 𝑙 = 0.25 × 7.9375 +

𝜋

4
× 0.25 × 0.25 × 31.75 = 3.543 (5-9) 

𝐴

𝑙
= 𝑘𝐻 +

𝜋

4
𝑘 𝑙 = 0.25 × 10 +

𝜋

4
× 0.25 × 0.25 × 5 = 2.745 (5-10) 

上記の数値を用いて、電気抵抗の換算係数(𝐴 /𝑙 )/(𝐴 /𝑙 )は2.745/3.543 = 0.775となる。

式(5)の逆関数を求め、更に電気抵抗の換算係数を代入すると、式(5-11)を用いて本研究で

用いた含水率センサーの電気抵抗から含水率を計算することができる。 

𝑤 =
0.775�̃�

𝑒 𝑒 .

.

 

= 𝑒 𝑒 . 0.775𝑟 𝑒

.

= 8.921 × 10  �̃� 𝑒
.

 

(5-11) 

ただし、𝐸/𝑅は概ね 5207 である。 
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5.3.3 発熱速度の測定方法 

 発熱速度は酸素消費法により計算する。有機系の各種可燃物が燃焼する時に、単位質量

の酸素消費当たりに生成する熱量は概ね一致であり、平均値は約 13100kJ/kg[8]である。こ

のことを利用して、燃焼による酸素消費量を測定して発熱量を推定できる。コーンカロリ

ーメーター装置では上記の原理に従って、燃焼生成ガスを全て捕集して分析し、酸素消費

速度から発熱速度を算出する。本実験では算出した発熱速度を用いる。 

 

5.3.4 焼失深さ、炭化深さ、変色深さの測定方法 

 加熱が終了し冷却した後、試験体を中心から切断し、切断面に示した焼失と炭化状況か

ら焼失深さ、炭化深さと変色深さを測定した。測定をする際は、まず目視で焼失先端、炭

化先端と変色先端を確認した。また、炭化層に触って、爪で簡単に切れる脆い炭化層の先

端を確認する。また、焼失面先端の定義は試験体の最上部の炭が無くなった部分である。

脆い炭化層の先端は爪で簡単に切れる炭化層の先端位置である。炭化層先端の定義は目視

による炭化層と変色層の境界面である。変色先端の定義は、試験体が変色し始めた位置で

ある。図 5-8 に例として焼失先端、炭化先端と変色先端の位置を示す。脆い炭化層の位置

は図上に示すことが難しいため、ここでは示されていない。 

前述の定義により、焼失深さ実質的に表面の総縮退量を表している。表面の縮退は赤熱

による炭化層の焼失によるだけではなく、熱分解が発生した後も起こるため、定義した焼

失深さは実質的に焼失と収縮の両方が含まれる。ただし、焼失量と収縮量を分けて測定す

ることが極めて難しいため、以下では焼失と収縮の総和を焼失深さとして命名する。 

 
図 5-8 焼失、炭化と変色深さの例(柾目-30-2) 

 先端の位置を確定した後に、先端から底面までの距離を測定して、その後に試験体の厚

さからその数値を引く。計算式で表すと式(5-12)となる。 
𝐿 = 50 − ∆𝐿 ,  (5-12) 

 ただし、𝐿は 4 種類(焼失、脆い炭化、炭化、変色)の深さ、∆𝐿 , は 4 種類の先端か

ら底面までの距離である。測定は精度が 1mm の鋼尺で行った。 

 

5.3.5 表面温度の測定方法 

 加熱時の試験体表面温度は、赤外線カメラを用いて測定した。ただし、50kW/m2 の強度

で加熱した試験体表面に発生した燃焼は非常に激しく、加熱開始後約 1分～2分間の時に多

くの実験の測定値は既に赤外線カメラの測定可能範囲(約 670℃)を超えた。そのため、分析

をする際は加熱開始後 1 分以内のデータのみを用いる。 

 

焼失先端 

炭化先端 

変色先端 
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5.4 実験結果  

 本節では、実験で測定した発熱速度、試験体内部温度や含水率などの結果を示す。 

5.4.1 実験時の様子 

 図 5-9 に実験時の試験体側面から撮影した試験体の燃焼の様子を示す。ここでは、代用

として加熱時間が最も長い板目-50-1 と柾目-50-1 の 2 回実験を例として示す。 

時間 板目-50-1 柾目-50-1 

0 分 10 秒 

  

0 分 30 秒 

  

1 分 

  

5 分 

  

10 分 

  

15 分 

  

20 分 欠測 

 

25 分 欠測 

 

30 分 欠測 

 

35 分 

  

40 分 

  

45 分 
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50 分 

  
図 5-9 板目-50-1 と柾目-50-1 の燃焼発生時の様子 

 板目試験体と柾目試験体では、実験開始後 10 秒時に試験体表面からの煙の発生が観測さ

れる。30 秒時に急激な燃焼が開始し、約 5 分時まで継続する。5 分以降は燃焼が安定し、

実験終了時まで燃焼が安定的に継続する。板目 50-1の実験で 35分以降に表面の火炎が再び

激しくなっているのは、試験体の側面が燃焼しているためと考えられる。全般的に、柾目

試験体の燃焼は板目試験体より激しい。 

 

5.4.2 表面温度、着火時間、着火温度及び発熱速度 

 赤外線カメラで測定した試験体の 0~60 秒での表面温度を図 5-10 に示す。緑線は板目試

験体、赤線は柾目試験体の表面温度である。試験体の表面温度は加熱開始後に迅速に上昇

し、10~30 秒で着火して温度が急上昇する。 

 

 
図 5-10 表面温度[1] 

 上記の表面温度から着火温度を導出する。ここで前述の考え方に従って、試験体の表面

温度が急激に上昇する位置を試験体が着火したとして判断し、急上昇前の温度を着火温度

とする。表 5-3 に試験体の着火温度と着火時間のまとめを示す。ただし、ここでの正負は

全体の不偏標準偏差である。 

表 5-3 試験体の着火温度と着火時間[1] 

 着火温度[℃] 着火時間[s] 
板目 360.2±13.9 23.87±6.02 
柾目 339.6±31.3 15.67±3.83 

表 5-3 のデータにより、板目試験体と比べると、柾目試験体の着火温度が低く、着火時

間も早いことが分かる。カラマツ材は年輪の構造により、層ごとの局所密度の違いがある。

柾目材で燃焼が発生する時は高密度の部分と低密度の部分は同時に燃焼が発生することが

できるが、板目材では密度が高い年輪層の燃焼が終了しないと密度が低い年輪層の燃焼が

発生しない。密度が高い材料は熱伝導の性質により昇温しにくいため、結果的には板目試

験体は柾目試験体より着火しにくく、着火時間も長くなった。 
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試験体の等価熱慣性は着火時間を用いて推定することができる[9]。試験体が熱的に厚い

固体であるか、または熱的に薄い固体であるかにより、等価熱慣性の計算式が異なる。試

験体は熱的に厚い固体である場合、式(5-13)の関係がある[10]。 
𝐿

𝛼𝑡
≥ 4 (5-13) 

ただし、𝐿は試験体厚さ[m]、𝛼は熱拡散率[m2/s]、𝑡 は着火時間[s]である。本研究で使用

する試験体のデータを代入して概算すると、板目は 
0.05

0.221
565 ∗ 1210

∗ 23.87

≈ 18 ≥ 4 
(5-14) 

となり、柾目は 
0.05

0.177
531 ∗ 1210

∗ 15.67

≈ 24 ≥ 4 
(5-15) 

となる。ただし、比熱では Dunlap の式[11]から算出した 20℃時の比熱を用いた。式(5-14)

と式(5-15)により、板目試験体と柾目試験体はいずれも熱的に厚い固体であることが分か

る。Quintiere[12]により、熱的厚い固体に対して、未着火時の表面からの熱損失を無視する

と、式(5-16)のように着火時間を表すことができる。 

𝑡 =
𝜋

4
𝑘𝜌𝑐(

𝑇 − 𝑇

𝑞
)  (5-16) 

式(5-16)を熱慣性の形に変形すると、式(5-17)になる。 

𝐼 = 𝑘𝜌𝑐 =
𝑞

𝑇 − 𝑇

4𝑡

𝜋
 (5-17) 

着火温度、着火時間と周辺温度を式(5-17)に代入すると、有効熱慣性の計算ができる。

板目試験体の有効熱慣性は 0.817±0.102 kJ/(m2･℃･s1/2)であり、柾目試験体の有効熱慣性は

0.713±0.123 kJ/(m2･℃･s1/2)である。偏差は最大で約 15%存在するが、板目試験体の熱慣性は

柾目試験体より明らかに大きい。 

試験体の発熱速度を図 5-11 に示す。加熱開始直後には表層部の木材が急激に熱分解して

大量な可燃性ガスが生成した。その結果、発熱速度も最大で約 190kW/m2 まで上昇した。

その後、炭化層が形成すると可燃性ガスの生成量は急激に減少し、燃焼も定常的になり、

10 分頃からは約 50kW/m2の発熱速度で燃焼が継続した。 

 
図 5-11 試験体発熱速度[1] 
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 板目-50-1の試験体では加熱開始後 25分時に、板目-40-2の試験体は加熱開始後約 35分時

に、発熱速度に第二のピークが発生した。これは、試験体の側面を包んだアルミテープが

燃焼により損傷し、試験体の側面から燃焼が起こったためである。 

 

5.4.3 試験体内部温度 

 図 5-12 に熱電対で測定した試験体内部温度を示す。ここで、実線は 1 回目の実験、破線

は 2 回目の実験で測定した温度分布の結果を示す。 
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40 分 

  

50 分 

  
図 5-12 試験体内部温度分布[1] 

 加熱開始後に試験体内部各位置の温度が加熱側から順番に上昇し始める。温度が 100℃

の時に試験体の温度上昇が緩やかになり、温度の平坦部が発生した。平坦部の前半は水蒸

気の吸着による発熱、後半は液水の脱着による吸熱のためであると考えられる。試験体の

裏面(非加熱面)に近くなるほど平坦部の長さが長くなる。それは、裏面に近いほど吸着す

る水蒸気量が多くなることと、伝導熱流が小さくなり液水脱着に要する時間が長くなった

ためであると考えられる。250℃付近から急激になる木質部材の熱分解反応も吸熱反応で

あるが、250℃付近では水分吸着・脱着に関する温度上昇が平坦になるような状況にはな

らない。それは熱分解が発生した後に生成した可燃性ガスが燃焼し、生成した熱量が熱分

解反応の熱源となるためであろう。 

 加熱終了後は、試験体の表面および内部温度が下降し始める。試験体表面と近い位置に

関しては、加熱終了直後から温度下降が始まった。試験体表面から遠い位置では加熱停止

直後は温度上昇がまだ継続していたが、一定の時間が経過した後に温度が下降に転じた。 

 加熱時間が 20 分～50 分の実験では、10mm 以外の位置の温度は加熱停止後に概ね一様な

温度に収束した。ただし、10mm 位置では表面の焼失により熱電対が空気と接触した可能

性がある。その結果、加熱が停止して冷却の段階に入った後に常温の空気に接触して冷却

されて温度が急激に下がった。 

 板目と柾目を比べると、柾目試験体の最高温度は板目試験体の最高温度より高い。柾目

試験体では、軟質部（早材）の燃焼が激しいためであると考えられる。 

  

5.4.4 焼失、炭化、変色深さ及び温度 

 加熱後に、試験体を中心から加熱面と垂直な方向で切断した。図 5-13 に切断面のスキャ

ン画像を示す。焼失深さ、脆い炭化深さ、炭化深さと変色深さは前の節で述べた方法に従
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って 1mm 精度の鋼尺で測定した。一つの試験体に対して測定を 2 回行い、測定結果の平均

値を用いた。試験体の様子によると、炭化深さは加熱時間の増加により増加していること

が明らかである。また、ほぼすべての試験体の炭化層では 3~4 個の亀裂が存在し、亀裂深

さは炭化深さと概ね一致する。板目-40-2 の試験体と板目-50-1 の試験体は試験体の側面で

包んだアルミテープが損傷したため、試験体の側面から燃焼が発生し、試験体の炭化は側

面で燃焼が起こっていない実験より激しい。 

 

加熱 
時間 

板目試験体 柾目試験体 

No.1 No.2 No.1 No.2 

10 分 

    

20 分 

    

30 分 

    

40 分 

    

50 分 

 

N.A. 

  
図 5-13 試験体の切断面[1] 

測定で得られた 4 種類の深さを図 5-14 に示す。50 分加熱後の炭化深さの平均値は板目試

験体で 33mm、柾目試験体で 36mm である。炭化速度は 0.72~0.76mm/分であり、既往の大

規模の実験で得られた結果と概ね一致している。変色深さは 10 分加熱実験で約 12mm であ

り、50 分加熱実験では試験体が完全に炭化した。変色速度は全体的に約 0.98~1.00mm/分で

ある。焼失深さは炭化深さの約 1/3～1/4 である。焼失深さ、炭化深さ、変色深さは板目試

験体と柾目試験体のいずれに対しても概ね加熱時間の増加とともに線形的に増加する。柾

目試験体の各種深さは板目試験体の各種深さよりやや大きい。 

   
(a) 板目試験体 (b) 柾目試験体 

図 5-14 焼失、炭化と変色深さ[1] 
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 試験体の温度履歴と炭化及び変色深さの測定値を用いて、炭化温度と変色温度を推定し

た。推定方法の説明と併せて、図 5-15 に板目-30-1 の温度分布及び炭化深さを示す。 

  
(a)温度履歴 (b) 各位置の最大温度 
図 5-15 板目-30-1 の温度履歴と炭化深さ[1] 

 推定をする際は、各測定点の温度履歴から各位置での最大温度を抽出する。各測定点の

間の最大温度は、線形補間で求める。図 5-15(b)の黒い実線は各位置の温度実測値から求め

た最大温度の分布である。測定した焼失深さ、炭化深さおよび変色深さを図上にプロット

する。図 5-15(b)の赤色破線、黒色破線と緑色破線はそれぞれ試験体の焼失深さ、炭化深さ

と変色深さを示している。これらの線が最高温度の分布との交点を求め、交点が対応する

温度をそれぞれ炭化温度と変色温度とする。図 5-15 に示した例では、変色温度は約 234℃、

炭化温度は約 355℃である。 

 前述の方法を用いて全ての試験体の炭化温度及び変色温度を推定した。その結果を図 5-

16に示す。板目試験体の炭化温度は 336.3～491.1℃であり、変色温度は 206.0～311.9℃であ

る。炭化温度と変色温度の平均値はそれぞれ 380.6℃と 253.8℃である。柾目試験体に関し

ては、炭化温度が 285.1~429.4℃であり、変色温度が 221~329.8℃である。炭化温度と変色

温度の平均値はそれぞれ 381.2℃と 263.5℃である。 

  
(a) 板目試験体 (b) 柾目試験体 

図 5-16 炭化温度と変色温度の推定結果[1] 

 板目試験体のばらつきは柾目試験体より大きいが、炭化と変色温度の平均値は 2 種類の

試験体で大きな違いがなく、いずれも約 380℃(炭化温度)と 260℃(変色温度)であった。既
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往の研究では 288℃[13]([14]から引用)、260℃[15]または 300℃[16]などの炭化温度が報告さ

れているが、今回の実験で推定した炭化温度はいずれの結果よりも高かった。 

 3.11 節で示した TGA 実験の結果により、木質部材の熱分解による質量減少は 200℃付近

から始まり、250℃付近から急激になる。約 350℃付近の時に質量減少の速度がピークにな

り、380℃以降では熱分解による質量減少速度が遅くなり、比較的ゆっくり分解が進行す

る。そのため、前述の 260℃(変色温度)は炭化が始まる温度、380℃(炭化温度)は炭化がほ

とんど終了する温度と対応すると考えられる。 

 

5.4.5 含水率 

 含水率の測定結果は図 5-17 に示す。測定時には、データロガーと絶縁抵抗計を用いて電

気抵抗を測定したが、絶縁抵抗計のみ実験結果を正しく測定できたため、ここでは絶縁抵

抗計で得られた結果を示す。 

  
(a) 柾目-10 分 (b) 柾目-20 分 

  
(c) 柾目-30 分 (d) 柾目-40 分 

  
(e) 柾目-50 分 (f) 含水率が最大値になる時間 

図 5-17 含水率の測定結果[1] 

 含水率は 100～120℃の時にピーク値に到達する。その後、含水率の下降が始める。含水

率の数値そのものは実験ごとに、また、測定位置ごとに異なりバラツキが大きいが、含水

率が最大となる時の温度はほとんど一致し、100℃～120℃の間になる。その温度は自由水
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の沸騰温度(100℃)よりも少し高く、導管内部の圧力が上昇していることが推定される。ま

た、柾目-40の 1回目実験は 20mm位置だけ含水率ピークが約 40℃の時に生じているが、こ

れは測定の問題による可能性が高いと考えられる。 

 加熱過程中の含水率上昇と下降は木質部材内部での水分の吸着と脱着によると考えられ

る。試験体を加熱すると空隙内部の平衡蒸気圧が上昇し、水蒸気分圧より高くなると脱着

が発生する。生成した大量の水蒸気により空隙内圧力が上昇し、圧力勾配により水蒸気が

非加熱面に向かって移動する。平衡蒸気圧が低い低温部まで移動すると、水蒸気分圧が平

衡蒸気圧より高くなるため、水蒸気が吸着して含水率が上昇する。上記の変化は位置の違

いにより発生する時間の前後が存在するが、いずれも同様な吸着-脱着過程であるため各位

置でピークが到達する温度がほとんど一致する。 

 含水率が最大値になった時刻(測定問題が発生した柾目-40-1, 20mm を除く)をまとめたグ

ラフを図 5-17(f)に示す。含水率ピークの移動速度は図に示す回帰式の勾配から判断すると

概ね 1.3mm/分である。ただし、回帰式は原点を通過しないため、加熱側表面付近での水分

挙動は内部とは異なることが示唆される。加熱側表面に近い部分では、加熱に伴い含水率

が上昇することなく単調に減少するためであろう。 

 

5.5 本章のまとめ 

 カラマツ集成材試験体のコーンカロリーメーター加熱実験を行い、試験体の内部温度、

表面温度、発熱速度、含水率と焼失・炭化・変色深さを測定した。 

 内部温度の測定結果は水分の脱着による 100℃付近で温度の横ばいが存在し、非加熱面

に近くなると横ばい時間が長くなる。非加熱面に近い部分は水分の再吸着量が多いこと、

伝導熱流が少なく、水分脱着に長時間を要することが理由と考えられる。柾目試験体の最

大温度は板目試験体の最大温度より高く、早材部への熱侵入と燃焼が激しくなるためと考

えられる。 

 表面温度は、加熱開始直後に急速に上昇した。表面温度の急変が発生した点から着火温

度と着火時間を推定すると、板目試験体の着火温度は 360.2±13.9℃、着火時間は 23.87±6.02

秒である。柾目試験体の着火温度は 339.6±31.3℃、着火時間は 15.67±3.83 秒である。柾目

試験体は全体的に板目試験体より着火しやすい傾向がある。 

 発熱速度については、全ての試験体で燃焼開始直後に急激に上昇し、ピーク値は最大で

約 190kW/m2 であった。ピークに到達した後は急激に減少し、10 分時に 50kW/m2 になり、

その後はほぼ一定値であった。発熱速度については、板目試験体と柾目試験体の差はほと

んどなかった。 

 含水率は電気抵抗法で測定した。含水率の実測値は実験と位置の違いにより多少異なっ

ているが、変化のパターンはほとんど同様である。温度が 60～80℃付近から含水率が上昇

しはじめ、100～120℃の位置で最大となる。温度が更に上昇すると含水率が下降し始める。

含水率ピークの移動速度は概ね 1.3mm/分である。 

 試験体の焼失深さ、炭化深さ、変色深さは加熱時間の増加によりほぼ線形的に増加する。

炭化速度の平均値は約 0.72～0.76mm/分であり、既往の研究で報告された大規模実験での値

と概ね一致した。変色速度の平均値は約 0.98～1.00mm/分である。温度履歴と炭化/変色深

さから推定した炭化温度と変色温度はそれぞれ約 380℃と 260℃である。既往の研究で報告

された値よりも高くなるが、熱重量分析(TGA)の結果と比べると炭化温度は概ね急激な熱

分解が終了した温度と対応し、変色温度は概ね急激な熱分解が開始する温度と対応するた
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め、炭化温度と変色温度は正確に推定されたと考えられる。 
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第 6 章 小型炉によるカラマツ集成材壁試験体の ISO834 加熱試験 

 本章では、小型加熱炉によるカラマツ集成材壁の ISO834 加熱試験の結果を示す。6.1 節

では実験の概要について示し、6.2 節では実験で使用する試験体を示す。6.3 節では実験方

法と測定方法を示す。6.4 節では試験体内部温度、含水率などの実験結果を示す。 

本章の内容は、著者らが Fire Technology で発表した論文[1]を基に加筆したものである。 

6.1 実験の概要 

 図 6-1 に実験の概要図を示す。カラマツ壁試験体を小型加熱炉に設置して ISO834 の標準

加熱に従って片面から加熱する試験を行った。試験体を 1 時間加熱した後、燃料ガスの供

給を停止させ常温の空気を供給して 3 時間の冷却を行う。このとき、給気量を変化させて

全体で計 8 回の実験を行った。 

  
(a) 加熱時 (b) 冷却時 
図 6-1 小型炉によるカラマツ集成材壁の耐火実験の様子 

 実験では、試験体の内部温度及び含水率、炉内のガス温度を測定した。図 6-1 に示した

赤点と青点はそれぞれ熱電対を設置した温度の測定点とステンレス電極を設置した含水率

の測定点を意味する。また、冷却段階に入った後に、炉内の酸素濃度を測定した。冷却時

の給気量が試験体の温度変化、含水率変化と赤熱状況及び燃え止まり状況に対する変化に

ついて検討した。 

 

6.2 試験体 

 本実験は 1200mm(長さ)×1000mm(高さ)×100mm(幅)のカラマツ集成材壁試験体を使用し

た。切り出しサンプルから測定した試験体の全乾密度は 463kg/m3 である。高周波木材水分

計で測定した 8 回実験の試験体初期含水率は 10.7～13.0%である。試験体のラミナ厚さは

30.5mm である。表 1 に試験体の初期含水率を示す。 

表 6-1 試験体初期含水率と給気量 

実験番号 1 2 3 4 5 6 7 8 
初期含水率[wt.%] 12.5 12.3 13.0 11.8 12.0 11.4 12.2 10.7 

加熱表面から 20mm～80mm の深さに 20mm 間隔で含水率計設置用孔を 5mm 間隔で作成

し、5 章で使用したものと同じの含水率計(ステンレス電極)を設置した。試験体温度につい

ては、加熱表面から 0mm～100mmの位置に 20mm間隔で K型熱電対を設置して測定した。

図 6-2 に試験体の概要図及びセンサー配置図を示す。 

 

炭化層 

未分解
木材 

排気 

燃料と空

気供給 

炭化層 

未分解木材 
 

排気 
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図 6-2 試験体の概要図及びセンサーの配置図[1] 

 

6.3 実験方法と測定方法 

 前述の試験体を小型炉に設置した。炉の内部寸法は 800mm×800mm×800mmであり、そ

の一面に試験体を設置した。加熱炉の炉壁はシリカ・アルミナを主要な成分とする耐火材

で構成される。試験体を設置した面と反対する面にガスバーナーがあり、都市ガスを燃料

として供給した。加熱時の給気量は各実験に対して一定の 0.2kg/s とした。炉内温度は

ISO834 の標準火災加熱の温度曲線に従って調整した。式(6-1)に ISO834 に規定する炉内温

度を示す。 
𝑇 = 345(8𝑡 + 1) + 20 (6-1) 

ただし、𝑇 は炉内温度[℃]、𝑡は時間[分]である。1 時間の加熱の後に燃料ガスの供給を

停止し、空気のみ供給するように設定する。8 回の実験のうち、冷却時の単位面積試験体

当たりの給気量を 0.0067～0.0786kg/m2.s の範囲で調整した。 

 区画火災における可燃物（木材）表面積と換気量の相対的大きさを表示するパラメータ

である燃焼型支配因子𝜒[m1/2]は、式(6-2)で表される[2]。 

𝜒 =
𝐴√𝐻

𝐴
 (6-2) 

ただし、𝐴は開口面積[m2]、𝐻は開口高さ[m]、𝐴 は可燃物の表面積[m2]である。燃料が

木質部材の場合に𝜒 = 0.07は換気支配型火災と燃料支配型火災の境界であり、𝜒 < 0.07の

時に換気支配、𝜒 > 0.07は燃料支配型火災となる[2][3]。関根[4]により、流入する空気流量

𝑚[kg/s]は開口因子𝐴√𝐻を用いて近似的に表すことができる。 

𝑚 = 0.5𝐴√𝐻 (6-3) 



109 
 

式(6-3)を式(6-2)に代入すると、燃焼型支配因子は燃料単位面積当たりの給気量に 2 を掛け

て計算できる。 

𝜒 = 2
𝑚

𝐴
 (6-4) 

本研究で行った 8 回の実験を区画火災として近似する際の燃焼型支配因子は式(6-4)から

計算できる。燃焼型支配因子を算出して、給気量とともに表にまとめると表 6-2 になる。

ここで、給気量が小さい方から順に実験表中の順序を並び変えた。表 6-2 に示した燃焼型

支配因子により、実験 8、1、5 は換気支配型、実験 7、6、3、4、2 は燃料支配型に分類す

ることができる。 

表 6-2 実験時の給気量と燃焼型支配因子[1] 

実験番号 
単位面積試験体当たり

の給気量[kg/m2*s] 
燃焼型支配因子[m1/2] 燃焼の種類 

8 0.0067 0.0134 
換気支配型 1 0.0144 0.0288 

5 0.0266 0.0532 
7 0.0410 0.0820 

燃料支配型 
6 0.0469 0.0938 
3 0.0552 0.1104 
4 0.0668 0.1336 
2 0.0786 0.1572 

  

実験中は 2 秒間隔で K 型熱電対を用いて試験体温度を測定した。加熱表面から 0mm～加

熱表面から 80mm までは試験体内部に設置した熱電対のうち上下の 2 点ずつで測定した。

加熱表面から 100mm位置(すなわち、外気と接触する非加熱表面)では非加熱面に ISO834基

準に従って試験体非加熱面に 5 点の熱電対を設置して測定した。また、炉内温度は加熱炉

の各位置に設置した 5 点の熱電対を用いて 2 秒間隔で測定した。 

含水率は電気抵抗法を用いて計測した。実験時の各位置の電気抵抗は絶縁抵抗計(共立 

KEW3551, 0.01MΩ – 4,199MΩ)から測定した。電気抵抗から含水率を換算する際は、5 章と

同じ較正式を用いた。式(6-5)に含水率の較正式を示す。 

𝑤 = 8.921 × 10  𝑟 𝑒
.

 (6-5) 

ただし、𝑤は含水率[kg/kg]、�̃�は電気抵抗[MΩ]、𝑇は温度[K]である。 

 試験体表面に流入する熱流は熱流計を用いて、試験体中央で測定した。 

 冷却時の炉内の酸素濃度は炉内のガスをサンプリングして、燃焼排ガス分析器(Testo 

310)で測定を行った。また、測定された炉内酸素濃度を用いて、酸素消費法[5]により冷却

過程中の発熱速度を近似的に推定した。式(6-6)に発熱速度の計算式を示す。 

𝑄 = 13100 𝑌 , − 𝑌 ,

𝑚

𝐴
 (6-6) 

ただし、𝑄は単位面積当たりの試験体発熱速度[kW/m2]、𝑌 , は外気中の酸素質量分率

[kg/kg]、𝑌 , は炉内の酸素質量分率[kg/kg]、𝑚/𝐴 は単位面積燃料(試験体)当たりの給

気量[kg/m2.s]である。 

 実験の全過程を通じて、小型加熱炉の観察窓から試験体加熱面の燃焼が進行する様子を

ビデオカメラで撮影した。 
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6.4 実験結果 

 本節では実験中に測定した温度、含水率、酸素濃度などの実験結果を示す。 

6.4.1 冷却過程中の試験体の様子 

 図 6-3 に観察窓から撮影した冷却過程中の試験体加熱面の様子を示す。ここでは、換気

支配型燃焼の実験 1、境界と近い換気支配型燃焼の実験 5、境界と近い燃料支配型燃焼の実

験 7 と燃料支配型の実験 2 の結果を示す。 

 
実験 1 

(0.0144 kg/m2*s) 
実験 5 

(0.0266 kg/m2*s) 
実験 7 

(0.0410 kg/m2*s) 
実験 2 

(0.0786 kg/m2*s) 

60 分 

    

65 分 

    

70 分 

    

75 分 

    

80 分 

    

90 分 

    
図 6-3 各実験で撮影した燃焼状況[1] 

 0～60 分の加熱時では燃料ガスの供給とともに酸素(空気)も供給されるが、酸素のほとん

どはガスバーナーで消費される。そのため、炉内の酸素濃度は非常に低く、熱分解ガスと

炭化層の燃焼が微弱である。この間、炉内にはススが充満して観察窓からの観察が不可能

であった。60 分で加熱を終了して燃料ガスの供給が停止した後に、加熱炉内に大量な空気

が流入することができ、試験体の燃焼(熱分解ガスの燃焼と炭化層の赤熱燃焼)が急激に生

じた。換気支配型の実験 1では 65分時から観察窓に大量のススが付着し、70分以降には炉

内状況を観測できなくなった。酸素の量が非常に少ないため、不完全燃焼より大量のスス

が生成されたと考えられる。実験 5 も換気支配型であるが、燃焼の進行とともに観察窓表

面のススが 70～75 分の間に焼失した。試験体表面の有炎燃焼は約 80 分まで続き、90 分時

は赤熱のみ残った。燃料支配型である実験 7 と実験 2 のいずれも 65 分時に観察窓表面のス

スが焼失した。実験 7 の有炎燃焼は 80 分まで継続し、90 分時点では赤熱燃焼だけが残っ

た。実験 2 の有炎燃焼は約 70 分まで継続し、75 分から赤熱燃焼だけが残った。 

 以上の結果により、給気量が多くなるほど試験体の有炎燃焼の終了が速くなることが分

かった。 
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6.4.2 加熱終了後の試験体の様子 

 加熱および冷却後に試験体を炉から取り出して、3 時間の冷却を経た試験体表面の様子

を確認した。脱炉した試験体の様子を図 6-4 に示す。黄色の円形は赤熱が確認した位置を

示し、白色破線は炭化層が脱落した部分を示す。脱炉後の試験体表面では赤熱が発生する

位置が多く存在する。また、一部の試験体では表面の脱落が多く存在する。全体の傾向と

しては、冷却時の給気量が多いほど表面の炭化層の損傷が激しくなる傾向があった。換気

支配型は冷却時の酸素供給が少ないため、燃焼が長時間に継続するが燃焼速度そのものは

緩慢であると考えられる。一方、給気量が大きい実験では短時間であるが燃焼が急激なた

め、炭化層の損傷も激しくなる。 

         
実験 8(0.0067 kg/m2.s) 実験 1(0.0144 kg/m2.s) 実験 5(0.0266 kg/m2.s) 

         
実験 7(0.0410 kg/m2.s) 実験 6(0.0469 kg/m2.s) 実験 3(0.0552 kg/m2.s) 

      

 

実験 4(0.0668 kg/m2.s) 実験 2(0.0786 kg/m2.s) 
図 6-4 実験後の試験体の加熱側表面[1] 

 実験後の試験体を図 6-2 に示した位置で切断して、試験体の焼失深さ、炭化深さと変色

深さを測定した。測定方法は 5 章で述べた方法と同様である。まずは焼失面先端、炭化面

先端、脆い炭化面先端と変色面先端を特定し、各面の先端から試験体の非加熱面までの距

離を測定する。焼失面先端は加熱後の試験体表面位置と定義する。脆い炭化先端は爪で簡

単に切れる炭化層の位置と定義する。炭化面先端は試験体の炭化位置と定義する。変色面

先端は試験体の変色位置と定義する。脆い炭化面先端以外の 3 つの先端位置は目視で確認

した。各種面先端の位置を把握した後に、試験体初期厚さ(100mm)から上記の各種距離を

引いて、焼失深さ、炭化深さ、脆い炭化深さと変色深さを計算する。 

測定をする際は、分解能が 1mm の鋼尺を用いた。試験体の上部、中心部と下部から 3回

の測定を行い、3 回の測定の平均値を該当試験体の 4 種類深さとした。測定結果を図 6-5 に

示す。また、焼失面先端の定義は 5 章と同様であるため、ここの焼失深さも実質的に、焼
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失と収縮による表面縮退量の総和を表している。 

 
図 6-5 試験体の焼失深さ、脆い炭化深さ、炭化深さと変色深さ[1] 

図 6-5により、8回実験の試験体の焼失深さは 4.7~14.3mm、脆い炭化深さは 31.7~47.7mm、

炭化深さは 44.7~51.7mm、変色深さは 56.7~67.3mm である。焼失深さは給気量が多いほど

深くなり、他の三種類の深さは給気量が多いほど数値が小さくなる傾向が観測された。給

気量が大きくなると温度下降が速くなるため炭化の進行が短くなるが、炭化済みの部分の

損傷は多くなるため焼失深さは増加する。測定された炭化深さは、一般的な 0.6～0.7mm/分

の炭化速度に加熱時間(60 分)を掛けて得られた炭化深さ(36～42mm)より深い。冷却期間中

にも炭化が進行しているためである。 

 

6.4.3 試験体炉内温度 

 図 6-6 に 8 回の実験で測定した炉内温度の経過及び 60 分、65 分、70 分、75 分、90 分、

120 分、180 分と 240 分で抽出した各実験の炉内温度を示す。 

 60 分時点では給気量が 0.668kg/m2.s の実験 4 以外のすべての実験の炉内温度は同様であ

る。実験 4 では炉内温度が約 59 分まで ISO834 に従って増加していたが、加熱停止直後に

は給気に伴う燃焼で炉内温度が一時的に急上昇した。冷却開始後は、炉内温度が下降し始

める。65 分～75 分では換気支配型と燃料支配型の境界付近の条件である実験 5 と実験 7 の

炉内温度が他の実験より高い。燃料支配型と換気支配型の境界付近では、可燃性ガスと空

気(酸素)が過不足なく混合し、熱損失が最小になるためである。 

90 分以降の時の炉内温度の最大値は給気量が 0.0144kg/m2.s の実験 1 で得られた。図 6-3

の燃焼状況に示したように、75～90 分の間に各実験で試験体の有炎燃焼が終了し、無炎燃

焼(赤熱)だけが継続した。実験を区画火災の視点として分析すると 75～90 分の間で火災の

減衰期に進入したと考えられる。減衰期は酸素の消費量が少ないため、給気量が少ないと

換気による熱損失も少なくなる。その結果、90 分以降の炉内温度最大値は実験 1 で最も高

くなった。給気量が最も少ない実験 8(0.0067kg/m2.s)の温度は実験 1 よりも少し低くなった。

これは、給気量が極めて少ないため、酸素不足のため燃焼が制限されたためと考えられる。 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0 0.02 0.04 0.06 0.08

各
種
深

さ
[m

m
]

冷却時の給気量[kg/m2*s]

焼失 脆い炭化

炭化 変色



113 
 

  
炉内温度の経時変化 炉内温度と給気量との関係 

図 6-6 炉内温度[1] 

 

6.4.4 試験体内部温度 

 図 6-7 に試験体内部温度を示す。また、比較をするためここでは炉内温度も併せて示す。

0~60 分の試験体各位置温度は時間経過とともに上昇し、60 分時点では表面が炉内温度とほ

ぼ同じ値になり、20mmは約500～700℃、40mmは約100℃、60mmは約50℃である。80mm

と 100mm は顕著な温度変化が観測されなかった。0mm の温度は 0～40 分の間で ISO834 の

加熱温度より大幅に低い。20mm 位置の温度は、60 分までは加熱条件が同じであるにもか

かわらず、ばらつきが非常に大きい。試験体の含水率の違い、集成材繊維の向きの違い、

または試験体密度のばらつきによると考えられる。40～100mm 位置の加熱時温度変化は、

顕著な違いが観測されなかった。 
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実験 5(0.0266 kg/m2.s) 実験 7(0.0410 kg/m2.s) 

  
実験 6(0.0469 kg/m2.s) 実験 3(0.0552 kg/m2.s) 

  
実験 4(0.0668 kg/m2.s) 実験 2(0.0786 kg/m2.s) 

図 6-7 試験体内部温度測定結果[1] 
 60～240分の冷却時では、全ての実験で 20mmでの温度が試験体表面温度より高くなる現

象が観測された。それは炭化層の赤熱燃焼が冷却中に継続していたことが示唆される。ま

た、給気量が多いほど試験体の温度が低くなる傾向が観測された。給気量の増加により酸

素供給も多くなり、可燃ガスの有炎燃焼と炭化層の赤熱燃焼が激しくなるが、炉内ガスの

換気により炉内温度が低くなったため、試験体温度も低くなる。ただし、給気量が最も多

かった実験 2 の 190 分以降では 0mm、20mm において特異な温度経過が観測された。試験
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体表面の炭化層が脱落し、未分解または分解途中の木材が加熱炉内に暴露されて、燃焼が

継続的に進行したと考えられる。 

 給気量が試験体内部温度へ及ぼす影響を明らかにするため、図 6-7 に示した各位置の温

度分布の 75 分、90 分、120 分、180 分、240 分時の測定結果を抽出して、図 6-8 にまとめ

た。0～40mm 位置の温度は、給気量が多くなるほど温度が低くなる傾向が観測された。し

かし、実験 8 は実験 1 の給気量より少ないが、温度も全体的に実験 1 より低い。給気量が

極端的に少なく、炭化層の赤熱燃焼が抑制されたためと考えられる。80mm、100mm では

給気量による差は明確には見られなかった。 

  
0mm 20mm 

  
40mm 60mm 

  
80mm 100mm 

図 6-8 各時刻の試験体各位置内部温度[1] 
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6.4.5 試験体に入射する熱流 

 図 6-9 に熱流計で測定した試験体表面に入射する熱流の結果を示す。ただし、測定値に

は振動が存在するため、測定データを 0.5分間隔で間引いて図を作成した。また、実験 7の

測定中に熱流計が損壊したため、実験 1～実験 6 の測定データのみを示す。 

  
入射熱流の経時変化 入射熱流と給気量との関係 

図 6-9 試験体に入射する熱流の測定結果[1] 

 試験体に入射する熱流の経時変化及び入射熱流と給気量との関係は炉内温度とほぼ同様

なパターンである。加熱時の試験体に入射する熱流は、6 回の実験で全て一致している。

冷却時の入射熱流には差が現れた。65 分時には試験体表面での有炎燃焼が続いているため、

換気支配と燃料支配の境界付近の条件である実験 5 と実験 7 の入射熱流が大きかった。そ

の後、有炎燃焼が停止すると、入射熱は炉内温度に支配されるので、給気量が少ないほど

入射熱流は大きくなった。 

 

6.4.6 炉内酸素濃度および試験体発熱速度 

 図 6-10 に炉内酸素濃度の測定結果を示す。また、65 分、70 分、75 分、90 分、120 分、

180分と 240分時点の各実験の炉内酸素濃度を抽出し、酸素濃度と給気量との関係図を作成

した。ただし、実験 5 の 100 分以降と実験 8 の 70 分以降では、炉内酸素濃度の測定値に異

常な変化が観測されたため、各時刻の酸素濃度を抽出する際はそれ以後のデータを使用し

なかった。 

酸素濃度の測定は長いチューブを用いて炉内ガスをサンプリングして測定しているため、

炉内ガス濃度の変化は酸素濃度計が感知されるまでに時間がかかる。ここで、酸素濃度の

計測開始時刻と濃度計の数値の変動が開始する時間を測定の遅延時間として、濃度計の測

定結果と実験の総時間と対応するように補正した。 

炉内の酸素濃度は冷却開始後速やかに回復し、給気量が大きくなるほど酸素の回復が速

くなる。例えば実験 1の酸素濃度は 240分時に約 18 vol.%まで回復したが、給気量が最も大

きい実験 2 では 65 分時に既に約 18 vol.%まで回復し、120 分時は空気中の酸素濃度と近い

数値まで回復した。実験 1 の炉内酸素濃度が実験終了時でも空気中の酸素濃度まで回復し

ないことは、試験体の赤熱燃焼が長く継続しているためと考えられる。 
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酸素濃度の経時変化 酸素濃度が給気量との関係 

図 6-10 炉内酸素濃度の測定結果[1] 

 6.3 節で述べた通り、式(6-6)を用いて試験体の発熱速度を計算できる。ただし、測定で得

られた炉内酸素濃度は体積分率であるため、質量分率に変換する必要がある。ここで、式

(6-7)を用いて酸素濃度を換算する。 

𝑌 , =
32

29
𝑌 , ,  (6-7) 

ただし、𝑌 , , は体積分率で表示した炉内酸素濃度である。炉内酸素濃度以外に、空気

中の酸素濃度も必要である。乾燥空気の中には約 21 vol.%の酸素(M=32g/mol)、78 vol.%の

窒素(M=28g/mol)、1 vol.%のアルゴン気体(M=40g/mol)が含有するため、酸素の質量分率は

約 23.2%である。上記の関係を用いると式(6-6)が式(6-8)に変形できる。測定した炉内酸素

濃度(体積分率)を式(6-8)に代入すると発熱速度を計算できる。 

𝑄 = 13100 0.232 −
32

29
𝑌 , ,

𝑚

𝐴
 (6-8) 

 算出した試験体発熱速度の結果は図 6-11 に示す。ただし、試験体発熱速度を計算する際

は酸素濃度の急激な変化が発生した実験 8 の 70 分以降のデータ及び実験 5 の 100 分以降の

データは前述の理由と同様に除外した。 

  
発熱速度の経時変化 発熱速度が給気量との関係 

図 6-11 試験体発熱速度の推定結果[1] 

 65 分時点の発熱速度は、換気支配型と燃料支配型の境界付近にある実験 7(給気量 0.0410 

kg/m2.s)が最も大きかった。70 分と 75 分時点での発熱速度の最大値は実験 5(給気量 0.0266 

kg/m2.s)、90 分と 120 分時点の発熱速度最大値は実験 2(給気量 0.0786 kg/m2.s)であった。冷

却開始後 2 時間(全体で 180 分)と 3 時間(全体で 240 分)時点では、実験 1 の発熱速度が最も

高かった。赤熱燃焼がまだ継続しているためと考えられる。 
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6.4.7 含水率 

 各実験試験体内部の含水率の測定結果を図 6-12 に示す。 

 

  
実験 8(0.0067 kg/m2.s) 実験 1(0.0144 kg/m2.s) 

  
実験 5(0.0266 kg/m2.s) 実験 7(0.0410 kg/m2.s) 

  
実験 6(0.0469 kg/m2.s) 実験 3(0.0552 kg/m2.s) 
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実験 4(0.0668 kg/m2.s) 実験 2(0.0786 kg/m2.s) 

図 6-12 試験体内部含水率測定結果[1] 
 各実験での含水率はほぼ同様なパターンで変化している。まず始めに含水率は水蒸気の

吸着により上昇し、最大値になった後に液水の脱着により下降する。20mm位置と40mm位

置の含水率は約 25分と 60分時に最大値になった。60mmと 80mm位置の含水率は測定が不

完全のものが多いが、水蒸気吸着による含水率の上昇が多くみられた。 

試験体内部含水率の全体の変化傾向を把握するため、試験体含水率が一定値に到達する

時間を抽出した。ここでの一定値とは、20mm と 40mm 位置の含水率結果に対しては最大

値、60mm位置の含水率結果に対しては 0.175kg/kg、80mmに対しては 0.15kg/kgとした。抽

出結果は図 6-13に示す。図 6-13 により、20mm位置と 40mm 位置の含水率ピーク時間は 60

分よりも早いので冷却時の給気量とは関係がない。60mm と 80mm の含水率が一定値に到

達する時間はばらつきが大きいものの、全般的には給気量が大きくなるほど一定値に到達

する時間が長くなる傾向が見られた。給気量が大きくなると炉内温度の下降が速くなり、

試験体の内部に伝わる熱流が少なくなる。その結果、温度上昇が遅くなり、温度上昇によ

る含水率の変動も遅くなるためである。 

 
図 6-13 各位置の含水率が一定値に到達する時間[1] 

 

6.4.8 炭化温度と変色温度 

 第 5章と同様な方法で、試験体の炭化温度と変色温度を求めた。まず図 6-7に示した各位
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置の最高温度を読み取り、その後に測定した炭化深さと変色深さから線形補間で炭化位置

と変色位置の最高温度を求める。その位置の最高温度を炭化と変色温度とする。8 回実験

の炭化温度と変色温度を図6-15に示す。図6-14により、試験体の平均炭化温度は236.5℃、

平均変色温度は 161.5℃である。炭化温度と変色温度が単位面積当たりの給気量との関係が

観測されなかった。 

 
図 6-14 炭化温度と変色温度[1] 

 図 6-14に示した炭化温度の平均値は、既往文献で示されている炭化温度(例えば 260℃[6]、

288℃[7])と大きな違いはないが、5 章のコーンカロリーメーター実験から推定した炭化温

度(約 380℃)を大幅に下回った。炭化深さの計測方法と炭化先端の定義が同一にも関わらず

炭化温度が大幅に低くなった理由は、炭化進行時の状況が異なるためと考えられる。 

 小型加熱炉による耐火試験では、加熱が終了して冷却段階に入った後でも炉内温度が外

気より遥かに高い。そのため、非加熱面に近い位置では加熱停止後も温度が上昇する。例

えば図 6-7 に示した実験 5 の 40mm 位置温度は 60 分時に約 100℃であるが、90 分時には約

300℃まで上昇し、実験終了時まで 300℃付近で安定している。木質部材の熱分解は約

200℃付近から開始するため、比較的低い温度で加熱しでも、長時間の加熱であれば炭化

層が形成される[8]。つまり、冷却期間が長い実験の炭化温度は比較に低く、炭化面先端の

位置は 300℃以下になっている。 

 一方、コーンカロリーメーター試験の試験体は外気と直接に接触している。そのため、

冷却に入った後に試験体の内部温度が速やかに下降し、冷却期間中の炭化がほとんど進行

しないと考えられる。その結果、高温域で炭化が発生し、炭化先端の温度も概ね熱重量分

析の結果に示した急激な質量減少[9]が終了した時点の温度(カラマツの場合は約380℃)とな

った。 

 変色温度の違いも類似の考え方で解釈である。木質部材の「変色」は熱分解によるもの

と分析した[10]が、木質部材の変化は熱分解反応の開始温度以下でも発生する。例えば栗

山[11]によると、常温未処理の木質部材を 180℃で加熱した後の木質部材と比べると組成成

分の𝛽 -セルロースが大幅に減少し、𝛼 -セルロースと𝛾 -セルロースの含量が増加した。この

変化は𝛽 -セルロースが脱水縮合して𝛼 -セルロースになり、または崩壊して𝛾 -セルロースに

なると主張した。類似の反応の発生により木質部材の変色が発生する可能性がある。熱分

解反応による変色とは異なるため、算出した変色温度も異なる。 
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6.5 本章のまとめ 

 小型耐火炉を用いてカラマツ集成材壁試験体の加熱実験を行った。試験体を ISO834の標

準加熱曲線に従って 1 時間加熱し、その後 3 時間の冷却をした。実験時では、試験体の内

部温度、含水率、表面熱流、炉内酸素濃度、炉内温度、試験体発熱速度と炭化・変色深さ

を測定した。冷却時の給気量を変えて全部で 8 回の実験を行い、給気量が炉内温度、試験

体内部温度や含水率などのパラメータへ及ぼす影響を検討した。 

加熱時は同じ給気量で ISO834の標準加熱に従って加熱しているため、試験体の燃焼状況

は概ね同じである。冷却時では、給気量の増加により冷却開始直後の有炎燃焼が激しくな

った。給気量が多いほど、炉内温度の低下が早くなり、有炎燃焼の継続時間も短くなった。 

 加熱・冷却終了後に試験体を脱炉した後、多くの実験では試験体の表面で炭化層の赤熱

が確認された。また、脱落や焼失による炭化層の表面損傷も存在し、給気量が大きくなる

ほど損傷が激しくなる傾向があった。給気量が大きい実験では酸素供給が充分であり、加

熱停止直後の自己燃焼が激しいため炭化層の損傷が大きいと考えられる。 

実験が終了する時点での焼失深さ、炭化深さと変色深さはそれぞれ 44.7～51.7mm と 56.7

～67.3mm である。焼失深さは給気量が多くなるほど深くなるが、炭化と変色深さは給気量

が多くなると小さくなる傾向が観測された。給気量が増加すると温度下降が速くなり、冷

却時の炭化進行が遅くなるが減少するが、表層部での燃焼が激しくなるため炭化層の損傷

が激しくなり、焼失深さが増加する。 

試験体の冷却時の炉内温度が最大となった給気量は、実験開始後 65 分 (加熱終了後 5 分)

の時点では換気支配と燃料支配の境界付近(約 0.035kg/m2.s)であった。その後時間の経過と

ともに炉内温度が最大となる給気量が徐々に小さくなり、90 分時点では給気量が 0.0144 

kg/m2.s である実験 1 で炉内温度の最大値が観測された。90 分以降の炉内温度最大値はいず

れも実験 1 で観測された。熱流計から測定された試験体表面に入射する熱流が給気量との

関係は、炉内温度が給気量との関係とほぼ同様であった。 

試験体は 60 分までは ISO834 に従って加熱するため、内部温度は一定のばらつきがある

ものの、全体的な傾向は同一であった。60 分時点で 0mm 位置は ISO834 の炉内温度とほぼ

等しい温度(945℃)、20mm位置は 500～700℃、40mmは約 100℃、60mmは約 50℃まで上昇

した。60 分以降は給気量の違いにより各実験における温度変化のパターンが変化する。

0mmと 20mmの温度分布では炉内温度と同様に各実験最大温度は給気量が 0.0144 kg/m2.sで

ある実験 1 で観測され、時間経過とともに各位置の温度が下降した。60mm、80mm と

100mm は時間経過とともに温度が上昇し、給気量との顕著な関連性は観測されなかった。

40mm 位置の温度経過と給気量の関係はやや複雑である。換気支配型の実験 8、1、5 は 60

～90 分で温度が上昇し、90～240 分で温度がほぼ一定であった。燃料支配型の実験 7、6、

3、4、2 は 60～120 分で温度が概ね一定となり、120～240 分で温度が下降した。 

ガス分析計から測定した炉内酸素濃度では、給気量が多くなるほど酸素濃度の回復が速

くなる傾向が観測された。実験 1 では実験終了時(実験開始後 4 時間、冷却開始後 3 時間)で

炉内酸素濃度が 18 vol.%まで回復した一方、給気量が最も大きい実験 2では実験開始後 2時

間の時点で炉内酸素濃度が大気中の酸素濃度に近い値まで回復した。測定した酸素濃度か

ら酸素消費法を用いて試験体からの発熱速度を近似的に求めた結果、実験開始後 60～90 分

の範囲で発熱速度の最大値は給気量が換気支配型と燃料支配型燃焼の境界付近にある実験

7 と実験 5 で生じた。90～120 分の発熱速度最大値は実験 2 で有炎燃焼が起こっている状態
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で、120～240 は実験 1 の赤熱反応が継続している状態で観測された。 

電気抵抗法より測定した含水率はすべての実験で類似の変化傾向が観測された。含水率

はまず始めに水蒸気の吸着により上昇し、温度が上昇すると液水の脱着が発生して下降す

る。20mmと 40mm位置の含水率ピークはそれぞれ約 25分と 60分で到達し、ピーク時間が

給気量との関連性はなかった。60mm と 80mm 位置の含水率が所定値に到達する時間は給

気量の増加により長くなった。 

小型炉実験の炭化深さと変色深さ及び温度履歴から推定した炭化温度平均値は 236.5℃、

変色温度平均値は 161.5℃である。既往文献で示した 260℃などの炭化温度と比べると大き

い違いがないが、5 章のコーンカロリーメーター実験から推定した炭化温度(約 380℃)と変

色温度(約 260℃)を大幅に下回った。違いが生じる理由は、小型炉実験の炭化先端で発生す

るのは低温度長時間の加熱による炭化、コーンカロリーメーター実験の炭化面先端で発生

するのは高温短時間の加熱による炭化のためと考えられる。 
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第 7 章 計算モデルの実験との照合検証 

 本章では、第 1 部で提案した火災加熱を受ける木質部材の熱・物質移動を解析する数値

計算モデルを用いて解析を行い、5章と 6章で述べたコーンカロリーメーター加熱実験と小

型炉耐火試験の測定結果と比較する。7.1 節はコーンカロリーメーター実験との比較結果、

7.2 節は小型炉耐火試験との比較結果を示す。 

 

7.1 コーンカロリーメーター実験との比較 

7.1.1 計算の概要 

 今回の計算は 20 回のコーンカロリーメーター実験の中から 4 回を対象として計算した。

対象とした実験は板目-10-1、柾目-10-1、板目-40-1、柾目-40-1 である。加熱時間が短い(10

分)の実験を 2 回、加熱時間が長い(10 分)の実験を 2 回選んだ。4 回の実験に対して 90 分の

計算を行う。板目-10-1と柾目-10-1の実験に対しては 10分加熱した後に常温で 80分冷却と

して、板目-40-1と柾目-40-1の実験に対しては 40分加熱した後に常温で 50分冷却とする。

表 5-1に第 5章から抜粋した対象とした 4回実験で使用した試験体の密度と初期含水率を示

す。 

表 7-1 対象実験の試験体の密度と初期含水率 

実験名 平均気乾密度[kg/m3] 初期含水率[wt.%] 全乾密度推定値[kg/m3] 
板目-10-1 565 12.6 501.78 
柾目-10-1 531 13.5 467.84 
板目-40-1 565 16.5 484.98 
柾目-40-1 531 14.0 465.79 

 

計算で得られた温度、含水率、発熱速度と焼失・炭化・変色深さ結果を実験で測定した

結果と比較し、計算を検証する。また、実測しなかった試験体全圧、水蒸気分圧、熱分解

ガス燃焼発熱速度と不揮発性成分(炭化層)酸化発熱速度も結果として示す。 

 

7.1.2 計算の入力条件 

 計算を行うためには多くの条件を入力する必要がある。ここでは 4 章で用いた分類方法

に従って入力条件を物性値、解析対象状態値と解析設定値に分類して、計算する時に使用

する入力条件を示す。また、必要に応じて入力条件の決め方を解説する。 

(1) 物性値 

 表 7-2 に解析時の入力物性値を示す。 

表 7-2 プログラムに入力する物性値 

入力値種類 数値 単位 
空隙率 全乾密度から推定 m3/m3 

気体比透気率 1.2×10-16 m2 
樹種 カラマツ - 

 実験で使用したカラマツ集成材試験体の空隙率を測定しなかった。しかし、全乾密度と

空隙率は負の相関が存在するため、全乾密度から空隙率を推定することができる。ここで

は、第 3 章の図 3-4 に示した空隙率と全乾密度の関係を基に推定する。 

 推定した結果、板目 10-1 の空隙率は 0.623、柾目-10-1 の空隙率は 0.643、板目-40-1 の空

隙率は 0.633、柾目-40-1 の空隙率は 0.644 である。 

 上記の各種試験体の空隙率は、Fredlund 論文[1]で報告した Pine の空隙率(𝜏 = 0.647)と非
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常に近い。カラマツの比透気率は不明であるが、比透気率𝜅と空隙率𝜏は Kozeny-Carman[2]

式により関連性が存在するため Pine の𝜅 − 𝜏関係とカラマツの𝜅 − 𝜏関係が概ね同じと想定

し、Pine の比透気率(𝜅 = 1.2 ∗ 10 m )を援用する。Fredlund 文献ではその数値は気体と液

体のうち、どの種類の比透気率であるについて明記しなかったが、同文献では数値が近い

𝜅 = 8.8 ∗ 10 m の Pine の気体に対する比透気率も報告されたため、前述の数値𝜅 = 1.2 ∗

10 m は気体比透気率であるとして使用する。また、板目方向と柾目方向の比透気率は

一定の違いが存在するが、ここでは同一の値とした。 

 木質部材の樹種はカラマツであり、熱分解速度を計算する際は既往の TG 実験結果[3]か

ら求めたカラマツの反応速度パラメータ及び成分比を使用する。表 7-3 に反応速度パラメ

ータと成分比のデータを示す。 

表 7-3 カラマツ材の反応速度パラメータと成分比[3] 

主要成分名称 
活性化エネルギー 

𝐸[kJ/mol] 
頻度因子の

対数 ln𝐴[1/s] 
反応次数 

𝑛[-] 
成分比率 

𝑌[-] 
セルロース 241.61 41.15 0.93 0.476 

ヘミセルロース 117.95 18.63 0.72 0.294 
リグニン 46.00 1.38 2.57 0.230 

 第 5 章で述べた通り、本実験で使用した試験体の熱伝導率は板目試験体 0.221W/m.K、柾

目試験体 0.177W/m.K である。この値は 3 章で示した熱伝導率より高いため、板目試験体を

計算する時に 3章の熱伝導率計算式に補正係数 0.221/0.1216を掛けて補正する。また、柾目

試験体は係数 0.177/0.1216 を掛けて補正する。係数の 0.1216 は第 3 章の式(3-14)から算出さ

れた 20℃時の熱伝導率である。 

 水分の吸着と脱着を計算する時に、3.8 節の表 3-8-appendix に示したカラマツ B の実験デ

ータから推定した試験体を未加熱の吸湿時の GAB パラメータ(W = 0.079, C = 55.653, K =

0.639)から吸着等温線を計算し、平衡蒸気圧を算出する。 

 寸法収縮を計算する際の係数𝜂は、3.12 節に示したカラマツ半径方向の係数𝜂 = 0.72を使

用する。 

(2) 解析対象状態値 

表 7-4 に試験体の初期温度、含水率などの初期値および加熱条件等の条件を示す。 

表 7-4 プログラムに入力する初期状態値 

入力値種類 数値 単位 
試験体長さ 0.05 m 

試験体初期温度 加熱開始 2 分前～直前の室温平均値 K 
加熱側初期温度 加熱開始 2 分前～直前の室温平均値 K 
非加熱側初期温度 加熱開始 2 分前～直前の室温平均値 K 
試験体初期圧力 101325 Pa 
加熱側初期圧力 101325 Pa 
非加熱側初期圧力 101325 Pa 
試験体全乾密度 表 7-1 の数値に従う kg/m3 

単位体積木材揮発性成分質量 0.75*全乾密度 kg/m3 
単位体積木材不揮発性成分質量 0.25*全乾密度 kg/m3 

単位体積木材の液水質量 表 7-1 の数値に従い、含水率*全乾密度 kg/m3 
酸素初期質量分率 初期含水率より設定 kg/kg 
窒素初期質量分率 初期含水率より設定 kg/kg 

熱分解ガス初期質量分率 0 kg/kg 
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水蒸気初期質量分率 初期含水率より設定 kg/kg 
二酸化炭素初期質量分率 0 kg/kg 

単位体積木材あたりの気体質量 気体質量分率から設定 kg/m3 
加熱条件 50kW/m2, 10 分または 40 分加熱 - 
外気条件 初期状態の気体質量分率と等しい - 

 解析対象の厚さは試験体の厚さと同様に、0.05m (50mm)と設定した。全乾密度は表7-1に

示した推定値を用いて設定した。初期温度と初期圧力は室温の測定値と常圧(1atm, 

101325Pa)を用いて設定した。 

 単位体積木材あたりの揮発性成分質量と不揮発性成分の質量は、既往の TG 実験で得ら

れた結果を基に、急激な熱分解が終了する位置の残量比が対応する位置を用いて設定した。

カラマツの残量比は 0.25 であるため、揮発性成分：不揮発性成分の比例を 0.75:0.25 にした。 

 初期状態の気体質量分率は大気中と同様に設定する。空気中には熱分解ガスが存在せず、

二酸化炭素の含量も微小であるため、全て 0 とする。水蒸気の初期質量分率は試験体の初

期含水率がちょうど平衡含水率になるように調整する。酸素と窒素の初期質量分率は乾燥

空気中の含量が酸素約 21 vol.%、窒素約 79 vol.%として想定し、推定した初期水蒸気質量分

率から計算する。表 7-5に 4回の実験での初期温度と初期水蒸気、酸素、窒素質量分率を示

す。コーンカロリーメーター実験は加熱の全過程で試験体が空気と接触するため、実験全

過程での外気質量分率を一定とする。 

 表 7-5 プログラムに入力する初期状態値 

実験名 初期温度[℃] 
初期窒素質量

分率[kg/kg] 
初期酸素質量分

率[kg/kg] 
初期水蒸気質量

分率[kg/kg] 
板目-10-1 17.6 0.7612 0.2312 0.0076 
柾目-10-1 19.0 0.7600 0.2309 0.0091 
板目-40-1 19.5 0.7581 0.2303 0.0116 
柾目-40-1 17.4 0.7604 0.2310 0.0086 

  

加熱条件は、50kW/m2の一定強度加熱と設定した。表面の放射率は 0.95 とした。10 分ま

たは 40 分加熱の後に加熱強度が 0 まで下降し、初期温度と同様な温度の外気で冷却すると

設定した。 

(3) 解析設定値 

表 7-6 に解析設定値を示す。 

表 7-6 解析設定値 

入力値種類 数値 単位 
格子分割数 501 個 
時間刻み 0.1 s 

反復計算の総回数 54000 回 

計算する反応と変化 
水分の脱着と吸着、揮発性成分熱分解、不

揮発性成分の酸化を全て計算する 
- 

データを保存する反復間隔 200 回 
時間刻み内の最大反復回数 50 回 
時間刻み内の反復の許容誤差 10-4 - 

データ保存場所 - - 

保存間隔 
[0, 500, 100] 

(つまり、間隔 100 格子(10mm)で保存) 
- 
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解析領域全体を 501 分割して、時間刻みを 0.1s とした。全体的には 90 分の計算を行うた

め、計 54,000 回の時間増分解析を行った。実験では温度と含水率を 10mm 間隔で測定した

ため、解析値も 100 格子間隔(10mm 間隔と対応)で計算データを抽出して保存した。 

7.1.3 境界条件 

(1) エンタルピー保存式 

エンタルピー保存式の境界条件を設定する際は、加熱側の試験体の熱収支を分析する必

要がある。試験体表面に流入する熱流は外部からの放射加熱熱流𝑞 、火炎からの対流熱流

𝑞 , と放射熱流𝑞 , で構成され、試験体表面に流出する熱流は外気への対流熱

流𝑞 , , と放射熱流𝑞 , , で構成する。図 7-1 に熱収支のイメージ図を示す。 

 
図 7-1 試験体表面の熱収支イメージ図 

 試験体表面の藍色部分は加熱側外気と接触する部分、オレンジ部分は表面火炎と接触す

る部分である。表面火炎と接触する部分の面積が試験体表面面積との比(つまりオレンジ面

積/加熱面積)をχとすると、試験体表面に流入する正味熱流𝑞 は式(7-1)で表示できる。

ただし、ここでは水平方向に存在する熱流を無視する。 
𝑞 = 𝜀𝑞 + 𝜒(𝜀𝑞 , + 𝑞 , ) + (1 − 𝜒)(𝑞 , ,

+ 𝜀𝑞 , , ) 
(7-1) 

 ただし、εは放射率[-](0.95)である。また、流出熱流𝑞 , , と𝑞 , , は負値と

なる。式(7-1)からエンタルピー保存式の加熱側境界条件を導出することができる。まずは

未着火もしくは消炎後で表面火炎がない場合を考えると、火炎からの対流と放射熱流は 0

となる。また、𝜒 = 0となる。その結果、式(7-2)(7-3)で外気からの対流と放射熱流を、式

(7-4)で境界条件を表すことができる。 

𝑞 , , = 𝐻 𝑇 − 𝑇  (7-2) 
𝑞 , , = 𝜎(𝑇 − 𝑇 ) (7-3) 

𝑞 = 𝜀𝑞 + 𝜀𝜎 𝑇 − 𝑇 − 𝐻 𝑇 − 𝑇  (7-4) 

ただし、𝑇 は加熱側の外気温度[K]、𝜎は Stefan-Boltzmann 定数[5.67*10-8W/m2*K4]、

𝐻 は加熱側の対流熱伝達率[W/m2*K]である。 

有炎燃焼が発生している場合には、表面火炎から試験体への対流と放射熱流を計算する

必要がある。5 章に示したコーンカロリーメーター実験時の様子により、着火直後には試

験体表面で急激な燃焼が発生し、試験体の表面の大部分が火炎に覆われた。加熱開始後 30

秒から火炎が弱くなりはじめ、実験の進行とともに火炎が試験体表面に接触する面積が減

少した。燃焼が安定すると、火炎が試験体との接触面積もほぼ一定となる。実験での観測

結果により燃焼は約 10 分時に安定する。ここでは上記の内容をイメージし、火炎の面積係

数χを実験開始時から 0.5分の間で𝜒 = 0.5、実験開始後 0.5分から 10分では、実験開始後 10

外部加熱 

𝜀𝑞  
表面火炎からの対流 

𝑞 ,  

外気への放射 

𝑞 ,  

表面火炎からの放射 

𝜀𝑞 ,  

外気への対流 

𝑞 ,  
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分時に𝜒 = 0.1になるように線形に減少するように設定した。10 分以降は安定燃焼に入った

ため、𝜒 = 0.1とする。安定燃焼時の係数𝜒 = 0.1は、5.4.1 節に示したコーンカロリーメー

ター実験実行時の試験体が燃焼する様子の写真から概算したものである。 

式(7-5)と(7-6)を用いて表面火炎による流入熱流を表すと、式(7-7)で有炎燃焼が継続して

いる状態での加熱側境界条件を表すことができる。 

𝑞 , , = 𝐻 𝑇 − 𝑇  (7-5) 
𝑞 , , = 𝜎(𝑇 − 𝑇 ) (7-6) 

𝑞 = 𝜀𝑞 + 𝜒(𝜀𝜎(𝑇 − 𝑇 ) + 𝐻 𝑇 − 𝑇 ) + (1

− 𝜒)(𝐻 𝑇 − 𝑇 + 𝜀𝜎(𝑇 − 𝑇 )) 
(7-7) 

式(7-7)を計算する際は、火炎温度𝑇  [K]が必要である。ここで、Wasan ら[4]の研究で

使用した方法を参考して、火炎温度を一定値にする。5 章に示した実験結果により、50 分

加熱をした後に、10mm 位置の温度は約 750～800℃で定常に近い状態になっている。亀裂

と収縮により 50 分時点で表面部分（加熱面から 10mm）の熱電対は既に外部環境と接触し

ていたため、測定した温度は表面付近の火炎温度に近いと考えられる。そのため、ここで

は火炎温度𝑇 を 800℃(1073.15K)と設定する。着火条件は実験での着火温度平均値を用

いて、表面温度が 350℃以上になると着火するように設定する。 

非加熱側の境界面熱流は式(7-8)に示す。非加熱側は火炎が存在せず、外部放射もないた

め、試験体裏面(501 号格子)が空気との対流と放射による熱流を次式で与える。ただし、離

散化する時の座標方向を考えて、式(7-8)で表したのは非加熱側境界面から外気へ流出する

熱流である。 
𝑞 = 𝐻 (𝑇 − 𝑇 ) + 𝜀𝜎(𝑇 − 𝑇 ) (7-8) 

 𝑇 は非加熱側境界面の温度[K]、𝑇 は非加熱側外気の温度[K]である。加熱側と非加

熱側の対流熱伝達率は、Lautenburger らの研究[5]で使用した値を用いて 10 W/(m2K)とする。 

(2) 圧力拡散方程式 

 試験体の両側は大気に接しているため、両側の全圧は大気圧と一致すると考えられる。

そのため、圧力拡散方程式は第 1 種境界条件を使用する。 
𝑃 = 𝑃 = 101325Pa (7-9) 

 

(3) 液水質量保存式 

 境界面から試験体内部に向かう液水の流れは存在しない。そのため、式(7-10)のように

液水質量保存式の境界条件を表示できる。 

𝜌 𝑣 − 𝐷
𝜕𝜌

𝜕𝑥
~

= 𝜌 𝑣 − 𝐷
𝜕𝜌

𝜕𝑥
~

= 0 (7-10) 

 

(4) 気体質量保存式 

加熱側と非加熱側の気体質量保存式の境界条件はいずれも第三種境界条件で表示できる。

式(7-11)と(7-12)にその計算式を示す。 

𝜌 𝑌 𝑣 − 𝜌 𝐷
𝜕𝑌

𝜕𝑥 ~
= 𝐻 , , 𝜏 , 𝜌 , 𝑌 , − 𝑌 ,  (7-11) 

𝜌 𝑌 𝑣 − 𝜌 𝐷
𝜕𝑌

𝜕𝑥 ~
= 𝐻 , , 𝜏 , 𝜌 , 𝑌 , − 𝑌 ,  (7-12) 

ただし、下付き文字の𝑖は窒素、酸素、二酸化炭素、熱分解ガスと水蒸気の 5 種類の気体の

意味を表す。 
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7.1.4 計算結果 

本節では、前節で示した条件で行った計算結果を示す。計算で得られた温度、含水率、

焼失深さ、炭化深さ、変色深さ、表面温度と発熱速度を実験結果と比較する。また、試験

体内部の全圧、水蒸気分圧、酸素濃度と残量比変化は実験では測定していないので計算結

果のみを示す。 

試験体内部の温度などの結果を説明する際は、加熱側表面から 0mm、10mm、20mm、

30mm、40mm と 50mm の結果を用いた。0mm～50mm の解析結果は、0 番、100 番、200 番、

300 番、400 番、500 番格子の解析結果を用いた。ただし、格子内発熱速度だけについては、

5mm(格子 50 個)間隔で説明する。0mm～50mm の実験結果は、試験体に設置したセンサー

で測定した値を用いた。 

 

(1) 表面温度 

 図 7-3 に加熱開始後 60 秒までの表面温度を示す。実線は実験値、破線は解析値である。

ただし、柾目-40-1 実験では表面温度測定データのファイルが破損したため、解析値のみを

示す。解析値は実験値と類似の傾向で変化した。試験体の表面はまず緩慢に上昇し、着火

温度である 350℃に到達すると表面温度が急激に変化する。着火した後に試験体の表面温

度が改めて緩慢に上昇し、60 秒時点で約 600～700℃になった。 

 柾目試験体の着火速度は板目試験体より早く、60 秒時点の温度も板目試験体より高かっ

た。解析値は実験で観測されたその現象をうまく再現できた。また、解析で得られた柾目

試験体の着火時間は実験値と非常に近いが、板目試験体の着火時間解析値は実験値より約

10 秒早かった。解析では全乾密度を場所に依らず一様に設定したが、実際の木質部材は図

7-4に示すように、板目と柾目では早材と晩材の配置が異なり、着火しやすさが異なる。そ

のため、板面の着火が遅くなったが、解析ではこのことを考慮していないためである。 

 
図 7-3 表面温度の実験値と解析値 

  
(a) 板目 (b) 柾目 
図 7-4 板目と柾目の密度の違い（早材と晩材の配置） 

浅色：密度が低い早材、深色：密度が高い晩材 
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(2) 発熱速度 

 図 7-5 に発熱速度の測定値と解析値を示す。実線は実験値、破線は解析値である。ただ

し、発熱速度の解析値𝑞 は熱分解ガスの有炎燃焼と不揮発性成分の赤熱燃焼の発熱総

和であり、式(7-13)から計算する。 

𝑞 = 𝑄 + 𝑄 ∆𝑥 (7-13) 

  

  
(a) 実験値 (b) 解析値(総発熱速度) 

  
(c) 解析値(熱分解ガス燃焼発熱) (d) 解析値(不揮発性成分の燃焼発熱速度) 

図 7-5 発熱速度の実験値と解析値 

 発熱速度の解析値では実験結果で観測された加熱開始後の発熱速度急上昇を再現できた。

また、10 分以降の安定燃焼区間での発熱速度ほぼ一定の状態も再現できた。加熱開始直後

の発熱速度ピーク解析値は最大で約 140kW/m2 であり、実験値と概ね一致した。安定燃焼

時の発熱速度解析値は約 20kW/m2であり、解析値の 50kW/m2より低い。熱分解ガス燃焼に

よる発熱速度の解析値では、第 2 章の式(2-35)に示したように、熱分解で生じたガスのうち、

当該要素の亀裂部分で酸素と結合して燃えた分のみを積算している。しかし、亀裂が発生

していない部分でも、木質部材内部で発生した熱分解ガスが酸素と充分に混合すると燃焼

が発生する可能性が存在する。本モデルはその点について計算に含まれていないため、そ

れは発熱速度の解析値が実験値より小さい理由の一つであると考えられる。 

 発熱速度の解析値が実験値より小さい理由のもう一つは、境界条件で設定した安定燃焼

時の流入熱流は実際より小さい可能性がある。7.1.3 節では火炎の面積係数𝜒を 0.1 に設定し

た。面積係数が大きくなるほど火炎から試験体に到達する熱量が高くなり、空気との接触

による熱損失が少なくなる。つまり、安定燃焼時の面積係数を増大すると安定燃焼時の発

熱速度も増大する。そのため、計算の時に設定した面積係数𝜒は実際の係数より少ない可
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能性があると示唆される。発熱速度の変化を適切に再現するため、実際の火炎の状況を表

示できる𝜒の推定などの、加熱側境界条件を適切に表示する方法の検討が必要である。 

図 7-6 に格子内部での熱分解ガス燃焼による発熱と不揮発性成分の酸化による発熱速度

を示す。熱分解ガスの格子内発熱は急激であり、継続時間は短い。一方で、不揮発性成分

の格子内発熱は強度が弱く、継続時間が長い。加熱時間が 10 分の実験は 5～10mm、加熱

時間が 40 分の実験は 15～20mm まで燃焼が浸透している。加熱が停止すると各位置の不揮

発性成分格子内発熱がすぐに 0 まで下降し、燃焼が停止した。 

 

  
(a) 板目-10-1 熱分解ガス格子内発熱速度 (b) 板目-10-1 不揮発性成分格子内発熱速度 

  
(c) 板目-40-1 熱分解ガス格子内発熱速度 (d) 板目-40-1 不揮発性成分格子内発熱速度 

  
(e) 柾目-10-1 熱分解ガス格子内発熱速度 (f) 柾目-10-1 不揮発性成分格子内発熱速度 
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(g) 柾目-40-1 熱分解ガス格子内発熱速度 (h) 柾目-40-1 不揮発性成分格子内発熱速度 

図 7-6 熱分解ガスと不揮発性成分格子内発熱の解析値 

 

(3) 試験体内部温度 

 図 7-7 に算出した 4 回解析の試験体内部温度を示す。実線は実験値、破線は解析値であ

る。 

  
(a) 板目-10-1 (b) 板目-40-1 

  
(c) 柾目-10-1 (d) 柾目-40-1 

図 7-7 温度分布の解析値と実験値 

 加熱時間が 10 分時、加熱時の温度解析値と実験値は比較に良い一致が得られた。特に各

位置の温度が 200℃以下の時には、解析値と実験値の差は殆ど無い。しかし、200℃以上に

なると解析値の温度上昇が実験値より遅くなった。例えば加熱停止の時に 10mm 位置温度

の実験値は約 350℃、解析値は約 250℃となり、解析値は実験値より 100℃低かった。また、
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加熱が終了して冷却に入った後に実験値と解析値のいずれも温度が急激に下降し、ほぼ一

定の温度まで収束するが、解析値の冷却速度は実験値より早い。例えば、40 分時に解析値

各位置の温度は実験値各位置温度より約 30℃低い。 

 加熱時間が 40 分時は、加熱開始後 10～20 分で温度の解析値と実験値は比較的良い一致

性得られたが、それ以降では解析値から算出した温度分布は実験値より低くなった。例え

ば板目 40-1の実験では、加熱終了時の 10mm位置温度実験値は約 700℃、実験値は約 600℃

である。20mm 位置の温度実験値は約 550℃、解析値は約 290℃である。また、加熱が停止

した後に 10mm 位置の温度解析値は急速に試験体底面温度とほぼ等しくように下降したが、

実験値の温度下降速度も解析値より遅い。解析値で急速な温度下降が発生する原因は、加

熱側表面から 10mm までの位置では解析上ほぼ完全に燃え尽きたためと考えられる。 

 全体的には、4 回のコーンカロリーメーター実験の条件に従って算出された温度解析値

は実験値より低かった。理由の一つは、安定燃焼が発生する時の熱分解ガスの燃焼による

発熱速度の解析値が実験値より小さいためと考えられる。もう一つは、加熱開始 10 分以降

の安定燃焼発生時に設定した境界条件は実際の安定燃焼時の境界条件をうまく表していな

い可能性がある。例えば火炎面積が全面積に対する比𝜒の設定値は実際の比率より小さい

可能性がある。コーンカロリーメーター実験での温度分布の解析結果が実験結果に対する

再現性を高めるため、安定燃焼が発生する時のエンタルピー保存式の境界条件の設定方法

については更なる検討が必要である。 

 

(4) 含水率 

 図 7-8 に各実験での含水率経過を示す。実線は実験値、破線は解析値である。板目試験

体の実験は含水率の測定ができていないため、解析値のみ示す。 

  
(a) 板目-10-1 (b) 板目-40-1 
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(c) 柾目-10-1 (d) 柾目-40-1 

図 7-8 含水率分布の解析値と実験値 

 各位置の含水率は類似の変化傾向を示した。まずは水蒸気の吸着により含水率が上昇し、

温度が上昇した後、液水の脱着により含水率が下降する。10mm位置の含水率はおよそ 3～

4分、20mm位置は約 10～15分時に最大値になった。30mm以降の位置で含水率が最大値に

到達する時刻は加熱時間により変動する。加熱時間が 10 分の実験では、30mm と 40mm 位

置の含水率では顕著な変化が観測されず、90 分時刻でも僅かな変化しかなかった。加熱時

間が 40分の実験では 30mm位置の含水率ピークが約 30～35分で観測され、40mm位置の含

水率は 45分時になだらかなピークが観測され、約 0.03～0.04kg/kgの含水率上昇があった。 

 10mm と 20mm 位置の含水率では脱着により含水率が下降した後に改めて上昇する現象

が観測された。その理由の一つは、非加熱側から加熱面に向かう液水の移動である。加熱

後しばらくして 20mm では含水率が減少し、10mm では回復している。このことから、

20mm 位置から 10mm 位置へと液水が移動したことが推定される。もう一つの理由は、温

度の下降により飽和蒸気圧と平衡蒸気圧が下降するためと考えられる。加熱時間 10 分実験

の 10mm 位置と加熱時間 40 分実験の 20mm 位置では、含水率の再上昇が開始する時刻は加

熱が停止する時刻と概ね一致した。図 7-8 に示した温度分布のグラフにより、これらの位

置はいずれも加熱停止後で急激な温度下降が観測された。 

図 7-7 と対応して、各位置の含水率がピークに到達する時の温度を求めることができる。

その結果は表 7-7 に示す。加熱期間中で含水率ピークが到達する際の対応温度は全体的に

冷却期間中に含水率ピークが到達する際の対応温度より高かった。 

 

表 7-7 各位置の含水率がピークに到達する時の温度 

位置 板目-10-1 板目-40-1 柾目-10-1 柾目-40-1 平均 
10mm 145.9  149.2  141.9  140.4  144.4±3.4 
20mm 132.5  147.3  119.6  136.7  134.0±9.9 
30mm 71.1  146.8  66.3  136.2  105.1±36.6 
40mm 53.6  106.5  48.7  100.1  77.2±26.2 

全体の平均 115.2±35.0 

各位置の含水率解析値は含水率実験値より高い。電気抵抗法による含水率測定では、限

られた範囲の抵抗値しか測れないため、初期状態の含水率が低い状況では測定できないと

いう欠点が存在する。そのため、解析を行う時の初期値は高周波木材水分計で試験体表面

から測定した含水率を使用している。含水率解析値と実験値の数値上の不一致は、電気抵

抗法と高周波水分計法より決めた含水率初期値の不一致によるものも含まれる。 
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(5) 残量比 

図 7-9 に 4 回の解析で算出した残量比の解析結果を示す。加熱時間 10 分の実験は、加熱

が終了する時に 0mm位置の残量比が 0.2、10mm位置の残量比が約 0.98になった。10mm以

降の位置の残量比変化は計算されなかった。また、加熱時間が 40 分の実験は加熱終了時

0mm位置の残量比が 0、10mm位置の残量比が 0.2、20mm位置の残量比は約 0.9であった。

加熱停止後の残量比変化はなかった。また、板目試験体と柾目試験体で残量比の変化傾向

の違いは計算結果では僅かであった。 

  
(a) 板目-10-1 (b) 板目-40-1 

  
(c) 柾目-10-1 (d) 柾目-40-1 

図 7-9 残量比の解析値と実験値 

 

(6) 焼失、炭化、亀裂と変色深さ 

図 7-10 に焼失、炭化、亀裂と変色深さの解析結果と測定結果を示す。解析結果は式(7-

14)から算出したものである。破線は解析値を表し、実線は実験終了した後に試験体から測

定した測定値である。 

∆𝐿 = 0.05 − ∆𝑥  (7-14) 

ただし、∆𝐿は各種深さ[m]、nは残量比が一定の数値になった番号が最も大きい格子の番

号である。境界位置の残量比は焼失が 0, 炭化が 0.25, 亀裂が 0.882, 変色が 0.99 である。5 章

で測定したデータを比較対象とする。ただし、計算値の炭化深さが対応する残量比は 0.25

であり、熱分解(炭化)が完全に進行した状態を意味する。そのため、比較対象とする実測

データは実際に 5 章の測定結果の中の脆い炭化深さである。また、5.3.4 節で述べた焼失深

さの定義により、実験と解析で得られた焼失深さは実質的に、焼失と収縮による寸法減少

の総和である。 

加熱時間が 10 分時には、加熱停止時の焼失深さが約 4mm、炭化深さが約 7.5mm、変色

深さが約10.5mmと算出された。加熱時間が40分時には、加熱停止時の焼失深さは約11mm、
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炭化深さが約 17mm、変色深さが約 22mm と算出された。変色位置と炭化位置の間の距離

の解析値は加熱時間が 10 分時に約 3~4mm、加熱時間 40 分時に約 5～8mm であり、実験値

の 10mm よりやや低い。 

実験値と解析値の結果を比べると、焼失深さは全体的に解析値が実験値より大きい結果

を得られた。焼失の進行が過大に算出されたと考えられる。また、変色深さは解析値が実

験値より小さかった。図 7-5の発熱速度と図 7-7の温度分布の結果により、解析値の発熱速

度及び温度上昇が実験値より低く推定されたため、変色深さの違いは温度の違いによると

考えられる。炭化深さは 10min 加熱の時に解析値が実験値より深く、40min 加熱の時に解

析値が実験値より浅い結果が得られた。 

 

  
(a) 板目-10-1 (b) 板目-40-1 

  
(c) 柾目-10-1 (d) 柾目-40-1 
図 7-10 焼失、炭化、亀裂と変色深さの解析値と実験値 

 

(7) 全圧と水蒸気圧の結果 

図 7-11 に 4 回の実験の全圧と水蒸気圧の結果を示す。全圧と水蒸気圧の解析値は概ね同

様なパターンで変化する。それは、圧力の上昇は主に液水の脱着によるためである。各位

置の圧力は表面から近い順に上昇する。加熱時間が 40 分の場合、10mm 位置の圧力は約 5

分、20mm位置の圧力は約 20分、30mm位置の圧力は約 40分、40mm位置の圧力は約 45分

時に最大値に到達した。その時間は、含水率が最大値に到達する時間と比べるとやや遅い。 

各実験の全圧の最大値と水蒸気圧の最大値には一定のバラツキが存在する。板目-40-1 の

場合に全圧最大値が最も大きく、約 0.75MPa であった。全圧の上昇は主に液水の脱着によ

るため、初期含水率が大きい試験体は生成可能な水蒸気量が多いので、全圧と水蒸気圧の

最大値も高くなる。 
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(a) 板目-10-1 全圧 (b) 板目-10-1 水蒸気圧 

 
(c) 板目-40-1 全圧 (d) 板目-40-1 水蒸気圧 

 
(e) 柾目-10-1 全圧 (f) 柾目-10-1 水蒸気圧 

  
(g) 柾目-40-1 全圧 (h) 柾目-40-1 水蒸気圧 

図 7-11 全圧と水蒸気圧の解析値 

(8)  酸素と熱分解ガス質量分率分布 

図 7-12 に酸素と熱分解ガスの質量分率分布を示す。各位置の酸素質量分率は加熱開始後
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すぐに下降しはじめる。10mm位置は 5分時に酸素の質量分率が最小になり、その後回復し

始める。20mm 及び 20mm 以降の酸素の質量分率は加熱時間により変化のパターンが変わ

る。加熱温度が 10 分時に 20～40mm 位置の酸素質量分率が 10 分まで下降し続けて、その

後に回復し始めた。加熱時間が 40分の場合は酸素質量分率が 20mm位置で 20分、30mm位

置で 40分、40mm位置で 40分時点の時に最小値になり、その後に回復した。加熱終了後の

酸素の質量分率の回復は、加熱終了により各位置の温度が急激に下降し、液水の脱着速度

と揮発性成分の熱分解速度ともに急激に減少したためと考えられる。 

加熱時間 40分の場合、10mm位置の酸素質量分率が回復する時に約 20分の位置で酸素質

量分率曲線の折れ曲がりが観測された。内部温度グラフによると、10mm 位置は 20 分時に

約 400℃まで到達し、不揮発性成分の赤熱燃焼開始温度より高くなったため、そこで不揮

発性成分の赤熱燃焼が既に開始したためと考えられる。折れ曲がり点以降は不揮発性成分

の赤熱より酸素が消費されたため酸素の質量分率の回復が遅くなったと考えられる。 

熱分解ガスの質量分率は加熱が開始した後すぐに上昇し始めた。0mm(加熱側表面)位置

での急激な熱分解により大量の熱分解ガスが生成され、圧力勾配と質量分率勾配により内

部まで熱分解ガスが運搬されたためと考えられる。10mm と 20mm 位置の熱分解ガスの質

量分率曲線は二つの極大値点(曲線の山)と一つの極小値点(曲線の谷)が観測された。図 7-11

によると極小値が生じた時刻では水蒸気分圧が上昇しており、水分の脱着により熱分解ガ

スが押し出されたと考えられる。 

発熱速度の考察では発熱速度の解析値が実験値より低い原因の一つが、熱分解ガスの燃

焼による発熱が過小に計算されたためであると分析した。計算上は 350℃以上になると熱

分解ガスが燃焼し、熱分解ガスが生成されるとすぐに消費されると仮定したが、350℃以

上になっても熱分解ガスが完全に消費されない位置が存在した。例えば板目-40-1 のケース

では、10mm 位置は 30 分時に温度が 500℃まで上昇したが、熱分解ガスの質量分率がまだ

0.05kg/kg という比較的高い濃度が維持されていた。20mm 位置の熱分解ガス質量分率は 30

分時に約 0.17kg/kg になったため、10mm 位置の熱分解ガス質量分率が 350℃以上になって

も 0kg/kg まで下がらない理由は、隣接格子からの物質移動によると考えられる。物質移動

より流入した熱分解ガスの燃焼も適切にモデリングする必要があると考えられる。 

 

  
(a) 板目-10-1 酸素質量分率 (b) 板目-10-1 熱分解ガス質量分率 
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(c) 板目-40-1 酸素質量分率 (d) 板目-40-1 熱分解ガス質量分率 

  
(e) 柾目-10-1 酸素質量分率 (f) 柾目-10-1 熱分解ガス質量分率 

  
(g) 柾目-40-1 酸素質量分率 (h) 柾目-40-1 熱分解ガス質量分率 

図 7-12 酸素と熱分解ガス質量分率の解析値 

 

7.2 小型炉実験との比較 

7.2.1 計算の概要 

 計算は、第 6章で示した小型炉実験の実験 1、実験 2、実験 4、実験 5、実験 6と実験 7を

対象とする。計算をする時に、実験時に測定された実験全過程の炉内温度及び冷却過程中

の酸素濃度を入力条件として計算し、加熱側のエンタルピー保存式及び酸素質量保存式の

境界条件として使用する。実験 3 と実験 8 は冷却過程中の炉内酸素濃度の測定が不調であ

った (実験 3 は 60 分～約 90 分、実験 8 は約 70 分以降)ため、それら 2 つの実験の条件を用

いた計算は行わなかった。 

 各回の計算はいずれも 60 分の ISO834 標準加熱を行い、その後に 180 分の冷却を行うも

のである。前述の通り、実験を行う時に測定した加熱炉内温度の平均値を加熱側の温度に

して加熱側の温度境界条件として代入する。試験体の全乾密度は切り出しサンプルから測
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定し、平均で 463kg/m3である。 

 計算で得られた温度、含水率、発熱速度と焼失、炭化、変色深さの結果を実験で測定し

た結果と比較し、計算の精度を検証する。また、実測しなかった試験体内部圧力、水蒸気

分圧、試験体内部熱分解ガス質量分率なども結果として示す。 

 

7.2.2 計算の入力条件 

7.1 節と同様な方法を用いて、計算に必要とする入力条件を物性値、解析対象状態値と解

析設定値に分類して示す。また、必要に応じて入力条件の決め方を解説する。 

(1) 物性値 

 表 7-8 に解析時の入力物性値を示す。 

表 7-8 プログラムに入力する物性値 

入力値種類 数値 単位 
空隙率 0.647 - 

気体比透気率 1.2×10-16 m2 
樹種 カラマツ - 

 3.6節で示した Plotzeらの測定結果から導出した回帰式に試験体の全乾密度 463kg/m3を代

入すると、算出した空隙率は 0.646 であり、Fredlund 論文[1]で報告した Pine の空隙率(τ =

0.647)と非常に近い。そのため、ここでは 7.1.2 節と同様に、Fredlund 論文での Pine の空隙

率と比透気率を援用する。また、熱分解反応を計算する時に必要とする反応速度パラメー

タと成分比は 7.1.2 節の設定と同様に、引き続きカラマツ材の値を使用する。吸着等温線の

計算も 7.1.2 節の設定と同様に、引き続きカラマツ B の値を使用する。収縮係数も 7.1.2 節

と同様に、カラマツ半径方向の数値𝜂 = 0.72を使用する。 

 

(2) 解析対象状態値 

表 7-9 に試験体の初期温度、含水率などの初期値、境界条件等の入力値を示す。 

表 7-9 プログラムに入力する初期状態値 

入力値種類 数値 単位 
試験体長さ 0.1 m 

試験体初期温度 0 分時の試験体裏面(100mm)温度 K 
加熱側初期温度 0 分時の試験体裏面(100mm)温度 K 
非加熱側初期温度 0 分時の試験体裏面(100mm)温度 K 
試験体初期圧力 101325 Pa 
加熱側初期圧力 101325 Pa 
非加熱側初期圧力 101325 Pa 
試験体全乾密度 463 kg/m3 

単位体積木材揮発性成分質量 0.75*全乾密度 kg/m3 
単位体積木材不揮発性成分質量 0.25*全乾密度 kg/m3 

単位体積木材の液水質量 含水率*全乾密度 kg/m3 
酸素初期質量分率 初期含水率より設定 kg/kg 
窒素初期質量分率 初期含水率より設定 kg/kg 

熱分解ガス初期質量分率 0 kg/kg 
水蒸気初期質量分率 初期含水率より設定 kg/kg 

二酸化炭素初期質量分率 0 kg/kg 
単位体積木材の気体質量 気体質量分率から設定 kg/m3 
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加熱条件 炉内温度測定値から設定 - 
外気条件 加熱時と冷却時を分けて設定 - 

 解析対象の厚さ試験体の厚さと同様に、0.1m (100mm)と設定した。全乾密度は試験体切

り出しサンプルから測定した平均値 463kg/m3 を設定した。初期温度と初期圧力は室温の測

定値と常圧(1atm, 101325Pa)を用いて設定した。 

 単位体積木材の揮発性成分質量と不揮発性成分の質量は、既往の TG 実験で得られた結

果を基に、急激な熱分解が終了する位置の残量比が対応する位置を用いて設定した。カラ

マツの残量比は 0.25 であるため、揮発性成分：不揮発性成分の比例を 0.75:0.25 にした。 

 初期状態の気体質量分率は大気と同一に設定する。大気中には熱分解ガスが存在せず、

二酸化炭素の含量も微小であるため、全て 0 とする。水蒸気の質量分率の初期値は試験体

の初期含水率がちょうど平衡含水率になるように調整する。酸素と窒素の初期質量分率は

乾燥空気中の含量が酸素約 21 vol.%、窒素約 79 vol.%として想定し、推定した水蒸気質量分

率から酸素と窒素の質量分率を計算する。表 7-10 に 6 回の実験の温度と初期水蒸気、酸素、

窒素質量分率の初期値を示す。また、参考のため初期含水率も併せて示す。 

 表 7-10 プログラムに入力する温度、含水率と質量分率の初期設定値 

実験名 初期温度[K] 
初期含水

率[kg/kg] 
初期窒素質量

分率[kg/kg] 
初期酸素質量

分率[kg/kg] 
初期水蒸気質

量分率[kg/kg] 
実験 1 287.25 (14.1℃) 0.125 0.7624 0.2316 0.0060 
実験 2 285.97 (12.82℃) 0.123 0.7629 0.2318 0.0054 
実験 4 282.23 (9.08℃) 0.118 0.7640 0.2321 0.0039 
実験 5 282.49 (9.34℃) 0.120 0.7638 0.2321 0.0041 
実験 6 282.91 (9.76℃) 0.114 0.7640 0.2321 0.0039 
実験 7 283.25 (10.1℃) 0.122 0.7636 0.2320 0.0044 

  

加熱開始後の炉内では、燃料ガスと熱分解ガスの酸素濃度が急激に低下し、二酸化炭素

と水蒸気の濃度が上昇する。ここで、熱分解ガスと燃料ガスをメタンガスで近似し、酸素

の消費量と二酸化炭素・水蒸気の生成量を計算する。燃焼はすべて完全燃焼とする。 

 酸素が完全に消費されない時の炉内の気体質量分率は、まずその時の水蒸気質量分率が

ちょうど飽和になるように水蒸気質量分率を推定し、その後に水蒸気の生成量から消費し

た酸素量と二酸化炭素の生成量を推定してから、各種気体の質量分率を計算する。 

冷却時は燃料ガスの供給が終了し、新鮮空気が炉内に直接に供給される。そのため、酸

素の質量分率が回復して、水蒸気と二酸化炭素の質量分率が減少する。冷却中の炉内質量

分率を計算する際は、加熱開始直後のように各種質量分率が連続的に変化しているように

計算する方が望ましいが、冷却過程中の水蒸気質量分率は加熱時のような酸素または二酸

化炭素の質量分率との相関関係がない。詳細の計算は、炉内のガス質量収支を含めて考慮

する必要がある。本モデルでは炉内ガスの質量収支を計算していないため、冷却中の炉内

質量分率を計算する際は大気中の質量分率まで回復されなかった酸素の質量分率は二酸化

炭素で占められることとし、窒素、水蒸気と熱分解ガスの質量分率は大気中と等しいと仮

定する。 

 

(3) 解析設定値 

表 7-11 に解析設定値を示す。解析域全体を 501 分割して、時間刻みを 0.1s とした。全体

的には 240 分の計算を行うため、計 144000 回の時間刻み前進の反復計算を行った。実験で
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の温度と含水率数値の計算は 20mm 間隔で行われたため、解析値も 100 格子間隔(20mm 間

隔と対応)でデータを保存した。 

表 7-11 解析設定値 

入力値種類 数値 単位 
格子分割数 501 個 
時間刻み 0.1 s 

反復計算の総回数 144000 回 

計算する反応と変化 
水分の脱着と吸着、揮発性成分熱分解、不

揮発性成分の酸化を全て計算する 
- 

データを保存する反復間隔 200 回 
時間刻み内の最大反復回数 50 回 
時間刻み内の反復の許容誤差 10-4 - 

保存間隔 
[0, 500, 100] 

(つまり、間隔 100 格子(20mm)で保存) 
- 

 

7.2.3 計算の境界条件 

(1) エンタルピー保存式 

コーンカロリーメーター実験と類似するように、カラマツ壁試験体表面の熱収支は式(7-

15)に表すことができる。 
𝑞 = 𝜒(𝜀𝑞 , + 𝑞 , ) + (1 − 𝜒)(𝑞 , , + 𝜀𝑞 , , ) (7-15) 

 小型炉実験では、試験体は炉内での燃料ガスの燃焼と熱分解ガスの燃焼で作り出した高

温の炉内環境からの加熱により昇温する。そのため、炉内温度は熱分解ガス燃焼による火

炎の温度をほほ代表することができると考えられる。今回の計算はその考え方に従って、

火炎温度が炉内温度と等しいとする。そのため、加熱側境界面へ流入する熱流は、式(7-

16)のように炉内温度だけで表す。 

𝑞 = 𝜀𝜎 𝑇 − 𝑇 + 𝐻𝑓𝑟𝑜𝑛𝑡 𝑇 − 𝑇  (7-16) 

 ただし、𝑇 は実験で測定した炉内温度[K]であり、𝐻 は加熱側の対流熱伝達率

[W/m2K]である。 

非加熱側の境界面熱流は式(7-17)に示す。 
𝑞 = 𝐻 (𝑇 − 𝑇 ) + 𝜀𝜎(𝑇 − 𝑇 ) (7-17) 

ここで、𝑇 は非加熱側境界面の温度[K]、𝑇 は非加熱側外気の温度[K]である。非加熱

側の外気温度は初期温度と同様に、加熱開始直前の 100mm 側の試験体温度測定値を使用す

る。加熱側と非加熱側の対流熱伝達率は、Lautenburger らの研究[5]で使用した値を用いて、

10 W/(m2K)とする。 

 

(2) 圧力拡散方程式 

 試験体の非加熱側は大気に接している。加熱側は炉内温度が非常に高いため、若干の圧

力変化が存在すると考えられるが、実験をする時に炉内気体は自由に排出することができ

るため、試験体の加熱側の圧力も大気圧とほぼ等しいと考えられる。そのため、圧力拡散

方程式は第 1種境界条件を使用し、両側の圧力を大気圧(101325Pa)と等しくように設定する。 
𝑃 = 𝑃 = 101325Pa (7-18) 
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(3) 液水質量保存式 

 境界面から試験体内部に向かう液水の流れは存在しない。そのため、式(7-19)のように

液水質量保存式の境界条件を与える。 

𝜌 𝑣 − 𝐷
𝜕𝜌

𝜕𝑥
~

= 𝜌 𝑣 − 𝐷
𝜕𝜌

𝜕𝑥
~

= 0 (7-19) 

 

(4) 気体質量保存式 

加熱側と非加熱側の気体質量保存式の境界条件はいずれも第三種境界条件で与える。式

(7-20)と(7-21)にその計算式を示す。 

𝜌 𝑌 𝑣 − 𝜌 𝐷
𝜕𝑌

𝜕𝑥 ~
= 𝐻 , , 𝜏 , 𝜌 , 𝑌 , − 𝑌 ,  (7-20) 

𝜌 𝑌 𝑣 − 𝜌 𝐷
𝜕𝑌

𝜕𝑥 ~
= 𝐻 , , 𝜏 , 𝜌 , 𝑌 , − 𝑌 ,  (7-21) 

ただし、下付き文字の𝑖は窒素、酸素、二酸化炭素、熱分解ガスと水蒸気の 5 種類の気体の

いずれかを表す。両側の物質伝達率は 3.9.2 節に示した方法に従って計算する。 

 

7.2.4 計算結果 

本節では、前節で示した条件で行った計算結果を示す。計算で得られた温度、含水率、

焼失深さ、炭化深さ、変色深さ、表面温度と発熱速度を実験結果と比較する。また、試験

体内部の全圧、水蒸気分圧、酸素濃度と残量比変化は実測していないが、計算結果を示す。 

試験体内部の温度などの結果を説明する際は、加熱表面から 0mm、20mm、40mm、

60mm、80mm と 100mm の結果を用いた。0mm～100mm の解析結果は、0 番、100 番、200

番、300 番、400 番、500 番格子の中の解析結果を用いた。ただし、格子内発熱速度を説明

する際のみ、10mm(格子 50 個)間隔で説明した。0mm～100mm の実験結果は、実験開始前

に試験体に設置したセンサーで測定した結果を用いた。 

 

(1) 試験体温度 

図 7-13 に試験体各位置温度の解析値と実験値を示す。実線は実験値、破線は解析値であ

る。ここでは、給気量が小さい方から順に各実験の実験結果を並べた。各実験の内部温度

解析値は実験が開始した後に上昇し、1 時間の時に表面が約 950℃、20mm が約 600℃、

40mm が約 100℃まで上昇した。0～60 分では外部の加熱条件および計算で使用する試験体

の設定条件はほとんど同じなので、各実験の条件で行った解析で得られた温度は一致でし

た。加熱開始直後から 40 分までの区間で表面温度の解析値は実験値より高くなった。全体

的には、加熱時では各位置の実験値と解析値の温度は良好に一致している。 

冷却開始後は、解析値の 0mm 位置の温度が下降し、20mm～100mm 位置の温度が上昇す

る。20mm 位置の温度の上昇速度と上昇幅は給気量が大きくなるほど大きくなる傾向があ

る。例えば 6 回の実験の中で給気量が最も小さい実験 1 は加熱が停止した後に 20mm 位置

の温度解析値が 85分時に約 700℃まで上昇したが、実験 7の 20mm位置温度解析値が 65分

時に約 800℃まで上昇した。給気量が大きくなるほど酸素質量分率の回復が速くなり、不

揮発性成分の燃焼が激しくなる。燃焼による発熱は熱分解が必要の熱源となり、生成した

熱分解ガスも燃焼して熱量を放出し、温度を上昇させる。20mm 位置の温度が表面温度と

同様な値に到達すると温度の上昇が終了し、表面温度とほぼ同様なパターンで下降する。 
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(a) 実験 1 の温度 (b) 実験 5 の温度 

  
(c) 実験 7 の温度 (d) 実験 6 の温度 

  
(e) 実験 4 の温度 (f) 実験 2 の温度 
図 7-13 各実験の試験体内部温度実験値(実線)と解析値(破線) 

  

実験値では 20mm 位置の温度が表面温度よりも高くなった現象は顕著であったが、この

現象は解析では僅かしか再現できなかった。その理由は、解析で使用した寸法減少の設定

方法によると考えられる。解析では残量比の減少に応じて格子寸法を減少するように設定

した。エンタルピー保存式を計算する際は、格子寸法∆𝑥を減ずることは、格子寸法の変化

がない場合と比べると熱伝導率𝑘の増大及び生成項𝑄の減少と同様な効果を持つ。つまり、

不揮発性成分の赤熱燃焼が進行すればするほど、熱が隣接する格子に伝導しやすくなり、

赤熱燃焼が温度上昇へ及ぼす効果が小さくなる。そのため、20mm 位置で赤熱が激しく発

生しても、赤熱による発熱が温度上昇へ及ぼす影響が少なく、表面付近の温度がほとんど

同じ温度になってしまう。 

 試験体の 40mm 位置の温度は、加熱が停止した後に速やかに上昇した。実験値の温度上

昇速度は解析値より早い。例えば実験 1 の 40mm 位置温度実験値は約 90 分時に 300℃まで
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上昇したが、40mm 位置の温度解析値は約 105 分時に 300℃に到達した。しかし、解析値の

温度上昇幅は実験値より大きく、実験 1と実験 5の 40mm位置温度解析値は最大 400℃まで

上昇した。40mm 位置の温度解析値と実験値の違いは給気量の増加により徐々に減少し、

実験 7 以降では 40mm 位置の温度解析値と実験値が概ね一致した。 

 非加熱面と近い 60mm、80mmの温度は各回の実験の条件で行った解析値と実験値が精度

よく一致している。裏面温度の解析値は実験値よりやや低いが、違いは顕著ではない。 

 6 回の解析で得られた温度分布解析値と実験値の比較により、本計算モデルで算出した

ISO834 で加熱した後に各種給気量で冷却した試験体の実験全過程(加熱＋冷却)での温度変

化は加熱面に近い位置(20mm、40mm)で実験値との差が若干存在するが、解析値は全体的

に実験値を良好に再現できたと考えられる。加熱表面と近い位置での実験値と解析値の差

は給気量の増加により減少し、実験 6 の時に最小となった。 

 

(2) 発熱速度 

 図 7-14 に発熱速度の実験値と解析値を示す。発熱速度の実験値は酸素消費法から算出し

たものであり、解析値は式(7-13)から算出した解析域内すべての格子内部での熱分解ガス

燃焼発熱と不揮発性成分の赤熱燃焼発熱量に格子長さを掛けたものである。 

 

  
(a) 実験値 (b) 解析値(総発熱) 

  
(c) 解析値(熱分解ガス燃焼発熱) (d) 解析値(不揮発性成分の燃焼発熱) 

図 7-14 発熱速度の実験値(実線)と解析値(破線) 

 加熱開始後には、発熱速度がまず 40～50kW/m2 まで急激に上昇し、その後徐々に下降す
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る。加熱開始後 20分時に発熱速度は平均的に 25kW/m2の水準まで下降した。その時は発熱

速度の値に振動があるが、振動が生じる理由は内部格子の熱分解ガス燃焼が開始するとと

もに加熱側と近い外部格子の熱分解ガスの燃焼が終了するため、全体的には安定している

と考えられる。 

発熱速度の解析値は冷却期間に入った後に急激に上昇し、最大が約 70kW/m2 まで到達し

た。加熱停止により炉内酸素濃度が回復し、不揮発性成分の燃焼が発生した。燃焼の発生

により大量の熱が放出され、試験体温度も上昇した。温度の上昇により熱分解反応の速度

が大きくなり、熱分解ガスの燃焼速度も速くなった。そのため、全体の発熱速度は急激に

上昇した。発熱速度がピークに到達した後に下降し、120 分時は約 5～10kW/m2まで下がっ

た。熱分解ガスの燃焼による発熱は 140 分以降でほとんど終了したが、不揮発性成分の燃

焼による発熱は一部のケースにおいて 240 分まで継続した。 

 冷却開始直後の発熱速度上昇幅は、実験 2 が最も大きかった。給気量が大きく、酸素濃

度の回復が最も早いことが原因である。また、発熱速度の下降速度は熱分解ガス燃焼発熱

と不揮発性成分の燃焼発熱のいずれも給気量が小さくなるほど遅くなる傾向がある。この

ように発熱速度の解析値の変化傾向は、実験値と一致している。 

 図 7-15 に各解析格子内部発熱速度を示す。熱分解ガスの燃焼による格子内発熱は急激で

あり、継続時間が短い。不揮発性成分の燃焼による格子内発熱の強度は低く、継続時間は

長い。実験 1 と実験 5 は 40mm まで燃焼が発生し、実験終了時まで燃焼が続いた。他の実

験は 30mm まで燃焼が発生し、実験終了以前で燃焼が停止した(ただし、30～40mm の間の

格子内発熱速度は出力していないため途中で燃焼が発生した可能性もある)。給気量が大き

くなるほど燃焼終了の時刻が速くなる。例えば実験 7 は約 230 分まで燃焼が継続したが、

実験 2 は 160 分までしか続いていなかった。給気量が大きくなるほど炉内温度が低くなる

ため、炉内温度が冷却時の格子内発熱へ及ぼす影響が非常に大きく、燃焼が継続するかど

うかを支配していると考えられる。 

  
(a) 実験 1：熱分解ガス燃焼発熱 (b) 実験 1：不揮発性成分燃焼発熱 
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(c) 実験 5：熱分解ガス燃焼発熱 (d) 実験 5：不揮発性成分燃焼発熱 

  
(e) 実験 7：熱分解ガス燃焼発熱 (f) 実験 7：不揮発性成分燃焼発熱 

  
(g) 実験 6：熱分解ガス燃焼発熱 (h) 実験 6：不揮発性成分燃焼発熱 

  
(i) 実験 4：熱分解ガス燃焼発熱 (j) 実験 4：不揮発性成分燃焼発熱 
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(k) 実験 2：熱分解ガス燃焼発熱 (l) 実験 2：不揮発性成分燃焼発熱 

図 7-15 格子内燃焼による発熱速度解析値(破線) 

 

(3) 含水率 

 図 7-16 に含水率分布の実験値と解析値を示す。実線は電気抵抗法から測定した実験値、

破線は計算で得られた解析値である。各位置の含水率はまず水蒸気の吸着により上昇し、

その後に液水の脱着により下降する。加熱期間中の含水率変化はほとんど同様である。

20mm 位置の含水率は約 20 分時に最大値に到達し、40mm 位置の含水率は約 65 分時に最大

値に到達した。冷却段階では、60mm位置の含水率も概ね各実験で同様な時間(110～120分)

でピークに到達した。80mm位置は実験 1と実験 5で含水率ピークが観測されたが、他の実

験では 80mm 位置のピークが明確ではなかった。 

20mm 位置では、実験値が解析値と同様な時刻でピーク値に到達した。40mm 位置は実験

値が解析値よりやや早めにピークに到達した。60mm と 80mm 位置の含水率実測値は不完

全であるため、含水率ピークの実験値は不明であるが、変化傾向は概ね同様である。 

内部温度の解析結果と対応して、各位置の含水率がピークになる時刻が対応する温度を

計算した結果は表 7-12 に示す。加熱停止前で含水率がピークに到達する時が対応する温度

は約 130℃、加熱停止後で含水率がピークに到達する時が対応する温度は約 100℃である。

加熱停止後の含水率がピークに到達する方の対応温度のバラツキが大きい。各位置の対応

温度の全体の平均は 121.6±13.5℃である。±記号以降の数値は、標準偏差である。 

 

  
(a) 実験 1 (b) 実験 5 
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(c) 実験 7 (d) 実験 6 

  
(e) 実験 4 (f) 実験 2 

図 7-16 含水率分布の実験値(実線)と解析値(破線) 

 

表 7-12 各位置の含水率解析値が最大になる時の温度 

項目 20mm 40mm 60mm 80mm 平均 
実験 1 129.4 132.8 126.9 107.4 124.1±9.9 
実験 5 127.9 131.7 125.9 104.9 122.6±10.4 
実験 7 128.7 132.5 123.7 91.4 119.1±16.3 
実験 6 126.4 130.1 118.8 82.4 114.4±18.9 
実験 4 127.5 132.2 115.6 #N/A 125.1±7.0 
実験 2 129.1 133.9 115.2 #N/A 126.0±7.9 

全体の平均 121.6±13.5 

 

(4) 残量比 

図 7-17に各解析で得られた残量比の計算結果を示す。0mmと 20mm は加熱停止の時に残

量比が 0.25 まで下降した。加熱過程中は酸素がないため、不揮発性成分の赤熱が発生せず、

残量比の更なる下降が発生しなかった。冷却に入った後に酸素濃度の回復により赤熱が開

始し、0mm と 20mm の残量比減少が再開した。ただし、給気量が大きい実験 6～実験 2 で

は炉内温度の下降が速いため燃え尽きる前に温度が下がってしまった。40mm 位置は全て

の実験で約 80 分時に残量比が下降し始めた。給気量が少ないほど実験終了時の残量比が小

さくなる。60mm～100mm の残量比は加熱終了時まで変化がなかった。 
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(a) 実験 1 (b) 実験 5 

  
(c) 実験 7 (d) 実験 6 

  
(e) 実験 4 (f) 実験 2 

図 7-17  残量比分布の解析値(破線) 

 

(5) 焼失、炭化と変色深さ 

図 7-18(a)～(f)に 6 回の解析で算出された焼失、炭化、亀裂と変色深さを示す。ただし、

炭化深さは残量比が 0.25、亀裂深さは残量比が 0.882になる位置として求めた。加熱終了時

の各実験の焼失深さは約 10mm、炭化深さは約 20mm、変色と亀裂深さは約 30mmである。

加熱が停止した後の冷却段階では焼失、炭化、亀裂と変色深さが進行し、給気量が大きく

なるほど冷却開始～実験終了時の区間で 4 種類の深さが進行する量が少なくなる。給気量

が大きくなると炉内温度の下降が速くなり、試験体各位置の温度下降も速くなるため、残

量比から判断する焼失、炭化、亀裂と変色深さの進行が遅くなる。 
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(a) 実験 1 (b) 実験 5 

  
(c) 実験 7 (d) 実験 6 

  
(e) 実験 4 (f) 実験 2 

 
(g) 240 分時刻での焼失、炭化と変色深さが給気量との関係 

(ただし、炭化深さの実験値は 6章の「脆い炭化深さ」と対応) 

図 7-18 焼失、炭化、亀裂と変色深さの実験値(実線)と解析値(破線) 
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4 種類の深さのうち、焼失深さは加熱停止後での進行が最も早いものである。その理由

は焼失深さの算出方法による。焼失深さは試験体の初期長さから試験体格子全長を引いて

算出したものであり、実質的には熱分解による収縮と赤熱による焼失の両方を含めている。

加熱過程中は酸素がないため赤熱も発生せず、0～60 分間の焼失深さ進行は収縮によると

考えられる。60 分以降は熱分解収縮による寸法減少が継続する一方、赤熱も開始するため

焼失による寸法減少も開始した。炭化、亀裂と変色深さは単に熱分解の進行による残量比

減少から進行するため、熱分解と赤熱 2 種類の反応より進行している焼失深さの進行速度

が最も早い。 

 図 7-18(g)は焼失、炭化と変色深さの解析値と実験値の関係を示す。実線は第 6 章の実験

での測定値、破線は解析値である。ただし、炭化深さに対応する残量比は 0.25 であり、そ

れは熱分解が完全に進行した状態での残量比であるため、実験と比較する時の「炭化深さ」

は 6 章の「脆い炭化深さ」を使用する。 

計算で算出した三種類の深さのうち、炭化深さの解析値は実験値と概ね一致した。変色

深さは給気量が低い実験 1 と実験 5 の条件で行った計算で解析値と実験値がよく一致した

が、給気量の上昇により実験値と解析値の差が徐々に増大する。焼失深さについては、全

ての条件において解析値が大きく推定された。 

 

(6) 全圧分布と水蒸気圧 

 図 7-19 に計算で算出した試験体内部全圧分布と水蒸気圧分布を示す。各位置の全圧及び

水蒸気圧分布は同様のパターンで変化している。20mm 位置は約 30 分、40mm 位置は約 70

分で全圧と水蒸気分圧が最大値に到達した。これらの位置の全圧ピークと水蒸気分圧ピー

クの数値は給気量が変動してもあまり変化しなかった。また、水蒸気分圧の全圧に対する

比も安定するため、20mm と 40mm 位置の全圧と水蒸気分圧ピークは主に液水の脱着によ

るものと考えられる。60mm 位置の全圧ピークと水蒸気分圧ピーク時刻はほぼ給気量によ

らず一定であるが、水蒸気分圧のピーク値は給気量の増加により小さくなった。 

 

  
(a) 実験 1 全圧 (b) 実験 1 水蒸気圧 
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(c) 実験 5 全圧 (d) 実験 5 水蒸気圧 

  
(e) 実験 7 全圧 (f) 実験 7 水蒸気圧 

  
(g) 実験 6 全圧 (h) 実験 6 水蒸気圧 

  
(h) 実験 4 全圧 (i) 実験 4 水蒸気圧 
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(j) 実験 2 全圧 (k) 実験 2 水蒸気圧 

図 7-19 全圧と水蒸気圧の解析値 

80mm 位置の全圧と水蒸気圧が最大値に到達する時間は給気量により変動する。給気量

が少ないほど、80mm 位置の全圧と水蒸気分圧が最大値に到達する時刻が早くなり、ピー

ク値は小さくなる。例えば実験 1 は約 220 分時に 80mm 位置の圧力が最大値に到達し、全

圧の最大値が約 0.35MPa、水蒸気圧の最大値が 0.10MPa であったが、給気量が最も大きい

実験 2 では約 170 分時に全圧が最大値に到達し、全圧の最大値が約 0.20MPa, 水蒸気圧の最

大値が約 0.03MPa に留まった。ピーク時の水蒸気圧の全圧に対する比は給気量の上昇によ

り下降するため、給気量が小さい時の全圧ピークは主に液水の脱着により発生したもので

あり、給気量が大きい時の全圧ピークは主に加熱面に近い位置での圧力の拡散によると考

えられる。 

 

(7) 酸素質量分率と熱分解ガス質量分率 

 図 7-20 に計算で得られた酸素質量分率と熱分解ガス質量分率の結果を示す。酸素質量分

率のグラフでは、測定で得られた炉内の酸素の質量分率も実線で併せて示す。ただし、測

定した酸素質量分率は体積分率であるため、質量分率に換算した。 

加熱時の酸素質量分率は非加熱側表面(100mm)を除きいずれも急激な下降が観測された。

加熱停止時は 0mm と 20mm 位置の酸素質量分率は 0 になり、40mm と 60mm 位置もそれぞ

れ約 0.04kg/kg と 0.1kg/kg の低水準まで下降した。加熱過程中では炉内酸素質量分率が 0 で

あるため、試験体内部の酸素質量分率下降は主に外部へ流出する酸素質量流によると考え

られる。また、液水の脱着と揮発性成分熱分解による他種類ガスの生成も酸素質量分率の

下降の原因の一つである。 

  
(a) 実験 1 酸素質量分率 (b) 実験 1 熱分解ガス質量分率 
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(c) 実験 5 酸素質量分率 (d) 実験 5 熱分解ガス質量分率 

  
(e) 実験 7 酸素質量分率 (f) 実験 7 熱分解ガス質量分率 

  
(g) 実験 6 酸素質量分率 (h) 実験 6 熱分解ガス質量分率 

  
(i) 実験 4 酸素質量分率 (j) 実験 4 熱分解ガス質量分率 
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(j) 実験 2 酸素質量分率 (k) 実験 2 熱分解ガス質量分率 

図 7-20 酸素質量分率と熱分解ガス質量分率 

 加熱が停止した後に各位置の酸素質量分率は回復し始める。加熱表面と近いほど回復速

度が速くなる。また、給気量が多いほど回復が速くなる。例えば、実験 1 の条件で行った

解析は約 180分時に表面(0mm)と 20mmの酸素質量分率が炉内の酸素質量分率まで回復した

が、実験 2 の時は約 120 分時に表面と 20mm の質量分率が炉内の分率まで回復した。一部

の実験は冷却に入った後に 60mm と 80mm 位置の酸素質量分率が回復する途中で酸素質量

分率が改めて下降する減少があった。それは液水の脱着により水蒸気が生成したためと考

えられる。 

 各実験の 0～60分時の熱分解ガスの質量分率は概ね一致している。20mm位置の熱分解ガ

スは 20分と 40分の位置でそれぞれ二つの熱分解ガス分率ピークが存在する。1つ目のピー

クは隣接格子から運搬された熱分解ガスによるものであり、2 つ目のピークは該当格子の

熱分解の開始によると考えられる。実験 1、5、7、6 は 40mm でも類似の現象が観測され、

2 つのピークが観測された。40mm 位置の 1 つ目のピークの高さは各実験で概ね一致し、約

0.2kg/kg であるが、2 つ目のピークは給気量が多くなると小さくなった。給気量の上昇によ

り炉内温度の降下が早くなるため、40mm 位置で冷却中の熱分解ガスの発生量が減少した

ためと考えられる。 

 

7.3 本章のまとめ 

 本章は 2～4 章で作成した加熱を受ける木質部材の熱・物質移動解析モデルを用いて 5 章

と 6 章で示したカラマツ集成材小型試験体のコーンカロリーメーター(CCM)加熱実験及び

カラマツ集成材壁の小型炉による耐火試験体の条件で解析を行い、解析で得られた温度、

含水率、発熱速度と焼失・炭化・変色深さの結果を実験と比較した。また、実測していな

い試験体内部全圧、水蒸気分圧、酸素質量分率、熱分解ガス質量分率と残量比の計算結果

も併せて示した。 

 コーンカロリーメーター実験を条件とした解析は、各実験で測定した着火直後の表面温

度変化を再現できた。発熱速度は、着火直後の急激な燃焼が発生する 0～10 分以内の区間

で解析値が実験値を正確に再現できたが、安定燃焼が発生する時の発熱速度解析値は実験

値より低くなった。温度分布については、加熱時間が短い解析は実験値を概ね再現できた。

加熱時間が長い解析は加熱表面から 20mm 位置で温度解析値が実験値より低くなった。焼

失・炭化・変色深さも温度分布と同様に、加熱時間が短い実験で実験値を概ね再現できた

が、加熱時間が長い実験で算出した炭化・変色深さは解析値と誤差が存在する。 

 小型炉実験を条件として解析は、各実験で測定した炉内温度・炉内酸素質量分率を入力
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条件として計算を行った。試験体内部温度の解析値は温度の実験値を再現できた。加熱期

間中の解析値と実験値の一致が良好である。冷却に入った後、給気量が低い実験(実験 1、

実験 5)での 20mm 位置の温度と 40mm 位置の温度は実験値より高いが、給気量が多いと解

析値と実験値の差が減少し、給気量が 0.0469kg/m2s の実験 6 の時に温度解析値は実験値と

ほとんど一致した。冷却中の発熱速度は加熱が停止した後に表面発熱がすぐに急激に増加

してその後に減少する傾向となった。冷却直後の発熱速度ピーク値と上昇速度は給気量が

大きくなるほど大きくなり、ピーク後の発熱速度下降速度は給気量が多いほど小さくなっ

た。上記の変化傾向は実験値と概ね同様であった。算出した含水率の変化も電気抵抗法で

測定した実験結果の変化を概ね再現できた。解析の初期値は高周波木材水分計で計測した

含水率で設定しているため、含水率の解析結果は電気抵抗法で測定した実験値よりもやや

高いが、変化の傾向とピークに到達する時間などの結果を概ね再現できた。炭化深さにつ

いては、解析は実験で測定した脆い炭化位置を再現できた。しかし、焼失深さについては、

解析値の方は実験値より大きかった。 

 検証結果をまとめると、本研究で提案した火災加熱を受ける木質部材の熱・物質移動解

析モデルは小型炉で ISO834標準火災加熱を受ける木質部材の加熱・冷却過程中の熱・物質

移動の傾向及び炭化状況を再現できると考えられる。また、コーンカロリーメーター実験

の場合は、加熱時間が短かければ試験体の熱・物質移動を再現できる。ただし、長時間の

加熱をする場合は再現精度について改善の余地が存在する。 

解析値と実験値との一致を更に高めるため、①導管内部での可燃性ガスの燃焼を考慮す

ること、②長時間の低温加熱が炭化進行へ及ぼす影響の検討及び計算モデルにその点を考

慮すること、③不揮発性成分の赤熱燃焼が発生する時に、亀裂からの距離に応じて解析格

子長さを変化させる方法の再検討、そして④コーンカロリーメーター実験の安定燃焼時の

加熱側エンタルピー保存式に対する境界条件の設定方法の検討が必要である。 
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第 8 章 各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響の検討 

本章では第 7 章までで構築したモデルを用いて、各種条件が加熱・冷却後の温度経過や

燃え止まりの発生へ及ぼす影響を検討する。8.1 節では検討内容と方法について説明し、

8.2 節では条件ごとの検討結果および考察について記述する。8.3 節で検討結果を考察する。 

 

8.1 検討内容と方法 

8.1.1 検討方針 

 感度解析の手法を用いて、各種条件が温度経過および燃え止まりへ及ぼす影響を検討す

る。そのため、まずは検討対象とする条件と燃え止まりの判断基準を決定する。その後、

対象条件を一定の範囲内で変動して網羅的解析を行い、各種条件が変動した後に燃え止ま

り性状がどのように変化するかを検討する。 

 火災加熱を受ける木質部材の燃焼は部材の熱分解より生成した可燃ガスの有炎燃焼と不

揮発性成分(炭化層)の赤熱燃焼から成る。燃え止まりが発生するということは、熱分解ガ

スの燃焼と赤熱燃焼の両者が停止して発熱が 0 になることを意味する。そのため、本章で

検討をする際は試験体からの総発熱速度が 0 になった時刻を燃え止まりの発生時刻として

定義する。本研究で使用する計算モデルは熱分解が 200℃以上で進行し、不揮発性成分の

無炎燃焼が 166℃以上で継続すると設定したため、総発熱速度が 0 になるということは全

ての位置での温度が 166℃以下になることに相当する。 

 

8.1.2 検討対象とする解析 

 各種条件を変化させて多数の解析を行い、解析結果を基に分析を行う際、解析で得られ

た結果が正しいであることを確保することが非常に重要である。7 章の実験との比較結果

により、提案した計算モデルは耐火試験で加熱された木質部材の加熱時および冷却時の温

度に関してはその挙動を再現できた。第 7 章で行った解析のうち、耐火試験の実験 6 の条

件を基に行った解析は温度分布の実験値を最もよく再現していた。つまり、実験 6 の条件

で設定したパラメータが実験値を最も良く表していると考えられる。そのため、本章では

実験 6 の条件で行った解析を基準として、実験 6 の条件から各種物性値などの条件を変化

させて系統的に解析を行う。 

 

8.1.3 検討対象とする条件 

 燃え止まりへ影響を及ぼすと考えられる条件は多数存在する。本節では検討対象として

選んだ各種条件を列挙し、そして各種条件の選定理由について述べる。 

 

(1) 比透気率 

 比透気率は液水と気体の物質移動速度に関連し、大きくなるほど物質移動が発生しやす

い。不揮発性成分(炭化層)の燃焼には酸素が必要であるため、炭化層への酸素供給速度は

重要な影響があると考えられる。また、木質部材の炭化速度は酸素の透気係数と関連する

ことはHugiら[1]により報告され、酸素透気係数が大きくなると炭化速度が増加する傾向が

ある。上記の分析により、比透気率は燃え止まりの発生に影響があると考えられる。 

 

(2) 空隙率 

 部材の空隙率が大きくなるほど、木質部材単位体積当たりに気体が存在できる体積が多
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くなる。同量の気体が蓄積された場合には、空隙率が大きいほど部材の内部圧力上昇が小

さく、圧力勾配による物質移動は少なくなると考えられる。一方で、空隙率が大きくなる

と比透気率と拡散係数が大きくなるので燃焼中の部分に到達できる酸素量は増加する可能

性がある。そのため、空隙率には燃え止まりに影響があると考えられる。 

 

(3) 初期含水率 

 液水の脱着は吸熱の過程であるため、脱着時の吸熱により木質部材の温度上昇を遅延す

る作用があると考えられる。そのため、初期含水率が高い部材は昇温速度が遅く、燃焼の

進行も比較的に緩やかであるため、燃え止まりが発生しやすいと考えられる。また、含水

率が高い部材は脱着により生成した水蒸気量も多く、表面付近の酸素濃度が下降すると予

想される。その結果、燃焼が継続し難く、燃え止まりやすいと考えられる。 

 

(4) 密度 

 流入する正味熱量と熱生成量が同じであれば、密度が高くなるほど温度上昇が小さくな

る。そのため、密度が大きなものほど燃焼による昇温が発生し難く、燃え止まりやすくな

ると考えられる。 

 

(5) 熱伝導率 

 熱伝導率は樹種により異なる[2]。加熱条件が同一であれば、熱伝導率が大きいものほど

部材内部への熱浸透が速くなる。そのため、熱伝導率は燃え止まりに影響があると考えら

れる。 

 

(6) 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率 

 各種木質部材は同様の挙動で熱分解が進行しているわけではない。堅木類は軟木類より

熱分解が進行しにくく、急激な熱分解は比較的大きな残量比で終了することが観測される

[3]。また、最大の熱分解速度も、堅木類は軟木類より低い傾向があった。 

急激な熱分解が終了した以降、不揮発性成分 (炭化層)の赤熱燃焼が発生する。炭化層の

比率が高くなると、赤熱反応が進行する時の発熱量が多くなる。冷却時における不揮発性

成分の赤熱燃焼による発熱が燃え止まりに重要な影響を及ぼすため、不揮発性成分の質量

分率は燃え止まりに影響すると考えられる。 

 

(7) 亀裂間隔 

 加熱された木質部材の表面亀裂の間隔は材種に依存する。例えば、集成材試験体では加

熱されるとラミナ接着位置で大型な亀裂が生成されるため、亀裂状況はラミナ厚さなどの

条件と関連すると考えられる。亀裂が多くなると表面から試験体内部に直接侵入できる熱

流と物質流が増加する。そのため、亀裂間隔は燃え止まりに影響があると考えられる。 

 

(8) 亀裂深幅比 

木質部材試験体の表面亀裂の断面は概ね三角形であり、本モデルで計算をする際も亀裂

を三角形として計算している。亀裂の深さが幅に対する比が大きいほど、内部への熱と物

質（特に酸素）の侵入が多くなる。熱と物質の流れは温度変化や燃焼状況に対して影響が

あるため、亀裂の深幅比燃え止まりに影響があると考えられる。 
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8.1.4 基準条件と感度解析の範囲 

 本節では、前述のパラメータについて、基準状態とそこから変化させた範囲について述

べる。基準条件は 7 章の小型炉実験との比較をする時の実験 6 を対象とする解析の時に使

用した入力条件である。 

 表 8-1 に 8.1.3 節で述べた 8 種類の条件で感度解析を行う時に使用する条件の一覧を示す。

範囲の数値が小さいから大きい順で、「X 基準とする実験 6 の設定値の倍数」で示す。例え

ばある条件の変化詳細は X0.6, X0.8, X1.2, X1.4 と記述する場合には、この条件に対しては 4

水準の感度解析を行い、それぞれ該当条件を基準値の 0.6 倍、0.8 倍、1.2 倍と 1.4 倍にした

ことを意味する。ただし、熱分解速度パラメータと不揮発性成分比率は樹種より確定する

ため、表 8-1 の中には初期値の倍数ではなく、「樹種(不揮発性成分比率)」の形で表す。空

隙率は、本研究で使用する計算アルゴリズムにより上限が存在するため範囲に偏りが生じ

た。 

 感度解析で検討する時に対象とした各種条件のうち、関連性があるものが存在する。例

えば全乾密度が高くなるほど、単位体積の固体成分の質量が高くなるため空隙率が下がる。

ただし、今回の分析では各種条件が燃え止まりに対する影響を個別に分析したいため、感

度解析の際は上記の関連性を考慮せず、単一の条件のみに対して変化する。 

 

表 8-1 各種条件の変化詳細 

条件名 基準値 変化詳細 
気体比透気率 1.2*10-16 X0.05, X0.1, X10, X20 

空隙率 0.647 X0.4, X0.6, X0.8, X1.2 
初期含水率 0.114 X0.5, X0.75, X1.5, X2.0 
全乾密度 463 X0.5, X0.75, X1.5, X2.0 
熱伝導率 3 章の計算式に準ずる X0.5, X0.75, X1.5, X2.0 

熱分解速度パラメータ・

不揮発性成分比率 
カラマツ(0.25) 

ジャラ(0.38)、ベイマツ(0.25)、ヒノ

キ(0.32), セランガンバツ(0.34) 
亀裂寸法(亀裂深さ-幅比) 3.957 X0.5, X0.75, X1.5, X2.0 

亀裂寸法(亀裂間隔) 21.142mm X0.5, X0.75, X1.5, X2.0 

 

8.2 感度解析結果 

 本節では、前節の各種条件で行った解析から得られた結果を示す。解析結果では各解析

の発熱速度、解析全過程での温度及び含水率の変化と解析終了時の炭化深さを示す。発熱

速度については、加熱中と冷却中の相対的変化で表した方は考察が容易なので、各時刻の

発熱速度が 55～60 分の安定燃焼時の平均発熱速度に対する比率も結果として併せて示す。

以下では、この比率を標準化発熱速度と命名する。 

 熱分解ガスの燃焼発熱は非常に急激であり、熱分解ガスの燃焼開始と燃え尽きによる燃

焼停止は各格子の内部で交互に発生しているため、発熱速度の振動が非常に激しい。その

ため、発熱速度と標準化発熱速度のグラフを作成する際は、前後 0.5 分範囲の移動平均を

用いてプロットした。 

 

8.2.1 比透気率 

 図 8-1 に比透気率を基準値の 0.05 倍～20 倍に変えて解析した発熱速度、内部温度と含水

率を示す。本節では、比透気率を基準値の a 倍にした解析を「Xa の解析」と命名する。例
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えば、比透気率を基準値の 0.05 倍の解析は X0.05 の解析である。内部温度と含水率を表示

する際は X0.05 の解析結果を点線、X0.1 の解析結果を破線、基準値の結果を実線、X10 の

解析結果を一点鎖線、X20 の解析結果を二点鎖線で表す。 

 図 8-1(a)左側のグラフによると、X0.05と X0.1の解析の発熱速度が高く、X10の解析の発

熱速度が最も低かった。安定燃焼時では約 5kW/m2 の差がある。熱分解ガスの燃焼による

発熱は熱分解の開始(分解が不完全の格子温度が 350℃になる)と終了(揮発性成分がなくな

る)が交代に発生しているため、発熱速度の振動が激しい。冷却が開始した後に不揮発性成

分の赤熱による燃焼が開始し、発熱速度が再び上昇した。冷却時の加熱側酸素濃度履歴と

して使用した実験 6 の炉内酸素濃度は 67 分で初めて酸素濃度の上昇が生じたため、計算上

で 60～67 分の間の酸素濃度は 0 として設定し、発熱速度もその区間での温度低下により一

時的に減少した。 

  
 (a) 比透気率が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
(b) 比透気率が変化した場合の試験体温度経時変化 
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(c) 比透気率が変化した場合の含水率経時変化 
図 8-1 比透気率が変化した時の解析結果 

 図 8-1(a)右側に示すように、冷却開始後に、標準化発熱速度全体の上昇傾向が観測され

た。70 分時に比透気率を各種倍数に調整した後の標準化発熱速度はいずれも 1.5 を超えた。

そのうち、上昇幅が最も少ないのは X10 の解析(κ = 1.2 × 10 m  )である。比透気率が

1.2 × 10 m との差が大きくなるほど、70 分時点の標準化発熱速度が大きくなる。標準化

発熱速度が最も大きい解析は X0.05 (κ = 6.0 × 10 m )であり、70 分時刻の標準化発熱速

度は約 1.73 である。70 分以降では時間の経過とともに標準化発熱速度が徐々に下降するが、

比透気率と標準化発熱速度の傾向は約 100～120 分まで同様であった。120 分以降で各位置

の標準化発熱速度がほとんど一致となり、210 分時に各位置の標準化発熱速度は 0 になっ

た。燃焼が停止する時刻は X0.05 の解析で 208 分、X0.1 の解析で 208 分、基準値の解析で

207 分、X10 の解析で 204.3 分、X20 の解析で 206.7 分である。燃焼停止時刻には大きな差

はないが、比透気率が1.2 × 10 m の時に燃焼停止が最も早くなることが分かった。 

図 8-1(b)により、温度の計算結果は 40 分以前でほとんど違いが観測されなかった。40 分

以降では 20mm位置での差が大きくなり、60分時(加熱停止直前)の温度は最大で 200℃の差

が生じた。X0.05 の解析と X0.1 の解析の温度はほとんど違いが観測されず、5 回の解析で

温度が最も高かった。他の解析は温度が高い順に X1.0、X20、X10 の順番であった。20mm

位置の温度は約 70～80 分で表面温度より高くなり、約 120 分時に表面温度とほぼ同じにな

った。40mm～100mm 位置の温度も 20mm 位置の温度と類似の傾向があり、X0.05 と X0.1

の解析の温度が最も高く、X10 の解析の温度は最も低かった。ただし、60mm~100mm 位置

の温度最大値と温度最小値の差が他の位置と比べると比較的に小さいので、比透気率の変

化は主に 0～40mm 位置の温度に影響すると考えられる。 

 図 8-1(c)に示すように、比透気率が変化すると、含水率ピークに到達する時間と含水率

最大値が変化する。X0.05 と X0.1 の解析は比透気率が微小であるため、水蒸気の移動量が

少ない。そのため、吸着による含水率上昇量はX1の解析と比べると少ない。その結果、同

様な加熱を受けているとしても、X0.05 と X0.1 の解析は脱着が必要な水蒸気量が少なく、

温度上昇は X1の解析より多い結果となった。 

 X10 の解析は、X1 の解析より比透気率が上昇したため水蒸気の移動が発生しやすくなる
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が、液水の移動も発生しやすくなる。そのため、X10 の解析で各位置(例えば、40mm)に運

搬された水蒸気と液水の量はX1の解析より多くなり、液水の総量も多くなった。脱着は吸

熱の過程であるため、各位置の液水総量が上昇すると、温度の上昇が発生しにくくなる。

その結果、X10 の解析は X1 の解析より温度が低くなった。 

 X20 の解析は X10 解析より比透気率が更に大きくなったため、各種ガスの移動は更に発

生しやすくなった。しかし、比透気率が非常に大きい場合は気体の吸着が充分に発生する

前に水蒸気が他の位置まで移動する可能性があるため、図 8-1(c)によると X20 の解析の吸

着による含水率上昇は X10 より小さかった。また、比透気率の上昇は酸素の回復と関連し、

酸素濃度は赤熱燃焼速度と関連するため、比透気率が大きい X20 の酸素回復が X10 より早

く、温度も高いと考えられる。その結果、X20 の温度は X10 より高かった。 

上記の分析により、今回の解析で検討した範囲で温度が最も低く、燃え止まりが発生し

やすいケースは、気体比透気率𝜅が1.2 × 10 m の場合であった。 

 炭化深さの結果は表 8-2 に示す。X0.05 と X1.0 の解析の炭化深さが最も深く、X10 の解

析が最も浅いである。炭化深さの変化傾向は温度分布と概ね一致である。 

表 8-2 比透気率が変化した場合の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.05 X0.1 X1 X10 X20 
初期比透気率[m2] 6×10-18 1.2×10-17 1.2×10-16 1.2×10-15 2.4×10-15 

炭化深さ(r=0.25) [mm] 38.9 38.9 36.6 29.7 33.2 

 

8.2.2 空隙率 

 図 8-2 に空隙率を変えた解析での発熱速度、内部温度と含水率を示す。本節では、空隙

率を基準値の a 倍にした解析を「Xa の解析」として命名する。試験体内部温度と含水率を

表示する際は X0.4 の解析結果を点線、X0.6 の解析結果を破線、X0.8 の解析結果を一点鎖

線、基準値の結果を実線、X1.2 の解析結果を二点鎖線で表す。 

 図 8-2(a)左側のグラフにより、各解析での 0～10分の発熱速度は概ね一致であり、その後

は空隙率が大きくなるほど発熱速度が大きくなった。25 分時に安定燃焼に入り、

20~25kW/m2 の強度で 60 分時まで安定燃焼が継続した。冷却開始後に酸素供給により発熱

速度が上昇した。上昇幅は空隙率が大きいほど大きかった。 

図 8-2(a)右側のグラフにより、冷却を開始した後の標準化発熱速度は上昇する傾向が観

測された。空隙率が大きくなるほど標準化発熱速度の上昇幅が大きくなる。標準化発熱速

度が最大の X1.2の解析では 70分時の標準化発熱速度が 1.85であった。100分以降では各位

置の標準化発熱速度が概ね一致した。各解析の発熱速度が 0 まで下降する時間では X0.4 の

解析で 209.3分、X0.6 の解析で 208.5分、X0.8 の解析で 207.7分、基準値で 207分、X1.2の

解析で 206.2 分であった。 

 図 8-2(b)により、各解析の温度は加熱期間中でほとんど一致した。冷却開始後に若干の

違いが発生し、空隙率が小さくなるほど温度が低くなった。全体的には空隙率が大きくな

るほど温度が高くなる傾向が存在するが、空隙率が温度へ及ぼす影響はそれほど大きくは

なかった。例えば、X0.4 と X1.2 では、20mm 位置の最大温度値の差が約 70℃、40mm 位置

の最大温度値の差が約 50℃、60mm～100mm は殆ど差が無かった。 

 図 8-2(c)により、空隙率が含水率分布へ及ぼす影響はあり、空隙率が大きくなるほど含

水率がピークになる時刻が遅くなった。その影響は、加熱面から遠くなるほど影響が大き

くなった。各解析の含水率ピーク値は概ね一致した。 
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(a) 空隙率が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
(b) 空隙率が変化した場合の試験体温度経時変化 

 
(c) 空隙率が変化した場合の含水率経時変化 
図 8-2 空隙率が変化した場合の解析結果 
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5 回の解析の炭化深さを表 8−3 に示す。全体的には、空隙率が大きくなるほど炭化深さ

が増加する傾向となった。 

表 8-3 空隙率が変化した場合の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.4 X0.6 X0.8 X1 X1.2 
初期空隙率[-] 0.2588 0.3882 0.5176 0.647 0.7764 

炭化深さ(r=0.25) [mm] 32.3 34.3 35.6 36.6 37.3 

 

8.2.3 初期含水率 

図 8-3 に初期含水率を変えた解析での発熱速度、内部温度と含水率を示す。本節では、

初期含水率を基準値の a 倍にした解析を「Xa の解析」として命名する。試験体内部温度と

含水率を表示する際は X0.5 の解析結果を点線、X0.75 の解析結果を破線、基準値の結果を

実線、X1.5 の解析結果を一点鎖線、X2.0 の解析結果を二点鎖線で表す。 

図 8-3(a)左側のグラフによると、発熱速度の移動平均値は酸素供給を開始した後に急激

に上昇し、約 70 分時に最大となった。初期含水率が大きいほど上昇幅が小さくなった。

X0.5 の解析と X2.0 の解析の発熱速度移動平均の最大値は約 20kW/m2 の差がある。また、

初期含水率が大きいほど発熱速度の減少が速くなる。140 分以降の発熱速度は各解析でほ

ぼ同じであった。 

図 8-3(a)右側のグラフによると、標準化発熱速度は 70 分時に最大となり、約 1.5～1.8 で

あった。初期含水率が低くなるほど標準化発熱速度が高くなった。時間の経過とともに各

解析の標準化発熱速度が下降し、120 分時に標準化発熱速度が概ね一致となった。各解析

の発熱速度が 0 まで下降した時刻では X0.5 の解析で 208.3 分、X0.75 の解析で 207.8 分、基

準値(X1.0)の解析で 207 分、X1.5 の解析で 204.8 分、X2.0 の解析で 203.7 分であった。 

 図 8-3(b)により、各解析の温度解析結果では顕著な差が存在した。20mm位置では、20分

以前の時に各解析の温度結果がほとんど一致した。その後に温度の差が徐々に大きくなっ

た。含水率が多い場合には、100～150℃付近で温度上昇の折れ曲がりが観測され、初期含

水率が大きくなるほど折れ曲がりが大きくなった。60 分時に、X0.5 の解析と X2.0 の解析

の 20mm 位置温度は約 250℃の差が生じた。冷却を開始した後に酸素供給により赤熱が開

始し、各解析の温度が上昇した。20mm 位置の温度は 70～80 分時に最大になり、その後下

降し始めた。120分時に表面温度と概ね同様な温度に収束し、各解析の 20mm位置の温度が

一致した。40mm 位置温度では 20mm 位置の温度と類似の傾向が観測された。20 分時から

各解析の温度差が発生しはじめ、その後に温度差が徐々に拡大した。約 100 分時に 40mm

位置の温度が最大になった。その数値は X0.5 の解析で約 400℃、X2.0 の解析で約 170℃で

あり、最大で約 230℃の温度差が存在した。60mm～100mmも類似の傾向が存在する。ただ

し、最大温度の温度差は 20mm と 40mm より小さかった。 

 図 8-3(c)により、初期含水率が大きくなるほど、各位置の含水率がピークになる時刻が

遅くなった。例えば、X0.5 の解析の 20mm 位置含水率ピーク時刻は約 20 分であったが、

X2.0 の解析の 20mm 位置含水率ピーク時刻は約 30 分であり、X0.5 と比べると約 10 分遅く

なった。また、初期含水率が大きくなると含水率ピーク時の上昇幅も大きくなった。例え

ば X0.5 の解析は 20mm 位置の含水率ピーク値が約 0.07kg/kg であり、初期値の 0.057kg/kg

より約 20%上昇した。X2.0 の解析は 20mm 位置の含水率ピーク値は約 0.31kg/kg、初期値の

0.0228kg/kg より約 36%上昇した。 
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 (a) 初期含水率が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
 (b) 初期含水率が変化した場合の試験体温度経時変化 

 
 (c) 初期含水率が変化した場合の含水率経時変化 
図 8-3 初期含水率が変化した場合の解析結果 

  

図 8-3 の結果全体により、初期含水率が高くなるほど内部温度が低くなり、燃焼が発生

しにくく、燃え止まりやすいことが分かった。例えば X0.5 の解析の 40mm 位置での最高温
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度は約 400℃であり、不揮発性成分の赤熱燃焼の開始温度(366℃[4])になったため赤熱が

40mmより深い位置まで進行したと考えられるが、X2.0の解析の 40mm位置温度は 200℃以

下である。上記の原因により、密度や比透気率など多種類の物性値が一定の場合、初期含

水率が高い樹種では燃え止まりが起こりやすいと考えられる。 

5 回の解析の炭化深さの結果を表 8−3 に示す。初期含水率が大きくなるほど炭化深さが

小さくなる。また、含水率が増加するほど、含水率の増加による炭化深さ減少率は低減さ

れる。例えば X0.5、X1、X1.5、X2.0 の解析のいずれも初期含水率が 5.7%上昇するが、二

つの解析の間の炭化深さの減少量は徐々に減少している。 

表 8-3 初期含水率が変化した場合の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.5 X0.75 X1 X1.5 X2 
初期含水率[wt.%] 5.7 8.55 11.4 17.1 22.8 
初期含水量[kg/m3] 26.391 39.5865 52.782 79.173 105.564 

炭化深さ(r=0.25) [mm] 42.3 39.3 36.6 32.0 28.3 

  

8.2.4 初期全乾密度 

図 8-4(a)~(c)に初期全乾密度を変えた解析での発熱速度、内部温度と含水率を示す。全乾

密度を基準値の a 倍にした解析を「Xa の解析」として命名する。試験体内部温度と含水率

を表示する際は X0.5 の解析結果を点線、X0.75 の解析結果を破線、基準値の解析結果を実

線、X1.5 の解析結果を一点鎖線、X2.0 の解析結果を二点鎖線で表す。 

図 8-4(a)により、70 分時の標準化発熱速度は X0.5 の解析で最も高く、約 1.7 であった。

標準化発熱速度は全乾密度の上昇より下降し、X2.0 の解析で最も低く、約 1.3 であった。

その後に各解析の標準化発熱速度は時間の経過とともに減少した。標準化発熱速度の減少

速度は全乾密度が低い解析の方が速い。全体の傾向は 100分時に逆転し、100分以降は全乾

密度が高い方は標準化発熱速度が高くなる傾向が得られた。210 分時に、全ての解析の標

準化発熱速度が 0 になった。燃焼が停止する時間については、X0.5 の解析で 201.5 分、

X0.75 の解析で 204.5 分、基準値で 207 分、X1.5 の解析で 208 分、X2.0 の解析で 207.5 分で

あった。 

図 8-4(b)により、全乾密度が高くなるほど温度上昇速度が速くなる傾向が得られた。例

えば加熱終了時の 60 分時刻では X0.5 解析の 20mm 位置温度は約 900℃、40mm 位置温度は

約 640℃になったが、X2.0解析の 20mm位置温度は約 185℃、40mm位置温度は約 46℃であ

った。全乾密度の変化による温度の変化は非常に大きかった。 

図 8-4(c)により、全乾密度の変化が加熱全過程の含水率変化へ及ぼす影響では、全乾密

度が高くなるほど含水率ピーク時間が遅くなることである。例えば、20mm 位置の含水率

ピークは X0.5 の解析の時に約 15 分で到達したが、X2.0 の解析の場合は約 42 分で到達し

た。ただし、X0.5の時と X2.0解析の時の温度分布は非常に顕著な違いがあるため、各解析

の含水率ピークの違いはほとんど温度によると考えられる。 
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(a) 全乾密度が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
 (b) 全乾密度が変化した場合の試験体温度経時変化 

 
 (c) 全乾密度が変化した場合の含水率経時変化 
図 8-4 全乾密度が変化した場合の解析結果 
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全乾密度を変化させた場合の各解析で得られた炭化深さを表 8-4 に示す。炭化深さの最

小値と最大値は約 50mm の違いが存在し、全乾密度の違いが炭化深さに非常に顕著な影響

があることを示している。また、X0.5 の解析は炭化深さが非常に深いため、燃え止まりで

はなく燃え尽きによるものと考えられる。 

表 8-4 初期全乾密度を調整する場合の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.5 X0.75 X1 X1.5 X2 
初期全乾密度[kg/m3] 231.5 347.25 463 694.5 926 
初期含水率[wt.%] 11.4 11.4 11.4 11.4 11.4 
初期含水量[kg/m3] 26.391 39.5865 52.782 79.173 105.564 

炭化深さ(r=0.25) [mm] 69.3 47.9 36.7 24.9 18.9 

前述の解析を設定する時に、初期含水率を一律に基準値と同様に 0.114kg/kg に設定した。

全乾密度も変化したため、各種解析の初期状態の単位体積木材当たりの液水含量が異なる。

X2.0 の解析の初期含水量は、X0.5 の解析の初期含水量の 4 倍である。8.2.3 節の検討により、

初期含水量は加熱時の試験体内部温度に顕著な影響を及ぼす。そのため、全乾密度の変化

が炭化深さと温度に対する影響は初期含水量の違いによる影響も含まれていると考えられ

る。 

全乾密度の影響を検討する時に初期含水量の影響を排除するため、木材単位体積あたり

の初期含水量を固定した解析も実行した。この解析は全乾密度を変化させると同時に、単

位体積あたりの初期含水量を基準値と同様にするように 52.782kg/m3(基準全乾密度

463kg/m3×基準初期含水率 0.114kg/kg)設定した。計算結果は図 8-5(a)~(c)に示す。 

図 8-5(a)によると、初期含水量を固定して全乾密度を調整する場合、発熱速度と標準化

発熱速度の変化傾向は初期含水率を固定する場合と概ね一致することが分かった。燃焼が

停止する時刻は、X0.5 の解析で 202.7 分、X0.75 の解析で 204.3 分、X1(基準)の解析で 207

分、X1.5の解析で 210.2分、X2.0の解析 212.7分であった。初期含水率を固定する時と同様

に、密度が高くなるほど燃え止まりが発生し難くなるが分かった。密度が高くなると、赤

熱に使用できる不揮発性成分(炭化層)の量が多くなり、更に単位体積当たりの熱容量が高

くなる。そのため、温度の上昇が発生しにくいが、燃焼が一度発生すると停止も難しい。 

図 8-5(b)によると、試験体内部温度の変化傾向も初期含水率と固定する時と概ね一致し

たが、各種解析の各位置最大温度の最大値と最小値の差は初期含水率を固定する場合と比

べると小さくなった。例えば図 8-5(b)に示したX0.5解析の 40mm位置の最大温度は約 670℃

であり、X2.0 解析の 40mm 位置最大温度は約 160℃である。その差は初期含水率を固定す

る時の約 850℃と約 130℃より大幅に小さくなった。図 8-4(a)~(c)及び図 8-5(a)~(c)の計算結

果は、含水量も燃え止まりに重要な影響があるが、全乾密度の変化が試験体内部温度と燃

え止まりへ及ぼす影響が大きいことを示している。 

 図 8-5(c)によると、含水率のピーク変化傾向は初期含水率と固定する時に同様であり、

全乾密度が増大すると含水率ピークの発生が遅くなった。 
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 (a) 全乾密度が変化した場合の発熱速度経時変化(初期含水量固定) 

 
 (b) 全乾密度が変化した場合の試験体温度経時変化(初期含水量固定) 

 
(c) 全乾密度が変化した場合の含水率経時変化(初期含水量固定) 

図 8-5 全乾密度が変化した場合の解析結果 
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炭化深さの解析結果は 8-5 に示す。炭化深さの最大値と最小値の違いは 32.9mm であり、

また高い水準になっているが、表 8-5 で示した初期含水量を一定にしない解析と比べると

大幅に小さくなった。 

表 8-5 初期全乾密度を調整する場合(初期含水量固定)の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.5 X0.75 X1 X1.5 X2 
初期全乾密度[kg/m3] 231.5 347.25 463 694.5 926 
初期含水率[wt.%] 5.7 8.55 11.4 17.1 22.8 
初期含水量[kg/m3] 52.782 52.782 52.782 52.782 52.782 

炭化深さ(r=0.25) [mm] 55.7 43.9 36.6 27.8 22.8 

 

8.2.5 熱伝導率 

図 8-6 に熱伝導率を変えた解析での発熱速度、内部温度と含水率を示す。本節内では熱

伝導率を基準値の a 倍にした解析を「Xa の解析」と命名する。試験体内部温度と含水率を

表示する際は X0.5 の解析結果を点線、X0.75 の解析結果を破線、基準値の解析結果を実線、

X1.5 の解析結果を一点鎖線、X2.0 の解析結果を二点鎖線で表す。 

図 8-6(a)左側によると、熱伝導率が高くなるほど、発熱速度の移動平均値が高くなる。

ただし、安定燃焼時の発熱速度と発熱速度最大値が変化する比率が概ね一致し、発熱速度

が変化するパターンは概ね同様である。 

図 8-6(a)右側によると、標準化発熱速度は 70分時に約 1.62~1.75となり、各解析間の違い

が比較的に小さかった。時間が経過すると各解析の標準化発熱速度がほとんど一致の状況

で変化する。燃焼が終了して発熱速度が 0になる時刻は X0.5の解析で 206.3分、X0.75の解

析で 207 分、基準値で 207 分、X1.5 の解析で 205.2 分、X2.0 の解析で 203.3 分であった。 

 図 8-6(b)によると、熱伝導率の変化は温度分布に影響があり、熱伝導率が高くなるほど

試験体の内部温度が高くなった。熱伝導率が大きくなると伝導熱流が大きくなるため、上

記の結果が得られたことが明らかである。また、熱伝導率が高くなるほど温度の下降も速

くなった。 

 図 8-6(c)によると、熱伝導率が増加すると含水率ピーク時間が早くなる。また、非加熱

面と近くなるほど、ピーク時間の変化幅が多くなる。 

 全体的には、熱伝導率が大きくなるほど加熱中の内部温度が高くなる傾向が存在した。

しかし、熱伝導率の変化は発熱速度そのものに及ぼす影響が大きいが、標準化発熱速度へ

及ぼす影響は少ない。熱伝導率が高い時は内部温度が高いため発熱速度が大きいが、温度

下降も激しいため発熱速度の変化も大きい。熱伝導率が低い時は内部温度が低く、発熱速

度も比較的に低いが、発熱速度の変化幅は小さい。 

 

 



171 
 

  
 (a) 熱伝導率が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
(b) 熱伝導率が変化した場合の試験体温度経時変化 

 
 (c) 熱伝導率が変化した場合の含水率経時変化 

図 8-6 初期熱伝導率が変化した場合の解析結果 
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 炭化深さの計算結果を表 8-6 に示す。温度分布の計算結果と同様に、熱伝導率が大きく

なるほど炭化深さが深くなることがわかった。 

表 8-6 初期熱伝導率が変化した場合の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.5 X0.75 X1 X1.5 X2 
炭化深さ(r=0.25) [mm] 25.5 31.5 36.6 45.0 52.1 

 

8.2.6 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率 

図 8-7 に熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率を変えた解析での発熱速度、内部温

度と含水率を示す。本節内では、各種木材の熱分解速度パラメータ及び炭化層比率を使用

した解析をその木材の名前を用いて代表する。また、該当木材の名称の後に不揮発性成分

の比率も記述する。試験体内部温度と含水率を表示する際はジャラの解析結果を点線、ヒ

ノキの解析結果を破線、基準値(カラマツ)の解析結果を実線、セランガンバツの解析結果

を一点鎖線、ベイマツの解析結果を二点鎖線で表す。本来であれば、樹種が変わると、熱

伝導率、密度、空隙率、比透気率などの物性も変化するが、ここでは熱分解パラメータと

不揮発性成分の比率のみの変化を与えている。 

図 8-7(a)左側のグラフによると、0～60 分の間では、熱分解反応の進行速度が遅く、不揮

発性成分の比率が高い堅木類(ジャラ、セランガンバツ)の解析の発熱速度が低かった。加

熱が停止して不揮発性成分の赤熱が開始した後は、不揮発性成分の比率が低い軟木類(ヒノ

キ、ベイマツ、カラマツ)の発熱速度が低かった。 

図 8-7(a)右側のグラフによると、60分～180分標準化発熱速度では、ジャラが最も高く、

ベイマツとカラマツが最も小さかった。全体の傾向としては不揮発性成分の比率が高くな

るほど標準化発熱速度は低くなった。不揮発性成分の比率が同様であるカラマツとベイマ

ツの標準化発熱速度はほとんど一致した。180分以降の標準化発熱速度はいずれもほぼ 0に

なった。燃焼が停止する時刻はジャラの解析で 209.7 分、ヒノキの解析で 208.5 分、基準値

(カラマツ)の解析で 207 分、セランガンバツの解析で 209分、ベイマツの解析で 207 分であ

った。 

 図 8-7(b)によると、加熱時の温度分布は各種解析でほとんど一致した。冷却時に関して

は、20mm 位置の温度は約 70 分時に表面温度を超えた。その時、不揮発性成分の比率が大

きいジャラとセランガンバツの解析の 20mm 温度が高く、不揮発性成分の比率が小さいカ

ラマツとベイマツの解析の 20mm温度が低かった。40mm位置の温度も類似の傾向があり、

温度の違いが生じた 90 分～150 分の間では不揮発性成分の比率が高い解析の温度が高く、

不揮発性成分の比率が低い解析の温度が低かった。 

 第 2 章に示した熱分解による格子寸法収縮量の計算式によると、不揮発性成分の比率が

高くなると、部材が完全に熱分解される時の格子残存寸法が高くなる。エンタルピー保存

式の離散化方程式により、格子残存寸法が高くなることは格子寸法変化がない時の熱生成

項が高くなることと等価であり、温度の上昇につながる。そのため、図 8-7(b)のジャラと

セランガンバツの解析で 20mm 位置の温度が高いことは単に不揮発性成分の比率が高いこ

とによると示唆され、揮発性成分の熱分解性状(及び熱分解速度パラメータの数値)と関係

がないと考えられる。 

図 8-7(c)によると、40mm 位置の含水率が 0.05 以下、60mm 位置の含水率が 0.1 以下の時

に各解析の含水率がわずかな違いが存在するが、それ以外の含水率経時変化はほとんど同

じであり、熱分解速度パラメータ・不揮発性成分の比率は含水率へ及ぼす影響が小さいと
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考えられる。 

全体的には、密度や比透気率など他の条件が同様の場合、不揮発性成分の比率が高くな

るほど冷却時の温度が高く、燃え止まりが発生しにくい傾向があった。また、木質部材の

熱分解速度パラメータが燃え止まりへ及ぼす影響は顕著ではなかった。 

ジャラ材は密度が高く、8.2.4 節の考察により燃え止まりが発生しやすいと考えられる一

方、不揮発性成分の比率が高いため本節の考察によれば燃え止まりが発生しにくい。これ

までの研究でジャラ材[5]は 1 時間耐火試験の時に燃え止まりが確認したため、部材密度が

燃え止まりへ及ぼす影響は熱分解速度パラメータと不揮発性成分の比率より顕著であると

考えられる。 

 

 
 (a) 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
 (b) 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率が変化した場合の試験体温度経時変化 

0

20

40

60

0 60 120 180 240

発
熱
速
度
移
動
平
均

[k
W

/m
2]

時間[分]

ジャラ(0.38)

ヒノキ(0.32)

カラマツ
(0.25)
セランガン

バツ(0.34)
ベイマツ
(0.25)

加熱停止

0

0.5

1

1.5

2

2.5

標
準
化

発
熱
速
度

[-
]

樹種[-]

60分

70分

80分

90分

100分

110分

120分

150分

180分

210分

240分

0

200

400

600

800

1000

1200

0 60 120 180 240

温
度

[℃
]

時間[分]

ジャラ
(0.38)

ヒノキ
(0.32)

カラマツ
(0.25)

セランガン

バツ(0.34)

ベイマツ
(0.25)

加熱停止 0mm：赤

20mm：黄

40mm：緑

60mm：藍

80mm：紫

100mm：黒



174 
 

 
 (c) 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率が変化した場合の含水率経時変化 
図 8-7 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率が変化した場合の解析結果 

 炭化深さの計算結果を表 8-7 に示す。熱分解速度パラメータと不揮発性成分比率が変わ

っても炭化深さに対する影響がほとんどなかった。 

表 8-7 熱分解速度パラメータ・不揮発性成分比率が変化する場合の各解析の炭化深さ 

解析名 
ベイマツ 

(0.25) 
ヒノキ 
(0.32) 

カラマツ 
(0.25) 

セランガン

バツ(0.34) 
ジャラ 
(0.38) 

炭化深さ(r=0.25) [mm] 35.6 35.2 36.6 35.8 34.1 

 

8.2.7 亀裂間隔 

図 8-8 に亀裂間隔を変えた解析での標準化発熱速度、内部温度と含水率を示す。図 8-

8(b)(c)では、試験体の亀裂間隔を a 倍に調整した解析を「Xa」の解析と命名する。温度分

布と含水率分布のグラフで、X0.5 の解析結果を点線、X0.75 の解析結果を破線、基準値の

解析結果を実線、X1.5 の解析結果を一点鎖線、X2.0 の解析結果を二点鎖線で示す。 

図 8-8(a)左側により、各解析の発熱速度は 10 分以前では完全に一致したが、10 分以降で

は徐々に違いが拡大した。亀裂間隔が小さくなるほど、発熱速度は大きくなった。60 分時

刻の発熱速度では、X0.5 の解析で約 40kW/m2、X2.0 の解析で約 17kW/m2であり、約 2.5 倍

の違いがある。各解析の発熱速度の違いは 70 分時付近で最大になり、それ以降は差が徐々

に減少する。各解析の発熱速度は 120 分時以降で概ね一致した。 

図 8-8(a)右側により、70~80 分間の標準化発熱速度は、亀裂間隔が大きくなるほど小さく

なる傾向があった。ただし、亀裂間隔が基準値の 0.5～1 倍の解析で得られた標準化発熱速

度の値はほぼ同様である。時間が経過すると各位置の標準化発熱速度が減少し、亀裂間隔

が小さい解析では減少幅が大きかった。各解析の燃焼終了(発熱速度が 0 になる)時刻は、

X0.5 の解析で 205.2 分、X0.75 の解析で 206 分、基準値で 207 分、X1.5 の解析で 208 分、

X2.0 の解析で 208.7 分であった。 

図 8-8(b)により、各解析の 20mm位置では 0～40分時に亀裂間隔による温度解析結果の差

は殆ど無い。40分以降で温度が高くなり、加熱終了時の 20mm位置温度は X0.5の解析で約

850℃、X2.0 の解析で約 500℃であった。亀裂間隔が小さくなると試験体内部に直接に進入

する熱流が増加し、各位置の昇温が速くなるためと考えられる。 
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 (a) 亀裂間隔が変化した場合の標準化発熱速度経時変化 

 
 (b) 亀裂間隔が変化した場合の試験体内部温度経時変化 

 
 (c) 亀裂間隔が変化した場合の内部含水率経時変化 

図 8-8 亀裂間隔が変化した場合の解析結果 
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 図 8-8(b)により、40mm 位置は 0～60 分時に亀裂間隔による温度解析結果の差が殆ど無い。

60 分以降で温度が急激に上昇し、亀裂間隔が短いほど上昇速度が速い傾向が計算された。

60 分以降では冷却段階に入るため試験体に不揮発性成分の赤熱が必要な酸素が供給され、

亀裂間隔が短いほど亀裂から試験体内部に直接供給される酸素量が多くなり、赤熱燃焼が

激しくなる。赤熱の発生により大量の熱量が放出され、温度上昇も速くなる。60mm 位置

～100mm 位置の温度分布解析値も亀裂間隔が短いほど温度が高くなる傾向が存在した。た

だし、変化幅は 20mm と 40mm より小さい。 

 図 8-8(c)により、亀裂間隔が 20mm位置では、含水率経過へ及ぼす影響は殆ど無く、X0.5

～X2.0 の解析のいずれも同様な時間に含水率が上昇し、最大値に到達する。しかし、

40mm 位置～80mm 位置の含水率分布は亀裂間隔による影響が大きく、亀裂間隔が短いほど

含水率ピーク時間が早くなり、含水率ピーク値が大きくなった。亀裂間隔が短い条件では

温度が高いため、内部温度が含水率ピーク温度に到達する時間が早くなることが主な原因

であると考えられる。亀裂間隔は外気に排出する水蒸気の物質流量にも影響があるため、

亀裂間隔が小さくなると外部に排出する水蒸気量が多くなると考えられる。この影響を考

慮すると、亀裂間隔が小さい解析の含水率がピークに到達する時間が遅くなる可能性があ

るとも考えられるが、含水率の解析結果では、亀裂間隔が小さい解析の含水率ピーク時間

が早くなった。そのため、亀裂間隔が試験体内部含水率を影響する方法のうち、「亀裂間

隔→熱流→内部温度→内部含水率」の方は「亀裂間隔→水蒸気物質流→内部含水率」の影

響より顕著であると考えられる。 

炭化深さの解析結果を表 8-8 に示す。最大値と最小値はおよそ 17mm の違いがあった。 

表 8-8 亀裂間隔を調整する場合の各解析での炭化深さ 

解析名 X0.5 X0.75 X1 X1.5 X2 
炭化深さ(r=0.25) [mm] 46.8 40.4 36.6 32.2 29.8 

8.2.8 亀裂深幅比 

図 8-9 に亀裂深さ-幅比を変えた解析での発熱速度、内部温度と含水率を示す。試験体の

深さ-幅比を a 倍に調整した解析を「Xa」の解析と命名する。温度分布と含水率分布のグラ

フで、X0.5 の解析結果を点線、X0.75 の解析結果を破線、基準値の解析結果を実線、X1.5

の解析結果を一点鎖線、X2.0 の解析結果を二点鎖線で示す。 

図 8-9(a)により、亀裂深幅比が変化した各解析の発熱速度は 0～10 分時には概ね一致し

て、それ以降は深幅比が大きいほど発熱が大きくなった。亀裂深さ-幅比が大きくなると形

態係数も大きくなり、試験体内部に直接に流入する熱流が増加して温度が高くなったため

と考えられる。ただし、冷却が開始した後にX0.5や X0.75などの亀裂深さ-幅比が大きい解

析の発熱速度の増加は殆ど無い。75 分以降では各解析の発熱速度はほとんど同一であった。

燃焼が停止する時刻では、X0.5 の解析で 206.7 分、X0.75 の解析で 206.8 分、基準値、X1.5

と X2.0 の解析で 207 分でした。亀裂幅比が大きくなるほど、標準化発熱速度が大きくなる

傾向が観測された。深幅比が小さい解析では亀裂から試験体に流入する熱流が大きいため、

加熱停止前の発熱速度は非常に大きくなった。そのため、酸素が供給されて不揮発性成分

の赤熱が開始しでも赤熱による発熱速度の増加量は加熱開始前の発熱速度と比べるとそれ

ほど大きくはなかった。 

図 8-9(b)(c)に示した試験体内部温度と内部含水率の変化は亀裂間隔の影響と類似であり、

亀裂深さ幅比が小さくなるほど内部温度が低くなる。また、亀裂深さ-幅比が小さくなると

含水率ピーク時間が早くなることが分かった。 
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 (a) 亀裂深幅比が変化した場合の発熱速度経時変化 

 
 (b) 亀裂深幅比が変化した場合の試験体内部温度経時変化 

 
 (c) 亀裂深幅比が変化した場合の内部含水率経時変化 

図 8-9 亀裂深さ-幅比が変化した場合の解析結果 
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第 2章に示した亀裂モデルでは、亀裂と外気の接触面が全加熱面積との面積比𝛿を計算す

る時と形態係数を計算する時に亀裂深さ-幅比𝛽を使用した。式(8-1)に面積比𝛿の計算式を

示す(2 章の式 2-42 の再掲)。 

𝛿 =

2𝑑𝑥

𝐿
1 +

1

4𝛽
  (𝑙 < 𝐿 )

0   (𝑙 ≥ 𝐿 )

  (8-1) 

ただし、𝐿 は亀裂間隔[m]、𝐿 は亀裂深さ[m]、𝑙は検討対象格子の深さ[m]、𝑑𝑥は検討対象

格子の長さ[m]、𝛽は亀裂深さ-幅比である。亀裂深さ-幅比は分母にあり、更に平方根を求

めるため、𝛽がどのように変化しでも 1 + は 1 に近いことが明らかである。そのため、

亀裂深さ-幅比が内部温度、標準化発熱速度などの量へ及ぼす影響は、主に形態係数による

と考えられる。 

 また、亀裂深さ-幅比を小さくすると亀裂開口が大きくなり、亀裂内部の各位置が外気と

の対流熱伝達と物質伝達が向上すると考えられるが、本研究の亀裂モデルは亀裂中の各位

置の対流熱伝達率と物質伝達率を表面と同様に設置したため、亀裂深さ幅比による影響は

なかった。 

表 8-9 に炭化深さの計算結果を示す。亀裂深さ-幅比は亀裂間隔より炭化深さに対する影

響が比較的に小さいということが分かった。 

表 8-9 亀裂深さ-幅比を変化させた場合の各解析における炭化深さ 

解析名 X0.5 X0.75 X1 X1.5 X2 
炭化深さ(r=0.25) [mm] 43.9 38.8 36.6 34.8 34.0 

 

8.3 各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響まとめ 

 8.2 節では、各種条件が燃え止まり発生状況へ及ぼす影響を検討した。本節は検討の結果

をまとめる。図 8-10 に各種条件の変化が燃え止まり時刻へ及ぼす影響をまとめたグラフを

示す。ここで、横軸は各種条件を調整した比率、縦軸は燃え止まり時刻を示す。また、熱

分解速度パラメータ・炭化層比率の項目に関しては、各種樹種の炭化層比率がカラマツの

炭化層比率(0.25)に対する比率を用いて各種条件を調整した比率を表す。 

  
(a) 比透気率 (b) 空隙率 
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(c) 初期含水率 (d) 初期全乾密度 

  
(e) 初期全乾密度(含水量一定) (f) 初期熱伝導率 

  
(g) 熱分解速度パラメータ・炭化層比率 (h) 亀裂間隔 

 

 

(i) 亀裂深さ-幅比 
図 8-10 各種条件の変化が燃え止まり時刻と炭化深さへ及ぼす影響 
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 燃え止まりの発生が早い条件は耐火性能(燃え止まり性能)が高いによる可能性があるが、

燃え尽きの発生による可能性も否定できない。そのため、各種条件が炭化深さへ及ぼす影

響と総合して評価する必要がある。各種状況のうち炭化深さが深く、燃焼停止が早い解析

は燃え尽きによると考えられるので、考察から除外する必要がある。また、炭化深さが浅

く、燃焼停止が早い解析は燃え止まりによると考えられる。そのため、解析結果の炭化深

さが浅く、燃焼停止も早くなる各種条件の変更方向を燃え止まり性能を強化する方向と考

える事ができる。 

上記の基準を参考して図 8-10 のデータまとめによると、各種条件のうち、初期含水率の

上昇は燃え止まり性能向上につながることが分かった。また、基準値の 10 倍以内(1.2×10-

15m2 まで)まで拡大する限り、比透気率の上昇は燃え止まり性能の向上効果がある。熱伝導

率については、小さいほど燃え止まり易くなる効果がある。 

 また、空隙率が小さい、全乾密度が高い、亀裂間隔が大きい、亀裂深さ-幅比が大きいな

どの特徴を持つ木質部材は炭化進行が遅い点があることが分かった。 

 

8.4 本章のまとめ 

本章はこれまで提案した解析モデルを用いて各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響を検討

した。6章で示した小型炉耐火試験の中の実験 6の条件を解析の基準値とし、比透気率、空

隙率、初期含水率、全乾密度、熱伝導率、熱分解速度パラメータ・不揮発性成分 (炭化層)

比率、亀裂間隔と亀裂深さ-幅比の計 8 種類のパラメータを変化させて感度解析を行った。

検討する際は、上記の各種条件を一定の範囲で変化した多数回の解析を行い、条件の変化

が解析結果へ及ぼす影響を確認した。試験体からの総発熱速度が 0 である時刻を燃え止ま

りの発生時刻とした。 

 検討の結果、下記の特徴がある木材は燃え止まり性能が高いことがわかった。 

① 初期含水率が高い 

② 比透気率が限界値と近く (本研究で検討する条件に限り、燃え止まりが最も発生しやす

い比透気率数値は1.2 × 10 m である) 

③ 熱伝導率が低い 

含水率と比透気率はいずれも物質移動と関連する項目のため、物質移動は燃え止まり性

能には相当な影響が存在すると考えられる。 

また、下記の特徴がある木材は必ずしも燃焼の進行が停止しやすいではないが、炭化進

行を防ぐ効果が強いことがわかった。 

① 空隙率が小さい 

② 全乾密度が高い 

③ 表面亀裂の亀裂間隔が大きい(つまり、表面亀裂が少ない) 

④ 表面亀裂の深さ-幅比が大きい(つまり、表面亀裂が細深い) 

熱分解速度パラメータ・不揮発性成分 (炭化層)比率が燃え止まりに対する影響は顕著では

なかった。 
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第 9 章 結論 

 

9.1 本研究の結論 

 本研究は、火災加熱を受ける木質部材で発生する熱と物質移動の解析モデルを提案した。

コーンカロリーメーターと小型耐火炉のカラマツ集成材加熱試験を行って火災加熱を受け

る木質部材の燃焼状況や炭化状況を調べた後、実験での測定結果を用いて解析モデルを検

証した。最後に、検証した解析モデルを用いて網羅的解析を行い、各種条件が火災加熱を

受ける木質部材の燃焼停止に対する影響を調べた。論文は 9 章からなっている。序論の 1

章と結論の 9 章以外に、2～8 章で得られた結果を以下に示す。 

 

第 2 章は、加熱を受ける木質部材の熱と物質移動解析モデルを作成した。解析モデルは

木質部材を揮発性成分、不揮発性成分として計算し、空隙内部の液体と気体に関しては液

水、水蒸気、熱分解ガス、二酸化炭素、酸素と窒素に分けて分析することとし、固体、液

体と気体物質の質量保存および物質全体のエンタルピー保存関係を計算する。流体の流速

は Darcy の法則によって計算する。 

 モデルでは木質部材の加熱による亀裂と収縮などの形状変化を考慮している。反応と変

化については加熱される時に発生する揮発性成分の熱分解、不揮発性成分の燃焼、熱分解

ガスの燃焼と水分の吸着および脱着を考慮した。 

 

第 3 章は、第 2 章で提案した火災加熱を受ける木質部材の熱物質移動解析モデルの計算

で使用する比熱、熱伝導率、拡散係数などの各種物性値の決定方法を述べた。多数の物性

値は、温度依存性があるものを使用した。 

 

第 4 章は、第 2 章で示した各種支配方程式の数値計算手法を示した。また、各種計算式

を用いて作成した数値計算プログラムの構成、計算の流れ、入力と出力の内容及び使用例

を示した。 

  

第 5 章は、カラマツ集成材試験体のコーンカロリーメーター加熱実験を行い、実験の概

要、方法と測定結果を述べた。測定では、試験体の温度、含水率、表面発熱速度と焼失、

炭化、変色深さなどの数値に対して行った。 

 内部温度の測定結果は水分の脱着による 100℃付近で温度の横ばいが存在し、非加熱面

に近いほど横ばい時間が長くなる。表面温度は、加熱開始直後に急速に上昇した。板目試

験体の着火温度は 360.2±13.9℃、着火時間は 23.87±6.02秒である。柾目試験体の着火温度

は 339.6±31.3℃、着火時間は 15.67±3.83 秒であった。 

 発熱速度については、全ての試験体で燃焼開始直後に急激に上昇し、ピーク値は最大で

約 190kW/m2 であった。ピークに到達した後は急激に減少し、10 分時に 50kW/m2 になり、

その後はほぼ一定値であった。発熱速度については、板目試験体と柾目試験体の差はほと

んどなかった。 

 電気抵抗法で測定した含水率は、実験と位置の違いにより多少異なっているが、変化の

パターンはほとんど同様である。温度が 60～80℃付近から含水率が上昇しはじめ、100～

120℃の位置で最大となる。温度が更に上昇すると含水率が下降し始める。含水率ピーク

位置の移動速度は概ね 1.3mm/分である。   
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 試験体の焼失深さ、炭化深さ、変色深さは加熱時間の増加によりほぼ線形的に増加する。

炭化速度の平均値は約 0.72～0.76mm/分であり、既往の研究で報告された実験での値と概ね

一致した。変色速度の平均値は約 0.98～1.00mm/分である。温度履歴と炭化/変色深さから

推定した炭化温度と変色温度はそれぞれ約 380℃と 260℃である。 

 

第 6 章は小型耐火炉を用いてカラマツ集成材壁試験体の加熱実験を行い、実験の内容、

方法と測定結果を述べた。 

加熱時の試験体の燃焼状況は概ね同じである。冷却時では、給気量の増加により冷却開

始直後の有炎燃焼が激しくなった。給気量が多いほど、炉内温度の低下が早くなり、有炎

燃焼の継続時間も短くなった。加熱・冷却終了後に試験体を脱炉した後、多くの実験では

試験体の表面で炭化層の赤熱が確認された。また、脱落や焼失による炭化層の表面損傷も

存在し、給気量が大きくなるほど表面の損傷が激しくなる傾向があった。 

実験が終了する時点での焼失深さは給気量が多くなるほど深くなるが、炭化と変色深さ

は給気量が多くなると小さくなる傾向が観測された。試験体の冷却時の炉内温度が最大と

なる給気量は、実験開始後 65 分 (加熱終了後 5 分)の時点では換気支配と燃料支配の境界付

近(約 0.035kg/m2.s)であった。 

加熱時の試験体内部温度は各回実験で一定のバラツキがあるものの、全体の変化傾向が

概ね一致した。0mm と 20mm の温度分布では炉内温度と同様に各実験最大温度は給気量が

0.0144 kg/m2.sである実験 1で観測され、時間経過とともに各位置の温度が下降した。60mm、

80mm と 100mm は時間経過とともに温度が上昇し、給気量との顕著な関連性は観測されな

かった。 

ガス分析計から測定した炉内酸素濃度では、給気量が多くなるほど酸素濃度の回復が速

くなる傾向が観測された。電気抵抗法より測定した含水率はすべての実験で類似の変化傾

向が観測された。20mm と 40mm 位置の含水率ピークはそれぞれ約 25 分と 60 分で到達し

た。60mm と 80mm 位置の含水率が所定値に到達する時間は給気量の増加により長くなっ

た。 

小型炉実験の炭化深さと変色深さ及び温度履歴から推定した炭化温度平均値は 236.5℃、

変色温度平均値は 161.5℃である。既往文献で示した 260℃などの炭化温度と比べると大き

い違いがないが、5 章のコーンカロリーメーター実験から推定した炭化温度(380℃)と変色

温度(260℃)を大幅に下回った。 

 

第 7 章は、2～4 章で作成した加熱を受ける木質部材の熱・物質移動解析モデルを用いて

5章と 6章で示したカラマツ集成材小型試験体のコーンカロリーメーター(CCM)加熱実験及

びカラマツ集成材壁の小型炉による耐火試験体の条件で解析を行い、解析で得られた温度、

含水率、発熱速度と焼失・炭化・変色深さの結果を実験と比較した。また、実測していな

い試験体内部全圧、水蒸気分圧、酸素質量分率、熱分解ガス質量分率と残量比の計算結果

も併せて示した。 

 コーンカロリーメーター実験を条件とした解析は、各実験で測定した着火直後の表面温

度変化を再現できた。発熱速度は、着火直後の急激な燃焼が発生する 0～10 分以内の区間

で解析値が実験値を正確に再現できたが、安定燃焼が発生する時の発熱速度解析値は実験

値より低くなった。温度分布については、加熱時間が短い解析は実験値を概ね再現できた。
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加熱時間が長い解析は加熱表面から 20mm 位置で温度解析値が実験値より低くなった。焼

失・炭化・変色深さも温度分布と同様に、加熱時間が短い実験で実験値を概ね再現できた

が、加熱時間が長い実験で算出した炭化・変色深さは解析値との誤差が存在した。 

 小型炉実験を条件として解析では、各実験で測定した炉内温度・炉内酸素質量分率を入

力条件として計算を行った。試験体内部温度の解析値は温度の実験値を再現できた。加熱

期間中の解析値と実験値の一致は良好である。冷却に入った後、給気量が低い実験(実験 1、

実験 5)での 20mm 位置の温度と 40mm 位置の温度は実験値より高いが、給気量が多いと解

析値と実験値の差が減少し、給気量が 0.0469kg/m2s の実験 6 の時に温度解析値は実験値と

ほとんど一致した。算出した含水率の変化も電気抵抗法で測定した実験結果の変化を概ね

再現できた。解析の初期値は高周波木材水分計で計測した含水率で設定しているため、含

水率の解析結果は電気抵抗法で測定した実験値よりもやや高いが、変化の傾向とピークに

到達する時間などの結果をうまく再現できた。炭化深さについては、解析は実験で測定し

た脆い炭化位置を再現できた。しかし、焼失深さについては、解析値は実験値より大きか

った。 

 検証結果をまとめると、本研究で提案した火災加熱を受ける木質部材の熱・物質移動解

析モデルは小型炉で ISO834標準火災加熱を受ける木質部材の加熱・冷却過程中の熱・物質

移動の傾向及び炭化状況をおおむね再現できると考えられる。また、コーンカロリーメー

ター実験の場合は、加熱時間が短ければ試験体の熱・物質移動を再現できる。ただし、長

時間の加熱をする場合は再現精度について改善の余地が存在する。 

 

第 8 章は、これまで提案した解析モデルを用いて各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響を

検討した。6 章で示した小型炉耐火試験の中の実験 6 の条件を解析の基準値とし、比透気

率、空隙率、初期含水率、全乾密度、熱伝導率、熱分解速度パラメータ・炭化層(不揮発性

成分)比率、亀裂間隔と亀裂深さ-幅比の計 8種類のパラメータを変化させて感度解析を行っ

た。検討する際は、上記の各種条件を一定の範囲で変化した多数回の解析を行い、条件の

変化が解析結果へ及ぼす影響を確認した。試験体からの総発熱速度が 0 でとなる時刻を燃

え止まりの発生時刻とした。 

 検討の結果、初期含水率が高く、比透気率が限界値と近く、熱伝導率が低い特徴がある

木材は燃え止まり性能が高いことがわかった。燃え止まりが最も発生しやすくなる比透気

率の限界値については、本研究が行われた解析の条件に限り、1.2 × 10 𝑚 であった。

(ただし、具体的な数値は他種類の条件の変更により変化する可能性がある) 

また、空隙率が小さく、全乾密度が高く、表面亀裂の亀裂間隔が大きく、亀裂の深幅比

が大きくの特徴がある木材は必ずしも燃焼の進行が停止しやすくはないが、炭化進行を防

ぐ効果が強いことがわかった。 

 

9.2 今後の課題 

 以下の課題は今後に検討が必要の課題である。 

(1) 計算モデルでの熱分解ガス燃焼の処理方法 

本論文で提案した解析モデルでは、解析格子の残量比は亀裂の発生が対応する残量比以

下、そして格子温度は着火温度以上になる時に熱分解ガスの燃焼が発生すると計算した。

しかし、発生した熱分解ガスが圧力勾配により内部に移動し、酸素と充分に混合すれば燃

焼が発生する可能性がある。もし外部で既に燃焼が開始した場合、導管内の燃焼は前述の
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着火温度より低い温度から開始する可能性がある。本研究は導管内燃焼を無視したが、算

出した発熱速度は実験値より低かったため、熱分解ガスの導管内の燃焼も考慮する必要が

ある可能性がある。 

 また、本研究のモデルは熱分解ガスの燃焼速度を熱分解ガスの生成速度と等しくなるよ

うに設定したが、酸素濃度が低い時に燃焼速度が遅くなる。そのため、熱分解ガス燃焼速

度の酸素濃度依存性の考慮も必要である。 

 

(2) コーンカロリーメーター実験を対象とした解析の熱に関する境界条件の処理 

 7 章でコーンカロリーメーター実験を対象として解析を行う際、エンタルピー保存式の

加熱側境界条件を定義するため、加熱側の火炎面積が加熱側試験体の総面積に対する比率

𝜒（7 章は火炎の面積係数と命名した）を用いた。7 章で解析をする時に、火炎面積係数の

設定は実験で観測された燃焼状況を基に簡単に𝜒 = 0.1と推定した。しかし、算出された発

熱速度と温度の結果は実験値より低かったため、推定された火炎面積係数は実際の数値よ

り低いと考えられる。コーンカロリーメーター実験を対象とした解析の解析結果が実験結

果に対する再現性を高めるため、火炎面積係数を含む各種境界条件の設定方法について検

討する必要がある。 

 

(3) 炭化深さが対応する残量比 

 本研究で加熱を受けるカラマツ炭化深さを計算する際は、残量比𝑟 = 0.25を判断基準と

した。その残量比はカラマツの急激な熱分解が終了する時点の残量比であり、実験の測定

で得られた損傷が発生しやすい”脆い炭化深さ”と対応する。しかし、実用上では脆い炭化

だけではなく、比較的硬い炭化層の位置も使用されているため、比較的硬い炭化層の位置

が対応する残量比の値を解明する必要がある。 

 

(4) 炭化温度の加熱速度と加熱方法との依存性 

 本研究で行ったコーンカロリーメーター加熱実験と小型炉加熱実験では、試験体がいず

れもカラマツ集成材なのに、算出された炭化温度は 100℃以上の差が存在した。炭化温度

が加熱速度や加熱方法にどのように依存するかを分析する必要がある。 

 

(5) 異方性の考慮 

木材は異方性があるものである。つまり、繊維の方向により比透気率などの物性値が変

化すると考えられる。しかし、本研究で板目と柾目試験体の熱・物質移動を計算する際は

同様な比透気率を使用している。 

また、木材は年輪の配置により局所密度の違いが存在する。ただし、本モデルは解析の

時に試験体全体の密度を均一にした。解析結果の精度を高めるため、異方性を考慮する必

要がある。 

 

(6) 不揮発性成分の燃焼による格子寸法変化の処理方法 

本研究で提案した解析モデルでは、不揮発性成分の赤熱が進行すると格子寸法が格子全

体にわたり均等に減少するように設定した。エンタルピー保存式の離散化方程式の計算を

する時に格子寸法の減少は寸法が減少しない状態の生成項の減少と熱伝導率の増加と同じ

効果となるため、赤熱が進行するほど赤熱による生成熱が温度上昇へ及ぼす影響が徐々に
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少なくなり、赤熱発生位置の温度が表面位置の温度と等しくなる問題が存在する。その結

果、解析では一部の耐火実験で観測された 2 時間以上の冷却を行ったでも 20mm 位置での

温度が表面温度より高い現象を十分には再現できなかった。実験結果の再現精度を高める

ため、例えば酸素と充分に接触する亀裂付近の不揮発性成分のみ焼失するなど、不揮発性

成分の赤熱が進行中の格子寸法長さの適切な設定方法を検討する必要がある。 

 

(7) 関連性がある各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響 

 本研究では各種条件が燃え止まりへ及ぼす影響を検討する際、各種条件を単独に分析し

た。しかし、一部の条件は関連性が存在する。例えば、密度が高い木材は単位体積当たり

の木材質量が高いため、内部の空隙が小さく、空隙率が小さい。各種条件の関連性を考慮

した更なる全面的な分析が望ましい。 
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きました。これまで大変お世話になった方々に感謝の意を申し上げます。 

はじめに、指導教員である京都大学教授・原田和典博士に心より感謝いたします。原田

先生は私が研究生として京都大学に入学してから、そして修士課程と博士課程の間に、時

に優しく時に厳しくご指導いただきました。研究の進み方、必要な基礎知識、実験の方法

など研究に関する様々なことを非常に親切に教えていただきました。本研究を論文にまと

めることができることは、原田先生の親切なご指導のおかげと思っております。ここで感

謝を申し上げます。 

京都大学准教授・仁井大策博士には、ゼミなどの場で研究についてご助言とご指摘をい

ただきました。研究を進める時に甚大なご支援をいただきました。ここで感謝を申し上げ

ます。 

京都大学教授・小椋大輔博士、京都大学教授・石田泰一郎博士は、論文の各章の内容に

ついて助言していただきました。また、これまでのドクターセミナーの時にもご指摘とご

助言をいただきました。ここで感謝を申し上げます。 

私が日本火災学会と日本建築学会の研究発表会を参加する際、学会の場で神戸大学教

授・高田暁博士、住友林業・茶谷友希子氏、早稲田大学・鈴木達朗博士から始めとする数

多くの方々からご指摘とご議論をいただきました。ここで感謝を申し上げます。 

本研究で実験を遂行する時は、日本建築総合試験所の小型耐火炉とコーンカロリーメー

ター設備を使用しました。実験を行うにあたり、日本建築総合試験所・小宮祐人氏、大上

尊子氏をはじめとする日本建築総合試験所の方々からご協力をいただきました。ここで感

謝を申し上げます。 

本研究で行う平衡含水率の測定を行う時に使用した多種類木質部材の小片試験体は、住

友林業・黒田瑛一氏、茶谷友希子氏からいただきました。ここで感謝を申し上げます。 

本研究を遂行する際は、研究費：燃え止まりメカニズムに基づく木質構造部材の耐火設

計(基盤研究 B、研究代表者：京都大学教授・原田和典)と研究費：物質移動が木質部材の

火災後の燃え止まり現象へ及ぼす影響に関する研究(特別研究員奨励費 DC2、研究代表者：

孫安陽)の補助をいただきました。ここで感謝を申し上げます。 

本研究で平衡含水率の測定や小型耐火炉の実験を行う時に、京都大学大学院修士課程・

牧野翔馬氏からご協力をいただきました。また、ゼミなどの場で研究について討論してい

ただきました。ここで感謝を申し上げます。 

博士課程の 3 年間、私はエプソン国際奨学財団の奨学金、日本学術振興会の研究奨励金

と京都大学の授業料免除から経済的ご支援をいただきました。そのおかげで、研究に専念

することができました。ここで感謝を申し上げます。 

研究を推進する時に、数多くの参考文献や教科書から有意義な知見を得ました。ここ

で、本論文で参考した参考文献の著者各位、そしてこれまで読んだことがあった論文や教

科書の著者各位に感謝を申し上げます。 

ゼミなどの場で、原田・仁井研究室の皆様から貴重なコメントとご質問をいただきまし

た。ここで感謝を申し上げます。 

海外での留学生活の長い間に、中国人留学生の友人の方々のおかげで楽しい生活を送る

ことができました。ここで感謝を申し上げます。 
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最後に、私が日本に留学する間の約 5 年半の間で様々なご支援をして頂き、私が困難を

直面する時に常に励まし言葉で応援していた両親、そして日本での留学期間中にずっと応

援してくれた家族の方々に感謝を申し上げます。 

 

誠にありがとうございました。 

 

孫安陽 

2024 年 1 月 

 

 

 


